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はじめに
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• 放射性物質分析・研究施設第1棟（以下「第1棟」）の整備は、9⽉末に受電し、
建設⼯事の終盤に⼊った。

• 現在建屋は仕上げ⼯事の段階。12⽉には内装設備の据え付け等も終え、⼯事の最
終段階である単体作動試験、その後の総合機能試験を進めていく段階にある。

• この機に、第1棟の整備に関し、下記の内容についてご紹介する。

• 放射性物質分析・研究施設第1棟（以下「第1棟」）の整備は、9⽉末に受電し、
建設⼯事の終盤に⼊った。

• 現在建屋は仕上げ⼯事の段階。12⽉には内装設備の据え付け等も終え、⼯事の最
終段階である単体作動試験、その後の総合機能試験を進めていく段階にある。

• この機に、第1棟の整備に関し、下記の内容についてご紹介する。

本⽇のご紹介内容︓
1. 放射性物質分析・研究施設の概要
2. 第1棟の概要
3. 第1棟の建設に係る経緯と今後の予定
4. 第1棟の建設に係る現在の進捗状況



1. 放射性物質分析・研究施設の概要
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• 東京電⼒ホールディングス(以下「東電」)株式会社福島第⼀原⼦⼒発電所(以下
「1F」）の事故によって発⽣した放射性廃棄物や燃料デブリ等の分析を⾏う施設。

• 施設管理棟、第1棟、第2棟及びサテライトオフィス（仮称）※1で構成。

• 東京電⼒ホールディングス(以下「東電」)株式会社福島第⼀原⼦⼒発電所(以下
「1F」）の事故によって発⽣した放射性廃棄物や燃料デブリ等の分析を⾏う施設。

• 施設管理棟、第1棟、第2棟及びサテライトオフィス（仮称）※1で構成。

① 施設管理棟【2018年3⽉運⽤開始済】
︓遠隔操作装置の操作訓練等を実施中。

② 第1棟※2【建設中】
︓低・中線量のガレキ類等の廃棄物試料の分析を実施予定。

③ 第2棟※2【実施計画変更認可申請中】
︓燃料デブリ等の分析を実施予定。

※1 サテライトオフィス（仮称）は⼤熊町⼤野駅周辺に設置予定。
※2 特定原⼦⼒施設の⼀部として東電が実施計画申請し保安を統括。JAEAが設計・建設、運営（分析実務及び換排気等の施設運転）を担当。

N

第2棟

施設管理棟
第1棟

注)⾚破線内側は東電敷地
⻩⾊塗部分が⼤熊施設

（1F内に整備する3施設のイメージ図）



2. 第1棟の概要(1/2)
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• ⽬的
 1Fで発⽣するガレキ、⼟壌、可燃物の焼却灰、汚染⽔処理に伴い発⽣する⼆次廃棄物などを

対象として、その性状を把握する⽬的で分析を⾏う。
• 分析対象

 1Sv/h以下のガレキ類及び⽔処理⼆次廃棄物等（核燃料物質は扱わない）。
 200受⼊物/年を想定。

• 建築概要
 階数、建物⾼さ 地上3階、約25m
 延床⾯積 約9,672m2

 主要構造 鉄筋コンクリート造、杭基礎
• 主な設備

 分析設備（鉄セル4基、グローブボックス10基、フード56基)
• 安全設計のポイント

 放射性気体廃棄物については、管理区域及びセル等の排気は⾼性能フィルタにより、放射性物
質を⼗分低い濃度になるまで除去した後、排気⼝から放出する。

 表⾯線量率が1mSv/hを超える試料は、厚い鉄板による遮へいを有する鉄セルで取り扱う。
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2. 第1棟の概要(2/2)
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3. 第1棟の建設に係る経緯と今後の予定
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• 2015年3⽉に詳細設計に着⼿。
• 2016年9⽉に実施計画変更認可申請、2017年3⽉認可、その後⼯事に着⼿。
• 2020年10⽉現在、

 第1棟本体の躯体⼯事を終えて仕上げの段階。施設の周囲では第2棟に繋げ
る連絡通路の⼯事の他、外構⼯事を実施中。

 内装設備も鉄セル、グローブボックス等の主要な設備の据付は終わり、配管敷
設、電気⼯事等を中⼼に実施中。

 9/30に受電を⾏ったところ。
• 現状の計画では、今年度12⽉頃より単体作動試験開始、その後総合機能試験を

開始。2021年6⽉までに総合機能試験及び規制庁による使⽤前検査を終えて竣
⼯後、運⽤開始の予定。

• 2015年3⽉に詳細設計に着⼿。
• 2016年9⽉に実施計画変更認可申請、2017年3⽉認可、その後⼯事に着⼿。
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 内装設備も鉄セル、グローブボックス等の主要な設備の据付は終わり、配管敷
設、電気⼯事等を中⼼に実施中。

 9/30に受電を⾏ったところ。
• 現状の計画では、今年度12⽉頃より単体作動試験開始、その後総合機能試験を

開始。2021年6⽉までに総合機能試験及び規制庁による使⽤前検査を終えて竣
⼯後、運⽤開始の予定。

建設⼯事

運⽤

2020年度 2021年度

単体作動試験 総合機能試験

▼6⽉頃竣⼯12⽉▼ 2⽉▼

使⽤前検査(総合機能試験に伴うもの)

9/30受電▼

▼運⽤開始



4.第1棟の建設に係る現在の進捗状況(1/2)
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衛⽣空調機械室
送⾵機据付作業
2020.7.6

監視設備室
建屋監視盤 外観状況

2020.7.30

電気室
受電完了後の状況
2020.9.30

－ 建設⼯事の状況例① 建屋⼯事 －

2 全景写真(2020/8/27)1 建屋 基礎⼯事状況(2018/3/14)

2

1



4.第1棟の建設に係る現在の進捗状況(2/2)
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－ 建設⼯事の状況例② 内装設備整備 －

液体廃棄物⼀時貯留設備
液体廃棄物⼀時貯留室状況

2020.8.28

鉄セル室
付属品、盤類取付作業

2020.8.28

グローブボックス室
整備状況
2020.6.8

フード室
整備状況
2020.9.30

分析装置(ガンマ線検出器)
現状施設管理棟内に設置
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戦略プラン2020のポイント

1

 東京電⼒がロードマップ実現の具体的な作業プロセスを⽰す「廃炉中⻑期実⾏プラン」
を3⽉に公表したこと

 これまでも安全最優先で進めてきたが、燃料デブリの試験的取り出しを⾄近に控え、
改めて「安全確保の考え⽅」の項⽬を新設し提案

 更なる規模拡⼤を⾏うにあたり、事業者として安全を前提に、現実的な制約が伴う時間、
被ばく量、コストを考慮した要求事項（境界条件）の設定の必要性を『燃料デブリ取り
出し』の項に記載

 今後、難度の⾼いデブリ取り出しが進む中、研究開発、特に廃炉・汚染⽔対策事業の
重要度が益々⾼まることから、研究開発の運営体制を強化

１点⽬

２点⽬

３点⽬

４点⽬

戦略プラン2020では、今年のポイントとして以下４点を踏まえ、中⻑期視点での
技術戦略を提⽰
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中長期の視点も含めた
計画検討

研究開発

廃炉等積立金の取戻し計画 （毎年度）

NDFと共同作成し政府が承認
-汚染水対策PG
-プール燃料取り出しPG
-燃料デブリ取り出しPG
-廃棄物対策PG
-敷地全般管理対応PG
-設備維持管理等/業務運営

政
府

結
果

の
フ
ィ

ー
ド
バ

ッ
ク

結果のフィードバック

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

現場作業

廃炉事業の推進

東
京
電
力

Ｎ
Ｄ
Ｆ 廃炉等積立金の取戻し計画作成方針

(毎年度）

中長期ロードマップ＊

改訂に資する提案

戦略プラン (毎年度）

次期研究開発計画

（廃炉・汚染水対策事業）

* 現場の状況等を踏まえ、継続的に見直し

実績として、数年に１度の改訂

廃炉中長期実行プラン (毎年度）

１点⽬ 「廃炉中⻑期実⾏プランの公表」

2

 東京電⼒は、複雑かつ⻑期にわたる作業⾒通しを具体化するとともに、地元や社会に対する
廃炉事業の透明化を図り、主体的に廃炉に取り組むため、「廃炉中⻑期実⾏プラン」を公表

 研究開発、⼈材、調達についても中⻑期計画を作成できるため公表の意義は⼤きく、今後は
新知⾒や現場状況などを踏まえた不断の⾒直しが重要

 戦略プランは、廃炉中⻑期実⾏プランの毎年の改訂に技術的な観点から影響を与える。

図 戦略プランの位置付け

２０２０年3⽉に公表
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２点⽬ 「廃炉作業における安全確保の明確化」（１/２）
 福島第⼀の特徴を踏まえた安全確保の基本⽅針
「安全視点」を廃炉作業の検討に反映することは重要
• 事故炉である福島第⼀は通常炉とは異なり、放射性物質や閉じ込め障壁の状況等に⼤きな不確か
さがあり、かつ、その不確かさを低減するための現場アクセスや計装装置の設置も制約されている状況
で、⾮定型、⾮密封の⼤量の放射性物質を不完全な閉じ込め状態で扱うことになるため、幅広い可
能性を想定して、確実に安全確保が可能であることの確認を、全ての検討の起点とすることが必要

• 作業期間全体にわたるリスク低減を考えて作業期間を⻑期化させないことが重要であり、そのために、
安全評価を尽くすことで寡少⼜は過剰な安全対策を避け、最適な安全対策を講じること
（ALARP）が必要

「オペレータ視点」を取り込んだ安全確保
• 安全対策が実効的であるためには、「オペレータ視点」（現場を熟知し現場で操作や作業等を実⾏
する⽴場からの着眼や判断等）が重要

• 設計に加え運⽤とトータルで安全を⾼めることや現場運⽤で得られる情報を安全対策への活⽤と
いった観点などで「オペレータ視点」が重要性をもつ。

福島第⼀の特徴に対応するためには、「安全視点」、「オペレータ視点」を反映することが基本
• 廃炉作業の検討に当たっては、事業執⾏者である東京電⼒がその作業に対する「要求事項」を予め
「安全視点」、「オペレータ視点」を考慮して定め、その実現に向けた具体的な安全対策の検討を⾏う。



©Nuclear Damage Compensation and Decommissioning Facilitation Corporation
無断複製・転載禁⽌ 原⼦⼒損害賠償・廃炉等⽀援機構 4

２点⽬ 「廃炉作業における安全確保の明確化」（２/２）

 先⾏的な実施と得られる情報の後段での活⽤
現状既に厳しい放射線環境下にあること、閉じ込め障壁等の更なる劣化等を考慮すると、
リスク状態の改善と不確実性の縮⼩を出来るだけ急ぐ必要あり。
各段階の作業において、炉内部の状態監視、操作の制限等によって安全を確保した上で

作業を進め、得られた情報を次段階に活⽤することで、不確かさを低減し、安全確保の信
頼性向上と設計の合理化を図ることが可能
東京電⼒は、このような取組⽅式を実際のエンジニアリングやプロジェクト管理にすみやか
に導⼊し、この取組で得られる経験を積み上げていくことが重要

 作業に伴う⼀時的なリスクレベルの増加への対応の考え⽅
廃炉作業は、速やかなリスク低減を⽬指すものであるが、作業に伴って⼀時的にリスクレベ
ルが変化することや、作業員の被ばく量が増加する可能性について考慮が必要
⼀時的なリスクレベルの⾼まりに対しては、それらを防⽌・抑制する措置を講ずることが重要

であり、特に作業員の放射線安全はALARAの考え⽅（被ばくを合理的に達成できる限
り低くすること）に沿って確保するなど、周到な準備を施した上で作業を⾏うことが必要
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 取り出し⽅法の検討の際は、東京電⼒が事業執⾏者として重要な要求事項（境界条件）
を明確にすることが必要

 重要な要求事項（境界条件）については、何を重要な要求事項（境界条件）とし、どのよ
うな性能を求めるかについて、安全視点、オペレータ視点から設定することが必要（例︓作
業員の総被ばく線量、臨界、ダスト（閉じ込め）、廃棄物発⽣量の抑制、回収速度 ）

 例⽰した要求事項以外にも取り出し⽅法の検討を着実に進めるために、様々な重要な要求
事項（境界条件）について、東京電⼒がより主体的に決定していくことが必要

３点⽬ 「デブリ取り出し（要求事項の抽出）」

図 取り出し⽅法検討の流れ（概念図）

初号機の燃料デブリ取り出し、
内部調査等の現場作業
●初号機燃料デブリ取り出し、

内部調査の新たな知⾒

作業環境整備の状況
●現場環境(線量、PCV⽔位)の

状況
●各種新設設備(建屋含む) 敷地

確保⾒通し(ガレキ含め⼲渉物
撤去計画策定) 等

サイト全体の計画の状況
●汚染⽔対策
●固体廃棄物計画
●他⼯事との⼲渉 等

取り出し概念検討（全体概念検討含）結果の評価
●要求事項
●取り出し⽅法、アクセス⽅法、デブリ回収⽅法
●安全システム
●収納・移送・保管施設 等

現場適⽤性の評価
●安全
●確実
●合理的
●迅速
●現場指向

総合的な評価
●上記視点での総合的な評価

研究開発
●研究開発(廃炉・汚染⽔対策

事業、東京電⼒⾃主事業）
の進捗
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４点⽬ 「研究開発の管理体制の強化」
 2021年の試験的取り出しが⽬前に迫り、その後の取り出し規模の拡⼤に向け、研究開発を
加速する必要があるとの認識のもと体制を強化

 体制強化による変更点
・ 変更１︓NDFは、廃炉・汚染⽔対策事業の事務局に参画する体制に移⾏
・ 変更２︓東京電⼒は、研究実施主体との共同申請体制に移⾏

図 福島第⼀の廃炉に係る研究開発実施体制の概略（2020年度） 6
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※１ 廃炉研究開発連携会議は、廃炉・汚染水対策チーム会合決定によりNDFに設置。
※２ 太い実線矢印は研究費・運営費等の支出（施設費除く）、細い実線矢印は協力関係等、点線矢印は廃炉研究開発連携会議への参加を示す。
※３ JAEA等、一部機関は複数個所に存在している。
※４ 各機関はそれぞれMOU等に基づき外国機関との協力関係を有する。
※５ 電力中央研究所等が独自に実施する研究開発は本図では省略した。
※６ 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業のうち、平成29年度までの採択分は文部科学省から受託事業者への委託であるが、本図では省略した。
※７ 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業の補助金は、JAEAに交付されるが、わかりやすさのためCLADSに交付されるものと表現した。
※８ 廃炉・汚染水対策補助金事業は、中長期ロードマップや戦略プランにおける方針、研究開発の進捗状況を踏まえ、NDFがその次期研究開発計画の案を策定し、経済産業省が確定する。
※９ NDFは、英知を結集した原子力科学技術・人材育成事業のステアリングコミッティに構成員として参加する。
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１．はじめに（1/2）

2

 東京電力がロードマップ実現の具体的な作業プロセスを示す「廃炉中長期実行プラン」を3
月に公表したこと

 これまでも安全最優先で進めてきたが、燃料デブリの試験的取り出しを至近に控え、改めて
「安全確保の考え方」の項目を新設し提案 P.7参照

 更なる規模拡大を行うにあたり、事業者として安全を前提に、現実的な制約が伴う時間、被
ばく量、コストを考慮した要求事項（境界条件）の設定の必要性を『燃料デブリ取り出し』の
項に記載 P.14参照

 今後、難度の高いデブリ取り出しが進む中、研究開発、特に廃炉・汚染水対策事業の重要
度が益々高まることから、研究開発の運営体制を強化 P.21参照

戦略プラン2020の４つのポイント

１点目

P.3, P.22参照

２点目

３点目

４点目

戦略プラン2020では、今年のポイントとして以下４点を踏まえ、中長期視点での技術戦略を提示
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中長期の視点も含めた
計画検討

研究開発

廃炉等積立金の取戻し計画 （毎年度）

NDFと共同作成し政府が承認
-汚染水対策PG
-プール燃料取り出しPG

-燃料デブリ取り出しPG
-廃棄物対策PG
-敷地全般管理対応PG

-設備維持管理等/業務運営

政
府

結
果

の
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

結果のフィードバック

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

現場作業

廃炉事業の推進

東
京
電
力

Ｎ
Ｄ
Ｆ 廃炉等積立金の取戻し計画作成方針

(毎年度）

中長期ロードマップ＊

改訂に資する提案

戦略プラン (毎年度）

次期研究開発計画
（廃炉・汚染水対策事業）

* 現場の状況等を踏まえ、継続的に見直し
実績として、数年に１度の改訂

廃炉中長期実行プラン (毎年度）

１．はじめに（2/2）

3

 「中長期の視点も含めた計画検討」の主な成果物として、東京電力は「廃炉中長期実行
プラン」を新たに作成 ← 今年のポイント（1点目）

 毎年度更新される「廃炉中長期実行プラン」をもとに、NDFと東京電力が共同で「取戻し
計画」を作成し、それに基づき事業を推進

 廃炉中長期実行プランの公表により、東京電力の主体的に取り組む姿勢が具体化

図 戦略プランの位置付け

２０２０年3月に公表

廃炉中長期実行プラン公表の目的
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２．福島第一原子力発電所の廃炉のリスク低減及び安全確保の考え方（1/5）

4

福島第一原子力発電所に係るリスクレベルの例

 リスク低減戦略の当面の目標は、「十分に安定管理がなされている領域」（水色領域）に持ち
込むこと

潜
在
的
影
響
度
※
１
（
対
数
ス
ケ
ー
ル
）

管理重要度※２（対数スケール）

※１：事象の影響度の指標。インベントリ（放射性物質量）、リスク源の形態（気体・液体・固体等）や安全機能喪失時のリスク顕在化までの余裕時間に依存

※２：起こりやすさの指標。施設健全性や、リスク源の梱包・監視状態等に依存

昨年から変更があった主なポイント

ポイント①：「ゼオライト土嚢」を主要なリスク源に追加

事故後に汚染水対策の一環として、プロセス主建
屋等の地下階に設置

戦略プラン2019では、その他のリスク源として抽出
していたものを、戦略プラン2020では、主要なリス
ク源として追加

ポイント②：フランジ型タンク内の残水処理が進展

フランジ型タンクの底部に残ったストロンチウム処理
水等の残水処理が進展

現在は濃縮塩水の残水約500m３のみが貯蔵さ
れている状況（2020年8月末時点）

リスク低減の考え方（1／3）

ポイント①

ポイント②
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２．福島第一原子力発電所の廃炉のリスク低減及び安全確保の考え方（2/5）

5

 未だ大きな不確かさが存在し、不確かさの解消には時間等の多くのリソースが必要で
ある中、速やかなリスク低減を目指すためには、ある程度の不確かさが存在していても、
安全の確保を最優先に、これまでの経験等を活用し方向性を見定めた上で、柔軟
かつ迅速に総合的な判断を行うことが必要

 このような総合的な判断を行う上での視点として、NDFでは次に示す5つの基本的考
え方を整理

リスク低減の考え方（2／3）

（5つの基本的考え方）

• 安全 放射性物質によるリスクの低減並びに労働安全の確保
（検討例：放射性物質の閉じ込め（環境への影響）、作業員の被ばく、リスク低減効果）

• 確実 信頼性が高く、柔軟性のある技術
（検討例：要求事項への適合性、効果、不確かさに対する柔軟性）

• 合理的 リソース（ヒト、モノ、カネ、スペース等）の有効活用
（検討例：廃棄物発生量の抑制、コスト、効率性、作業エリア・敷地の確保）

• 迅速 時間軸の意識
（検討例：燃料デブリ取り出しへの早期着手、燃料デブリ取り出しにかかる期間）

• 現場指向 徹底的な三現（現場、現物、現実）主義
（検討例：作業性（環境、アクセス性、操作性）、保守性（メンテナンス、トラブル対応）
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２．福島第一原子力発電所の廃炉のリスク低減及び安全確保の考え方（3/5）

6

 作業に伴う放射線から人と環境を防護することを目的とした安全確保に最も力点を
置き、影響評価を徹底して行い、適切な対策を講じたうえで廃炉作業を進めること
が重要（「安全」）

 現場の状況に照らし可及的速やかに（「迅速」）、このリスクを合理的に達成できる
限り低く管理しつつ（「合理的」）、確実（「確実」）で、現場の厳しい条件に対し
実際に実行できる方法により（「現場指向」）廃炉を進めることが、中長期的な安
全確保につながる。

 このような基本的考え方に基づく判断結果については、判断結果が広く社会から受
容されるよう、丁寧な情報発信を行う等の努力をしていくことが重要である。

リスク低減の考え方（3／3）
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7

２．福島第一原子力発電所の廃炉のリスク低減及び安全確保の考え方（4/5）

 福島第一の特徴を踏まえた安全確保の基本方針

「安全視点」を廃炉作業の検討に反映することは重要

• 事故炉である福島第一は通常炉とは異なり、放射性物質や閉じ込め障壁の状況等に大きな不確かさがあ
り、かつ、その不確かさを低減するための現場アクセスや計装装置の設置も制約されている状況で、非定型、
非密封の大量の放射性物質を不完全な閉じ込め状態で扱うことになるため、幅広い可能性を想定して、
確実に安全確保が可能であることの確認を、全ての検討の起点とすることが必要

• 作業期間全体にわたるリスク低減を考えて作業期間を長期化させないことが重要であり、そのために、安全
評価を尽くすことで寡少又は過剰な安全対策を避け、最適な安全対策を講じること（ALARP）が必要

「オペレータ視点」を取り込んだ安全確保

• 安全対策が実効的であるためには、「オペレータ視点」（現場を熟知し現場で操作や作業等を実行する立
場からの着眼や判断等）が重要

• 設計に加え運用とトータルで安全を高めることや現場運用で得られる情報を安全対策への活用といった観
点などで「オペレータ視点」が重要性をもつ。

福島第一の特徴に対応するためには、「安全視点」、「オペレータ視点」を反映することが基本

• 廃炉作業の検討に当たっては、事業執行者である東京電力がその作業に対する「要求事項」を予め「安全
視点」、「オペレータ視点」を考慮して定め、その実現に向けた具体的な安全対策の検討を行う。

安全確保の考え方（1／2） ← 今年のポイント（2点目）
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8

２．福島第一原子力発電所の廃炉のリスク低減及び安全確保の考え方（5/5）

 先行的な実施と得られる情報の後段での活用

現状既に厳しい放射線環境下にあること、閉じ込め障壁等の更なる劣化等を考慮すると、リス
ク状態の改善と不確実性の縮小を出来るだけ急ぐ必要あり。

各段階の作業において、炉内部の状態監視、操作の制限等によって安全を確保した上で作業
を進め、得られた情報を次段階に活用することで、不確かさを低減し、安全確保の信頼性向
上と設計の合理化を図ることが可能

東京電力は、このような取組方式を実際のエンジニアリングやプロジェクト管理にすみやかに導
入し、この取組で得られる経験を積み上げていくことが重要

 作業に伴う一時的なリスクレベルの増加への対応の考え方

廃炉作業は、速やかなリスク低減を目指すものであるが、作業に伴って一時的にリスクレベルが
変化することや、作業員の被ばく量が増加する可能性について考慮が必要

一時的なリスクレベルの高まりに対しては、それらを防止・抑制する措置を講ずることが重要であ
り、特に作業員の放射線安全はALARAの考え方（被ばくを合理的に達成できる限り低くす
ること）に沿って確保するなど、周到な準備を施した上で作業を行うことが必要

安全確保の考え方（2／2）
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9

(1) 安全対策をはじめ周到な準備をした上で、燃料デブリを安全に回収し、これを十分に管理された安定
保管の状態に持ち込む。

(2) 燃料デブリ取り出しの初号機である2号機で試験的取り出しに2021年内に着手し、段階的な取り出
し規模の拡大など一連の作業を迅速に開始することで、その後の取り出し規模の更なる拡大に向けて
必要な情報・経験を得る。

(3) 取り出し規模の更なる拡大については、初号機の燃料デブリ取り出し、内部調査、研究開発（廃炉・
汚染水対策事業、東京電力自主事業）、現場環境整備等に関する進捗を見極めつつ、収納・移送・
保管方法を含め、その方法の検討を進める。

３．福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略（1/12）

目標

※ 東京電力資料をＮＤＦにて加工

①燃料デブリ取り出し（1／7）

屋外（構内）原子炉建屋

小規模燃料デブリ取り出し装置 小規模燃料デブリ取り出し容器

構内輸送容器

遠隔運搬台車

構内輸送車両
エンクロージャ

保管設備

分
析
施
設
へ

分析用
払出セル

遮へい吊り具

払出セル

受入計測セル

一時保管セル

一時保管用
収納缶

輸送容器
(及びサンプル収納缶)

サンプル
封入瓶

図 燃料デブリ取り出しから一時保管までのイメージ（段階的な取り出し規模の拡大）※
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 試験的取り出し及びPCV内部調査、段階的な取り出し規模の拡大

３．福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略（2/12）

10

技術戦略①燃料デブリ取り出し（2／7）

 規模は小さいながらも、新たな開口を設けて、
PCV外側に閉じ込め障壁を拡張することは、
今後の作業の基本的な現場構成の形であり、
新たな段階に入る取組

• 従来の閉じ込め障壁の位置がX-6ペネの閉
止フランジ部であったものから、隔離部屋や
エンクロージャに拡張

図2 X-6 ペネ 隔離部屋 構造概略図※

※ 東京電力資料をＮＤＦにて加工

図3 X-6 ペネ エンクロージャ等 構造概略図※

試験的取り出し（2号機） 段階的に取り出し規模を拡大（2号機）

グリッパツール案 掘削回収ツール案

エンクロージャ

X-6ペネ接続構造

X-6ペネ

ロボットアーム

格納容器写真：ロボットアーム

工場制作時の状況

金ブラシ方式 真空容器方式

アクセス装置 燃料デブリ回収装置 燃料デブリ回収装置

2017年1月撮影

写真：X-6ペネ※内堆積物

可搬重量の増加等

アクセス装置

(現場の状況に応じて使用する予定)

※ X-6ペネトレーションの略

図1 燃料デブリ取り出し設備のイメージ
（試験的取り出し及び段階的な取り出し規模の拡大）※

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PCV内 

閉止フランジ 

：拡張後の閉じ込め障壁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測定器 

エンクロージャ～接続管～X-6ペネ接続構造：(約 W3.6×L11.8×H2.1ｍ(最大部)) 

PCV内 

：拡張後の閉じ込め障壁 

：従来の閉じ込め障壁 
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 試験的取り出し及びPCV内部調査、段階的な取り出し規模の拡大

３．福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略（3/12）

11

技術戦略①燃料デブリ取り出し（3／7）

 試験的取り出しは、現場の厳しい環境を模擬したモックアップ試験を行うことがオペレータ視
点からも重要であり、十分に安全性や現場適用性を確認し、着実に進めていくことが必要

 燃料デブリ取り出し作業時の情報の取得とその活用等に係る留意点を踏まえ、東京電力は
エンジニアリングを主導的に進めることが重要

• 新型コロナウィルスの影響に伴う技術者の出勤制限等により、従来に比較し計画的な作業
が難しい状況が想定されることから、より一層、慎重かつ細心の注意を払い、安全の確保を
行うことが必要

 X-6ペネの開放後の干渉物撤去や試験的取り出し及びPCV内部調査については、一体の
作業として検討を行っていくことが必要

• 実際に得られたPCV内の干渉物や内部状況により、干渉物撤去や試験的取り出し及び
PCV内部調査の順序や方法は、その時の確認結果に依存
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３．福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略（4/12）

12

 取り出し規模の更なる拡大

①燃料デブリ取り出し（4／7） 技術戦略

図 取り出し方法検討の流れ（概念図）

 取り出し方法検討

• 初号機（２号機）の取り出しに比べ、作業、装置、施設が大規模化し、工事範囲が広域化することか
ら、他工事も含めて福島第一全体を見据えた検討が一層重要

• 現場の線量が高いことや状況把握が限定的な中、作業範囲が大規模化することから、作業・装置に求め
る要求事項をより明確に設定した上で、体系的な取り出し方法の検討を進めることが重要

• 東京電力の概念検討結果等をもとに、現場適用性やその実現性についてNDFでも評価を実施

初号機の燃料デブリ取り出し、
内部調査等の現場作業
●初号機燃料デブリ取り出し、

内部調査の新たな知見

作業環境整備の状況
●現場環境(線量、PCV水位)の

状況
●各種新設設備(建屋含む) 敷地

確保見通し(ガレキ含め干渉物
撤去計画策定) 等

サイト全体の計画の状況
●汚染水対策

●固体廃棄物計画
●他工事との干渉 等

取り出し概念検討（全体概念検討含）結果の評価
●要求事項
●取り出し方法、アクセス方法、デブリ回収方法
●安全システム
●収納・移送・保管施設 等

現場適用性の評価
●安全
●確実
●合理的
●迅速
●現場指向

総合的な評価
●上記視点での総合的な評価

研究開発
●研究開発(廃炉・汚染水対策

事業、東京電力自主事業）
の進捗
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 ３号機を先行的検討号機とすることは適切であると評価

• 試験的取り出しは2号機で行っていくが、大量の燃料デブリへのアクセスが容易であるのは、
ペデスタル底部に燃料デブリが多く存在している1号機と3号機

• 情報の充足状況や現場の状況を踏まえると3号機の方が、取り出し方法の検討等エンジニ
アリングを進めることになり、デブリ取り出しに早く着手し、早く情報を取得することが可能

• ある号機を代表号機とすることで、 技術的な要点や更に検討を深めていくべき項目等を早
期に得ることが可能となり、これらの成果を他号機に活用することで、1~3号機の燃料デブ
リ全体のリスク低減につなげていくことが可能

• 3号機で先行的な取組を進め、他号機の状況や検討結果の再確認を行い、その結果に
よっては検討号機の見直しを行う対応も重要

• 初号機（2号機）の燃料デブリ取り出しが途上であっても、他号機での取り出し準備が整え
ば、他号機での取り出しを開始するなど、全体の最適化の観点から柔軟に検討すべき

３．福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略（5/12）

①燃料デブリ取り出し（5／7） 技術戦略

 取り出し規模の更なる拡大
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 取り出し方法の重要な要求事項（境界条件）の考え方

• 取り出し方法の検討の際は、東京電力が事業執行者として重要な要求事項（境界条
件）を明確にすることが必要

• 重要な要求事項（境界条件）については、何を重要な要求事項（境界条件）とし、ど
のような性能を求めるかについて、安全視点、オペレータ視点から設定することが必要
（例：作業員の総被ばく線量、臨界、ダスト（閉じ込め）、廃棄物発生量の抑制、回収速度 ）

• 例示した要求事項以外にも取り出し方法の検討を着実に進めるために、様々な重要な要
求事項（境界条件）について、東京電力がより主体的に決定していくことが必要

 取り出し方法検討における柔軟な取組

• 現場適用性に係る評価に応じて、方法の見直しを含め、柔軟な取組が必要

• 仮定も含めた前提条件を設定し検討を進めながら、新たに得られる情報等を取り込み、
安全視点、オペレータ視点から前提条件の設定の適切性を検証し、必要により見直すな
どの反復、繰り返し型の取組が必要

３．福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略（6/12）

①燃料デブリ取り出し（6／7） 技術戦略

 取り出し規模の更なる拡大

← 今年のポイント（3点目）
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３．福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略（7/12）

①燃料デブリ取り出し（7／7） 技術戦略

図１ 試験的取り出し及び段階的な取り出し
規模の拡大

図2 取り出し規模の更なる拡大

年度 2025 2031(年)

関連する
マイルストーン

廃炉・汚染水対策事業、
東電自主事業における検討

　-原子炉格納容器内部
    詳細調査技術の開発

　-燃料デブリの性状把握・
    分析技術の開発

　-燃料デブリの段階的に規模を
    拡大した取り出し技術の開発

東京電力による技術検討

2020 2021 2022

試験的取り出し
（2号機）

段階的な
取り出し規模の拡大

（2号機）

短期（3年程度）

第3-①期（燃料デブリ取り出し開始～2031年末）

▽初号機の燃料デブリ

取り出し開始（2021年内）

建屋内環境改善

取出装置等の
製作・設置

燃料デブリの
性状分析

試験的取り出し・内部調査

建屋内
環境改善

段階的な取り出し規模の拡大

燃料デブリの性状分析

燃料デブリ取出設備／安全システム／
燃料デブリ一時保管設備／メンテナンス設備

設計・製作 設置

ー燃料デブリの段階的に規模を拡大した取り出し技術の開発

①ペイロード増加対応・先端ツール高度化

（アーム・エンクロージャを試作し、モックアップ試験で実機適用性を検証）

ー燃料デブリ性状把握・分析技術の開発

①燃料デブリの分析技術

➁燃料デブリの経年変化特性の推定

取出し規模のさらなる拡大へ

 主な技術課題と今後の計画

年度 2025 2031(年)

廃炉・汚染水対策事業、
東電自主事業における検討

　-燃料デブリ・炉内構造物の取り出し
    規模の更なる拡大に向けた技術の開発

　-燃料デブリ収納・移送・保管技術の開発

　-原子炉圧力容器内部調査技術の開発

東京電力による技術検討

                                ※ 3号機を先行して検討を進め、1号機に展開することを想定

取り出し規模の更なる拡大
（1/3号機）

2020 2021 2022

1号機建屋内外環境改善（建屋内：線量低減／干渉物撤去等、
建屋外：1,2号機排気塔撤去／変圧器撤去等）

3号機建屋内外環境改善（建屋内：PCV水低下／線量低減等，
建屋外：3,4号機排気塔撤去／変圧器撤去等）

燃料デブリ取出設備／安全システム／燃料デブリ保管施設／メンテナンス設備※

概念検討 現場適用性検証、開発

（遠隔据付、ダスト
拡散抑制等）

設計 製作・設置・取り出し

ー燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更なる拡大に向けた技術の開発

①燃料デブリの取り出し方法の開発（安全確保→効率化）

a.アクセス用設備・装置／干渉物撤去技術／内部監視方法整備

b.切断・回収技術、c.仕分け技術、d.放射性物質の拡散防止

②安全システムの開発（液体系／気体系システム、臨界管理）

a.放射性物質閉じ込め機能強化、b.放射性物質を取り除く機能強化、

c.臨界防止／臨界監視機能強化

ー原子炉圧力容器内部調査技術の開発

上部／側部／下部アクセス工法

①干渉物除去技術等、アクセス装置

②調査装置（カメラ、放射線検出等）

③放射性物質の拡散防止

短期（3年程度）

第3-①期（燃料デブリ取り出し開始～2031年末）

試験的取り出し等から得たフィードバック

現場作業 ：作業期間

：変更が見込まれる期間

各項目の現場工事等に関わる技術的検討等

研究開発 ：必要に応じ実施

廃炉・汚染水対策事業における技術課題
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(1) 保管・管理の取組として、当面10年間程度に発生する固体廃棄物の物量予測を定期的に見直しながら、固体廃棄物の発生抑制と減
容、モニタリングをはじめ、適正な廃棄物保管管理計画の策定・更新とその遂行を進める。

(2) 処理・処分に向けた取組として、性状把握から処理・処分に至るまで一体となった対策の専門的検討を進め、2021年度頃までを目処に、
固体廃棄物の処理・処分方策とその安全性に関する技術的な見通しを示す。

３．福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略（8/12）

性状把握の推進及び分析体制・技術力の強化
放射性物質分析・研究施設の整備及び分析方
法の簡易・迅速化の成果の反映を進めていくとと
もに、分析人材の育成を計画的に進めていくこと
が重要

処理・処分概念の構築と安全評価手法の開発
先行的処理方法としての候補技術を選定するた

め、合理的で実現可能性のある処理技術の抽
出及びこれに対応した処分時の安全評価手法
の開発が必要

処理・処分方策とその安全性に関する技術的見
通し
研究開発及び東京電力によるエンジニアリングの

成果等を踏まえ、2021年度頃までを目処に提
示

技術戦略

目標

②廃棄物対策

16

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022年度以降

１．性状把握

(1) 分析データの取得・管理等

(2) 分析能力の向上

(3) 性状把握の効率化

２．保管・管理

(1) 保管管理計画

(2) 保管・管理方法の検討・評価

(3) 燃料デブリ取り出し作業に
　　伴って発生する固体廃棄物の
　　保管・管理方法の検討・評価

関連するマイルストーン

３．処理・処分概念の構築と
　　安全評価手法の開発

※を受けて
処理・処分方策とその安全性
に関する技術的見通しを得る

処理・処分に関する基本的
な考え方の取りまとめ

分析計画の立案・更新、分析実施、性状把握、分析データの蓄積・評価・管理

放射性物質分析・研究施設の整備

保管管理計画の策定・見直し

分析人材育成

水処理二次廃棄物の保管・管理対策の検討

廃棄体化技術調査

処分方法の安全性評価手法の開発

安定化、固定化に関わる処理方法の技術開発

安全性向上
対策の検討

種類・物量等評価、取り出しの検討状況に応じた評価

：現場作業

：各項目の現場工事等に関わる技術的検討等

：研究開発

分析試料数の最適化、分析対象核種の見直し、分析方法の
簡易・迅速化等

先行的処理方法の
選定手法の構築

※

※

※

※

※

※

処理・処分の検討
処理・処分概念
選定のための
手法構築

※
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今後の建屋内滞留水処理における課題

各建屋・水処理設備のα核種濃度の監視、性状分析を強
化するとともに、α核種を含むスラッジ状沈殿物の除去方策
の確立に向けた研究開発が必要

高線量状態で存在するゼオライト等を遠隔で回収・集積す
る方法を検討しており、作業時に受ける被ばく線量などから
総合的に評価し、適切な方法選定が必要

 デブリ取り出し等の廃炉工程を見据えた汚染水対策の課題

水処理設備のモニタリングの強化や、α粒子捕集設備の設
置、臨界監視などの対策をとる必要

取り出し規模の更なる拡大に向け、設置場所を考慮した設
備の小型化、高線量下での運転保守、既設の浄化設備の
利用方法などの検討が必要

３．福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略（9/12）

(1) 汚染水問題に関する３つの基本方針（汚染源を「取り除く」、汚染源に水を「近づけない」、汚染水を「漏らさない」）の下、構築された水
位管理システム運用を継続しつつ、2025年内に汚染水発生量を100m3/日以下に抑制するとともに、2022年度～2024年度には原
子炉建屋滞留水を 2020年末の半分程度に低減する。

(2) 今後本格化する燃料デブリ取り出し等の廃炉工程との関係を整理するとともに、中長期を見据えた汚染水対策の在り方についての検討
を進める。

目標

技術戦略

③汚染水対策
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2020 2021 2022 2031　

1～4号T/B等

　

※ 1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く。

溜まり水対策

自然災害対策

年度 2025　　　　　　　

関連する
マイルストーン

汚染水発生量

建
屋
内
滞
留
水

1～3号R/B

プロセス主建屋
高温焼却炉建屋

▽建屋内滞留水処理完了(2020年内)※

▽汚染水発生量を150m3/日程度に抑制(2020年内)
▽汚染水発生量を

100m3/日以下に抑制（2025年内）

原子炉建屋滞留水を2020年末の半分程度に低減(2022年度～2024年度）

地下水バイパス、サブドレン、陸側遮水壁の維持管理運転

＜凡例＞

陸側遮水壁内側敷地舗装(山側)陸側遮水壁内側敷地舗装(海側)

屋根破損部補修(1号機R/B大型カバー設置含む)

水位低下

滞留水性状確認

ゼオライト線量緩和対策設備 概念検討・設計・製作・設置・対策

α核種除去設備 設計・製作・設置

α核種簡易対策

半減に向けた水位低下

α核種除去設備 運用

代替タンク 設計・製作・設置

ゼオライト安定化対策 検討・設計・製作・設置・対策

防潮堤設置

建屋開口部閉止

除染装置スラッジ移送設備 検討・設計・製作・設置・移送

メガフロート対策

逆洗弁ピット閉塞

地下貯水槽 解体除去 概念検討・設計・撤去

燃料デブリ取り出しの段階に合わせて必要な対策を実施

：作業の期間

：変更が見込まれる期間

日本海溝津波対策 検討・設計・施工
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３．福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略（10/12）

(1) 周辺地域で住民の帰還と復興が徐々に進む中、放射性物質の飛散防止をはじめとしたリスク評価・安全確保を確実に行い、１号機は
2027～2028年度、２号機は2024～2026年度にプール内燃料の取り出しを開始する。３号機については、2020年度内にプール
内燃料の取り出しを完了する。

(2) 事故の影響を受けた１～４号機の燃料については、使用済燃料プールから取り出したのち共用プール等に移送し適切に保管することにより、
安定管理状態とする。なお共用プール容量確保に向け、共用プールに保管されている燃料を乾式キャスク仮保管設備へ移送・保管する。

(3) 取り出した燃料の長期的な健全性の評価及び処理に向けた検討を行い、将来の処理・保管方法を決定する。

目標

技術戦略

図１ １号機の工法イメージ

図２ ２号機の工法イメージ

④使用済燃料プールからの燃料取り出し（1/2）
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１,２号機については、決定された工法の実現に向けて、着実に作業を進める
ことが必要

 1号機：
• ダスト飛散リスクの更なる低減の観点から、オペフロ全体を大型カバーで覆い、カバー

内においてガレキ撤去やプール内燃料の取り出しを行う工法へ変更（図１）
• 不安定な状態で存在している既設の天井クレーンの撤去、これに対し、安全評価
を尽くした上で、工法選定、工事実施を進めるべきであること、その実現に向けてはリ
スク項目を抽出し得る作業計画の立案などが重要

 2号機：
• １号機と同様にダスト飛散リスクの更なる低減の観点から、オペフロ上部を解体せず、

原子炉建屋南側からアクセスする工法が採用され、現在、準備を進めている。（図
２）

• ブーム型クレーン式の燃料取扱設備は新たな設備であり、遠隔操作により取り出し
を行うことから事前に設備の操作・機能性の十分な習熟などが重要
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３．福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略（11/12）

④使用済燃料プールからの燃料取り出し（2/2）
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年度 2020 2021 2022 2025 2031

１号機

２号機

３号機

５，６号機

周辺環境

関連する
マイルストーン

共用プール
キャスク

１/２号排気筒上部解体（2020年5月完了）

1号機燃料取り出しの開始

（2027～2028年度）

2号機燃料取り出しの開始

（2024～2026年度）

大型カバー設置

1号機大型カバー設置完了

（2023年度頃）▽
燃料取り出し完了

（2031年内）

ガレキ
撤去等

ヤード整備/
地盤改良等

燃料
取り出し

６号燃料
取り出し

５号燃料取り出し

2号作業中は

中断

1,2号作業中

は中断

乾式キャスク製作

乾式キャスク仮保管設備増設

＜凡例＞

：燃料取り出し作業

：同変更が

見込まれる期間

：燃料取り出し

以外の作業

：同変更が

見込まれる期間

ガレキ・天井クレーン等撤去/
ウェルプラグ処置/オペフロ除染・遮へい/燃取設備等設置

南側構台・開口設置/
燃取設備設置等

燃料

取り出し

燃料
取り出し

共用プールから乾式キャスク仮保管設備へ移送

図１ ハンドル変形燃料16体の状況

※出典：東京電力

図２ 主な技術課題と今後の計画

①：撮影日
2020/5/19

②：撮影日
2020/1/23

③：撮影日
2020/1/23

④：撮影日
2020/1/23

⑤：撮影日
2020/1/23

⑥：撮影日
2020/1/23

⑦：撮影日
2020/1/23

⑧：撮影日
2020/1/23

⑨：撮影日
2020/2/27

⑩：撮影日
2020/2/27

⑪：撮影日
2020/2/27

⑫：撮影日
2020/2/27

⑬：撮影日
2020/4/14

⑭：撮影日
2020/5/22

北東側に倒れている
北東側に倒れている

北東側に倒れている北東側に倒れている

北東側に倒れている 北東側に倒れている

北東側に倒れている南西側に倒れている 南西側に倒れている

南西側に倒れている 南西側に倒れている

南西側に倒れている 南西側に倒れている

南西側に倒れている

⑮：撮影日
2020/3/25

南西側に倒れている

吊上げ可

吊上げ可 吊上げ可

吊上げ可

着座高い

着座高い 着座高い

吊上げ不可

吊上げ不可吊上げ不可

⑯：撮影日
2020/5/25

軽微な変形

吊上げ可 吊上げ可

ハンドル変形燃料の取り出しは、燃料ラックから安全に吊り上げ
て輸送容器に確実に収納することが重要

３号機は、ハンドル変形燃料が16体確認（図１）
ガレキ撤去ツールの製作等の準備を計画的に進めている状況
事前の確認及びそのフィードバックを適宜実施し、複数の対応

も検討するなど、準備を確実に実施していくことが重要
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３．福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略（12/12）

⑤廃炉の円滑な推進に向けた分析結果の活用
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意義と現状

課題と戦略

 廃棄物や燃料デブリの取り扱いに要する分析施設や機能の構築・整備や、体制の構築が必要

 東京電力において、今後のルーチン分析を円滑に行うために必要な分析施設の設置を計画
 作業進捗によりα汚染のリスクが高まることを想定し、バイオアッセイ機能の設置
 放射性物質分析・研究施設（施設管理棟、第1棟、第2棟）は、JAEAによって整備が進められてお

り、廃炉の円滑な推進、放射性物質の確実な処理・処分方策の確立等に寄与

 分析結果は、廃炉に係る検討における不確実性の幅を小さくするための重要な一駒
 事故によって発生した多種、多様な廃棄物の処理・処分方策の検討にとって重要な基礎情報
 取り出し工法、保管管理、処理処分、原子力に関する安全性向上等多くの反映先あり。

 廃炉プロジェクトの上位に分析を位置付けることが極めて重要
 工法検討においては、安全確保を確認しつつ過剰な安全設計を緩和するために重要な役割を果たす
 分析技術者の確保と維持の検討が必要

 分析結果と現場情報の総合的な利用を図り、合理的な分析計画を追求することが重要
 遅滞ない分析によって廃炉作業に遅れを生じさせないという視点が重要
 分析結果が、計装モニタリング・目視観察・その場計測・計算評価（シミュレーション）が与える内部状

況の推測結果をベンチマークする機能があることにも着目

 東京電力自らが分析に関わる活動全体を管理・主導する積極的な体制が必要
 廃炉作業に係る分析の全体戦略や分析計画の検討に早期に着手することが必要
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国内大学・
研究機関等

JAEA

東京電力
ホールディングス

経済産業省 文部科学省

基金設置法人

事務局
事務局

廃炉・汚染水対策基金

補助事業者 受託事業者

NDF

福島研究開発部門

楢葉遠隔技術開発センター

大熊分析・研究センター

国外大学・
研究機関廃炉基盤研究

プラットフォーム

協力関係補助

事務委託

事業実施

補助

廃炉研究開発連携会議

（構成）
NDF、JAEA、東京電力、IRID、プラントメーカー、関連有
識者、経済産業省、文部科学省

運営費
交付金

参画

廃炉等技術委員会 外国
政府
機関

共同
研究

国際廃炉研究
開発機構

国立研究開発法人
プラント・メーカー等

電力会社等

参加

その他
メーカー等
（海外企
業含む）

廃炉・汚染水対策
補助金事業

英知を結集した原子力科学
技術・人材育成推進事業

※１ 廃炉研究開発連携会議は、廃炉・汚染水対策チーム会合決定によりNDFに設置。
※２ 太い実線矢印は研究費・運営費等の支出（施設費除く）、細い実線矢印は協力関係等、点線矢印は廃炉研究開発連携会議への参加を示す。
※３ JAEA等、一部機関は複数個所に存在している。
※４ 各機関はそれぞれMOU等に基づき外国機関との協力関係を有する。
※５ 電力中央研究所等が独自に実施する研究開発は本図では省略した。
※６ 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業のうち、平成29年度までの採択分は文部科学省から受託事業者への委託であるが、本図では省略した。
※７ 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業の補助金は、JAEAに交付されるが、わかりやすさのためCLADSに交付されるものと表現した。
※８ 廃炉・汚染水対策補助金事業は、中長期ロードマップや戦略プランにおける方針、研究開発の進捗状況を踏まえ、NDFがその次期研究開発計画の案を策定し、経済産業省が確定する。
※９ NDFは、英知を結集した原子力科学技術・人材育成事業のステアリングコミッティに構成員として参加する。

研究ニーズ・シーズの交換

国内企業、海外企業
委託

委託・
共同研究

事務局運営

補助

事業実施
検討要請・支援

技術開発情報の
共有・計画策定

事務指示

協
力
関
係

支援※８
支援※９

※１

※７

※６

成果の橋渡し

連携

CLADS

共同での
交付申請等

4. 研究開発への取組

 廃炉・汚染水対策事業における研究開発管理体制の強化 ← 今年のポイント（4点目）

2021年の試験的取り出しが目前に迫り、その後の取り出し規模の拡大に向け、研究開発を加速する必
要があるとの認識のもと体制を強化

体制強化による変更点
・ 変更１：NDFは、廃炉・汚染水対策事業の事務局に参画する体制に移行
・ 変更２：東京電力は、研究実施主体との共同申請体制に移行

図 福島第一の廃炉に係る研究開発実施体制の概略
（2020年度）

変更１

変更２
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 研究開発中長期計画の作成

新たに研究開発中長期計画を作成し、これに基
づき次期研究開発計画を策定することで、各々の
開発がどこに位置づけられるか明確にする計画で
あり、またこの計画は毎年度更新・拡充して行く

 廃炉現場と大学・研究機関におけるニーズ
とシーズのマッチング

これまでも文科省、JAEA/CLADSの英知事業を
中心に成果が得られており、廃炉現場への直接的
な反映を加速することが重要

昨年度から英知事業の成果も踏まえ、4大学と東
京電力の共同研究が開始され、引き続き関係機
関の連携を強化することが必要
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５.技術戦略を支える取組（1/5）

プロジェクト管理に係る取組（1／3）
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廃炉中長期実行プランの作成・公表 ← 今年のポイント（１点目）

複雑かつ長期にわたる作業見通しを具体化するとともに、地元や社会に対する廃炉事業の透明化を図り、
主体的に廃炉に取り組むため公表

研究開発、人材、調達についても中長期計画を作成できるため公表の意義は大きく、今後は新知見や現
場状況などを踏まえた不断の見直しが重要

プロジェクト管理の一層の強化

東京電力は、2020年4月に福島第一廃炉推進カンパニーを組織改編することにより、プロジェクト管理
型へ廃炉事業の転換を行った。

エンジニアリング及び研究開発を一体的に管理するとともに、プロジェクト管理体制の一層の強化を行いな
がら、的確かつ効率的な運用を行う必要

プロジェクト活動における安全とオペレータ視点の充実

成果を実現するためには、安全とオペレータ視点が工法、設備に十分に反映されていることが不可欠

安全とオペレータ視点をプロジェクト活動の上流で取り入れるための業務プロセスの早期確立が必要

安全視点を第一とする考え「安全ファースト」の浸透

工法、設備を現場で実現するまでの過程（プロジェクト）に携わるもの全てが、安全視点を第一とする考
え（安全ファースト）をもって業務に当たることが重要

東京電力では、リーダー自らが率先して原子力安全に関する意識向上に向けた一層の取り組みを実施して
きているが、「安全ファースト」を現場を含むプロジェクトに携わるもの全てにあまねく浸透させるためには、
原子力安全が特別なものであり、特別な意識を向ける必要があることを訴求し続ける姿勢が重要
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オーナーズ・エンジニアリング能力の向上

オーナーズ・エンジニアリングにおける「安全とオペレータ視点」の重要性

５.技術戦略を支える取組（2/5）

• 性能要求等はある程度イタレーション型に行う必要があり、東京電力は「エンジニアリング上の
判断を行い、その結果に対して責任を持つこと」が強く求められるため、工学的判断をする能
力等の、東京電力がオーナーとして主体的に行うエンジニアリング能力（オーナーズ・エンジニ
アリング能力）を向上させていくことが必要

プロジェクト管理に係る取組（2／3）
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◎事業者要求仕様書

〇要求性能（書けないなら、要求機能）

a)安全：臨界、被ばく、・・・

b)操作性：・・・

c)メンテナンス性：・・

d)・・・

〇性能確認方法

a)安全：臨界、被ばく・・・

b)操作性：・・・

c)メンテナンス性：・・

d)・・・

〇品質保証

a)品質保証計画書

b)サブベンダー（２次請以降）リスト

c)サブベンダー（特に海外ベンダー）

に対する調達管理

要求性能を

満足するか

次ステップ（基本設計等）

概念検討
インプット

アウトプット1

Yes

No

アウトプット2

ルート１

・概念検討

やり直し

ルート２

・要求性能見直し

・現場調査を追加し、

不確かさを低減

ルート３

・満足状況をペンディングとし、次ステップの

設計段階を進めた後に、後日、要求性能を満

足しているか否かを確認することもあり

研究開発（R&D）

アウトプット

“安全とオペレータ視点”から

境界条件を設定

“安全とオペレータ視点”の反映

状況を成果物（図書）で確認

事業者が設定した境界条件に基づき検討

境界条件をさらに精緻化

“安全とオペレータ視

点”の反映状況を基

本設計図書で確認

概念検討

のやり直し

実機

◎開発仕様の具体化

・技術課題の洗い出しと技術動向

（技術成熟度）

①〇〇 開発済み

②△△ 実用化段階

・・・

・開発方法

②・・〇〇までに、東電自主

③・・〇〇までに、国プロ

・開発仕様

・予算、スケジュール

…

：実機設計プロセス

：研究開発（R&D）プロセス

R&D成果の取り込み

◎基本設計図書

・系統設計仕様書

・機器設計仕様書

・遮へい計算書

・P&ID

…

◎概念検討図書

・要求性能確認書

・安全評価書（臨界、被ば

く、ダスト飛散、除熱…）

図 燃料デブリ取り出しの設計フロー（イメージ）

• オーナーズ・エンジニアリングにおいて最も
重要なのは、「安全とオペレータ視点」を
エンジニアリングの上流から組み込むこと
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５.技術戦略を支える取組（3/5）

プロジェクト管理に係る取組（3／3）
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図 安全を基軸としたALARP※（イメージ）

安全を基軸としたALARP判断
安全には、最低限のレベルを満足した上のレベルに選択の幅があるため、 ALARP※の判断に基づき、採

用する工法、装置が決定される

決定の際の判断は、「安全の基準をはっきりさせ（安全視点）」、「現場での実現性等について指摘する
（オペレータ視点）」、それを「プロジェクトで検討、議論（プロジェクトマネジメント）」していくサイクルを
回しながら行うことが大切

安全視点が実際に現場に反映されるためにはオペレータ視点が必要であり、一方、オペレータ視点が活かさ
れるためには安全視点をベースにした判断が必要

廃炉中長期実行プランに基づく人材育成計画
廃炉中長期実行プランに照らして、将来必要となる技術者の職種や人数及び必要となる時期を想定して、

それらを中長期人材育成計画としてまとめ、人材の育成と要員の確保を計画的に進めていくことが重要

※ 放射線影響を合理的に実行できる限り
低くしなければならないというもの。① 安全の基準を

決める

安全の基準を満足
する工法、装置の

選択肢

（安全視点）

② プロジェクトにて採用
する工法、装置を検
討する(ALARP)

工法、装置案
を伝える

実現可否を
伝える(否の場合)

③ 現場(熟知した者)が
実現性を検討する

④ プロジェクトにて工法、
装置の決定

実現可否を
伝える(可の場合)

（オペレータ視点）
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５.技術戦略を支える取組（4/5）
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国際連携の強化

図 IAEA総会のサイドイベントで登壇（2019年9月）

国際連携に係る現状

 福島第一の廃炉を国際的に開かれた形で進めるため、NDFは国際会議での登壇等の機会
を通じて、廃炉に関する情報発信に取り組んでいる。

国際社会への情報発信と世界の英知の結集を目的とした取組

 エンジニアリングが本格化する中、民間企業との継続的なコミュニケーションに取り組み、廃炉
作業の進捗について情報を共有しながら、必要な時に必要な技術にアクセスできる環境を形
成していくことが必要
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５.技術戦略を支える取組（5/5）
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地域共生

（東京電力資料をＮＤＦで加工）

図 復興と廃炉の両立に向けた福島の
皆さまへのお約束の例

基本的な考え方
 地域からの信頼が不可欠であり、「復興と廃炉の両立」との大原則の

もと取り組みが進展

現状における具体的な取組

 東京電力は、福島イノベーション・コースト構想推進機構の協力を得
ながら、地元企業を対象にした廃炉事業のマッチングイベントを開催

 2020年3月末には、廃炉事業への地元企業の参画や域外企業の
誘致、人材育成などの取組をまとめた「復興と廃炉の両立に向けた福
島の皆さまへのお約束」（お約束）を策定

 体制強化のため、2020年4月に廃炉推進カンパニー内に地域パート
ナーシップ推進グループを設置したほか、2020年10月には社長直轄
の浜通り廃炉産業プロジェクト室を設置

「お約束」が形だけとならないための実効性の担保
 廃炉事業の中長期的な見通しと想定される発注案件の内容・時期・規模を可能な限り細分化し、それぞ

れの発注案件ごとに必要な機材・技術等を具体的に示す「廃炉中長期発注見通し」を作成
 その内容を地元の自治体・商工団体を通じて丁寧にわかりやすく説明するとともに、専用の共同相談窓口や

地元企業を対象とした商談会等を通じ、地域との積極的なマッチングを図る。
 技術指導を含めた地元企業の参画を促進し、廃炉事業を通じた地元経済の基盤づくりと地元企業・人材
の育成を図る。

 外部人材が地域社会に溶け込み活躍ができるよう、必要な環境整備や支援を図っていくことが求められ、特
に環境整備に際しては、家族ぐるみで安心して滞在できるよう、生活機能など幅広く考慮することが必要
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1 はじめに 

福島第一原子力発電所の事故からまもなく 10 年を迎えることになり、これまでの短期的な対

応から、中長期的な対応を見据えた廃炉作業へのフェーズの転換が図られている。この間、事故

直後に緊急を要した汚染水対策の一定程度の安定化や 4 号機の使用済燃料プールからの燃料取り

出し（以下「プール内燃料取り出し」という。）完了及び 3 号機のプール内燃料取り出し開始など

の具体的な進展がみられるとともに、発電所内の放射線量の大幅な低減が実現されてきた。 

今後は、廃炉作業の本丸である燃料デブリ取り出しに向けた具体的な対策を進めていく必要が

ある。2019 年 12 月に改訂された政府の「東京電力ホールディングス㈱福島第一原子力発電所の

廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」（以下「中長期ロードマップ」という。）においては、

燃料デブリ取り出しは、2021 年内に 2 号機から開始されることが明記された。また、東京電力ホ

ールディングス㈱（以下「東京電力」という。）はこれを実現するための今後の廃炉全体の主要な

作業プロセスとして、2020 年 3 月に「廃炉中長期実行プラン 2020」（以下「廃炉中長期実行プラ

ン」という。）を公表した。これにより、事業者である東京電力は複雑かつ長期にわたる作業見通

しの具体化や、地元や社会に対する廃炉事業の透明化を図り、主体的に廃炉に取り組む姿勢を明

らかにした。 

「東京電力ホールディングス㈱福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン」（以下

「戦略プラン」という。）では、中長期ロードマップにおいて示された新たなマイルストーンを踏

まえ、東京電力が着実に廃炉作業を実施するために、福島第一原子力発電所の取組全体を俯瞰し

た中長期視点での技術戦略を提示する。戦略プラン 2020 では、廃炉中長期実行プランが策定さ

れたこと、規模の更なる拡大に向けた燃料デブリ取り出し方法の検討に必要な要求事項の抽出、

廃炉作業における安全確保の考え方の明確化、研究開発の重要性の高まりを受けた管理体制の強

化などを特徴的に記載している。 

1) 福島第一原子力発電所の廃炉に向けた体制・制度 

廃炉作業の中長期を見据え、各課題への対応を計画的に実施し廃炉作業を着実に進めていくた

め、東京電力は 2020 年 4 月から廃炉作業の管理体制を強化し、プロジェクト型組織への転換を

行った。また、資金面においては、当面の廃炉作業を確実なものとしていくため、2017 年 10 月

から原子力損害賠償・廃炉等支援機構（以下「NDF」という。）による廃炉等積立金管理業務が実

施されている。当該管理業務は、毎年度、①NDF が定め、経済産業大臣が認可した廃炉の適正か

つ着実な実施に要する金額を東京電力が NDF に積み立て、②NDF と東京電力が共同で作成し経

済産業大臣が承認した「廃炉等積立金の取戻しに関する計画」（以下「取戻し計画」という。）に

基づいて、東京電力が廃炉等積立金を取り戻し、廃炉を実施していくものである（図 1）。 

この業務の下では、NDF は、①廃炉に係る資金についての適切な管理、②適切な廃炉の実施体

制の管理、③廃炉等積立金制度に基づく着実な作業管理等に当たることとなり、東京電力による

廃炉の実施の管理・監督を行う主体として、役割や責任が課せられている。NDF は戦略プランを

踏まえて作成した「廃炉等積立金の取戻しに関する計画の作成方針」（以下「取戻し計画作成方針」

という。）により、取戻し計画に盛り込むべき作業目標及び主要作業を東京電力に対して提示し、

取戻し計画を東京電力と共同で作成する過程で東京電力の取組内容について地域共生も見据えた

プロジェクト遂行の観点から妥当性の評価を行っている（図 2）。 
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図 1 福島第一原子力発電所の廃炉に係る関係機関等の役割分担 

   
図 2 廃炉等積立金制度を踏まえた戦略プランの位置付け 

2) 戦略プランについて 

NDF では、中長期ロードマップに確固とした技術的根拠を与え、その円滑・着実な実行や改訂

の検討及び原子力規制庁の「東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ」

の目標達成に資すること、並びに取戻し計画作成方針に根拠を与えることを目的として、戦略プ

ランを 2015 年以降毎年取りまとめている。また、戦略プランは、廃炉中長期実行プランの毎年の

改訂に技術的な観点から影響を与えることになる。 

戦略プラン 2020 では、昨年末の中長期ロードマップの改訂を受け、新たな目標工程に沿って事

業者が廃炉作業を着実に実施するために、福島第一原子力発電所の取組全体を俯瞰した中長期視

点での技術戦略を提示する。特に、難易度が高い作業である燃料デブリ取り出しが至近に迫って

おり、この実現のためにも、政府、NDF、東京電力、研究機関等の役割は一層大きくなっており、

本書ではこれらの観点も意識した記載としている。 

次章から各分野の具体的な技術戦略について述べる。   

監視

審査

双

方

向

対

話

 廃炉・汚染水対策の対応の方向性を決定

原子力災害対策本部（本部長：内閣総理大臣）

廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議（議長：内閣官房長官）

中長期ロードマップ

 中長期ロードマップに基づく各対策の進捗管理

原子力規制委員会

 中長期戦略の策定
 重要課題の進捗管理への技術的支援
 研究開発の企画と進捗管理
 国際連携の強化
 廃炉等積立金管理

原子力損害賠償・廃炉等支援機構

 実施計画の認可、使用
前検査、溶接検査等

戦略
プラン

取戻し計画
（共同作成）

廃炉等積立金

経済産業大臣

廃炉・汚染水対策チーム（チーム長：経済産業大臣）

国際廃炉研究開発機構（IRID）※

日本原子力研究開発機構（JAEA）等

 研究開発の実施

研究開発機関

 汚染水対策、プール燃料取り出し、燃料デブリ取り出し、廃棄物対策、敷地全般管理・対応等
 東電経営改革を通じて、廃炉に要する資金を責任をもって確保（新々・総合特別事業計画の履行）
 施設の保安や核燃料物質の防護のための措置を具体化（特定原子力施設に係る実施計画の作成）

東京電力ホールディングス株式会社（福島第一廃炉推進カンパニー）

報告

助言、指導及び勧告、

プロジェクト管理に係る
監督と支援 等

積立て 取戻し

承認申請承認
報告

申請

報告 重要課題の提示

事業予算
の交付

成果の報告

進捗状況・
課題の共有

進捗管理
報
告

※ 廃炉事業者である東京電力は、IRIDの組合員として参加し、研究開発のニーズ・課題・成果を共有している。

廃

炉

関

係

機

関

地

域

住

民

・

社

会

廃炉中長期実行プラン

中長期の視点も含めた
計画検討

研究開発

廃炉等積立金の取戻し計画 （毎年度）

NDFと共同作成し政府が承認
-汚染水対策PG
-プール燃料取り出しPG

-燃料デブリ取り出しPG
-廃棄物対策PG
-敷地全般管理対応PG

-設備維持管理等/業務運営

政
府

結
果
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

結果のフィードバック

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

現場作業

廃炉事業の推進

東
京
電
力

Ｎ
Ｄ
Ｆ 廃炉等積立金の取戻し計画作成方針

(毎年度）

中長期ロードマップ＊

改訂に資する提案

戦略プラン (毎年度）

次期研究開発計画
（廃炉・汚染水対策事業）

* 現場の状況等を踏まえ、継続的に見直し
実績として、数年に１度の改訂

廃炉中長期実行プラン (毎年度）
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2 福島第一原子力発電所の廃炉のリスク低減及び安全確保の考え方 

1) 福島第一原子力発電所廃炉の基本方針 

福島第一原子力発電所の廃炉においては「事故により発生した通常の原子力発電所にはない放

射性物質に起因するリスクを、継続的、かつ速やかに下げること」を基本方針とする。 

2) 放射性物質に起因するリスク低減の考え方 

i. リスクの定量的把握 

戦略プランでは、放射性物質に起因するリスクの大きさ（リスクレベル）を表現するため、英

国原子力廃止措置機関（以下「NDA」という。）が開発した Safety and Environmental Detriment

（以下「SED」という。）をベースとした手法を用いる。本手法において、リスクレベルは、放射

性物質が人体に取り込まれた場合の内部被ばくの影響度を示す指標である「潜在的影響度」と事

象の起こりやすさを示す指標である「管理重要度」の積によって表される。 

ii. リスク源の特定と評価 

福島第一原子力発電所の主なリスク源をまとめると表 1 となり、これらの各リスク源が有する

リスクレベルの現時点の状況を「潜在的影響度」と「管理重要度」を軸として表現すると図 3 と

なる。 

中長期ロードマップでは、これらリスク源への対処に関して①相対的にリスクが高く優先順位

が高いもの（建屋内滞留水やプール内燃料）、②直ちにリスクとして発現するとは考えにくいが拙

速に対処した場合にかえってリスクを増加させ得るもの（燃料デブリ）、③将来的にもリスクが大

きくなるとは考えにくいが廃炉工程において適切に対処すべきもの（除染装置スラッジなどの固

体廃棄物）の 3 つの基本分類を用いており、優先順位を付けて最適な対策を実施している。 

 

表 1 福島第一原子力発電所の主要なリスク源 

燃料デブリ 1～3 号機の原子炉圧力容器（RPV）/原子炉格納容器（PCV）内の燃料

デブリ 

使用済燃料 プール内燃料 1～3 号機の使用済燃料プール内に保管されている燃料集合体 

共用プール内燃料 共用プール内に保管されている燃料集合体 

乾式キャスク内燃料 乾式キャスク内に保管されている燃料集合体 

汚染水等 

 

建屋内滞留水 1～4 号機建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋内に滞留する汚染水、

1～3 号機建屋底部のα核種含有スラッジ 

ゼオライト土嚢 プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋地下階に設置されたゼオライト入

り土嚢 

溶接型タンク内貯留水 溶接型タンク内に保管されているストロンチウム処理水、処理済水 

フランジ型タンク内残

水 

フランジ型タンク底部に残っている濃縮塩水、処理済水の残水 

水処理 

二次廃棄物 

 

吸着塔類 セシウム吸着装置、第二セシウム吸着装置、第三セシウム吸着装置、

高性能多核種除去設備、モバイル型ストロンチウム除去装置、第二モ

バイル型ストロンチウム除去装置、モバイル式処理装置の使用済吸着

材等 

HIC スラリー 多核種除去設備、増設多核種除去設備で発生した、高性能容器 HIC に

保管されているスラリー 

除染装置スラッジ 除染装置の運転に伴って発生した凝集沈殿物 
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濃縮廃液等 濃縮塩水を蒸発濃縮装置でさらに濃縮減容した濃縮廃液及び濃縮廃液

から収集した炭酸塩スラリー 

ガレキ等 固体廃棄物貯蔵庫 固体廃棄物貯蔵庫内に収納されているガレキ類（30 mSv/h 超） 

覆土式等 

 

覆土式一時保管施設、容器収納にて保管されているガレキ類（1～30 

mSv/h）、一時保管槽にて保管されている伐採木 

屋外集積等 屋外シート養生にて保管されているガレキ類（0.1～1 mSv/h）、屋外集

積にて保管されているガレキ類（0.1 mSv/h 未満）、屋外集積にて保管

されている伐採木 

建屋内汚染構造物等 原子炉建屋、PCV/RPV 内で、事故により飛散した放射性物質により汚

染された構造物・配管・機器等及び事故以前の運転時の放射化物 

 

福島第一原子力発電所の主要なリスク源は表 1 のとおりであるが、廃炉作業全体を長期的に見

据えた場合には事故前から存在する廃棄物や、潜在的影響度が必ずしも高くはないが、十分に安

定管理されていないものが存在する。戦略プラン 2019 からは、これらについても提示している

ところであり、特にこれまで明示的に検討の対象としていなかったリスク源を収納する設備につ

いては、地震、津波、雨水などの外部事象を考慮した調査・検討を進めている。 

 

図 3 福島第一原子力発電所の主要なリスク源が有するリスクレベルの例 

 

ⅲ．リスク低減戦略 

(1) リスク低減戦略における当面の目標 

リスク低減対策としては、「潜在的影響度」を低減する方法と、「管理重要度」を低減する方

法がある。「潜在的影響度」を低減させる例は、放射性崩壊に伴うインベントリや崩壊熱の低下、

液体や気体を移動しにくい形態に変化させること等である。汚染水を処理して二次廃棄物にす

ることは形態変化の例である。 

「管理重要度」を低減させる例としては、プール内燃料の共用プールへの移動、屋外に保管

しているガレキ等を貯蔵庫に収納することなどがある。様々なリスク低減対策のうち、一般に
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工学的に実現しやすいものは、この「管理重要度」の低減である。したがって、図 3 の「十分

に安定管理されている領域」（水色の領域）に持ち込むことを当面の目標とする。なお、SED は

放射性物質に起因するリスクの現状を定量的に示したものであり、これはリスク源の対策の優

先順位を判断する際に有効な手法である。図 3 について、昨年からの変更としてゼオライト土

嚢を追加1しており、これは事故後の汚染水対策の一環として設置されたもので、建屋内滞留水

処理の過程で2019年12月に高線量状態で存在することが判明したものである（3章3) 参照）。 

(2) リスク低減における基本的考え方 

福島第一原子力発電所の廃炉は、大きな不確かさを内在した事業である。現在までに、事故

進展過程のシミュレーション、ミュオン測定による燃料デブリ位置の推定、原子炉格納容器（以

下「PCV」という。）内への調査機器の投入、建屋内の線量測定や映像撮影などにより、1～3 号

機 PCV 内部の様子はある程度推定できるようになってきているが、未だ大きな不確かさが存在

し、不確かさを解消するためには多くのリソース、特に膨大な時間を要することになる。速や

かなリスク低減を目指すためには、ある程度の不確かさが存在していても、安全の確保を最優

先に、これまでの経験・知見、実験や解析によるシミュレーション等を活用し方向性を見定め

た上で、柔軟かつ迅速に総合的な判断を行う必要がある。 

このような総合的な判断を行う上での視点として、NDF では次に示す 5 つの基本的考え方を

整理している。 

（5 つの基本的考え方） 

安全 放射性物質によるリスクの低減並びに労働安全の確保 

確実 信頼性が高く、柔軟性のある技術 

合理的 リソース（ヒト、モノ、カネ、スペース等）の有効活用 

迅速 時間軸の意識 

現場指向 徹底的な三現（現場、現物、現実）主義 

 

5 つの基本的考え方を実際の現場にあてはめた場合、作業に伴う放射線から人と環境を防護

することを目的とした安全確保に最も力点を置き、人と環境に与える放射線影響評価を徹底し

て行い、適切な放射線防護対策を講じたうえで廃炉作業を進めることが重要である（「安全」）。 

福島第一原子力発電所の廃炉においては、事故により損傷を受けた設備等の劣化が進行して

公衆リスクレベルは時間とともに上昇することから、現場の状況に照らし可及的速やかに（「迅

速」）、このリスクを合理的に達成できる限り低く管理しつつ（「合理的」）、確実（「確実」）で、

現場の厳しい条件に対し実際に実行できる方法により（「現場指向」）廃炉を進めることが、中

長期的な安全確保につながる。 

このような基本的考え方に基づく判断結果については、判断結果が広く社会から受容される

よう、丁寧な情報発信を行う等の努力をしていくことが重要である。 

                                                   
1 戦略プラン 2019 では、ゼオライト土嚢を主要なリスク源を除いた放射性物質を含むリスク源として抽出して

いたが、戦略プラン 2020 では主要なリスク源に追加 
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3) 廃炉作業を進める上での安全確保の考え方 

i. 福島第一原子力発電所の特徴を踏まえた安全確保の基本方針 

事故炉である福島第一原子力発電所の廃炉は、通常炉と異なる特殊な環境のなか行われる未

経験の取組であることから、その安全確保に当たって以下の安全上の特徴（特殊性）を十分認

識する必要がある。 

・ 大量の放射性物質（内部被ばくに大きな影響をもつ α 核種を含め）が通常にない様々な

形態（非定型）で非密封状態にあること 

・ 原子炉建屋、PCV といった放射性物質を閉じ込める障壁が完全でないこと 

・ これらの放射性物質や閉じ込め障壁の状況等に大きな不確かさがあること 

・ 現場の放射線レベルが高い等の制約から現場へのアクセスや現場情報を得るための計装装

置の設置が困難であること 

・ 現状の放射線レベルが高く、さらには閉じ込め障壁等の更なる劣化が懸念されることから

廃炉を長期化させない、時間軸を意識した対応が必要なこと 

 

そのため、廃炉事業執行者である東京電力は、廃炉作業を進めるに当たって、５つの基本的

考え方から作業を検討するなかで、以下の点に特に留意が必要である。 

第一に、「安全」に関して、放射性物質や閉じ込め障壁の状況等に大きな不確かさがあり、か

つ、その不確かさを低減するための現場アクセスや計装装置設置も制約されている状況で、非

定型、非密封の大量の放射性物質を不完全な閉じ込め状態で扱うことになる。このため、幅広

い可能性（ケース）を想定して、それらについて確実に安全確保が可能であることの確認を、

全ての検討の起点とすることが必要である。同時に、「安全」に関して、作業期間全体にわたる

リスク低減を考えて作業期間を長期化させないことが重要であり、そのために過剰な安全対策

を避け、最適な安全対策を講じること（ALARP2）が必要である。「安全」に関するこのような

視点（安全視点）を廃炉作業の検討に反映することが重要である。 

第二に、「現場指向」に関して、 

・ 現場環境が、高い放射線レベル等、特殊な状況にあり、安全対策を施工、実施する際の現

場実現性に留意が必要であること 

・ 大きな不確かさのために設計単独での対応に限界があること 

等から、実際の現場の情報を適確にエンジニアリングに反映することが不可欠であり、そのた

めに実際に現場（運転操作、保全、放射線管理、計装、分析等）で作業を担う現場を熟知した

人・組織（オペレータ）の目線、感覚を大切にし、現場を直視した着眼や判断等（オペレータ視

点）が重要である。 

プロジェクトにおける廃炉作業の実際の検討に当たっては、事業執行者である東京電力がそ

の作業に対する「要求事項」を予め明確に定め、その実現に向けた具体的な安全対策の検討を

行う。その際には、福島第一原子力発電所の廃炉の特徴（特殊性）に対応するために、「安全視

点」、「オペレータ視点」を反映することが基本である。 

                                                   
2 As Low As Reasonably Practicable の略。放射線影響を合理的に実行できる限り低くしなければならないとい

うもの。 
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(1) 安全評価を基本とした判断最適化と廃炉対応における適時性確保 

リスク低減に向けた廃炉作業を進める上で、燃料デブリ取り出しなど技術的に難易度が高く、

大きな不確かさを有し、かつ多量の放射性物質を取り扱う作業において、適切な安全対策を施

し安全を確保することが最も重要であり、「安全視点」をもって廃炉作業を進める必要がある。

具体的には、廃炉各作業の安全対策を検討する際には、安全の評価を尽くし、必要な安全が確

保されていることを確認したうえで、５つの基本的な考え方に基づいた判断を行うことが基本

となる。 

また、福島第一原子力発電所の廃炉に固有な「安全視点」として、遅滞ない廃炉作業進捗の

重要性（時間軸を意識した対応の重要性）があげられる。既に顕在化している高い放射線影響、

さらには閉じ込め障壁等の更なる劣化の可能性を考慮すると、中長期的な視点で見た場合には、

遅滞ない廃炉作業の進展が廃炉全体の安全確保に大きく貢献する。そのため、ヒト、モノ、カ

ネ等のリソースに一定の裕度を持ち、放射線影響が低く安定した通常炉の安全確保とは異なり、

特に、安全が確保されていることを前提として、時間軸を意識した遅滞ない廃炉作業の進展と

リソース投入を、全体バランスとの関係を踏まえ、合理的に判断することが求められる。 

(2) 「オペレータ視点」を取り込んだ安全確保 

安全対策が真に実効的であるためには現場で実際に操作や作業等を実行する立場からのニー

ズを満足している必要がある。このために「オペレータ視点」（現場を熟知し現場で操作や作業

等を実行する立場からの着眼や判断等）が重要である。そのような観点に加え、福島第一原子

力発電所の廃炉では、事故影響を受けた施設であること、高い放射線レベルなど通常炉に見ら

れない特殊な環境のなか行われる未経験の取組であることから、安全対策の実現性を判断する

に当たっては現場での実現性について、高い放射線レベルなどの特殊な状況、環境等、現場の

状況を踏まえて判断する必要がある。 

また、安全確保に当たって、運転操作を含めた運用による設計の補完、監視・分析等による

情報の設計での活用等が重要性をもつ。 

ii. 先行的な実施と得られる情報の後段での活用 

事故炉である福島第一原子力発電所の現場状況には大きな不確かさが存在する。このようなな

か燃料デブリ取り出し等の大掛かりな作業について、作業全体を設計しようとすると、極めて大

きな安全余裕や、幅広い技術選択肢の想定が必要となる。このため、対応期間の長大化や手戻り

のリスクが避けられず、その結果、廃炉全体の遅れ、廃炉費用の高騰、作業員被ばくの増加等を

招き、全体プロジェクトの成立性や予見性を低下させる可能性が大きくなる。 

一方で、現状既に放射線レベルが高い環境下にあること、閉じ込め障壁等の更なる劣化、今後

の大きな自然事象（地震や津波等）の発生の可能性等を考慮すると、リスク状態の改善と不確実

性の縮小を出来るだけ急ぐことが求められる。このため、作業を幾つかの段階に分けた上で、実

際的な安全の確保を保証できる「最初の段階の作業」に取り組み、そこで得られた情報を次の段

階に展開するという「逐次型の取組」が重要となる。この取組方式3では、各段階の作業において、

炉内部の状態監視、操作の制限、機動的な対応等4によって安全を確保した上で作業を進め、作業

                                                   
3 セラフィールドの廃止施設等、英国でも用いられており、リード・アンド・ラーン（Lead & Learn）と呼ばれて

いる。 
4 例としては、臨界防止の観点から、実現可能な範囲での核計装を設置する、デブリ加工量を制限する、放射性

ダスト濃度の管理値を定めて作業を規制する、などの措置を講ずること等。 
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によって得られた情報を次段階の作業の設計に活用することで、次段階の作業の不確かさを低減

し、安全確保の信頼性向上と設計の合理化を図ることができる。 

東京電力は、このような取組方式を実際のエンジニアリングやプロジェクト管理にすみやかに

導入していく必要がある。この取組方式の中で得られる上手くいった経験や上手くいかなかった

経験を実績として積み上げていくことが重要である。それにより、廃炉を着実に進展させること

につながり、中長期的なリスク低減の観点から福島第一原子力発電所の廃炉における安全確保に

資することになる。 

 

本章で述べた福島第一原子力発電所の廃炉のリスク低減及び安全確保の考え方は、関係者のみ

ならず地域の皆様からの幅広い理解を得ながら進める必要がある。このため、地域の皆様、政府

（経済産業省、原子力規制委員会）、NDF、東京電力などは、それぞれの立場を踏まえ、安全確保

の考え方に基づくリスク低減を目指し、連携していくことが必要である。その際に、廃炉作業に

よってサイト全体のリスク低減がどのように継続的に進んでいるか等について、幅広い方々にと

って分かりやすいリスクの継続監視の仕組みを整えることが重要である。NDF と東京電力では、

このような仕組みについても検討しているところであり、東京電力において将来的にこのような

仕組みを導入していくことが重要である。  
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3 福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略 

1) 燃料デブリ取り出し 

i. 目標と進捗 

（目標） 

(1) 安全対策をはじめ周到な準備をした上で、燃料デブリを安全に回収し、これを十分に管理さ

れた安定保管の状態に持ち込む。 

(2) 燃料デブリ取り出しの初号機である 2 号機で試験的取り出しに 2021 年内に着手し、段階的

な取り出し規模の拡大など一連の作業を迅速に開始することで、その後の取り出し規模の更

なる拡大に向けて必要な情報・経験を得る。 

(3) 取り出し規模の更なる拡大については、初号機の燃料デブリ取り出し、内部調査、研究開発

（廃炉・汚染水対策事業、東京電力自主事業）、現場環境整備等に関する進捗を見極めつつ、

収納・移送・保管方法を含め、その方法の検討を進める。 

 

（進捗） 

中長期ロードマップにおいては、燃料デブリ取り出しの初号機は2号機とし、2021年内に試験

的取り出しに着手し、その後、段階的な取り出し規模の拡大に向けた作業を進めるとしている。

試験的取り出しについては、PCV内部に通じる既存の開口部から取り出し装置を投入し行う。東

京電力は廃炉中長期実行プランにおいて2031年までの作業工程を示し、これに従い取組を進め

ている。 

 

①1 号機  

2020 年度下期から、潜水機能付ボート型アクセス調査装置（水中 ROV）を PCV 内に投入

し、ペデスタル外底部に広く存在している堆積物の分布状況や堆積物内部の燃料デブリの有無や

状況、ペデスタル内部の構造物状況を調査し、PCV 内部の更なる詳細な情報を把握する計画で

ある。この調査開始に向け、X-2 ペネトレーション（以下「X-2 ペネ」という。）内扉の開孔作業

時のダスト濃度変化を踏まえ、ダスト拡散抑制対策及びダスト濃度監視を行いながら、PCV 内

の干渉物の除去等を進めている。 

②2 号機  

2021 年内の試験的取り出し及び PCV 内部調査開始に向け、アーム型のアクセス装置（ロボッ

トアーム）を製作中であり（図 4）、ダスト拡散抑制対策について検討中である。 

段階的な取り出し規模の拡大に向けた計画も進めており、取り出し装置は、試験的取り出し及

び PCV 内部調査装置の仕様を踏襲しつつ、可搬重量の増加やアクセス性を向上するなどの改良

を行う計画である。取り出した燃料デブリは受入／払出セルまで構内移送され、一時保管設備に

保管する。また、分析のために受入／払出セルで燃料デブリを一部分取し、分析施設に移送する

計画である。現在、取り出し装置、受入／払出セル、一時保管設備を設計中である。 

初号機の燃料デブリ取り出しというこれまで未経験の取組に対し、NDF は東京電力における

エンジニアリングの進捗に応じて、装置の現場適用性の確認や安全システムの改造内容に関する

検討結果等を安全、確実、合理的、迅速、現場指向の視点で確認することを検討している。 
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（東京電力資料を NDF にて加工） 

図 4 燃料デブリ取り出し設備のイメージ（試験的取り出し及び段階的な取り出し規模の拡大） 

 

③3 号機  

3 号機については、PCV 内の水位が高いため、サプレッションチェンバ（以下「S/C」という。）

の耐震性向上や PCV 内部調査を行うことを念頭に、段階的に PCV 水位を低下する計画である。

S/C 内包水は放射能濃度が高い可能性があり、S/C の水質に応じた対応が必要となる。このため、

PCV 取水設備の設計や工事及び水処理計画を行うにあたり、S/C 内包水を採取し、水質を把握す

る作業を開始している。 

ii. 主要な課題とそれを実現する技術戦略  

PCV 内の状況把握や燃料デブリ取り出しに必要な研究開発が未だ限定的であることから、現

時点での燃料デブリ取り出しに係る設計や現場作業計画は、今後得られる知見を基に不断の見直

しが必要である。なお、燃料デブリ取り出しに向けた検討や研究開発を進めており、その成果も

的確に反映していくことが重要である。 

(1) 試験的取り出し及び PCV内部調査、段階的な取り出し規模の拡大 

試験的取り出しについては、PCV 内の状況把握が限定的であり、ロボットアームの開発や堆

積物、干渉物の除去に不確実性及び難しさがある。そのため、現場を模擬したモックアップ試験

を行うことがオペレータ視点からも重要であり、十分に安全性や現場適用性を確認し、着実に進

めていく必要がある。 

また、東京電力は強化したプロジェクト管理体制の下、これまでの経験等から得られた①～③

の留意点を踏まえ、エンジニアリングを主導的に推進していくことが重要である。 

NDF は、東京電力が進めるエンジニアリングのスケジュールに基づいて、アクセス装置の現

場適用性、安全システム改造に関する検討結果、乾式保管の安全評価等の確認ポイントを予め設

定し、安全、確実、合理的、迅速、現場指向の視点で研究開発成果、エンジニアリング成果等の

確認を行っていく。なお、2 号機において、2021 年内の試験的取り出し及び同一のロボットア

ームを使った PCV 内部調査の開始に向け検討を進めているが、安全が最重要であるということ

を再度認識し、工程については安全の確保を確認したうえで検討を進めることが重要である。さ

らに、今般の世界的な新型コロナウイルスの蔓延に伴う技術者や技能者等の出勤制限等により、

試験的取り出し（2号機） 段階的に取り出し規模を拡大（2号機）

グリッパツール案 掘削回収ツール案

エンクロージャ

X-6ペネ接続構造

X-6ペネ

ロボットアーム

格納容器写真：ロボットアーム

工場制作時の状況

金ブラシ方式 真空容器方式

アクセス装置 燃料デブリ回収装置 燃料デブリ回収装置

2017年1月撮影

写真：X-6ペネ※内堆積物

可搬重量の増加等

アクセス装置

(現場の状況に応じて使用する予定)

※ X-6ペネトレーションの略
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従来に比較して計画的な作業が難しい状況が想定されることから、より一層、慎重かつ細心の注

意を払い、安全の確保を行う必要がある。 

試験的取り出し及び PCV 内部調査は、規模は小さいながらも、PCV に新たな開口を設けて、

PCV 外側に閉じ込め障壁を拡張するという今後の取り出し作業の基本的な現場構成の形で実施

するものであり、新たな段階に入る取組である。閉じ込め障壁機能の維持に係る作業であり、特

に安全に十分に配慮した検討を行う必要があり、その実施に向け、より慎重、丁寧に準備と検証

や訓練を行う必要がある。 

また、干渉物撤去や試験的取り出し及び PCV 内部調査については、実際に得られた PCV 内の

干渉物や内部状況により、干渉物撤去や試験的取り出し及び PCV 内部調査の順序や方法は、そ

の時の確認結果により変更となる可能性もあることから、これら作業については一体の作業とし

て検討を行っていく必要がある。 

① 初期段階から安全を強く意識したプロジェクトの推進 

1 号機の PCV 内部調査に向けた X-2 ペネ内扉の開孔作業時、作業監視用のダストモニタが管

理値に達したため十分に時間をかけてダスト拡散抑制対策やダスト濃度監視を行った。PCV 内

の状況が分からない中、慎重に作業を進めダスト拡散性に対する新たな知見も得ながら作業を実

施したものである。計画の初期段階において、安全の観点からこれまで以上にダスト拡散抑制に

対する検討を行うことにより、計画的に作業を遂行することが可能になる。この経験を次に活か

し、プロジェクトを手戻りなく円滑に進めるために、検討の初期段階からこれまで以上に安全評

価を行い、現場適用性を考慮した要求事項を明確化していくことが重要である。 

② 現場適用性を考慮した品質要求の明確化 

これまでの研究開発及び東京電力によるエンジニアリングの経験も踏まえ、今後、段階的な取

り出し規模の拡大や、取り出し規模の更なる拡大に向けて装置開発が進められる。燃料デブリの

取り出し量に応じて装置の規模も大掛かりなものとなり、さらに、長期にわたり安定した信頼性

の確保も必要となる。従って、現場適用性を予め考慮し、機能要求等の仕様を明確化した上で装

置開発を進めることが重要である。特に燃料デブリ取り出し装置の品質管理は重要な要素であ

り、東京電力自らが品質の確保を行うとの前提に立ち、状況に即した品質レベルや品質に係る基

本的な要求事項を事前に整理し、装置開発に展開することが重要である。 

また、燃料デブリ取り出しの検討や工事において、今後、海外の知見や経験も結集した取組が

増えていくことが考えられる。これまで海外企業等と進めてきた研究開発等において、品質管理

以外の工程管理、情報管理等の面でいくつかの課題を経験してきた。海外の知見や経験を活用す

る上では、受注者やその外注先に対しても、より細やかな工程管理等を行っていく必要がある。 

③ 燃料デブリ取り出し作業時の情報の取得とその活用 

東京電力は、段階的な取り出し規模の拡大や取り出し規模の更なる拡大に向けて、取得すべき

データの選定及びデータを取得するための設備の検討に着手している。この検討は取扱装置の可

搬重量等のさまざまな制約を克服していく困難を伴うものである。 

現場は不確かな状況ではあるが、燃料デブリ取り出し作業時の計装モニタリング、目視観察等

といった状態監視によるデータ取得やシミュレーションによる評価、安全システム、各種装置の

設計条件となるパラメータの取得が重要であり、これらのデータと別途実施する分析結果を連携

させ、取り出し方法の検討や安全評価に活用していく取組が必要である。 
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加えて、燃料デブリ取り出しによって発生する固体廃棄物の保管・管理方法等の検討も必要で

ある。試験的取り出し、段階的な取り出し規模の拡大等において、当面の保管・管理に不可欠な

データ取得に加え、処理・処分方法の検討に資する視点から、様々な試料の採取やデータの拡充

を図り、分析・評価を重ねていくことが重要であり、計画的に進めながら、必要性に応じて柔軟

に分析を進めていくことが必要である。 

デブリ取り出し作業、また、取り出しにより発生する廃棄物の取扱において一番重要なこと

は、厳格な作業安全管理の下、作業を進めることである。 

(2) 取り出し規模の更なる拡大 

取り出し規模の更なる拡大においては、作業、装置、施設の大規模化が進むこと等により、福

島第一原子力発電所全体を見据えた取り出し方法の検討が一層重要となる。事業執行者である東

京電力が廃炉事業として非常に重要な判断を行う段階になるため、安全確保を最優先とした上で、

コスト、期間、総被ばく線量などの視点も含めた基本方針を設定し、責任をもって取り組んでい

く必要がある。研究開発や内部調査等から得られる新たな成果及び情報を取り出し方法の検討に

反映し、取り出し方法の検討について柔軟な取組を進めることが必要である。また、先行的な実

施と得られる情報の後段での活用の考えに基づき、現場運用から得られる情報を次の設計に反映

していくなど、設計と現場運用による安全の確保が重要となることに加え、長期間に及ぶ廃炉事

業の影響など社会的側面にも留意が必要である。 

 

① 取り出し方法検討の流れ 

取り出し規模の更なる拡大については、初号機の燃料デブリ取り出し、PCV 内部調査、研究

開発、現場環境整備等に関する進捗を見極め、収納・移送・保管方法を含め、その方法の検討を

進める。その際、初号機（2 号機）の燃料デブリ取り出しに比べ、作業、装置、施設が大規模化

し、工事範囲が広域化することから、他工事も含めて福島第一原子力発電所全体を見据えた検討

が一層重要となる。さらに作業内容が多岐にわたり、より広範な技術分野の検討を進めていく必

要があるため、引き続き、世界の英知を結集し、取り出し方法の検討を進めることが重要であ

る。また、現場の線量が高いことや、PCV 内の状況把握が限定的な中、作業範囲が大規模化す

ることから、作業・装置に求める要求事項をより明確に設定した上で、体系的な取り出し方法の

検討を進めることが重要である。取り出し方法の検討の流れ（概念図）を図 5 に示す。 

情報の充足状況や現場の状況を踏まえると、3 号機の方がデブリ取り出しに早く着手し、早く

情報を取得することが可能となる。ある号機を代表号機とすることで、 取り出し方法の検討等

エンジニアリングを進展させることが可能となり、技術的な要点や更に検討を深めていくべき項

目等を早期に得ることができる。これらの成果を他号機に活用することは、1~3 号機の燃料デブ

リ全体のリスク低減につながる。以上のことから 3 号機を先行検討号機とすることは適切である

と評価している。このように 3 号機で先行的な取組を進め、他号機の状況や検討結果の再確認を

行い、その結果によっては検討号機の見直しを行う対応も重要である。初号機（2 号機）の燃料

デブリ取り出しが途上であっても、他号機での取り出し準備が整えば、２号機の実績を踏まえ他

号機での取り出しを開始するなど、廃炉作業全体の最適化の観点から、燃料デブリの取り出しの

進め方は柔軟に検討すべきである。 
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 図 5 取り出し方法検討の流れ（概念図） 

② 取り出し方法の重要な要求事項（境界条件）の考え方 

東京電力による取り出し方法の検討は、現状においては研究開発を踏まえ、要求事項に対して

前提条件を仮に設定して検討を進めている。 

今後、体系的な取り出し方法の検討を進める上では、研究開発の初期に設定した前提条件のう

ち、取り出し方法の決定に関わる重要な要求事項（境界条件）について、その時点までに得られ

た情報及び分析結果に基づき再検討し、要求事項をより明確に設定し、必要に応じて見直しをす

ることが求められる。また、研究開発段階での工法概念の是非も考慮し、現実的な工法について

設計上の試作、モックアップによる性能検証、設計改良、安全対策上の機能付加、付帯する準備

工事や周辺設備の設計などのエンジニアリングを相当の規模で行うことが求められる。 

本項の冒頭で記載した視点を含めた基本方針の下、要求事項をより明確にして、取り出し方法の

検討を進める際には、東京電力が事業執行者として、重要な要求事項（境界条件）を明確にする

ことが必要である。重要な要求事項（境界条件）については、何を重要なものとし、どのような

性能を求めるかについて、安全視点、オペレータ視点から設定する必要がある。 

③ 取り出し方法検討における柔軟な取組 

取り出し方法の検討は、東京電力により研究開発を踏まえて進められている。今後、前述の重

要な要求事項（境界条件）の設定を行った上で、1 号機の PCV 内部調査に向けた X-2 ペネ内扉

の開孔作業時のダスト拡散の事例や、今後得られる研究開発の成果、2 号機の試験的取り出し及

び PCV 内部調査や段階的取り出し規模の拡大によって得られる情報等に基づき実施される現場

適用性に係る評価に応じて、方法の見直しを含め、状況に応じて柔軟な取組を進めることが必要

である。 

検討に際して、検討によって得られた成果に加え、新たに得られる情報等を取り込み、安全視

点、オペレータ視点から前提条件の設定の適切性を検証することや、それによる取り出し方法の

見直しを行うといった反復、繰り返し型の取組が必要である。 

④ 設計と現場運用による安全の確保 

福島第一原子力発電所の廃炉は未経験の取組であるため、現場の運用（運転、保全、放射線管

理、計装、分析、工事等）を担う人たちの目線、感覚が通常炉以上に重要である。これらに加

え、分析といった現場運用によって得られる情報を、試験的取り出し、段階的な取り出しの規模

の拡大等を行いながら取得し、次の設計に反映し安全を確保していくことが必要である。 

初号機の燃料デブリ取り出し、
内部調査等の現場作業
●初号機燃料デブリ取り出し、
内部調査の新たな知見

作業環境整備の状況
●現場環境(線量、PCV水位)の

状況
●各種新設設備(建屋含む) 敷地
確保見通し(ガレキ含め干渉物
撤去計画策定) 等

サイト全体の計画の状況
●汚染水対策

●固体廃棄物計画
●他工事との干渉 等

取り出し概念検討（全体概念検討含）結果の評価
●要求事項
●取り出し方法、アクセス方法、デブリ回収方法
●安全システム
●収納・移送・保管施設 等

現場適用性の評価
●安全
●確実
●合理的
●迅速
●現場指向

総合的な評価
●上記視点での総合的な評価

研究開発
●研究開発(廃炉・汚染水対策

事業、東京電力自主事業）
の進捗
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(3) 内部調査の継続及び廃炉中長期実行プランの着実な実施 

1～3号機について、事故時に取得したプラントパラメータ等の実測値、事故進展解析、PCV内

部調査等による情報、試験等で得られた知見に基づいた燃料デブリの分布、燃料デブリへのアク

セスルート及び周囲の構造物の状況に関する総合的な分析・評価結果を図6に示す。分布の違い

はあるが、原子炉圧力容器（以下「RPV」という。）内部及びPCV底部の両方に燃料デブリが存

在すると分析しており、各号機の燃料デブリ取り出しに向けて、内部調査、研究開発を継続的に

実施し、RPV内、PCV内を把握する必要がある。 

廃炉中長期実行プランは、試験的取り出しや段階的な取り出し規模の拡大、取り出し規模の更

なる拡大における作業工程を示しており、今後の内部調査等を通じて得られる知見を踏まえ不断

の見直しが行われる。作業工程については、着実な実施に向け、より具体的な実施内容へブレー

クダウンすることが重要である。 

本節に述べた技術課題と今後の計画を整理すると、図7のとおりである。 

  

（第 81 回特定原子力施設監視・評価検討会「参考 1：3 号機サプレッションチェンバ（S/C）内包水のサンプリングについて」等に基づき作成） 

図 6  1～3 号機の燃料デブリ分布の推定、アクセスルート及び周囲の構造物の状況  

※１東京電力提供資料
※２横アクセスによる燃料デブリ取り出しのための有力なアクセスルートと考えられる、X-6ペネからペデスタル内側へ至るルートに、

落下物等による支障がないかを判断するための情報として、これまでの内部調査で確認された内容を記載。
PCV内の燃料デブリ取り出しのアクセスルートについては、機器ハッチ等からのアクセスルートを廃炉・汚染水対策事業で検討中。
1号機のX-6ペネの周りは高線量率であるため、作業環境整備が困難な場合は、機器ハッチをアクセスルートとする可能性がある。
なお、1号機の内部調査は、調査装置の投入を考慮しX-2ペネからアクセスを行う。

燃料デブリへのア
クセスルートに関
する情報※2

• グレーチング上側から、ペデスタル外側のドライウェ
ル底部へのアクセス可能

• X-6ペネからペデスタル内につながるCRDレール周
辺の状態は確認できず

• CRDレール上やペデスタル開口部付近には大き
な障害物なし

• ペデスタル開口部からペデスタル内側底部へのア
クセスが可能であることを確認

• ペデスタル開口部からペデスタル内側底部へのア
クセスが可能であることを確認

周囲の構造物の
状況に

関する情報

 グレーチング上側のペデスタル外側壁面に大きな
損傷なし

• ペデスタル内底部に燃料集合体の一部が落下
していたが、調査した範囲では、CRDハウジング
サポートには大きな損傷はなし

• ペデスタル内側壁面及びペデスタル内の既設構
造物（CRD交換機等）には大きな損傷なし

• ペデスタル内において複数の構造物の損傷や落
下物（一部は炉内構造物と推定可能）、
CRDハウジングサポートの一部脱落、変形を確
認

• ペデスタル内側壁面に大きな損傷なし

炉心部  炉心部にはほぼ燃料デブリなし
 炉心部にはほぼ燃料デブリなし

(外周部に切り株状燃料の残存の可能性あり)
 炉心部にはほぼ燃料デブリなし

RPV底部

 RPV底部に少量の燃料デブリが存在

 CRDハウジング内部及び外表面などに少量の燃

料デブリが存在

 RPV底部に多くの燃料デブリが存在

 CRDハウジング内部及び外表面などに少量の

燃料デブリが存在

 RPV底部に一部の燃料デブリが存在

 CRDハウジング内部及び外表面などに少量の燃

料デブリが存在

PCV底部
(ﾍﾟﾃﾞｽﾀﾙ内側)

 ペデスタル内側床面に大部分の燃料デブリが存

在

 ペデスタル内側床面に一定量の燃料デブリが存

在

 ペデスタル内側床面に2号機と比較して多くの燃

料デブリが存在

PCV底部
(ﾍﾟﾃﾞｽﾀﾙ外側)

 作業用出入口を通してペデスタル外側に燃料デ

ブリが拡がった可能性あり

 作業用出入口を通してペデスタル外側に燃料デ

ブリが拡がった可能性は小さい

 作業用出入口を通してペデスタル外側に燃料デ

ブリが拡がった可能性があり

作業現場の
線量※

 R/B１階X-6ペネトレーション周りの線量が高い

（630mSv/h）。

 R/B１階の線量は全体的に約5mSv/hまで低

減している。

 R/B１階の線量は数～数十mSv/h以上であ

り、線量が高い。

X-2ペネ
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(4) 技術要件の技術課題と今後の計画 

a. 燃料デブリ取り出しにおける安全確保に係る技術課題 

燃料デブリの取り出しに関しては、燃料デブリや閉じ込め障壁の状況に大きな不確かさ（非密

封、非定型）があり、そのなかで大量の燃料デブリを不完全な閉じ込め状態で扱う等の安全上の

特徴がある。これらの特徴を踏まえたうえで安全確保の考え方を整理し、関係者で共有すること

が必要である。 

現在、NDF では、①安全評価を基本とした判断最適化、②廃炉対応における適時性確保、③運

転操作、監視、分析、異常時等の現場運用による設計の補完、を基本とした安全確保の考え方の

整理を進めている。また、こうした安全確保の考え方の整理とともに、燃料デブリ取り出しにお

ける安全確保に係る技術要件を定めて、重点的に検討を進めている。 

① 閉じ込め機能の構築（気相部） 

試験的取り出しや段階的な取り出し規模の拡大における、把持、吸引といった燃料デブリの取

り出しでは、既存の安全システムでの対応が可能な見通しである。その後の燃料デブリ切削等の

作業においては、PCV 内の機器や構造物に付着している Cs 等の再飛散や、放射性物質を含んだ

水分のエアロゾル化、仮に臨界が発生した場合の短寿命のよう素や希ガス発生等を考慮した気相

系の閉じ込め機能の構築が必要である。 

また、Cs 等の再飛散以外にもα核種を含む飛散微粒子（αダスト）が発生し、PCV 気相部の放

射能濃度が上昇することが懸念される。このため、燃料デブリ取り出し規模拡大の段階ごとにダ

スト飛散の傾向把握等を行い、次段階において構築される閉じ込め機能の妥当性を検証しつつ、

取り出し規模の拡大を図っていくことが合理的である。東京電力によるエンジニアリングでは、

廃炉・汚染水対策事業の成果を踏まえて原子炉建屋内外のダストのモニタリング設備の拡充や、

既設設備を用いた PCV 内の均圧化ないし負圧化検討等が進められている。今後、作業に伴うαダ

スト飛散等の状態変化のモニタリング結果を基に周囲への影響を評価し、徐々に燃料デブリ取り

出しの規模を拡大していく。その過程において、周囲への影響が増加する可能性も想定し、二次

的な閉じ込め機能として必要な機能の見極めとその構築についても検討している。 

② 閉じ込め機能の構築（液相部） 

発生するαダストの飛散率を軽減し気相部への移行を抑制するため、燃料デブリ取り出しに当

たっては、燃料デブリに水を掛けながら切削等の作業を行うことが想定される。把持、吸引とい

った燃料デブリの取り出しにおいては、既存の安全システムでの対応が可能な見通しであるが、

その後の燃料デブリの加工や干渉物撤去等の作業に当たっては、大量のα粒子が冷却水（液相部）

に混入することとなる。このα粒子を含む冷却水が環境へ影響することを防ぐために、冷却水の

循環・浄化系の確立と汚染拡大防止対策を考慮した液相部閉じ込め機能の構築が必要である。 

このため、燃料デブリから循環冷却水中へ溶出すると考えられる溶解性核種の除去技術、循環

冷却水系のフィルタに捕集された固形物の処理技術について検討していく必要があり、廃炉・汚

染水対策事業にて研究開発が進められている。これと並行して、α粒子を含む冷却水の拡散防止

の観点で利点となる、PCV から取水し原子炉へ注水冷却する PCV 循環冷却系の構築について、

廃炉・汚染水対策事業による研究開発にて検討が進められた。 

燃料デブリ取り出し規模拡大の各段階において、合理的な液相部閉じ込め機能を構築するため

には、段階ごとに冷却水中の放射能濃度の監視等を行い、次段階において構築される閉じ込め機

能の妥当性を検証しつつ進めることが合理的である。閉じ込め機能（気相部）と同様に、作業に
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よる液相への影響の確認・調査の観点から、循環水系のモニタリングや既設の水処理設備での入

口放射性物質濃度の低減を目的とした設備の追設、設置等について、廃炉・汚染水対策事業の成

果を基に、東京電力のエンジニアリングにて検討が進められている。α核種を含めた廃液の状況

変化のモニタリング結果を基に、徐々に燃料デブリ取り出しの規模を拡大していく。なお、原子

炉建屋内水位を地下水水位より低く維持し、地下水への冷却水の流出を防止することや PCV 内水

位を適切に管理することが求められ、この点も考慮して安全システムは構築される。 

③ 冷却機能の維持 

燃料デブリは崩壊熱を発生しており、例えば、2 号機では最大 69kW の発熱があると推定され

ている。現状、原子炉注水による循環冷却を行うことで、100℃未満（冷温停止状態）を維持して

いる。 

この冷却機能の維持に当たり、当面取り組むべき技術課題として、各作業が実施可能な PCV 内

部温度目標の設定や各作業中の冷却機能への異常発生を想定した対応策等がある。基本的な対応

策は早期の復旧や機動的対応等により冷却を継続することであるものの、異常発生時の時間余裕

等を基に PCV 内部状態の変化を評価し、機器の回収等、異常発生時の対応策・手順等を検討して

おく必要がある。 

また、燃料デブリ取り出し作業時には、ダストの飛散抑制の観点から、水をかけながら燃料デ

ブリを切削するなどの加工を行うことも考えられ、PCV 内部の水位管理や発生する汚染水管理に

も留意が必要である。 

これらのことから、燃料デブリ取り出し等の作業が既設の循環水冷却・浄化システムとその冷

却機能にどのような影響を与えるか、状態を監視しながら慎重に進められるよう、監視パラメー

タ、判断基準等をエンジニアリングで計画し、準備しておく必要がある。 

なお、将来的に燃料デブリ量の低減に伴って崩壊熱量が低減した場合を想定し、冷却水の注入

による冷却が不要となる可能性についても留意しておくべきである。 

④ 臨界管理 

福島第一原子力発電所の推測される燃料デブリの存在状態より、工学的に見て臨界が起こる可

能性は低いと考えられるが、取り出し規模を拡大していくにあたり、燃料デブリの形状等を変化

させる可能性があることを考慮しなければならない。燃料デブリ取り出しの作業計画を検討する

にあたり、確実に臨界の発生を防止し、万が一の臨界を想定した場合にも速やかな検知・停止が

行われるよう適切な管理方法を確立する必要がある。 

取り出し初期においては、燃料デブリの形状を大きく変化させない方法や加工量制限しながら

取り出しを行う。取り出し規模を拡大していく段階では、中性子吸収材の投入準備や作業前の未

臨界度測定や燃料デブリ周辺の中性子信号の変動量を確認することによる監視などの方策を組み

合わせ、取り出し量の増加に応じた臨界管理を実施するための技術開発が進められている。 

⑤ PCV・建屋の構造健全性の確保 

PCV、RPV ペデスタル等の主要機器と原子炉建屋に関して、事故後、東京電力の検討や廃炉・

汚染水対策事業において、構造健全性等の評価が進められた。その結果、主要機器と原子炉建屋

等が一定の耐震裕度を有していることが確認されている。 

今後は、既設の主要機器と原子炉建屋等、及び、燃料デブリ取り出しのために今後新設する機

器と設備（以下「設備」という。）と建屋（既設設備・建屋の改造部を含む）が、要求機能を満足

し、比較的長期にわたる燃料デブリ取り出しにおいて、①作業を安全に実施できること、②地震
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と津波をはじめとする外部事象に対して所要の安全性を確保できることが必要である。また、③

長期的な保守管理を前提としつつ、④今後の PCV 内部調査やデブリ分析結果等で得られる新たな

知見を燃料デブリ取り出し設備の設計や工法の検討にフィードバックすることが重要である。 

また、今後の設計の進捗により、燃料デブリ取り出し時の荷重条件（新設される設備の配置、

大きさ、重量、PCV/生体遮蔽壁への開口の新設等）が具体化される。設備と建屋の構造健全性の

確保に向け、サイトの状況を反映しつつ、それらの最新の設計情報に基づいて、着実に検討を進

めることが求められる。 

⑥ 作業時の被ばく低減等 

中長期ロードマップ、東京電力の廃炉中長期実行プランに沿い、作業エリア・アクセスルート

の作業環境の改善として、原子炉建屋内の干渉物撤去、線量低減が進められている。今後、燃料

デブリ取り出し関連作業として、高線量の設備等の撤去などが計画されており、作業時の被ばく

低減が課題である。 

主な作業エリアは原子炉建屋内等の高線量区域である上、内部被ばくの際の線量寄与が大きい

燃料デブリ由来のα放射性核種を含む核燃料物質等を取り扱うことになるため、被ばく低減には、

より一層の外部被ばく管理及び内部被ばく管理が重要となる。 

特に、原子炉建屋内の作業員の被ばく低減については、作業対象範囲の周囲の寄与も含めて線量

分布、汚染状況について十分な調査を行い、線源位置、強度を可能な限り特定するとともに、法

令で定められた作業者の被ばく線量限度に対する裕度も考慮して目標線量率を設定した線量低減

計画を立てることが重要である。高線量区域では、線量限度に従う作業時間と作業達成に必要な

作業時間について、可能な限り総被ばく線量を抑制するよう計画することが重要である。 

今後、一連の作業プロセスの中でのα放射性核種に対し、空気中及び水処理系への拡散にも備え

た閉じ込めや漏洩検知ができる管理方法、設備が必要になる。取り出し規模の更なる拡大に向け

て、情報を共有し、迅速に次の作業計画へフィードバック可能なデータベース等を整備し、また、

作業員の被ばくが個人に偏ることがなく、作業員全体の被ばくも低減できる長期的な作業計画を

作成し、被ばく管理を適切に行っていく必要がある。 

b. 燃料デブリ取り出し工法に係る技術課題 

① アクセスルートの確保 

燃料デブリ取り出しに係る機器・装置の搬入、設置、搬出、燃料デブリや廃棄物の移送のためには、ア

クセスルートの干渉物が撤去されるとともにこれらの作業が可能な程度に原子炉建屋内の線量が低減

されていること、すなわち、アクセスルートが構築されていることが必要である。燃料デブリへのアクセス

ルートを構築するために PCV 等に新たな開口を設ける場合などには、PCV 及び RPV からの放射性物

質の放出抑制、既存の構造物の健全性維持に対しても留意が必要である。 

試験的取り出し、段階的な取り出し規模の拡大に向け、東京電力において、2 号機 X-6 ペネ等からの

アクセスルート構築の具体的なエンジニアリング検討が進められている。 

一方、取り出し規模の更なる拡大に向けては、これまでの廃炉・汚染水対策事業における研究開発成

果を踏まえ、PCV 側面開口部から燃料デブリに到達するまでのアクセスルート構築の検討が進められて

いる。アクセスルート構築には新設の重量構造物と PCV 側面開口部の接続部構造の閉じ込め、遮へい

や地震変位への対応が課題である。また、オペフロからの上アクセス工法について、干渉する構造物を

一体または大型で取り出し、閉じ込め、遮へいを確保して搬送する方法等によるスループットの向上の

検討が進められている。 
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今後、上記の課題も踏まえ、各段階で得られたデータから、次段階において構築されるべきアクセス

ルートを具体化していく必要があり、規模拡大にむけた研究開発を進めていくことが重要である。 

② 機器・装置の開発 

燃料デブリを取り出すための機器・装置は、安全・確実・効率を重点において開発する必要が

ある。これらの機器・装置は、現場状況に柔軟に対応するために、耐放射線性、保守性、遠隔操作

性、高い信頼性、トラブル発生時に以降の作業を妨げない救援機構、燃料デブリ取り出しの効率

性などを考慮する必要がある。 

試験的取り出し、段階的な取り出し規模の拡大用の装置は、廃炉・汚染水対策事業の研究開発

として進めてきている。段階的な取り出し規模の拡大以降については、その開発成果を東京電力

が引き継いで実現をしていくことが必要である。東京電力は 2 号機に適用するロボットアーム等

のエンジニアリングを進めるとともに、それら遠隔装置を使用した燃料デブリ取り出しの運転に

向けた教育・訓練の準備を進めている。 

取り出し規模の更なる拡大用の機器・装置については、効率向上のための工法、燃料デブリの

様々な状態に応じた取り出し・取扱システム、燃料デブリの加工で発生するダストの集塵システ

ム等の開発が進められている。 

開発の進め方としては、先行する調査、取り出し作業によって得られる情報を踏まえ、新たに

発生した重要課題に対しては開発を継続していくことが必要である。開発された機器・装置につ

いては、実際に現場において安全確実に性能が発揮できることを確認するためにモックアップ試

験による検証を重ねる必要がある。モックアップ試験は、不確定要素を多分に含む過酷な現場環

境を模擬した施設で実施する必要がある。そのため NDF と東京電力は、遠隔モックアップ試験計

画の進め方等について検討を進めている。 

③ 系統設備・エリアの構築 

安全機能の確保を前提として、過度な設備仕様とならないよう配慮しつつ系統設備等の構築に

ついて検討、その成果に基づいて設備を追設する等の必要な処置を講じ、適正に運用していくこ

とが求められる。検討においては、設備の敷設、運転・保守管理に加え、作業員被ばく低減のた

めの遮へい体等も考慮し、十分なエリアが確保され、必要とされる環境条件を満たす必要がある。 

この系統設備には、気相部の閉じ込め機能の構築で要求される負圧管理システム、液相部の閉

じ込め機能や冷却機能の維持で要求される循環水冷却・浄化システム、臨界管理で要求される臨

界管理システムなどがある。また、燃料デブリ取り出しに当たって必須である PCV 内部状況の監

視のための計測システム（圧力、温度、水位、放射線等）の具体化は重要な課題であり、これらを

統合した安全システムの構築に向けて、東京電力によるエンジニアリングにて検討が進められて

いる 

また、燃料デブリ取り出し装置・関連機器や系統設備を設置するエリアの構築については、各シ

ステム設置に必要なスペースの算出が進められており、原子炉建屋内の高線量エリアの取扱や他

作業との干渉も考慮し、既存建屋以外への設置も含めて検討が進められている。 
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c. 燃料デブリの安定保管に係る技術課題 

① 燃料デブリの取扱（収納・移送・保管） 

燃料デブリ取り出し開始までに、未臨界維持、閉じ込め機能、水素発生対策、冷却等の安全機能

を備え、取り出した燃料デブリの収納から移送、保管までの一連のシステムを構築する必要があ

る。そのため、以下の検討が進められている。 

・収納缶の基本仕様（全長や内径等）の策定と、収納缶の構造検証試験の計画とその実施 

・燃料デブリからの現実的な水素ガス発生予測法の検討とその結果を用いた収納缶の排気構造

の仕様の検討及び安全な移送条件の検討 

・燃料デブリに適用可能な乾燥技術の開発と、その技術を用いた乾燥システムの検討 

今後、これらの検討結果に基づいて、1 日あたりの燃料デブリ取り出し量や収納缶への充填率を

考慮した燃料デブリの収納から保管までのシステムおよび機器/設備を関連する他のプロジェク

トと協調して具体化していく必要がある。また、燃料デブリの収納から保管までの設備・システ

ムの具体化に際して、保障措置に対する要求への対応も含める必要がある。 

段階的に規模を拡大した取り出しにおいて収集・蓄積できる水素発生量等の各種計測データや、

構内移送容器の受け入れから一時保管までの作業における燃料デブリの取扱に関する知見や経験

を、更に規模を拡大した取り出し時の燃料デブリを安全・確実・合理的に収納・移送・保管する

ための設備、施設の設計に反映することが重要である。 

なお、中長期ロードマップにおいては、取り出した燃料デブリの処理・処分については燃料デブ

リ取り出し開始後の第 3 期に決定することとされている。 

② 燃料デブリ取り出し作業時における仕分けについて 

燃料デブリ取り出し作業、その準備及び後片付け等の各作業段階において燃料デブリのほかに

核燃料物質が付着・融合した干渉物や構造物等が取り出される。このため、燃料デブリと放射性

廃棄物の仕分け基準、必要な計測技術の開発等を行っていくことが重要である。 

しかしながら、燃料デブリの取り出しに先立って仕分けに必要十分な PCV 内の燃料デブリ及び

構造物などの分布やそれらの性状に関する情報を蓄積・整理・分析することは現実的に困難であ

る。そのため、核燃料物質の量やその含有濃度の測定結果に基づいて燃料デブリを仕分けするこ

とを目指すことが望ましいと考えられる。これに応える第 1 歩として、仕分けを保管までのどの

作業プロセスで実施するか（シナリオの検討）と、核物質の量または含有量を測定できる可能性

のある技術の調査が実施された。これらの検討では、PCV から取り出される物質の核燃料物質量

または濃度を計測・推定することは現時点で難度が高いとされた。 

しかしながら、更に規模を拡大した取り出し時において、燃料デブリと放射性廃棄物の仕分け

基準と計測技術・装置を開発しておくことは、燃料デブリとして保管すべき物量の低減を可能に

する等、合理的で安全な廃炉事業の実現に貢献できると判断される。このため、引き続き、燃料

デブリと放射性廃棄物の仕分けの基準とそれに必要な計測技術・装置の開発を継続することが望

ましい。更に、今後の内部調査、試験的取り出し、段階的な取り出し規模の拡大等で得られる各

種試料の分析等の知見や情報を用いて仕分けの方法、技術の実機適用性および実効性を高めてい

く作業を継続していくことが重要である。 

③ 保障措置方策検討 

取り出した燃料デブリに対する計量管理や保障措置は前例のないことであり、その検討や現場

への適用に際して東京電力が技術的課題に直面する可能性があるため、NDF はエンジニアリング
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的視点も踏まえながら、この技術的課題の解決に向けた検討について支援を行っていくとともに、

保障措置の適用に係る設備対応が廃炉工程に影響を与えないよう、プロジェクト進捗状況を東京

電力と情報共有する。 

本節に述べた主な技術課題と今後の計画を整理すると、図 7 のとおりである。 

 

 

図 7 燃料デブリ取り出しに係る主な技術課題と今後の計画（工程表）  

年度 2025 2031(年)

関連するマイルストーン

廃炉・汚染水対策事業、東電自主事業に
おける検討

　-原子炉格納容器内部詳細調査技術の開発

　-燃料デブリの性状把握・分析技術の開発

　-燃料デブリの段階的に規模を拡大した

    取り出し技術の開発

東京電力による技術検討

廃炉・汚染水対策事業、東電自主事業に
おける検討
　-燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の

    更なる拡大に向けた技術の開発

　-燃料デブリ収納・移送・保管技術の開発

　-原子炉圧力容器内部調査技術の開発

東京電力による技術検討

                                ※ 3号機を先行して検討を進め、1号機に展開することを想定

取り出し規模の更なる拡大
（1/3号機）

2020 2021 2022

試験的取り出し
（2号機）

段階的な取り出し規模の拡大
（2号機）

短期（3年程度）

第3-①期（燃料デブリ取り出し開始～2031年末）

▽初号機の燃料デブリ

取り出し開始（2021年内）

建屋内環境改善

取出装置等の製作・設置 燃料デブリの性状分析

試験的取り出し・内部調査

建屋内環境改善

段階的な取り出し規模の拡大

燃料デブリの性状分析

燃料デブリ取出設備／安全システム／

燃料デブリ一時保管設備／メンテナンス設備

1号機建屋内外環境改善（建屋内：線量低減／干渉物撤去等、建屋外：1,2号機排気塔撤去／変圧器撤去等）

3号機建屋内外環境改善（建屋内：PCV水低下／線量低減等、建屋外：3,4号機排気塔撤去／変圧器撤去等）

燃料デブリ取出設備／安全システム／燃料デブリ保管施設／メンテナンス設備※

設計・製作 設置

概念検討 現場適用性検証、開発

（遠隔据付、ダスト拡散抑制等）

設計 製作・設置・取り出し

現場作業 ：作業期間

：変更が見込まれる期間

各項目の現場工事等に関わる技術的検討等

研究開発 ：必要に応じ実施

廃炉・汚染水対策事業における技術課題

ー燃料デブリの段階的に規模を拡大した取り出し技術の開発

①ペイロード増加対応・先端ツール高度化

（アーム・エンクロージャを試作し、モックアップ試験で実機適用性を検証）

ー燃料デブリの性状把握のための分析・推定技術の開発

①燃料デブリの分析技術

➁燃料デブリの経年変化特性の推定

ー燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更なる拡大に向けた技術の開発

①燃料デブリの取り出し方法の開発（安全確保→効率化）

a.アクセス用設備・装置／干渉物撤去技術／内部監視方法整備

b.切断・回収技術、c.仕分け技術、d.放射性物質の拡散防止

②安全システムの開発（液体系／気体系システム、臨界管理）

a.放射性物質閉じ込め機能強化、b.放射性物質を取り除く機能強化、

c.臨界防止／臨界監視機能強化

ー原子炉圧力容器内部調査技術の開発

上部／側部／下部アクセス工法

①干渉物除去技術等、アクセス装置

②調査装置（カメラ、放射線検出等）

③放射性物質の拡散防止
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2) 廃棄物対策 

i. 目標と進捗 

（目標） 

(1) 当面 10 年間程度に発生する固体廃棄物の物量予測を定期的に見直しながら、発生抑制と減

容、モニタリングをはじめ、適正な保管管理計画の策定・更新とその遂行を進める。 

(2) 性状把握から処理・処分に至るまで一体となった対策の専門的検討を進め、2021 年度頃まで

を目処に、固体廃棄物の処理・処分方策とその安全性に関する技術的な見通しを示す。 

 

＜「固体廃棄物についての基本的考え方」のポイント＞ 

① 閉じ込めと隔離の徹底 

人が有意な被ばくを受けないように、放射性物質と人の接近を防ぐための閉じ込めと隔離を

徹底 

② 固体廃棄物量の低減 

  廃炉作業に伴って発生する固体廃棄物について、可能な範囲で物量を低減 

③ 性状把握の推進 

固体廃棄物の処理・処分の検討を進めていくための、分析試料数の増加に対応した適切な性

状把握 

④ 保管・管理の徹底 

  発生した固体廃棄物について、その性状を踏まえた安全かつ合理的な保管・管理 

  福島第一原子力発電所の敷地内で確実に保管・管理できるよう、保管容量の確保 

⑤ 処分を念頭に置いた先行的処理方法の選定手法の構築 

処分の技術的要件が決定される前に、安定化・固定化するための処理（先行的処理）の選定

手法を構築し、先行的処理方法を選定 

⑥ 固体廃棄物の管理全体を俯瞰した効率的な研究開発の推進 

性状把握、処理・処分の研究開発の各分野が連携し、固体廃棄物の管理全体を俯瞰した上で、

必要な研究開発課題を確認 

⑦ 継続的な運用体制の構築 

固体廃棄物の管理全体を安全かつ着実に継続していくため、関連する施設の整備や人材の育

成を含めた継続的な運用体制の構築 

⑧ 作業員の被ばく低減対策等 

  関連する法令に基づいた被ばく管理、健康管理、安全管理を徹底 

 

（進捗） 

福島第一原子力発電所の廃炉に伴い発生する固体廃棄物は、多種多様な性状を有する廃棄物が

大量に存在することから、性状把握のための分析能力の向上に加えて、柔軟で合理的な廃棄物ス

トリーム（性状把握から処理・処分に至るまで一体となった対策の流れ）を開発している。具体

的には、中長期ロードマップで取りまとめられた固体廃棄物についての基本的考え方に沿って、

関係機関が各々の役割に基づき取組を進めており、固体廃棄物の性状把握から処理・処分に至る

まで一体となった対策の専門的検討は、NDF を中心に進めている。 
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(1) 保管・管理 

固体廃棄物の適切な保管・管理を行うため、東京電力は保管管理計画を公表し、今後 10 年程度

の固体廃棄物の発生量の予測とそれに伴い必要となる廃棄物関連施設等の設置等の方針を示して

いる。 

この計画に基づき、2028 年度内までに、水処理二次廃棄物及び再利用・再使用対象を除くすべ

ての固体廃棄物の屋外での保管を解消するとしており、それに必要な設備の整備を進めている。

廃棄物の発生量低減の観点から、敷地のバックグランド相当のコンクリート瓦礫については、路

盤材として再利用が行われており、表面線量率が極めて低い金属・コンクリートやフランジタン

クの解体タンク片等は、固体廃棄物貯蔵庫外の一時保管を当面継続しながら、再利用・再使用に

ついて検討されている。 

 水処理二次廃棄物についても、建屋内への保管に移行する方針としており、吸着塔類の保管施

設として、大型廃棄物保管庫の建設が進められている。また、高い流動性から保管・管理におけ

るリスクが比較的高い、多核種除去設備等で発生したスラリー及び除染装置スラッジについては、

前者については安定化（脱水）処理（2022 年度の運用開始）、後者については、現在の保管場所

である建屋内地下貯槽から、高台への移送（2023 年度完了予定）を行うこととしている。 

燃料デブリ取り出しに伴って発生する廃棄物に関しては、廃炉・汚染水対策事業により、種類・

物量を評価するとともに、保管方法、収納方法及び容器の仕様について水素ガス発生の対策も含

めて検討が進められている。 

(2) 処理・処分方策の検討 

固体廃棄物の処理処分方策に関しては、中長期ロードマップにおいて、2021 年度頃までを目処

に、処理・処分方策とその安全性に関する技術的見通しを示すこととされている。固体廃棄物は

取組の進捗に伴い全体像が明らかとなるため、2021 年度頃は引き続き必要な性状に関する情報を

蓄積する段階にある。これを念頭に、技術的見通しのための具体的目標を整理すると、次のとお

りとなる。 

 福島第一原子力発電所で発生する固体廃棄物の性状と物量及びそれらに適用可能な処理技術

を踏まえた安全かつ合理的な処分概念を構築し、諸外国の例を踏まえつつ処分概念の特徴を反

映した安全評価手法を整備すること 

 性状把握のための分析・評価手法が明確になっていること 

 水処理二次廃棄物等いくつかの重要な廃棄物ストリームに対して処分を念頭に置いた安定化、

固定化のための実機導入が期待される処理技術が明確になっていること 

 上記をベースに、処分の技術的要件が決定される前に、安定化・固定化するための処理（先行

的処理）の方法を合理的に選定する方法を構築すること 

 固体廃棄物のうち、処分を念頭に置いた処理技術が明確となっていないものについては、2021

年度頃までに開発した一連の手法を用いて処理・処分方策を設定できる見通しがあること 

 固体廃棄物の廃棄体化前までの保管・管理に係る課題と対策が明確になっていること 

 

 これらの達成を目指し、廃炉・汚染水対策事業により、工学規模試験装置等を用いた各種処理

方法（高温・低温処理）の適用性の確認、廃棄物の性状と適用可能な処理技術を踏まえた処分概

念の構築とその安全評価手法の整備を行っている。 

また、それらの検討に必要な固体廃棄物の性状を効率的に把握するため、分析手法の簡易・迅

速化、低線量の廃棄物試料を分析する放射性物質分析・研究施設第 1 棟の整備を中心とした分析
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能力の向上、解析的インベントリ推定手法の精度向上を進めている。ガレキ類、汚染水、水処理

二次廃棄物などの試料採取・分析が実施され、各分析対象の核種組成の相関が徐々に明らかにな

りつつある。 

ii. 主要な課題とそれを実現する技術戦略 

(1) 性状把握の推進及び分析体制・技術力の強化 

性状把握を着実に推進するため、ハードウェアとしての施設の整備に加え、分析人材の育成及

び分析技術力の継承・強化などが重要な課題である。当面は、放射性物質分析・研究施設の整備、

分析方法の簡易・迅速化等の成果の反映を進めていくとともに、分析人材の育成を計画的に進め

ていくことが重要である。 

(2) 保管・管理 

高線量廃棄物の安全な保管管理では、水素発生対策が課題となることから、ベント付き容器や

乾燥技術に関する概念の検討が進められている。また、保管が長期化した場合、保管容器の健全

性評価が課題となることから、その評価手法及び腐食等の発生に関する対策の検討を進める。 

(3) 処理・処分概念の構築と安全評価手法の開発 

先行的処理方法としての候補技術を選定するため、合理的で実現可能性のある処理技術の抽出

及び、これに対応した処分時の安全評価手法の開発を進める。 

処理技術の抽出については、固化成立性の確認の他、供給系や排気系を含めた処理システム全

体としての技術的成立性の確認を行う必要がある。また、処分時の安全評価手法を構築するため、

必要な項目・情報を収集・整理する。 

また、処分方策については、福島第一原子力発電所の廃棄物の物量が多く、多様な性状を有し、

不確実性が大きいという特徴を考慮し、海外の事例を参考にさまざまな可能性を検討する。 

(4) 廃棄物ヒエラルキーの考え方に基づく更なる方策の検討 

英国や米国では廃棄物ヒエラルキーの概念（①発生量抑制、②廃棄物量最小化、③再使用、④

リサイクル、⑤処分の順に望ましい方策）に基づき多くの施策が実施されている（図 8）。福島第

一原子力発電所でもこの概念に基づく対策が実践されつつある。合理的な廃棄物管理を進める上

で、他国の先進事例を基に更なる可能性を検討する。 

 

これらの取組の成果に基づく処理・処分方策とその安全性に関する技術的見通しについては、

研究開発及び東京電力によるエンジニアリングの成果等を踏まえ、2021 年度頃までを目処に示す

こととする。 

本節に述べた技術課題と今後の計画を整理すると、図 9 のとおりである。 
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図 8 NDA における廃棄物ヒエラルキーの概念5と福島第一原子力発電所における対応策 

 

  

図 9 廃棄物対策に係る主な技術課題と今後の計画（工程表）  

                                                   
5 NDA, Nuclear Decommissioning Authority Strategy Effective from April 2016 (2016), p.60, Figure 7. 

Summary of the Waste Hierarchy. を加工したもの。 
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Recycling 
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Disposal 

（処分）

福島第一原子力発電所における
対応策の例

Summary of the Waste Hierarchy

（廃棄物ヒエラルキーの概念）

Preferred 

Approach

（望ましい方策）

車両整備場の設置、梱包材搬入防止、
建設機材共用

廃棄物の分類、分別等

表面線量率が極めて低い金属・コンク
リートやフランジタンクの解体片の再利
用・再使用の検討

減容設備（焼却設備、破砕機、及び金属
切断機）の適用
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１．固体廃棄物量の低減 

        

２．性状把握 

(1) 分析データの取得・管理等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 分析能力の向上 

 

 

 

(3) 性状把握の効率化 

 

 

 

        

３． 保管・管理 

 

(1) 保管管理計画 

 

(2) 保管・管理方法の検討・評価 

 

(3) 燃料デブリ取り出し作業に
伴って発生する固体廃棄物
の保管・管理方法の検討・評
価 

 

        

４．処理・処分概念の構築と安
全評価手法の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

廃棄体化技術調査 

データベースシステムの構築 

サンプリング技術の開発等（高線量試料の採取方法） 

分析データと移行モデルに基づく評価データを組み合わせて性状を把握する方法の構築 

 

 

種類・物量等評価、取り出しの検討状況に応じた評価 

 

 

処理・処分に関する基本的
な考え方の取りまとめ 

▽ 

廃棄確認のための分析・測定 
 

搬入量抑制、再使用、再利用、減容処理 

 

 
試料採取 

分析計画の立案・更新、分析実施、性状把握、分析データの蓄積・評価・管理 

 

 

 

先行的処理方法の選定手法の構築 

処理・処分の検討 

水処理二次廃棄物の保管・管理対策の検討 

 

保管管理計画の策定・見直し 

 

 

保管・管理 

分析試料数の最適化、分析対象核種の見直し、分析方法の簡易・迅速化等 

分析人材育成 

放射性物質分析・研究施設の整備 

 

 

処理・処分方策とその安全性 
に関する技術的見通しを得る 

▽ 

安定化、固定化に関わる処理方法の技術開発 

処分方法毎の安全性の評価手法の調査・開発 

固体廃棄物の特徴を踏まえた処分方法の調査・設定 

処理・処分に関する基本的
な考え方の取りまとめ 

▽ 

処理・処分方策とその安全性 
に関する技術的見通しを得る 

▽ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄確認方法の整備・確立 

処理・処分概念
選定のための手
法構築 

性状把握等 
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3) 汚染水対策 

i. 目標と進捗 

（目標） 

(1) 汚染水問題に関する３つの基本方針（汚染源を「取り除く」、汚染源に水を「近づけない」、汚

染水を「漏らさない」）の下、構築された水位管理システム運用を継続しつつ、2025 年内に汚

染水発生量を 100m3/日以下に抑制するとともに、2022 年度～2024 年度には原子炉建屋滞留

水を 2020 年末の半分程度に低減する。 

(2) 今後本格化する燃料デブリ取り出し等の廃炉工程との関係を整理するとともに、中長期を見

据えた汚染水対策の在り方についての検討を進める。 

（進捗） 

循環注水を行っている1～3号機原子炉建屋及び浄化処理のため汚染水を一時的に貯水している

プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋を除く、建屋内滞留水の処理を2020年内に完了させるた

め、３つの基本方針に基づき、より安定的な運用に向けた取組が進められている。 

汚染源を「取り除く」については、高濃度の汚染水を浄化する第三セシウム吸着装置

(SARRY2)が2019年7月から本格運用を開始し、既設の２基（KURION、SARRY）と合わせて３

基体制での安定的な浄化処理が可能となっている。 

汚染源を水に「近づけない」については、陸側遮水壁、サブドレン等の重層的な汚染水対策に

より、原子炉建屋周辺の地下水位が低位で安定的に管理されるとともに、周辺の敷地舗装や屋根

破損部の補修により、降雨時の汚染水発生量の増加も抑制傾向となっている。これらの対策によ

り、汚染水発生量は、対策前の約540m3/日（2014年5月）から約180m3/日（2019年度）まで低

減しており、2020年内には汚染水発生量を150m3/日程度に、2025年内には100m3/日以下に抑制

することを目指している。 

汚染水を「漏らさない」については、多核種除去設備等で浄化した水は2019年度からは全て

溶接型タンクで保管されており、タンクからの漏洩リスクは低減している。フランジ型タンクの

底部に残った多核種除去設備の残水は処理が完了し（2020年7月）、現在は濃縮塩水の残水約

500m３（2020年8月末時点）のみが貯蔵されている。また、海側遮水壁の保守、地下水・港湾の

モニタリングにより、汚染拡大防止に向けた取組と監視が行われている。 

以上の取組により、1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋を除く建屋滞留

水の処理は2020年内に完了する計画であり、汚染水対策は、事故直後の緊急的対策を要する状

況から比べると一定の安定的な状態に移行していると考えられる。 

また、多核種除去設備、いわゆるALPS等で浄化処理した水の取扱については、技術的な観点

に加え、風評など社会的な影響も含めた総合的な検討が国の小委員会で行われ、2020年2月に報

告書が公表された。現在、当該報告書を踏まえ、政府としてALPS処理水の取扱方針を決定する

ため、地元自治体や農林水産業者を始めとした幅広い関係者の御意見を伺う場を2020年4月から

開催するなど、広く国民から御意見を聴く機会を設けている。 

ii. 主要な課題とそれを実現する技術戦略 

(1) 今後の建屋内滞留水処理における課題 

2019年3月以降の調査により、2、3号機原子炉建屋のトーラス室底部では比較的高い全αが検

出されており、2022年度～2024年度に原子炉建屋の滞留水を2020年末の半分程度に低減させて

いく際には、α核種の拡大防止は重要な課題となる。対策としては、各建屋・水処理設備のα核
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種濃度の監視、性状分析を強化するとともに、α核種を含むスラッジ状沈殿物の除去方策の確立

に向けた研究開発が必要である。 

また、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋においては、震災後に地下階に設置されたゼオライト

土嚢が高線量状態で存在することが2019年12月に判明した。土嚢表面の最大線量率は、プロセ

ス主建屋では約3000mSv/h、高温焼却炉建屋では約4000mSv/hと高いため、今後これらの建屋の

滞留水処理を完了させるためには、線量緩和対策が重要な課題となる。現在、ゼオライト等を吸

引回収し容器等で保管する遠隔回収方法と、ゼオライト等を地下階で集積し容器等で仮保管する

遠隔集積方法が検討されているが、作業時に受ける被ばく線量や、長期的な安全性、工期などか

ら総合的に評価し、適切な方法を選定していく必要がある。 

(2) 燃料デブリ取り出し等の廃炉工程を見据えた汚染水対策の課題 

燃料デブリ取り出しにおいて、試験的取り出し、段階的な取り出し規模の拡大、取り出し規模

の更なる拡大で得られる様々な情報、経験、実績を踏まえ、汚染水処理のシステム全体の検討を

行うことが重要な課題となる。燃料デブリの切削・加工等に伴い、α粒子を含む燃料デブリ由来

物質が水処理設備に混入する可能性が否定できないため、水処理設備のモニタリングの強化や、

α粒子捕集設備の設置、臨界監視などの対策をとる必要がある。 

取り出し規模の更なる拡大においては、水処理設備の処理容量の拡大や、持続的な安定運転を

実現するためのシステム構築が課題となる。ここでは、α粒子やその他放射性物質の除去方式だ

けでなく、設置場所を考慮した設備の小型化、高線量下での運転保守、既設の浄化設備の利用方

法などを検討しておくことが必要である。 

また、汚染水対策の効果を長期にわたって維持するため、設備の定期的な点検、更新を確実に

行うことが必要である。さらに、津波、豪雨など大規模自然災害リスクについては、2020年4月

に内閣府より公表された「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討について（概要報

告）」を受け、津波影響の再評価を行い、新たに日本海溝津波防潮堤を2023年度までに設置す

る計画である。今後、その再評価結果等を踏まえレジリエンス（強靭性）に配慮した対策を実施

していく必要がある。 

現在の汚染水対策は一定の安定的な状態に移行しつつあるが、燃料デブリ取り出し完了までに

は長期の期間が必要となる。中長期を見据え、現在の汚染水対策を改めて俯瞰し、より安定的な

汚染水対策の在り方やより適切な維持・管理についても検討を進めることが重要である。 

本節に述べた技術課題と今後の計画を整理すると、図7及び図10のとおりである。  

  
図 10 汚染水対策に係る主な技術課題と今後の計画（工程表）  

2020 2021 2022 2031　

1～4号T/B等

　

　　　　　　　※ 1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く。

溜まり水対策

自然災害対策

年度 2025　　　　　　　

関連するマイルストーン

汚染水発生量

建
屋
内
滞
留
水

1～3号R/B

プロセス主建屋
高温焼却炉建屋

▽建屋内滞留水処理完了(2020年内)※
▽汚染水発生量を150m3/日程度に抑制(2020年内)

▽汚染水発生量を100m3/日以下に抑制

原子炉建屋滞留水を2020年末の半分程度に低減(2022年度～2024年度）

地下水バイパス、サブドレン、陸側遮水壁の維持管理運転

＜凡例＞

陸側遮水壁内側敷地舗装(山側)陸側遮水壁内側敷地舗装(海側)

屋根破損部補修(1号機R/B大型カバー設置含む)

水位低下

滞留水性状確認

ゼオライト線量緩和対策設備 概念検討・設計・製作・設置・対策

α核種除去設備 設計・製作・設置

α核種簡易対策

半減に向けた水位低下

α核種除去設備 運用

代替タンク 設計・製作・設置

ゼオライト安定化対策 検討・設計・製作・設置・対策

防潮堤設置

建屋開口部閉止

除染装置スラッジ移送設備 検討・設計・製作・設置・移送

メガフロート対策

逆洗弁ピット閉塞

地下貯水槽 解体除去 概念検討・設計・撤去

燃料デブリ取り出しの段階に合わせて必要な対策を実施

：作業の期間

：変更が見込まれる期間

日本海溝津波対策 検討・設計・施工



 

28 

4) 使用済燃料プールからの燃料取り出し 

i. 目標と進捗 

（目標） 

(1) 周辺地域で住民の帰還と復興が徐々に進む中、放射性物質の飛散防止をはじめとしたリスク

評価・安全確保を確実に行い、1 号機は 2027～2028 年度、2 号機は 2024～2026 年度にプー

ル内燃料取り出しを開始する。3 号機については、2020 年度内にプール内燃料の取り出しを

完了する。 

(2) 事故の影響を受けた 1～4 号機の燃料については、使用済燃料プールから取り出したのち共

用プール等に移送し適切に保管することにより、安定管理状態とする。なお共用プール容量

確保に向け、共用プールに保管されている燃料を乾式キャスク仮保管設備へ移送・保管する。 

(3) 取り出した燃料の長期的な健全性の評価及び処理に向けた検討を行い、将来の処理・保管方

法を決定する。 

（進捗） 

東京電力は、中長期ロードマップ及び廃炉中長期実行プランに示された新たな作業計画に基づ

き取組を進めている。 

1 号機は、水素爆発により、オペレーティングフロア（以下「オペフロ」という。）上に屋根板、

建屋上部を構成していた鉄骨等の建築材及び天井クレーン等がガレキとして崩落している。住民

の帰還が進む中、ダスト飛散リスクの更なる低減の観点から、1 号機のプール内燃料取り出しに

ついては、オペフロ全体を大型カバーで覆い、カバー内においてガレキ撤去やプール内燃料取り

出しを行う工法への変更が行われた。現在、大型カバー設置に向けた準備を進めるとともに、オ

ペフロのガレキ撤去作業等を継続している。2 号機は、1 号機と同様にダスト飛散リスクの更なる

低減の観点から、オペフロ上部を解体せず、原子炉建屋南側からアクセスする工法が採用され、

現在、準備を進めている。また、1／2 号機周辺の環境整備の一環として行われていた 1／2 号機

共用排気筒の解体は、地元企業が元請として取り組み、2020 年 5 月に作業を終了した。 

3 号機は、2020 年度内の取り出し完了に向け、安全最優先に取り出し作業を進めている。2020

年 8 月現在、315 体の取り出しが行われ、共用プールへの移送を継続している。 

5、6 号機は、当面、当該号機の使用済燃料プールにおいて適切に保管した後、1～3 号機の作業

に影響を与えない範囲で燃料取り出し作業を実施することとしている。なお、5、6 号機を含むプ

ール内燃料を全て取り出し共用プールに保管するためには、共用プールの空き容量を確保する必

要があり、共用プール内燃料の一部を乾式キャスク仮保管設備へ移送する必要がある。この実現

のために、東京電力は乾式キャスク仮保管設備の増設計画や新燃料の所外搬出計画に取り組んで

いる。 

これらの取組を進め、2031 年内に全ての号機の燃料取り出しを完了する計画である。 

ii. 主要な課題とそれを実現する技術戦略 

1、2 号機については、決定された工法の実現に向けて、着実に作業を進めることが必要である。 

(1) プール内燃料の取り出し 

プロジェクトを進めるに際しては、作業に伴う安全性の評価を尽くし、必要十分な安全の確保

を確認したうえで、技術的な確実性、合理性、作業工程に関わる迅速性、現場適用性、プロジェ

クト上のリスク等を総合的に考慮して、課題への対応を行うことが基本である。 
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1 号機は、今後、大型カバーの設計・設置やオペフロ上部のガレキ等の残置物の撤去が進められ

ることになる。オペフロ上部には、天井クレーンが不安定な状態で存在しており、燃料交換機へ

の崩落、及びそれに伴うこれらの使用済燃料プールへの落下を防止するため、安全かつ確実に天

井クレーンを撤去することが主要な課題の一つである。そのため、現在進めている天井クレーン

の撤去方法の検討に当たっては、安全評価を尽くすことが前提であり、①リスク項目を抽出し得

る具体的な作業手順及び作業計画の作成、②そこから想定されるリスクシナリオとその対策、③

作業員被ばくなどのオペレータ視点に立った考慮事項の抽出、④合理性や他の作業への影響など

の観点を踏まえ、総合的に検討していくことが重要である。なお、事故前より保管されている被

覆管の破損した燃料について、具体的な取扱計画の検討を進めていく必要がある。 

2 号機は、オペフロ南側の開口から、これまで国内原子力施設では経験のないブーム型クレー

ン式の燃料取扱設備を用いて、プール内燃料の取り出しを行う。新たな設備であることから、①

適切な裕度を持たせた設計スケジュールの設定、②現場状況と操作方法を十分に模擬したモック

アップ試験の実施及びその結果の設計・製作への確実なフィードバック、③遠隔操作により取り

出しを行うことから事前に設備の操作・機能性の十分な習熟などが重要である。 

3 号機は、2020 年度下期からハンドルの変形が確認されたプール内燃料の取り出しが予定され

ている。燃料ラックから安全に吊り上げて輸送容器に確実に収納するための準備や品質保証の体

制整備及び予備品の確保等の対応を確実に行っていくとともに、4 号機の経験も含め、得られた

知見を蓄積し、今後の 1、2 号機の燃料取り出しに活かしていくことが必要である。 

(2) 将来の処理・保管方法の決定 

プール内燃料の将来の処理・保管方法は、事故時に受けた海水やガレキの影響を考慮した上で

決定することが必要である。これまで、4 号機から取り出した燃料について評価を行い、海水やガ

レキの影響は少ないと見通されているものの、今後取り出す燃料の状況を踏まえ、長期的な健全

性の評価及び処理に向けた検討を進め、将来の処理・保管方法を決定する必要がある。 

本節に述べた技術課題と今後の計画を整理すると、図 11 のとおりである。 

  

図 11 プール内燃料取り出しに関する主な技術課題と今後の計画（工程表）  

年度 2020 2021 2022 2025 2031

１号機

２号機

３号機

５，６号機

周辺環境

関連するマイルストーン

共用プール
キャスク

１/２号排気筒上部解体（2020年5月完了）

1号機燃料取り出しの開始

（2027～2028年度）
2号機燃料取り出しの開始

（2024～2026年度）

大型カバー設置

1号機大型カバー設置完了（2023年度頃）▽ 燃料取り出し完了（2031年内）

燃料取り出し

ガレキ撤去等

ガレキ・天井クレーン等撤去/ウェルプラグ処置/

オペフロ除染・遮へい/燃取設備等設置

燃料取り出し

南側構台・開口設置/

燃取設備設置等

ヤード整備/

地盤改良等

乾式キャスク仮保管設備増設

乾式キャスク製作

共用プールから乾式キャスク仮保管設備へ移送

燃料取り出し

６号燃料取り出し

５号燃料取り出し

2号作業中は中断
1,2号作業中

は中断

＜凡例＞

：燃料取り出し作業

：同変更が見込まれる期間

：燃料取り出し以外の作業

：同変更が見込まれる期間
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5) 廃炉の円滑な推進に向けた分析結果の活用 

i. 分析の意義と現状 

福島第一原子力発電所の廃炉作業を安全かつ着実に進捗させるためには、廃棄物や燃料デブリ

の取扱に要する分析施設や機能を構築・整備する必要がある。また、分析結果を各廃炉作業に効

率的に活用していくための体制構築も重要である。 

現在、東京電力は、5／6 号機ラボ、化学分析棟及び環境管理棟の 3 箇所の施設を活用して、施

設運営や廃炉作業の進捗に必要な分析を行うとともに、今後の廃棄物の処理・処分や燃料デブリ

取り出しに係わるルーチン分析を円滑に行うために必要な分析施設の設置を計画している。 

放射性物質分析・研究施設（施設管理棟、第 1 棟、第 2 棟）は、福島第一原子力発電所の廃炉

に必須な分析施設として政府の補正予算により JAEA によって整備が進められており、得られた

分析結果は、廃炉の円滑な推進、廃止措置に向けた放射性物質の確実な処理・処分方策とその安

全性に関する技術的基盤の確立等に寄与することが求められる。 

ii. 主な課題と戦略 

分析結果は廃炉を円滑に進めるための様々な検討における不確実性の幅を小さくするための

「重要な一駒」であることを正しく認識し、分析結果を効率的に収集・評価できる分析体制、分

析施設や機能を構築・整備する必要がある。特に、取り出し工法の検討においては、安全確保を

確認しつつ過剰な安全設計を緩和するために分析データが重要な役割を果たすことから、廃炉プ

ロジェクトの上位に分析を位置付けることが極めて重要である。 

現在、分析実施を計画している施設の役割分担は、廃炉の進捗に沿って求められる分析の中身、

質、量等が変化していくことを考慮した上で各施設の特徴を踏まえて適切に最適化されるべきで

ある。この際、分析需要が上振れするリスクを考慮して、施設の拡張性や運用の柔軟性を考慮し

ておくことが必要である。 

さらに、上記の施設群を安定的に稼働するために必要な人的資源は不足しており、分析技術者

の確保と維持の検討が必要である。この際には、上記最適化で必要とされる種々の分析業務に対

して分析技術者に期待される資質をあらかじめ考慮し、求められる役割が適切に達成されるよう

計画することが必要である。 

廃炉の迅速化の観点から、放射性物質分析・研究施設等の構外輸送が不要な施設の運用におい

ては「即時性」や「即応性」を求めることが重要である。特に未知な試料を対象とする燃料デブ

リ取り出し作業においては非常に困難な分析作業が想定されるが、遅滞ない分析によって廃炉作

業に遅れを生じさせないという視点が重要であり、分析結果が、計装モニタリング・目視観察・

その場計測・計算評価（シミュレーション）が与える内部状況の推測結果をベンチマークする機

能があることにも着目するなど、分析結果と現場情報の総合的な利用を図り、合理的な分析計画

を追求することが重要である。 

廃炉事業の展開（工法・装置エンジニアリング、安全評価・安全設計、廃炉オペレーション）に

沿って、求められる分析の中身、質、量等が変化していくことを考慮し、これに対応する組織や

施設の役割分担を適切に設置して総合的な評価に基づく判断をしていくためには、東京電力自ら

が分析に関わる活動全体を管理・主導する積極的な体制を作っていくべきである。このような観

点から、東京電力においては外部の専門家の協力も得て、廃炉作業に係る分析の全体戦略や分析

計画の検討に早期に着手することが必要である。  
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4 研究開発への取組 

1) 研究開発の意義と現状 

福島第一原子力発電所の廃炉を安全、確実、合理的、迅速及び現場指向の視点で推進していく

ためには、研究開発が必要となる困難な技術課題が多数存在する。2021 年の燃料デブリの試験的

取り出しが目前に迫った現在、段階的な取り出し規模の拡大、取り出し規模の更なる拡大に向け、

現場での適用を見据えた研究開発を加速する必要がある。 

これら技術課題を解決するため、国内外の大学や JAEA などの研究機関による基礎・基盤研究

や応用研究並びに国際廃炉研究開発機構（以下「IRID」という。）、海外企業、東京電力などによ

る実用化研究、現場実証が、産学官の多様な主体により実施されている。これらの研究開発を推

進するため、政府は、応用研究、実用化研究及び現場実証のうち難度の高いものは廃炉・汚染水

対策事業により、基礎・基盤研究に係るものは英知を結集した原子力科学技術・人材育成事業（以

下「英知事業」という。）により支援しており、東京電力においても現場適用に直結した研究開発

に取り組んでいる。これら研究開発体制の概略を図 12 に示す。 

NDFにおいては、このような関係機関をメンバーとして研究開発のニーズとシーズの情報共有、

廃炉作業のニーズを踏まえた研究開発の調整、研究開発・人材育成に係る協力促進などの諸課題

について検討する「廃炉研究開発連携会議」を設置している。 

また、研究開発を進めるに当たっては、楢葉遠隔技術開発センター、大熊分析・研究センター、

廃炉環境国際共同研究センター（以下「JAEA/CLADS」という。）も活用し、国際的な視点を含め

た廃炉研究開発拠点を整備していくことが重要である。 

 

 

図 12 福島第一原子力発電所の廃炉に係る研究開発実施体制の概略（2020 年度） 

（赤字：体制を強化した箇所） 

国内大学・
研究機関等

JAEA

東京電力
ホールディングス

経済産業省 文部科学省

基金設置法人

事務局
事務局

廃炉・汚染水対策基金

補助事業者 受託事業者

NDF

福島研究開発部門

楢葉遠隔技術開発センター

大熊分析・研究センター

国外大学・
研究機関廃炉基盤研究

プラットフォーム

協力関係補助

事務委託

事業実施

補助

廃炉研究開発連携会議

（構成）
NDF、JAEA、東京電力、IRID、プラントメーカー、関連有
識者、経済産業省、文部科学省

運営費
交付金

参画

廃炉等技術委員会 外国
政府
機関

共同
研究

国際廃炉研究
開発機構

国立研究開発法人
プラント・メーカー等

電力会社等

参加

その他
メーカー等
（海外企
業含む）

廃炉・汚染水対策
補助金事業

英知を結集した原子力科学
技術・人材育成推進事業

※１ 廃炉研究開発連携会議は、廃炉・汚染水対策チーム会合決定によりNDFに設置。
※２ 太い実線矢印は研究費・運営費等の支出（施設費除く）、細い実線矢印は協力関係等、点線矢印は廃炉研究開発連携会議への参加を示す。
※３ JAEA等、一部機関は複数個所に存在している。
※４ 各機関はそれぞれMOU等に基づき外国機関との協力関係を有する。
※５ 電力中央研究所等が独自に実施する研究開発は本図では省略した。
※６ 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業のうち、平成29年度までの採択分は文部科学省から受託事業者への委託であるが、本図では省略した。
※７ 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業の補助金は、JAEAに交付されるが、わかりやすさのためCLADSに交付されるものと表現した。
※８ 廃炉・汚染水対策補助金事業は、中長期ロードマップや戦略プランにおける方針、研究開発の進捗状況を踏まえ、NDFがその次期研究開発計画の案を策定し、経済産業省が確定する。
※９ NDFは、英知を結集した原子力科学技術・人材育成事業のステアリングコミッティに構成員として参加する。

研究ニーズ・シーズの交換

国内企業、海外企業
委託

委託・
共同研究

事務局運営

補助

事業実施
検討要請・支援

技術開発情報の
共有・計画策定

事務指示

協
力
関
係

支援※８
支援※９

※１

※７

※６

成果の橋渡し

連携

CLADS

共同での
交付申請等
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2) 主な課題と戦略 

i. 廃炉・汚染水対策事業における研究開発管理体制の強化 

東京電力は、これまで至近の廃炉作業に係る研究開発に注力していたが、現在では廃炉中長期

実行プランを公表するなど、研究開発においても、中長期的な計画に基づいた戦略的な取組に移

行してきている。この状況を踏まえると、廃炉・汚染水対策事業は、東京電力によるニーズや現

場適用を見据えた研究開発をより強化する必要がある。このため、今後の廃炉・汚染水対策事業

に対する NDF と東京電力の関与を一層高めていくこととした。 

具体的には、廃炉・汚染水対策事業において、プロジェクトの企画立案及び進捗管理の両方の

機能を強化すべきという課題認識の下、NDF が廃炉・汚染水対策事業の事務局に参画する体制に

移行するとともに、東京電力の現場適用者としての関与を明確化する体制とした。東京電力が研

究実施主体と共同での交付申請を行うことで、、現場適用性の観点からの要求を反映させるととも

に、進捗管理を東京電力が自らのプロジェクト管理と連携して行っていく。 

なお、東京電力はこのような仕組みを構築しつつ、併せて自らが行う研究開発の比重を高めて

いく努力が求められている。NDF は、東京電力と情報交換や意見交換によるコミュニケーション

強化を行いつつ、ともに現場のニーズや適用性を考慮した案件を企画するとともに、研究開発の

目的や成果の達成目標時期に合致した開発となるよう、研究開発の進捗状況を管理していく。 

ii. 今後約 10年間を見通した研究開発中長期計画の作成 

中長期ロードマップで今後約 10 年間の方向性及びそれを支援する研究開発の推進が示された

が、これに対して、廃炉中長期実行プランも踏まえ、NDF と東京電力は燃料デブリの取り出し規

模の更なる拡大の達成に向け必要な研究開発の抽出とその実施を適切に管理するため、研究開発

の今後約 10 年間の研究開発の全体を俯瞰した研究開発中長期計画を作成することとした。この

研究開発中長期計画においては、燃料デブリ取り出しにおける各段階で現在想定される研究開発

項目及び内容を東京電力の廃炉中長期実行プランと紐づけた形で明らかにしている。また、毎年

度作成する次期研究開発計画は、この研究開発中長期計画に基づき策定し、各研究開発が廃炉工

程のどこにどのように位置づけられるかを明確にする。研究開発中長期計画は、PCV 内部調査等

の進展や燃料デブリの分析により明らかになった情報、研究開発の進展、東京電力の廃炉中長期

実行プランの改訂等を踏まえ継続的に更新・拡充を図っていく。 

iii. 廃炉現場と大学・研究機関におけるニーズとシーズのマッチング 

基礎・基盤研究を担う大学・研究機関には、将来、理工学的知見を要する技術課題が発生した

ときに即応できる人材、知識・基盤を維持・育成していくことが期待され、大学・研究機関にお

いても、廃炉現場が有する課題認識を強く共有しておくことが重要である。 

廃炉現場の課題解決に資する基礎・基盤研究については、文部科学省及び JAEA/CLADS の英知

事業を中心に優れた研究成果が得られているものもあり、その成果を廃炉現場に直接反映してい

くことは重要な課題である。これを実現するため、JAEA/CLADS の基礎・基盤研究の全体マップ

を活用しつつ、廃炉現場からのニーズと大学・研究機関のシーズのマッチングや得られた優れた

成果の橋渡しを行うことが不可欠である。このような状況の下、2019 年度から東京電力において、

大学の有する廃炉に関する技術シーズを発掘すべく、英知事業の成果も踏まえた新たな大学との

共同研究が開始されるなど、政府（文部科学省、経済産業省）、JAEA/CLADS、NDF、東京電力な

ど関係機関はニーズとシーズのマッチング及び成果の橋渡しの強化に向けて、さらに連携を強化

していく必要がある。  
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5 技術戦略を支える取組 

1) プロジェクト管理の一層の強化、廃炉の事業執行者として有すべき能力の向上 

i. プロジェクト管理の意義と現状 

(1) 廃炉中長期実行プランの策定 

東京電力は、福島第一原子力発電所の事故以降、原子力災害対策特別措置法及び原子炉等規制

法6に基づく要求や、廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議において決定された中長期ロードマップ

の目標工程に従い、廃炉事業を実施してきた。今回、事故後 10 年を迎えるにあたり、東京電力

はこうした目標工程をどのように達成するのかを示した廃炉中長期実行プランを作成・公表する

ことで、複雑かつ長期にわたる作業見通しを具体化するとともに、地元や社会に対する廃炉事業

の透明化を図り、主体的に廃炉に取り組む姿勢を明らかにした。 

福島第一原子力発電所の廃炉作業は不確実性が大きい事業であるものの、廃炉中長期実行プラ

ンを踏まえることで、研究開発、人材、調達についても中長期を見据えた計画を作成できるた

め、廃炉中長期実行プラン作成の意義は大きい。今後この廃炉中長期実行プランを効果的に役立

てるためにも、新知見や現場状況などを踏まえて不断の見直しを行っていくことが重要である。 

(2) プロジェクト管理の一層の強化 

東京電力は、2020 年 4 月に福島第一廃炉推進カンパニーを組織改編することにより、プロジェクト管

理型へ廃炉事業の転換を行った。しかし、東京電力はプロジェクト管理型組織として出発点に立ったとこ

ろであり、プロジェクト管理体制の運用が課題である。 

燃料デブリ取り出し等の複雑かつ重層的な大規模の廃炉事業を長期にわたり安全かつ着実に遂行

するためには、エンジニアリング及び研究開発を一体的に管理するとともに、プロジェクトリスクを管理す

る機能の向上を加速させていくなどプロジェクト管理体制の一層の強化を行いながら、的確かつ

効率的な運用を行う必要がある。 

ii. 主な課題と戦略 

(1) プロジェクト活動における「安全とオペレータ視点」の充実 

工法や設備などの設計検討（エンジニアリング）のような取組を進める際に、特に技術的難易

度の高い課題に対しては、工法や設備などを物理的に実現させることに重きをおく傾向がある。

しかしながら、取組の成果を実際に現場で実現するためには、物理的な実現に加え、 

 核燃料物質等という危険物を扱う7事業執行者としての「安全視点」 

 福島第一原子力発電所廃炉の現場を熟知したオペレータ8が持つ「オペレータ視点」 

が、当該の工法、設備に十分に反映されていることが不可欠である。 

そのためには、工法、設備を現場で実現するまでのプロジェクト活動において、これらの視点

が十分に反映される必要がある。十分な反映がなされなければ、結果として現場に適さない工法、

設備等の成果がもたらされ、安全かつ安定的な廃炉を妨げてしまう。 

                                                   
6 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 
7 燃料デブリは現在一定の安全状態にあるが、燃料デブリ取り出し作業はこの安定状態に対して積極的に外乱を

与える行為となる。すなわち、燃料デブリ取り出し作業においては、α放射性物質を非密封状態で取り扱うこ

とになること、また一時的に臨界リスクが高まる可能性があることから、その作業に当たってはこれまで以上

に入念な作業管理（臨界管理、被ばく管理、運転管理、監視強化等）を必要とする。 
8 オペレータとは現場（運転、保全、放射線管理、計装、分析等）を扱う人・組織の総称。 
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こうした事態に陥らないよう「安全視点」及び「オペレータ視点」をプロジェクト活動の上流

で取り入れるための業務プロセスを早期に確立する必要がある。 

(2) オーナーズ・エンジニアリング能力の向上 

燃料デブリ取り出しのように得られた情報が限られ（不確かさが大きい）、かつ、過去に前例の

ない高難度の作業に対しては、従来型のエンジニアリングの進め方9が当てはまるとは限らない。

廃炉の事業執行者である東京電力からの目標設定・要求仕様がエンジニアリング着手時点では必

ずしも明確にならず、性能要求設定や工法・装置の物理的な実現性や性能保証の程度も、試行錯

誤的なものにならざるを得ない。したがって、事業執行者の性能要求とサプライチェーンの機能

設定及びエンジニアリングをある程度イタレーション10型に行っていく必要がある。 

イタレーション型のエンジニアリングは、事業執行者とサプライチェーンとの契約も従来的な

ものとはならないため11、東京電力は事業執行者として「エンジニアリング上の判断を行い、その

結果に対して責任を持つこと」が強く求められる。そのためには、プロジェクト管理能力に加え、

サプライチェーン全体を最適化するために事業執行者として有すべき能力、具体的には、工学的

判断をする能力、事業リスクを評価する能力、発注仕様を具体化する能力等の事業執行者である東

京電力がオーナー12として主体的に行うエンジニアリング能力（オーナーズ・エンジニアリング能力）

を向上させていく必要がある。 

その上で、工法、装置を決める判断には、「安全の基準をはっきりさせ（安全視点）」、「現場で

の実現性等について指摘する（オペレータ視点）」、それを「プロジェクトで検討、議論（プロジ

ェクトマネジメント）」していくという安全を基軸とした ALARP13に基づき、最終的に採用する

工法、装置を決めていくことが大切である。 

(3) 人材の育成・確保 

長期にわたる廃炉事業を円滑に遂行していくための基盤として、人材の育成が不可欠である。

東京電力は、廃炉中長期実行プランに照らして、将来必要となる技術者の職種（設計、運転、保

全、化学分析、安全評価、放射線管理等）や人数及び必要となる時期を想定して、それらを中長

期人材育成計画としてまとめ、人材の育成と要員の確保を計画的に進めていくことが重要となる。

さらに、将来の研究者・技術者などの育成・確保等が不可欠であり、原子力に関わる産学官全体

として着実に進めることが重要である。そのため、今後も初等中等教育段階の児童・生徒、大学・

高専をはじめとした高等教育段階の学生、若手研究者・技術者など次世代を担う人材確保のため

の施策を引き続き推進・強化していくことが必要である。 

2) 国際連携の強化 

i. 国際連携の意義と現状 

近年、原子力利用の黎明期に建設された原子炉や核燃料サイクル関連施設が運転寿命を迎え、

各国ではこれらの施設の廃止措置が本格化している。また、過酷事故を起こした原子炉では、長

年にわたって安定化作業、安全対策等が講じられてきている。さらに、海外にある過去の核関連

                                                   
9  事業執行者である東京電力が提示した要求仕様に基づいてサプライチェーンがエンジニアリングを進める。 
10 ある結果を基に次の結果を求め、これを繰り返すことによって次第にエンジニアリングの完成度を高めていく

やり方 
11 これまでの原子力発電所の建設ではサプライチェーンが完成されたプロダクトを性能保証した上で事業執行

者に納品していた。（フルターンキー契約） 
12 ここでいうオーナーには発災責任者、特定原子力施設認可者、設備所有者の 3 つの立場がある。東京電力はこ

の３つの立場から廃炉事業を執行している。 
13 放射線影響を合理的に達成可能な範囲で低くしなければならないというもの。 
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施設（レガシーサイト）においては、多種多様な放射性物質の管理に大きな不確かさが存在しそ

の廃止措置及び環境修復の取組は長期にわたることが見込まれている。各国は、「unknown 

unknowns」（何がわからないかがわからない）とも言われる技術的な困難や、長期にわたるプロ

ジェクト運営、多額の資金の確保といった課題に直面しながらも、それらを乗り越えるための挑

戦を続けている。 

難度の高い工学的課題を扱う福島第一原子力発電所の廃炉を着実に進めるためには、リスク低

減戦略として、先行する廃止措置活動等の事例から教訓を学び、廃炉に活かしていくことが重要

である。また、廃炉に対する国際社会の継続的な理解・関心や協力関係を維持・発展させていく

ため、国際社会への情報発信や国際共同活動への参画等を通して、福島第一原子力発電所の事故

及び廃炉で得られた知見等を国際社会に積極的かつ戦略的に還元し、国際社会に開かれた互恵的

な廃炉を進めることが重要である。 

国際連携においては、各国の事情に即した二国間協力を進めるとともに、IAEA、経済協力開

発機構／原子力機関（以下「OECD/NEA」という。）などを通じた多国間協力の枠組みを活用す

ることが重要である。これらの国際機関は、廃止措置に関する国際基準の策定等といった重要な

役割を有している。我が国の廃炉の経験を基に国際基準の策定等に参画していくことは、福島第

一原子力発電所の廃炉を国際的に開かれた形で進めるために重要であり、各国にも我が国の経験

が共有されることにより国際社会に対する責任の一端を果たすことも期待される。そのような観

点から NDF は、これらを踏まえ IAEA 総会のサイドイベントへの参加や OECD/NEA 運営委員会

等の主要な国際会議での登壇等の機会を通じて、廃炉に関する情報発信に取り組んでいる。 

ii. 主な課題と戦略 

福島第一原子力発電所の廃炉のために世界の英知を結集するという観点からは、事故から間も

なく 10 年を迎える現在において、同じ情報であっても受け手の関心等が事故当時から変化して

いる部分もあり、これに留意した情報発信が重要となる。具体的には、専門家向けに詳細で正確

な情報を発信するだけでなく、非専門家向けへの分かりやすい情報を発信することや、事故の経

緯に係る受け手の理解度を考慮した適切な工夫を加えるなどの配慮が必要である。 

また、福島第一原子力発電所のエンジニアリングが本格化する中、世界の優れた技術や人材の

最新状況を把握し、これらを有効に活用することが重要である。そのため、民間の状況まで含め

た世界の最新情報を把握するとともに、これら民間企業との継続的なコミュニケーションに取り

組み、廃炉作業の進捗について情報を共有しながら、必要な時に必要な技術にアクセスできる環

境を形成していくことが必要である。 

3) 地域共生 

i. 地域共生の意義と現状 

周辺地域において住民帰還や復興が徐々に進む中、廃炉を安全かつ着実に進めるためには、地

域からの信頼が必要不可欠である。そのため、地域の皆様の不安や疑問に真摯に耳を傾け、正確

な情報を分かりやすく速やかにお届けするといった双方向のコミュニケーションを通じて、地域

の皆様が廃炉事業について御理解・御安心いただけるよう取り組んでいくことが重要である。加

えて、長期にわたる廃炉を貫徹するためには地元企業を中心とした企業の皆様に継続的に御協力

いただくことが不可欠であると同時に、地元企業の皆様に廃炉事業に参画いただくことは、この

地で廃炉関連産業が活性化し、雇用や技術が生まれ、他の地域や産業への成果の拡がりにつなが

ることから、東京電力が福島の復興に貢献するための重要な柱でもある。 
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このような「復興と廃炉の両立」の大原則の下、東京電力は、浜通り地域への廃炉関連産業集

積を重点分野に掲げる「福島イノベーション・コースト構想」の実現に向けた取組とも連携しつ

つ、地域と共生しながら廃炉を貫徹することとしている。 

昨年度、東京電力は、福島イノベーション・コースト構想推進機構の協力を得ながら、地元企

業を対象にした廃炉事業のマッチングイベントを開催した。また、2020 年 3 月末には、廃炉事

業への地元企業の参画や域外企業の誘致、人材育成に向けた地元企業の支援や大学等との連携な

どの取組をまとめた「復興と廃炉の両立に向けた福島の皆さまへのお約束」（以下「お約束」と

いう。）を策定し、地域の一員として全力で廃炉事業に取り組む決意を改めて示した。 

東京電力は「お約束」の取組を実現するため、福島イノベーション・コースト構想推進機構、

福島相双復興推進機構と連携し、廃炉事業への参画に希望・興味を持つ地元企業向けの共同相談

窓口を設置したほか、元請け企業と地元企業との商談会の開催などに向け準備を進めているとこ

ろである。また、地元企業が参画しやすくなるよう、廃炉事業の中長期的な見通しと想定される

発注案件の内容・時期・規模を可能な限り細分化し、それぞれの発注案件ごとに必要な機材・技

術等を具体的に示す「廃炉中長期発注見通し」を 2020 年 9 月に作成し、元請け企業や地元の自

治体・商工団体に説明を行っているところである。 

ii. 主な課題と戦略 

廃炉に関する不適切な情報の発信による誤解や懸念、風評の発生は、地域のみならず社会全体

の廃炉事業に対する評価・信頼を失墜させ、廃炉の遅れにつながる。このため、東京電力は、福

島第一原子力発電所の視察や廃炉資料館（富岡町）のほか、情報誌や WEB サイト、動画など多

様なツールを活用し、廃炉の現状・取組状況を分かりやすく速やかに伝えていく必要がある。 

また、政府、NDF、東京電力は適切な連携の下、情報の提供をより一層丁寧に行い、地域との

信頼構築に努めることが求められる。このため、地域の皆様と直接対話する機会を積極的に設け

るとともに、NDF が開催する福島第一廃炉国際フォーラム等の催事を通して参加者の皆様から

の不安や疑問に真摯に耳を傾けるなど、対話による双方向のコミュニケーションを図り、正確な

情報を分かりやすく速やかにお届けしていく必要がある。 

東京電力は、「お約束」が形だけで終わることなく、実効性が担保されなければならない。そ

のため地域共生の専門部署が中心となり、廃炉事業の進捗に応じて「廃炉中長期発注見通し」の

内容を随時更新・追加していくとともに、地元の自治体・商工団体を通じて丁寧な説明を継続的

に行っていき、併せて専用の共同相談窓口や地元企業を対象とした商談会等を通じ、地域との積

極的なマッチングを図っていく。また、東京電力自ら地元企業の技術力向上に向けたサポートや

域外取引企業の域内誘致に努めるほか、元請け企業に対しても、技術指導を含めた地元企業の参

画を促進し、一定の成果があった場合にはインセンティブを付与するといった仕組みを整えるな

ど、廃炉事業を通じた地元経済の基盤づくりと地元企業・人材の育成を図っていく。さらに、廃

炉に関する研究開発はもとより、域外企業の進出や地元企業への技術指導などが進んでくると、

域外から来訪・滞在する技術者や研究者の増加が見込まれることから、そうした外部人材が地域

社会に溶け込み、その一員として活躍することができるよう、必要な環境整備や支援を図ってい

くことが求められる。 

これらの地域共生の業務を遂行するには、各部署間の緊密な連携が求められるため、必要に応

じて体制の強化にも取り組むことが求められる。さらに、福島県をはじめとする地元自治体、福

島イノベーション・コースト構想推進機構、福島相双復興推進機構等との連携・協働を継続・強

化していく必要がある。 
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1. はじめに 

東京電力ホールディングス㈱福島第一原子力発電所（以下「福島第一原子力発電所」という。）

の廃炉に向けての全体的な取組は、2011 年 12 月に政府が策定した「東京電力㈱福島第一原子力

発電所 1～4 号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」の下で開始された。 

差し迫った課題として汚染水対策や使用済燃料プールからの燃料取り出し（以下「プール内燃

料取り出し」という）等を最優先に対応が行われてきたが、廃炉の貫徹に向けては、燃料デブリ

取り出しのような長期にわたる取組が求められ、中長期的な廃炉戦略の検討が不可欠となる。こ

のため、原子力損害賠償・廃炉等支援機構（以下「NDF」という。）は、中長期的な視点から廃炉

を適正かつ着実に進めるための技術的な検討を行う組織として、既存の原子力損害賠償支援機構

の業務に「廃炉等を実施するために必要な技術に関する研究及び開発」及び「廃炉等の適正かつ

着実な実施の確保を図るための助言、指導及び勧告」等を追加し、これを改組する形で 2014 年 8

月 18 日に発足した。 

福島第一原子力発電所の事故からまもなく 10 年を迎えることになり、これまでの短期的な対

応から、中長期的な対応を見据えた廃炉作業へのフェーズの転換が図られている。この間、事故

直後に緊急を要した汚染水対策の一定程度の安定化や 4 号機のプール内燃料取り出し完了及び 3

号機のプール内燃料取り出し開始などの具体的な進展がみられるとともに、発電所内の放射線量

の大幅な低減が実現されてきた。 

今後は、廃炉作業の本丸である燃料デブリ取り出しに向けた具体的な対策を進めていく必要が

ある。2019 年 12 月に改訂された政府の「東京電力ホールディングス㈱福島第一原子力発電所の

廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」（以下「中長期ロードマップ」という。）においては、

燃料デブリ取り出しは、2021 年内に 2 号機から開始されることが明記された。また、東京電力ホ

ールディングス㈱（以下「東京電力」という。）はこれを実現するための今後の廃炉全体の主要な

作業プロセスとして、2020 年 3 月に「廃炉中長期実行プラン 2020」（以下「廃炉中長期実行プラ

ン」という。）を公表した。これにより、事業者である東京電力は複雑かつ長期にわたる作業見通

しの具体化や、地元や社会に対する廃炉事業の透明化を図り、主体的に廃炉に取り組む姿勢を明

らかにした。 

現在、東京電力において、燃料デブリ取り出しに向けたエンジニアリングが本格化しているな

ど、中長期ロードマップのマイルストーンの実現に向けた取組が日々行われている。「東京電力ホ

ールディングス㈱福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン 2020」（以下「戦略プラ

ン 2020」という。）では、中長期ロードマップにおいて示された新たなマイルストーンを踏まえ、

東京電力が着実に廃炉作業を実施するために、福島第一原子力発電所の取組全体を俯瞰した中長

期視点での技術戦略を提示する。戦略プラン 2020 では、廃炉中長期実行プランが策定されたこ

と、規模の更なる拡大に向けた燃料デブリ取り出し方法の検討に必要な要求事項の抽出、廃炉作

業における安全確保の考え方の明確化、研究開発の重要性の高まりを受けた管理体制の強化など

を特徴的に記載している。 
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なお、新型コロナウイルスによる影響に関し、東京電力は所員や作業員の感染を予防するため

の取組1を進めている。この結果、2020 年 9 月末現在、福島第一原子力発電所において感染者は

発生していない。今後も国内外の状況等を踏まえ、新型コロナウイルス対策を十分考慮した事業

推進方策について検討する必要がある。特に、万が一感染者が発生した際の対応など、廃炉事業

の継続性を確保する取組が望まれる。 

1.1 福島第一原子力発電所の廃炉に向けた体制・制度 

廃炉作業の中長期を見据え、各課題への対応を計画的に実施し廃炉作業を着実に進めていくた

め、東京電力は 2020 年 4 月から廃炉作業の管理体制を強化し、プロジェクト型組織への転換を

行った。また、資金面においては、当面の廃炉作業を確実なものとしていくため、2017 年 10 月

から原子力損害賠償・廃炉等支援機構による廃炉等積立金管理業務が実施されている。当該管理

業務は、毎年度、①NDF が定め、経済産業大臣が認可した廃炉の適正かつ着実な実施に要する金

額を東京電力が NDF に積み立て、②NDF と東京電力が共同で作成し経済産業大臣が承認した「廃

炉等積立金の取戻しに関する計画」（以下「取戻し計画」という。）に基づいて、東京電力が廃炉

等積立金を取り戻し、廃炉を実施していくものである（図 1）。 

この業務の下では、NDF は、①廃炉に係る資金についての適切な管理、②適切な廃炉の実施体

制の管理、③廃炉等積立金制度に基づく着実な作業管理等に当たることとなり、東京電力による

廃炉の実施の管理・監督を行う主体として、役割や責任が課せられている。NDF は「東京電力ホ

ールディングス㈱福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン」（以下「戦略プラン」と

いう。）を踏まえて作成した「廃炉等積立金の取戻しに関する計画の作成方針」（以下「取戻し計

画作成方針」という。）により、取戻し計画に盛り込むべき作業目標及び主要作業を東京電力に対

して提示し、取戻し計画を東京電力と共同で作成する過程で東京電力の取組内容について地域共

生も見据えたプロジェクト遂行の観点から妥当性の評価を行っている（図 2）。 

このような制度の運用も含め、福島第一原子力発電所の廃炉に直接的に関係する機関として、

政府、NDF、東京電力、研究開発を担う技術研究組合国際廃炉研究開発機構（以下「IRID」とい

う。）及び国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「JAEA」という。）等の研究開発機関

との役割分担は図 1 のとおりである。このうち、研究開発に関しては 4 章、地域住民・社会との

双方向対話に関しては 5 章で詳述する。 

 

                                                   
1 東京電力、「福島第一原子力発電所における新型コロナウイルス対策について」、 

・https://www.tepco.co.jp/decommission/common/images/20200702.pdf 

・https://www.tepco.co.jp/decommission/common/images/20200730.pdf 

・https://www.tepco.co.jp/decommission/information/newsrelease/reference/pdf/2020/2h/ 

  rf_20200807_2.pdf 

https://www.tepco.co.jp/decommission/common/images/20200702.pdf
https://www.tepco.co.jp/decommission/common/images/20200730.pdf
https://www.tepco.co.jp/decommission/information/newsrelease/reference/pdf/2020/2h/rf_20200807_2.pdf
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図 1 福島第一原子力発電所の廃炉に係る関係機関等の役割分担 

 

  

図 2 廃炉等積立金制度を踏まえた戦略プランの位置付け 
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の検討及び原子力規制庁の「東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ」

の目標達成に資すること、並びに取戻し計画作成方針に根拠を与えることを目的として、戦略プ

ランを 2015 年以降毎年取りまとめている（添付資料 1）。また、戦略プランは、廃炉中長期実行

プランの毎年の改訂に技術的な観点から影響を与えることになる。 
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戦略プラン 2020 では、昨年末の中長期ロードマップの改訂を受け、新たな目標工程に沿って事

業者が廃炉作業を着実に実施するために、福島第一原子力発電所の取組全体を俯瞰した中長期視

点での技術戦略を提示する。特に、難易度が高い作業である燃料デブリ取り出しが至近に迫って

おり、この実現のためにも、政府、NDF、東京電力、研究機関等の役割は一層大きくなっており、

本書ではこれらの観点も意識した記載としている。 

1.2.2 戦略プラン 2020 の全体構成 

戦略プラン 2020 は、5 つの章から構成されている。 

1 章（はじめに）では、福島第一原子力発電所の廃炉は、これまでの短期的な対応から、中長期

的な対応を見据えた廃炉作業へのフェーズの転換が図られており、また、廃炉中長期実行プラン

の作成・公表など東京電力における燃料デブリ取り出しに向けたエンジニアリングが本格化して

いることを述べた。 

2 章（福島第一原子力発電所の廃炉のリスク低減及び安全確保の考え方）では、リスクの低減及

び安全確保の考え方としての福島第一原子力発電所廃炉の基本方針を示すとともに、リスク低減

戦略を遂行するに当たって、当面の目標、リスク低減の基本的考え方、優先順位の考え方、また、

安全確保の考え方として、先行的な実施と得られる情報の後段での活用、一時的なリスクレベル

増加への対応の考え方などを示している。 

3 章（福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略）では、燃料デブリ取り出し、廃棄物対

策、汚染水対策、プール内燃料取り出しという 4 つの分野ごとに分野別目標を定め、これに向け

た現在の進捗状況と、目標を達成する上での主要な課題とそれを実現する技術戦略をそれぞれ述

べている。さらに、これら 4 分野の推進にあたり、分析結果の活用が共通的に重要な意味を持つ

ことから、分析の意義と現状並びに課題と戦略について特筆している。 

3 章のうち 3.1 節（燃料デブリ取り出し）では、初号機である 2 号機における燃料デブリの試

験的取り出し及び段階的取り出し規模の拡大を行うにあたり、これまでに得られた経験や研究開

発を踏まえた留意点を述べている。また、取り出し規模の更なる拡大を行うにあたり、取り出し

方法の検討の流れを概念図として示すとともに、その重要な要求事項（境界条件）の考え方を記

載している。 

3 章のうち 3.2 節（廃棄物対策）では、固体廃棄物の処理・処分の基本的考え方に従い、戦略プ

ラン 2021 から順次提示する廃棄物処理・処分の技術的見通しを得るための、具体的目標とその

研究開発の進め方を提示している。 

3 章のうち 3.3 節（汚染水対策）では、汚染水対策における新たな目標や建屋内滞留水処理の進

捗に伴いゼオライト土嚢などの課題を示すとともに、燃料デブリ取り出し作業開始以降における

原子炉建屋の汚染水対策について、取組の方向性を提示している。 

3 章のうち 3.4 節（使用済燃料プールからの燃料取り出し）では、プール内燃料取り出しにおけ

る新たな目標や各号機の状況に応じた適切かつ具体的な作業計画について言及するとともに、取

り出した燃料を構内で適切に保管を行うために必要な容量確保に関する取組の方向性や、プール

内燃料の長期的な健全性の評価等の将来の処理・保管方法の決定に向けた取組の方向性を提示し

ている。 

3 章のうち 3.5 節（分析）では、分析体制や分析施設の構築・整備の重要性や分析を各プロジェ
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クトの上位概念として位置づけることなど、廃炉を進める上で分析結果がもたらすその意味合い

について述べるとともに、分析の全体戦略等の早期着手の必要性を記載している。 

4 章（研究開発への取組）では、3 章で示した個別の研究開発を、研究開発全体として中長期を

見据えた記載とし、政府、事業者及び関連する研究機関に期待される取組について取りまとめる

とともに、廃炉・汚染水対策事業における研究開発管理体制の強化、研究開発中長期計画の作成

など研究開発の加速に向けた今後の取組の方向性等について提示している。また、中長期的観点

から、廃炉現場と大学・研究機関間のニーズとシーズのマッチングや基礎研究拠点・研究開発基

盤の構築などにおける JAEA を中核とした各者の役割や、基盤的な研究開発の重要性について述

べている。 

5 章（技術戦略を支える取組）はプロジェクト管理の一層の強化、廃炉の事業者として有すべき

能力の向上、国際連携の強化、地域共生の分野ごとに意義と現状及び主な課題と戦略についてそ

れぞれ述べている。 

5 章のうち 5.1 節（プロジェクト管理の一層の強化、廃炉の事業者として有すべき能力の向上）

では、3 章に述べた技術的検討のみならず、廃炉中長期実行プランの策定の意味合い、プロジェク

ト管理の一層の強化、特に安全確保に向けた「安全とオペレータ視点」の充実、オーナーズ・エ

ンジニアリング能力の向上の他、人材の育成・確保について述べている。 

5 章のうち 5.2 節（国際連携の強化）では、国内外の英知の結集を図るため、海外のレガシーサ

イトの廃止措置等に取り組む各国の廃止措置関係機関とのパートナーシップ強化等、国際連携強

化の必要性とそのための取組について述べている。 

5 章のうち 5.3 節（地域共生）では、長きにわたる福島第一原子力発電所の廃炉を継続的に実施

していくためには、「復興と廃炉の両立」の大原則の下、地域の復興とともに歩む廃炉を目指して

いかなければならないことを踏まえ、東京電力を中心に関係機関が連携して取り組んでいく際の

考え方について記載している。  
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2. 福島第一原子力発電所の廃炉のリスク低減及び安全確保の考え方 

2.1 福島第一原子力発電所廃炉の基本方針 

＜福島第一原子力発電所廃炉の基本方針＞ 

事故により発生した通常の原子力発電所にはない放射性物質に起因するリスクを継続的、かつ、

速やかに下げること 

 

福島第一原子力発電所は、原子力規制委員会が「特定原子力施設への指定に際し東京電力株式

会社福島第一原子力発電所に対して求める措置を講ずべき事項」において要求している安全上必

要な措置を講じており、一定の安定状態で維持管理されている。 

しかしながら、福島第一原子力発電所では、事故により損傷を受けた建物の中に燃料デブリ及

び使用済燃料が残されていること、プラントの状態が十分に把握されていない箇所があること、

放射性物質を含む汚染水が発生していること、従来にないような放射性廃棄物が多量に発生して

いること等から、大きいリスクが存在している。このリスクの存在に対して何も対策を取らなけ

れば、施設の経年劣化等によりリスクが更に増加する可能性もあるため、このリスクを可及的速

やかに下げることが強く求められる。 

このため、福島第一原子力発電所の廃炉は、リスク低減のための特段の対策を講ずることを通

じて、「事故により発生した通常の原子力発電所にはない放射性物質に起因するリスクを、継続的、

かつ、速やかに下げること」を基本方針とする。一般的に、事故を起こした施設のリスクを下げ

るには、①損傷した施設の閉じ込め機能を改善すること、②閉じ込められている放射性物質の性

状や形態をより安定な状態に持ち込むこと、③異常の発生や進展を抑制・緩和できるように設備

等の監視や制御性を高めること等の措置が有効であり、また、それらを総合的に実現するために

は、④損傷した施設や不十分な閉じ込め状態から放射性物質を回収して、より健全な保管状態に

移すことが有効である。 

作業員被ばくや事故を防ぐべく周到な準備をした上で、このような様々なリスク低減対策を続

けてきた（添付資料 2）。 

2.2 放射性物質に起因するリスク低減の考え方 

2.2.1 リスクの定量的把握 

「リスク」という用語は分野・場面ごとに様々な用法で用いられているが、一般にその適切な

管理を検討する場合、リスクとは何らかの事象によってもたらされる負の影響の期待値として理

解される。すなわち、個々の対象（リスク源）が有するリスクの大きさ（リスクレベル）は、対象

において発生し得る事象の「影響度」とその「起こりやすさ」の積で示される。 

戦略プランでは、放射性物質に起因するリスクの大きさ（リスクレベル）を表現するため、英

国原子力廃止措置機関（以下「NDA」という。）が開発した Safety and Environmental Detriment

（以下「SED」という。）をベースとした手法を用いる。SED で表すリスクレベルは以下の計算式

で与えられる。 
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SED で表すリスクレベル ＝ 「潜在的影響度」×「管理重要度」 

 

ここで潜在的影響度とは、事象の影響度（リスク源の放射性物質が人体に取り込まれた場合の

内部被ばくの影響度）の指標であり、リスク源に含まれる放射性物質の量（放射性物質が有する

毒性）であるインベントリと、リスク源の形態やリスク顕在化までの余裕時間に依存する係数の

積で定義される。管理重要度とは、事象の起こりやすさの指標であり、施設の健全性等やリスク

源の梱包・監視状態等に依存する係数で定義される（添付資料 3）。 

福島第一原子力発電所の主なリスク源をまとめると表 1 となり、これらのリスク源の総和とし

ての福島第一原子力発電所のリスクは図 3 に示すとおりであり、さらに各リスク源が有するリス

クレベルの現時点の状況を「潜在的影響度」と「管理重要度」を軸として表現すると図 4 となる。 

中長期ロードマップでは、これらリスク源への対処に関して①相対的にリスクが高く優先順位

が高いもの（建屋内滞留水やプール内燃料）、②直ちにリスクとして発現するとは考えにくいが拙

速に対処した場合にかえってリスクを増加させ得るもの（燃料デブリ）、③将来的にもリスクが大

きくなるとは考えにくいが廃炉工程において適切に対処すべきもの（除染装置スラッジなどの固

体廃棄物）の 3 つの基本分類を用いており、優先順位を付けて最適な対策を実施している。 

 

表 1 福島第一原子力発電所の主要なリスク源 

燃料デブリ 1～3 号機の原子炉圧力容器（RPV）/原子炉格納容器（PCV）内の燃料

デブリ 

使用済燃料 プール内燃料 1～3 号機の使用済燃料プール内に保管されている燃料集合体 

共用プール内燃料 共用プール内に保管されている燃料集合体 

乾式キャスク内燃料 乾式キャスク内に保管されている燃料集合体 

汚染水等 

 

建屋内滞留水 1～4 号機建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋内に滞留する汚染水、

1～3 号機建屋底部のα核種含有スラッジ 

ゼオライト土嚢 プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋地下階に設置されたゼオライト入

り土嚢 

溶接型タンク内貯留水 溶接型タンク内に保管されているストロンチウム処理水、処理済水 

フランジ型タンク内残

水 

フランジ型タンク底部に残っている濃縮塩水、処理済水の残水 

水処理 

二次廃棄物 

 

吸着塔類 セシウム吸着装置、第二セシウム吸着装置、第三セシウム吸着装置、

高性能多核種除去設備、モバイル型ストロンチウム除去装置、第二モ

バイル型ストロンチウム除去装置、モバイル式処理装置の使用済吸着

材等 

HIC スラリー 多核種除去設備、増設多核種除去設備で発生した、高性能容器 HIC に

保管されているスラリー 

除染装置スラッジ 除染装置の運転に伴って発生した凝集沈殿物 

濃縮廃液等 濃縮塩水を蒸発濃縮装置でさらに濃縮減容した濃縮廃液及び濃縮廃液

から収集した炭酸塩スラリー 

ガレキ等 固体廃棄物貯蔵庫 固体廃棄物貯蔵庫内に収納されているガレキ類（30 mSv/h 超） 

覆土式等 

 

覆土式一時保管施設、容器収納にて保管されているガレキ類（1～30 

mSv/h）、一時保管槽にて保管されている伐採木 



    

12 

屋外集積等 屋外シート養生にて保管されているガレキ類（0.1～1 mSv/h）、屋外集

積にて保管されているガレキ類（0.1 mSv/h 未満）、屋外集積にて保管

されている伐採木 

建屋内汚染構造物等 原子炉建屋、PCV/RPV 内で、事故により飛散した放射性物質により汚

染された構造物・配管・機器等及び事故以前の運転時の放射化物 

 

 

 
※1 事故直後は燃料デブリによるリスクレベルが高かったが、事故後 1 年にかけて燃料デブリ中の放射性物質の減

衰により潜在的影響度が大きく減少したため、リスクレベルが大きく低下している。 

※2 事故後 8 年の評価において、使用済燃料プールの冷却停止後の水温上昇がこれまでの想定よりも緩やかである

との知見を取り入れた結果、リスクが顕在化するまでの時間的余裕が増すことから、プール内燃料のリスクはそ

れ以前の評価よりも低くなっている。 

 

図 3 福島第一原子力発電所が有するリスクの低減 

 

福島第一原子力発電所の主要なリスク源は表 1 のとおりであるが、廃炉作業全体を長期的に見

据えた場合には事故前から存在する廃棄物や、潜在的影響度が必ずしも高くはないが、十分に安

定管理されていないものが存在する。戦略プラン 2019 からは、これらについても提示している

ところであり、特にこれまで明示的に検討の対象としていなかったリスク源を収納する設備につ

いては、地震、津波、雨水などの外部事象を考慮した調査・検討を進めている（添付資料 4）。 
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図 4 福島第一原子力発電所の主要なリスク源が有するリスクレベルの例 

 

2.2.2 リスク低減戦略 

2.2.2.1 リスク低減戦略における当面の目標 

リスク低減対策としては、「潜在的影響度」を低減する方法と、「管理重要度」を低減する方法

がある。「潜在的影響度」を低減させる例は、放射性崩壊に伴うインベントリや崩壊熱の低下、液

体や気体を移動しにくい形態に変化させること等である。汚染水を処理して二次廃棄物にするこ

とは形態変化の例である。 

「管理重要度」を低減させる例としては、プール内燃料の共用プールへの移動、屋外に保管し

ているガレキ等を貯蔵庫に収納することなどがある。様々なリスク低減対策のうち、一般に工学

的に実現しやすいものは、この「管理重要度」の低減である。したがって、「事故により発生した

通常の原子力発電所にはない放射性物質に起因するリスクを、継続的、かつ、速やかに下げるこ

と」（2.1 節参照）を基本方針とする福島第一原子力発電所の廃炉は、まずはリスク源をより健全

な施設においてより安定的に管理することで管理重要度を下げる取組であり、図 4 の「十分に安

定管理されている領域」（水色の領域）に持ち込むことを当面の目標とするものである。 

なお、SED は放射性物質に起因するリスクの現状を定量的に示したものであり、これはリスク

源の対策の優先順位を判断する際に有効な手法である。一方、リスク対策を進める際には、オペ

レーションの実施に伴う放射性物質によるリスクの発現を抑えるため、エンジニアリングによる

対策を講じていくことが必要である。表 1 について、昨年からの変更としてゼオライト土嚢を追
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加2しており、これは事故後の汚染水対策の一環として設置されたもので、建屋内滞留水処理の過

程で 2019年 12月に高線量状態で存在することが判明したものである（3.2項 汚染水対策参照）。

表中の建屋内滞留水に比較して、建屋壁を通じて漏えいしにくい形態であることから「管理重要

度」は水色の領域に近いところとなる。また、フランジ型タンク内残水は、その処理が進展した

ことから、潜在的影響度は低減している。 

2.2.2.2 外部事象に対するリスクの検討の方向性 

前項において、SED の考え方に基づき、「潜在的影響度」及び「管理重要度」の指標を用いた福

島第一原子力発電所の主要なリスク源として図 4 を示しているが、地震、津波などの外部事象に

起因するリスク3について、どのように見積もり、評価をしていくかが今後の課題である。「潜在的

影響度」及び「管理重要度」の定義（添付資料 3）では、外部事象の発生頻度や影響結果について

は必ずしも十分に考慮されていない。そのため、SED の考え方を補完する形で、地震及び津波に

対する設備の耐震性及び設置高さ等を考慮し、確率論的な考え方も取り入れ、東京電力において

進めているサイト全体のリスク管理を合わせて検討していくことが重要となる。その際には、①

優先度の高い外部事象である地震、津波、汚染水の発生源となる降雨を重点的に実施、②直接閉

じ込め等を行う設備の耐震性、故障率、位置情報などを一括したデータベースの整備、③外部事

象が影響を及ぼすシナリオ分析及び被ばく見積もりの評価の充実などを考慮していくことが必要

である。 

2.2.2.3 リスク低減における基本的考え方 

福島第一原子力発電所の廃炉は、大きな不確かさを内在した事業である。現在までに、事故進

展過程のシミュレーション、ミュオン測定による燃料デブリ位置の推定、原子炉格納容器（以下

「PCV」という。）内への調査機器の投入、建屋内の線量測定や映像撮影などにより、1～3 号機

PCV 内部の様子はある程度推定できるようになってきているが、未だ大きな不確かさが存在し、

不確かさを解消するためには多くのリソース、特に膨大な時間を要することになる。速やかなリ

スク低減を目指すためには、ある程度の不確かさが存在していても、安全の確保を最優先に、こ

れまでの経験・知見、実験や解析によるシミュレーション等を活用し方向性を見定めた上で、柔

軟かつ迅速に総合的な判断を行う必要がある。 

このような総合的な判断を行う上での視点として、NDF では次に示す 5 つの基本的考え方を整

理している。 

 

（5 つの基本的考え方） 

 安全 放射性物質によるリスクの低減並びに労働安全の確保 

（検討例：放射性物質の閉じ込め（環境への影響）、作業員の被ばく、リス

ク低減効果） 

                                                   
2 戦略プラン 2019 では、ゼオライト土嚢を主要なリスク源を除いた放射性物質を含むリスク源として抽出して

いたが、戦略プラン 2020 では主要なリスク源に追加 
3 東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ（原子力規制庁 2020年 3月）において外部事

象等への対応として、耐震、津波、雨水等が挙げられている。 
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 確実 信頼性が高く、柔軟性のある技術 

（検討例：要求事項への適合性、効果、不確かさに対する柔軟性） 

 合理的 リソース（ヒト、モノ、カネ、スペース等）の有効活用 

（検討例：廃棄物発生量の抑制、コスト、効率性、作業エリア・敷地の確

保） 

 迅速 時間軸の意識 

（検討例：燃料デブリ取り出しへの早期着手、燃料デブリ取り出しにかかる 

期間） 

 現場指向 徹底的な三現（現場、現物、現実）主義 

（検討例：作業性（環境、アクセス性、操作性）、保守性（メンテナンス、

トラブル対応）） 

5 つの基本的考え方を実際の現場にあてはめた場合、作業に伴う放射線から人と環境を防護す

ることを目的とした安全確保に最も力点を置き、人と環境に与える放射線影響評価を徹底して行

い、適切な放射線防護対策を講じたうえで廃炉作業を進めることが重要である（5 つの基本的考

え方の「安全」）。 

福島第一原子力発電所の廃炉においては、事故により損傷を受けた設備等の劣化が進行して公

衆リスクレベルは時間とともに上昇することから、現場の状況に照らし可及的速やかに（「迅速」）、

このリスクを合理的に達成できる限り低く管理しつつ（「合理的」）、確実（「確実」）で、現場の厳

しい条件に対し実際に実行できる方法により（「現場指向」）廃炉を進めることが、中長期的な安

全確保につながる。 

このような基本的考え方に基づく判断結果については、判断結果が広く社会から受容されるよ

う、丁寧な情報発信を行う等の努力をしていくことが重要である。 

2.3 廃炉作業を進める上での安全確保の考え方 

2.3.1 福島第一原子力発電所の特徴を踏まえた安全確保の基本方針 

事故炉である福島第一原子力発電所の廃炉は、通常炉と異なる特殊な環境のなか行われる

未経験の取組であることから、その安全確保に当たって以下の安全上の特徴（特殊性）を十

分認識する必要がある。 

・ 大量の放射性物質（内部被ばくに大きな影響をもつα核種を含め）が通常にない様々な

形態（非定型）で非密封状態にあること 

・ 原子炉建屋、PCV といった放射性物質を閉じ込める障壁が完全でないこと 

・ これらの放射性物質や閉じ込め障壁の状況等に大きな不確かさがあること 

・ 現場の放射線レベルが高い等の制約から現場へのアクセスや現場情報を得るための計装装

置の設置が困難であること 

・ 現状の放射線レベルが高く、さらには閉じ込め障壁等の更なる劣化が懸念されることから廃

炉を長期化させない、時間軸を意識した対応が必要なこと 

そのため、廃炉事業執行者である東京電力は、廃炉作業を進めるに当たって、５つの基本的考

え方から作業を検討するなかで、以下の点に特に留意が必要である。 
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第一に、「安全」に関して、放射性物質や閉じ込め障壁の状況等に大きな不確かさがあり、かつ、

その不確かさを低減するための現場アクセスや計装装置設置も制約されている状況で、非定型、

非密封の大量の放射性物質を不完全な閉じ込め状態で扱うことになる。このため、幅広い可能性

（ケース）を想定して、それらについて確実に安全確保が可能であることの確認を、全ての検討

の起点とすることが必要である。同時に、「安全」に関して、作業期間全体にわたるリスク低減を

考えて作業期間を長期化させないことが重要であり、そのために過剰な安全対策を避け、最適な

安全対策を講じること（ALARP4）が必要である。「安全」に関するこのような視点（安全視点）

を廃炉作業の検討に反映することが重要である。 

第二に、「現場指向」に関して、 

・ 現場環境が、高い放射線レベル等、特殊な状況にあり、安全対策を施工、実施する際の現場

実現性に留意が必要であること 

・ 大きな不確かさのために設計単独での対応に限界があること 

等から、実際の現場の情報を適確にエンジニアリングに反映することが不可欠であり、そのため

に実際に現場（運転操作、保全、放射線管理、計装、分析等）で作業を担う現場を熟知した人・組

織（オペレータ）の目線、感覚を大切にし、現場を直視した着眼や判断等（オペレータ視点）が重

要である。 

プロジェクトにおける廃炉作業の実際の検討に当たっては、事業執行者である東京電力がその

作業に対する「要求事項」を予め明確に定め、その実現に向けた具体的な安全対策の検討を行う。

その際には、福島第一原子力発電所の廃炉の特徴（特殊性）に対応するために、「安全視点」、「オ

ペレータ視点」を反映することが基本である。具体的には、「安全視点」、「オペレータ視点」を考

慮して要求事項を定め、要求事項を満足する作業について、改めて２つの視点も考慮して、具体

的な安全対策を選択する。廃炉作業の検討に当たっては、検討の各段階において「安全視点」、「オ

ペレータ視点」に十分に留意する必要がある。 

なお、不確かさが極めて大きな廃炉作業では、要求事項を予め明確に定めることが困難な場面

が多い。その場合でも、後述する「先行的な実施と得られる情報の後段での活用」や「イタレー

ション型5のエンジニアリング」を十分に活用し、柔軟かつ迅速に廃炉作業を進める必要がある。 

2.3.1.1 安全評価を基本とした判断最適化と廃炉対応における適時性確保 

リスク低減に向けた廃炉作業を進める上で、燃料デブリ取り出しなど技術的に難易度が高く、

大きな不確かさを有し、かつ多量の放射性物質を取り扱う作業において、適切な安全対策を施し

安全を確保することが最も重要であり、「安全視点」をもって廃炉作業を進める必要がある。 

具体的には、廃炉各作業の安全対策を検討する際には、安全の評価を尽くし、必要な安全が確

保されていることを確認したうえで、５つの基本的な考え方に基づいた判断を行うことが基本と

なる。前例がなく、かつ不確かさが大きい福島第一原子力発電所の廃炉作業において、十分に検

討された安全評価を安全対策に関する判断の基本とすることで、安全対策に関する判断が大きく

                                                   
4 As Low As Reasonably Practicable の略。放射線影響を合理的に実行できる限り低くしなければならないとい

うもの。 
5 ある結果を基に次の結果を求め、これを繰り返すことによって次第にエンジニアリングの完成度を高めていくやり方 
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振れることなく（寡少又は過剰なリソース投入を行うことなく）、必要かつ十分で合理的に実行可

能な安全対策が実現できる（安全評価を基本とした判断最適化）。 

また、福島第一原子力発電所の廃炉に固有な「安全視点」として、遅滞ない廃炉作業進捗の重

要性（時間軸を意識した対応の重要性）があげられる。既に顕在化している高い放射線影響、さ

らには閉じ込め障壁等の更なる劣化の可能性を考慮すると、中長期的な視点で見た場合には、遅

滞ない廃炉作業の進展が廃炉全体の安全確保に大きく貢献する。そのため、ヒト、モノ、カネ等

のリソースに一定の裕度を持ち、放射線影響が低く安定した通常炉の安全確保とは異なり、特に、

安全が確保されていることを前提として、時間軸を意識した遅滞ない廃炉作業の進展とリソース

投入を、全体バランスとの関係を踏まえ、合理的に判断することが求められる（廃炉対応におけ

る適時性確保）。 

2.3.1.2 「オペレータ視点」を取り込んだ安全確保 

安全対策が真に実効的であるためには現場で実際に操作や作業等を実行する立場からのニーズ

を満足している必要がある。このために「オペレータ視点」（現場を熟知し現場で操作や作業等を

実行する立場からの着眼や判断等）が重要である。そのような観点に加え、福島第一原子力発電

所の廃炉では、事故影響を受けた施設であること、高い放射線レベルなど通常炉に見られない特

殊な環境のなか行われる未経験の取組であることから、安全対策の実現性を判断するに当たって

は現場での実現性について、高い放射線レベルなどの特殊な状況、環境等、現場の状況を踏まえ

て判断する必要がある。 

また、安全確保に当たって通常炉と違った以下のような観点からも「オペレータ視点」が重要

性をもつ。 

・ 運転操作を含めた運用による設計の補完： 

大きな不確かさゆえに、全ての状況に設計だけで対応することには限界がある。このため運

用段階で取得した情報を次段階の設計に活かしていくことをはじめ、操作者による対応や現

場運用で設計を補い、運用とトータルで安全を高めることが有効である。 

・ 監視、分析等による情報の設計での活用： 

大きな不確かさへの対応として、監視、分析等といった現場運用で得られる情報を安全対策

の設計に活用していくことが重要である。なお、活用に際しては監視、分析等から得られる情

報を計算評価等と連携させ、総合的な利用を図る視点が重要である。 

・ 異常時の対応： 

異常の未然防止に万全を図ることが基本ではあるが、万一の異常発生時の備えとして、異常

の進展は緩やかで対応の時間的余裕が大きいという特徴を考慮した現場対応が有効である6。 

2.3.2 先行的な実施と得られる情報の後段での活用 

事故炉である福島第一原子力発電所の現場状況には大きな不確かさが存在する。このようなな

か燃料デブリ取り出し等の大掛かりな作業について、作業全体を設計しようとすると、極めて大

                                                   
6 福島第一原子力発電所は事故後長時間が経過ており、放射性物質放散の駆動力となる内在エネルギー（崩壊

熱）が小さい。そのため、一般的に、異常の進展は緩やかで、対応の時間的余裕が大きいという特徴がある。 
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きな安全余裕や、幅広い技術選択肢の想定が必要となる。このため、対応期間の長大化や手戻り

のリスクが避けられず、その結果、廃炉全体の遅れ、廃炉費用の高騰、作業員被ばくの増加等を

招き、全体プロジェクトの成立性や予見性を低下させる可能性が大きくなる。 

一方で、現状既に放射線レベルが高い環境下にあること、閉じ込め障壁等の更なる劣化、今後

の大きな自然事象（地震や津波等）の発生の可能性等を考慮すると、リスク状態の改善と不確実

性の縮小を出来るだけ急ぐことが求められる。このため、作業を幾つかの段階に分けた上で、実

際的な安全の確保を保証できる「最初の段階の作業」に取り組み、そこで得られた情報を次の段

階に展開するという「逐次型の取組」が重要となる。この取組方式7では、各段階の作業において、

炉内部の状態監視、操作の制限、機動的な対応等8によって安全を確保した上で作業を進め、作業

によって得られた情報を次段階の作業の設計に活用することで、次段階の作業の不確かさを低減

し、安全確保の信頼性向上と設計の合理化を図ることができる。 

東京電力は、このような取組方式を実際のエンジニアリングやプロジェクト管理にすみやかに

導入していく必要がある。この取組方式の中で得られる上手くいった経験や上手くいかなかった

経験を実績として積み上げていくことが重要である。それにより、廃炉を着実に進展させること

につながり、中長期的なリスク低減の観点から福島第一原子力発電所の廃炉における安全確保に

資することになる。 

2.3.3 作業に伴う一時的なリスクレベルの増加への対応の考え方 

廃炉作業は、中長期的な観点から速やかなリスク低減を目指すものであるが、作業に伴って一

時的にリスクレベルが変化することや、作業員の被ばく量が増加する可能性について慎重に考慮

する必要がある。廃炉作業は、リスクを有しつつも一定の安定状態にある現状に対して何らかの

操作を加えることであるため、操作の加え方によっては、そのリスクを顕在化させる恐れがある

ためである。例えば、燃料デブリを取り出すために原子炉内部にアクセスする事は、現状で維持

されている閉じ込め状態に影響を与えることを意味し、取り出し作業での特殊な操作や保守の実

施は、作業に従事する作業員の被ばくを増加させることを意味する。 

このような廃炉作業による一時的なリスクレベルの高まりや被ばく増加の可能性に対しては、

それらを防止・抑制する措置を講ずることが重要であり、特に作業員の放射線安全は ALARA の

考え方（被ばくを合理的に実行できる限り低くすること）に沿って確保するなど、周到な準備を

施した上で作業を行うことで作業中のリスクレベルの増加を可能な限り抑えなければならない。 

なお、廃炉作業の実施が過度に遅れる場合には、現存する大きいリスクが長期間存在し続け建

屋や設備の劣化によってリスクが徐々に増加していく可能性もあるため、廃炉作業を速やかに実

施するという基本姿勢は堅持されねばならない。このため、廃炉作業のための作業工法の選定、

装置や安全系の設計製作、作業計画の立案等においては、廃炉作業中のリスク増加の抑制を要件

として、準備や作業にかける時間、コスト、作業員被ばくの制限等の種々の制約条件をも考慮に

                                                   
7 セラフィールドの廃止施設等、英国でも用いられており、リード・アンド・ラーン（Lead & Learn）と呼ばれて

いる。 
8 例としては、臨界防止の観点から、実現可能な範囲での核計装を設置する、デブリ加工量を制限する、放射性

ダスト濃度の管理値を定めて作業を規制する、などの措置を講ずること等。 
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入れた上で、なるべく早い実施を実現するための慎重で総合的な判断を行うこととなる（添付資

料 5）。 

 

本章で述べた福島第一原子力発電所の廃炉のリスク低減及び安全確保の考え方は、関係者のみ

ならず地域の皆様からの幅広い理解を得ながら進める必要がある。このため、地域の皆様、政府

（経済産業省、原子力規制委員会）、NDF、東京電力などは、それぞれの立場を踏まえ、安全確保

の考え方に基づくリスク低減を目指し、連携していくことが必要である。その際に、廃炉作業に

よってサイト全体のリスク低減がどのように継続的に進んでいるか等について、幅広い方々にと

って分かりやすいリスクの継続監視の仕組みを整えることが重要である。NDF と東京電力では、

このような仕組みについても検討しているところであり、東京電力において将来的にこのような

仕組みを導入していくことが重要である。  
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3. 福島第一原子力発電所の廃炉に向けた技術戦略 

3.1 燃料デブリ取り出し 

3.1.1 目標と進捗 

（目標） 

(1) 安全対策をはじめ周到な準備をした上で、燃料デブリを安全に回収し、これを十分に管理され

た安定保管の状態に持ち込む。 

(2) 燃料デブリ取り出しの初号機である 2 号機で試験的取り出しに 2021 年内に着手し、段階的な

取り出し規模の拡大など一連の作業を迅速に開始することで、その後の取り出し規模の更なる

拡大に向けて必要な情報・経験を得る（燃料デブリ取り出しの対象については添付資料 6）。 

(3) 取り出し規模の更なる拡大については、初号機の燃料デブリ取り出し、内部調査、研究開発（廃

炉・汚染水対策事業、東京電力自主事業）、現場環境整備等に関する進捗を見極めつつ、収納・

移送・保管方法を含め、その方法の検討を進める。 

 

（進捗） 

中長期ロードマップにおいては、燃料デブリ取り出しの初号機は 2 号機とし、2021 年内に試験

的取り出しに着手し、その後、段階的な取り出し規模の拡大に向けた作業を進めるとしている。

試験的取り出しについては、PCV 内部に通じる既存の開口部から取り出し装置を投入し行う。東

京電力は廃炉中長期実行プランにおいて 2031 年までの作業工程を示し、これに従い取組を進め

ている。 

①1 号機  

2020 年度下期から、潜水機能付ボート型アクセス調査装置（水中 ROV）を PCV 内に投入し、

ペデスタル外底部に広く存在している堆積物の分布状況や堆積物内部の燃料デブリの有無や状況、

ペデスタル内部の構造物状況を調査し、PCV 内部の更なる詳細な情報を把握する計画である。こ

の調査開始に向け、X-2 ペネトレーション（以下「X-2 ペネ」という。）内扉の開孔作業時のダス

ト濃度変化を踏まえ、ダスト拡散抑制対策及びダスト濃度監視を行いながら、PCV 内の干渉物の

除去等を進めている。 

②2 号機  

2021 年内の試験的取り出し及び PCV 内部調査開始に向け、アーム型のアクセス調査装置（ロ

ボットアーム）を製作中であり（図 5）、ダスト拡散抑制対策について検討中である。 

段階的な取り出し規模の拡大に向けた計画も進めており、取り出し装置は、試験的取り出し及

び PCV 内部調査装置の仕様を踏襲しつつ、可搬重量の増加やアクセス性を向上するなどの改良を

行う計画である。取り出した燃料デブリは受入／払出セルまで構内移送され、一時保管設備に保

管する。また、分析のために受入／払出セルで燃料デブリを一部分取し、分析施設に移送する計

画である。現在、取り出し装置、受入／払出セル、一時保管設備を設計中である（図 6）。 

初号機の燃料デブリ取り出しというこれまで未経験の取組に対し、NDF は東京電力におけるエ

ンジニアリングの進捗に応じて、装置の現場適用性の確認や安全システムの改造内容に関する検
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討結果等を安全、確実、合理的、迅速、現場指向の視点で確認することを検討している。 

（東京電力資料を NDF にて加工） 

図 5 燃料デブリ取り出し設備のイメージ（試験的取り出し及び段階的な取り出し規模の拡大） 

 

 

（東京電力資料を NDF にて加工） 

図 6 燃料デブリ取り出しから一時保管までのイメージ（段階的な取り出し規模の拡大）  

③3 号機 

3 号機については、PCV 内の水位が高いため、サプレッションチェンバ（以下「S/C」という。）

の耐震性向上や PCV 内部調査を行うことを念頭に、段階的に PCV 水位を低下する計画である。

S/C 内包水は放射能濃度が高い可能性があり、S/C の水質に応じた対応が必要となる。このため、

PCV 取水設備の設計や工事及び水処理計画を行うにあたり、S/C 内包水を採取し、水質を把握す

る作業を開始している。 

3.1.2 主要な課題とそれを実現する技術戦略 

PCV 内の状況把握や燃料デブリ取り出しに必要な研究開発が未だ限定的であることから、現

時点での燃料デブリ取り出しに係る設計や現場作業計画は、今後得られる知見を基に不断の見直

しが必要である。なお、燃料デブリ取り出しに向けた検討や研究開発を進めており、その成果も

的確に反映していくことが重要である。 

試験的取り出し（2号機） 段階的に取り出し規模を拡大（2号機）

グリッパツール案 掘削回収ツール案

エンクロージャ

X-6ペネ接続構造

X-6ペネ

ロボットアーム

格納容器写真：ロボットアーム

工場制作時の状況

金ブラシ方式 真空容器方式

アクセス装置 燃料デブリ回収装置 燃料デブリ回収装置

2017年1月撮影

写真：X-6ペネ※内堆積物

可搬重量の増加等

アクセス装置

(現場の状況に応じて使用する予定)

※ X-6ペネトレーションの略
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3.1.2.1 試験的取り出し及び PCV 内部調査、段階的な取り出し規模の拡大 

試験的取り出しについては、PCV 内の状況把握が限定的であり、ロボットアームの開発や堆積

物、干渉物の除去に不確実性及び難しさがある。そのため、現場を模擬したモックアップ試験を

行うことがオペレータ視点からも重要であり、十分に安全性や現場適用性を確認し、着実に進め

ていく必要がある。特に、モックアップ試験については、現場の厳しい環境を模擬することが重

要である。さらに、模擬できない部分を明らかにするとともに、その実機適用時の対応方策につ

いて十分な準備を整えることが必要である。 

また、東京電力は強化したプロジェクト管理体制の下、これまでの経験等から得られた①～③

の留意点を踏まえ、エンジニアリングを主導的に推進していくことが重要である。 

NDF は、東京電力が進めるエンジニアリングのスケジュールに基づいて、アクセス装置の現場

適用性、安全システム改造に関する検討結果、乾式保管の安全評価等の確認ポイントを予め設定

し、安全、確実、合理的、迅速、現場指向の視点で研究開発成果、エンジニアリング成果、現場作

業の進捗の確認を行っていく。 

2 号機において、2021 年内の試験的取り出し及び同一のロボットアームを使った PCV 内部調

査の開始に向け検討を進めているが、安全が最重要であるということを再度認識し、工程につい

ては安全の確保を確認したうえで検討を進めることが重要である。さらに、今般の世界的な新型

コロナウイルスの蔓延に伴う技術者や技能者等の出勤制限等により、従来に比較して計画的な作

業が難しい状況が想定されることから、より一層、慎重かつ細心の注意を払い、安全の確保を行

う必要がある。 

従来の PCV 内の調査は、X-6 ペネトレーション（以下「X-6 ペネ」という。）閉止フランジ部に

直径 115mm の開口を設け、隔離弁等で気密性を維持した状態で実施してきた。今後の試験的取

り出し及び PCV 内部調査においては、ダスト拡散抑制のため PCV 圧力を大気圧に近い均圧状態

にまで低減して行う。作業は、X-6 ペネのフランジを開放し、従来より大きな開口（X-6 ペネ内径

約 550mm）を利用し、これを通じてアーム型アクセス調査装置を出し入れし、PCV 内の燃料デ

ブリを外へ取り出すことを行う。この作業では、従来の閉じ込め障壁の位置が X-6 ペネの閉止フ

ランジ部であったものから、X-6 ペネ開放作業時に設置する隔離部屋（ロボット搬入部屋等から

構成）（図 7）や新たに設置するエンクロージャ（アーム型アクセス調査装置等を内包）（図 8）に

拡張することになる。これは、規模は小さいながらも、PCV に新たな開口を設けて、PCV 外側に

閉じ込め障壁を拡張するという今後の取り出し作業の基本的な現場構成の形であり、新たな段階

に入る取組である。この取組によって得られる情報は、今後の作業に反映していくことになる。 

X-6 ペネの閉じ込め障壁を拡張する際には、現状維持されている閉じ込め障壁機能を維持する

ために、代替装置の設置等により、機能維持を行いながら X-6 ペネの開放を行う必要がある。開

放装置や現状維持されている閉じ込め障壁機能を引き続き維持するための隔離機構、これら装置

類の遠隔操作による設置等、難易度が高い検討が必要となる。X-6 ペネの開放作業では、装置等の

設置時に X-6 ペネ周囲を隔離部屋で覆う計画である。このように X-6 ペネの開放は、閉じ込め障

壁機能の維持に係る作業であり、特に安全に十分に配慮した検討を行う必要があり、その実施に

向け、より慎重、丁寧に準備と検証や訓練を行う必要がある。 
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X-6 ペネの開放後の干渉物撤去や試験的取り出し及び PCV 内部調査については、現場から得ら

れる X-6 ペネ内の情報や変化する現場の状況等に基づき実施する必要がある。実際に得られた

PCV 内の干渉物や内部状況により、干渉物撤去や試験的取り出し及び PCV 内部調査の順序や方

法は、その時の確認結果により変更となる可能性もあることから、これら作業については一体の

作業として検討を行っていく必要がある。 

今後、試験的取り出しを通じて得られる知見等も踏まえ、段階的な取り出し規模の拡大に向け

て、取り出し設備や安全システム等の設計検討を進めていく。 

 

(東京電力資料を NDF にて加工) 

図 7 X-6 ペネ 隔離部屋 構造概略図（X-6 ペネ開放作業時） 

 

(東京電力資料を NDF にて加工) 

図 8  X-6 ペネ エンクロージャ等 構造概略図（試験的取り出し及び PCV 内部調査時） 
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エンクロージャ～接続管～X-6ペネ接続構造：(約 W3.6×L11.8×H2.1ｍ(最大部)) 
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：拡張後の閉じ込め障壁 
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① 初期段階から安全を強く意識したプロジェクトの推進 

１号機の PCV 内部調査に向けた X-2 ペネ内扉の開孔作業時、作業監視用のダストモニタが管

理値に達したため十分に時間をかけてダスト拡散抑制対策やダスト濃度監視を行った。具体的に

は、切削量を制限した上で作業を実施するとともに、得られたダスト拡散特性に関するデータを

基にピーク濃度を抑制した切削の実施や新たな作業監視用ダストモニタの追加等、多くの対応を

実施した。これらの対応は、PCV 内の状況が分からない中、慎重に作業を進めダスト拡散性に

対する新たな知見も得ながら作業を実施したものである。計画の初期段階において、安全の観点

からこれまで以上にダスト拡散抑制に対する検討を行うことにより、計画的に作業を遂行するこ

とが可能になる。この経験を次に活かし、プロジェクトを手戻りなく円滑に進めるために、検討

の初期段階からこれまで以上に安全評価を行い、現場適用性を考慮した要求事項を明確化してい

くことが重要である。 

② 現場適用性を考慮した品質要求の明確化 

これまでの研究開発及び東京電力によるエンジニアリングの経験も踏まえ、今後、段階的な取

り出し規模の拡大や、取り出し規模の更なる拡大に向けて装置開発が進められる。燃料デブリの

取り出し量に応じて装置の規模も大掛かりなものとなり、さらに、長期にわたり安定した信頼性

の確保も必要となる。従って、現場適用性を予め考慮し、機能要求等の仕様を明確化した上で装

置開発を進めることが重要である。特に燃料デブリ取り出し装置の品質管理は重要な要素であ

り、東京電力自らが品質の確保を行うとの前提に立ち、福島第一原子力発電所の状況に即した品

質レベルや品質に係る基本的な要求事項を事前に整理し、装置開発に展開することが重要であ

る。 

また、燃料デブリ取り出しの検討や工事において、今後、海外の知見や経験も結集した取組が

増えていくことが考えられる。これまで海外企業等と進めてきた研究開発等において、品質管理

以外の工程管理、発注先の設計・製作能力の把握の面でいくつかの課題を経験してきた。海外の

知見や経験を活用する上では、受注者やその外注先に対しても、より細やかな工程管理等を行っ

ていく必要がある。 

③ 燃料デブリ取り出し作業時の情報の取得とその活用 

東京電力は、段階的な取り出し規模の拡大や取り出し規模の更なる拡大に向けて、取得すべき

データの選定及びデータを取得するための設備の検討に着手している。この検討は取扱装置の可

搬重量、機器の集積線量、遠隔操作性等のさまざまな制約を克服していく困難を伴うものであ

る。 

現場は不確かな状況ではあるが、燃料デブリ取り出し作業時の計装モニタリング、目視観察等

といった状態監視によるデータ取得やシミュレーションによる評価、安全システム、各種装置の

設計条件となるパラメータの取得が重要であり、これらのデータと別途実施する分析結果を連携

させ、取り出し方法の検討や安全評価に活用していく取組が必要である。 

加えて、燃料デブリ取り出しによって発生する固体廃棄物の保管・管理方法等の検討も必要で

ある。試験的取り出し、段階的な取り出し規模の拡大や、調査、工事において、当面の保管・管

理に不可欠なデータ取得に加え、処理・処分方法の検討に資する視点から、様々な試料の採取や
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データの拡充を図り、分析・評価を重ねていくことが重要であり、計画的に進めながら、必要性

に応じて柔軟に分析を進めていくことが必要である。 

デブリ取り出し作業、また、取り出しにより発生する廃棄物の取扱において一番重要なこと

は、厳格な作業安全管理の下、作業を進めることである。 

3.1.2.2 取り出し規模の更なる拡大 

取り出し規模の更なる拡大においては、作業、装置、施設の大規模化が進むこと等により、福

島第一原子力発電所全体を見据えた取り出し方法の検討が一層重要となる。事業執行者である東

京電力が廃炉事業として非常に重要な判断を行う段階になるため、安全確保を最優先とした上で、

コスト、期間、総被ばく線量などの視点も含めた基本方針を設定し、責任をもって取り組んでい

く必要がある。研究開発や内部調査等から得られる新たな成果及び情報を取り出し方法の検討に

反映し、取り出し方法の検討について柔軟な取組を進めることが必要である。また、先行的な実

施と得られる情報の後段での活用の考えに基づき、現場運用から得られる情報を次の設計に反映

していくなど、設計と現場運用による安全の確保が重要となることに加え、長期間に及ぶ廃炉事

業の影響など社会的側面にも留意が必要である。 

なお、取り出し規模のさらなる拡大については、今後、1 号機、3 号機の建屋内外の環境改善を

進め、研究開発成果や 2 号機の取り出しを通じて得られる知見等を踏まえ、燃料デブリ取り出し

設備や安全システム等の概念検討や設備設計を進めていく。特に、燃料デブリを安全に取り出し、

保管するための設備、装置類を、適切に運用するために必要な安全機能を確保する安全システム

の実現性を見極め、燃料デブリ取り出し方法の検討を着実に進めていくことが重要であり、確実

な取組が必要である。 

 

① 取り出し方法検討の流れ 

取り出し規模の更なる拡大については、初号機の燃料デブリ取り出し、PCV 内部調査、研究

開発、現場環境整備等に関する進捗を見極め、収納・移送・保管方法を含め、その方法の検討を

進める。その際、初号機（2 号機）の燃料デブリ取り出しに比べ、作業、装置、施設が大規模化

し、工事範囲が広域化することから、他工事も含めて福島第一原子力発電所全体を見据えた検討

が一層重要となる。さらに作業内容が多岐にわたり、より広範な技術分野の検討を進めていく必

要があるため、引き続き、世界の英知を結集し、取り出し方法の検討を進めることが重要であ

る。また、現場の線量が高いことや、PCV 内の状況把握が限定的な中、作業範囲が大規模化す

ることから、作業・装置に求める要求事項をより明確に設定した上で、体系的な取り出し方法の

検討を進めることが重要である。取り出し方法については、東京電力の概念検討結果等を基に、

現場適用性やその実現性を NDF としても評価を行う計画である。その検討の流れ（概念図）を

図 9 に示す。 

東京電力の廃炉中長期実行プランにおいては、3 号機の検討を先行的に進め 1 号機に展開する

ことを想定している。試験的取り出し、段階的な取り出し規模の拡大は 2 号機で行っていくが、

大量の燃料デブリへのアクセスが容易であるのは、ペデスタル底部に燃料デブリが多く存在して

いる 1 号機或いは 3 号機である。 
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1 号機については、X2 ペネより、今後、まず PCV 内部調査として、ペデスタル外部の調査を

行っていく予定であり、取り出し方法はその調査結果を基に検討を行うことが重要である。3 号

機については、2015 年 10 月に X-53 ペネトレーション（以下「X-53 ペネ」という。）よりカメ

ラ・線量計等による PCV 内部の構造物及び PCV 底部の調査を行い、また、2017 年 7 月に X-53

ペネより水中 ROV を挿入し、ペデスタル内側の調査を行い、情報を得ている。 

また、X-6 ペネ等へのアクセスするための作業エリアを確保する観点では、1 号機は高線量箇

所の線量低減に時間がかかる見込みである。3 号機については、調査装置や取出装置の投入のた

めに PCV 水位を原子炉建屋 1 階より下まで低下させる必要があるが、1 号機に比べ時間的に早

く進められると考える。 

上述した情報の充足状況や現場の状況を踏まえると、3 号機の方がデブリ取り出しに早く着手

し、早く情報を取得することが可能となる。 

ある号機を代表号機とすることで、 取り出し方法の検討等エンジニアリングを進展させるこ

とが可能となり、技術的な要点や更に検討を深めていくべき項目等を早期に得ることができる。

これらの成果を他号機に活用することは、1~3 号機の燃料デブリ全体のリスク低減につながる。

以上のことから 3 号機を先行検討号機とすることは適切であると評価している。 

このように 3 号機で先行的な取組を進め、他号機の状況や検討結果の再確認を行い、その結果

によっては検討号機の見直しを行う対応も重要である。初号機（2 号機）の燃料デブリ取り出し

が途上であっても、他号機での取り出し準備が整えば、２号機の実績を踏まえ他号機での取り出

しを開始するなど、廃炉作業全体の最適化の観点から、燃料デブリの取り出しの進め方は柔軟に

検討すべきである。 

 

 

 図 9 取り出し方法検討の流れ（概念図） 

 

② 取り出し方法の重要な要求事項（境界条件）の考え方 

東京電力による取り出し方法の検討は、現状においては研究開発を踏まえ、要求事項に対して

前提条件を仮に設定して検討を進めている。段階的な取り出し規模の拡大については、エンジニ

アリングの段階に入っているものの、未だ設計改良や性能検証、運転習得、準備工事等が始まる

初号機の燃料デブリ取り出し、
内部調査等の現場作業
●初号機燃料デブリ取り出し、
内部調査の新たな知見
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●各種新設設備(建屋含む) 敷地
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撤去計画策定) 等
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●汚染水対策

●固体廃棄物計画
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取り出し概念検討（全体概念検討含）結果の評価
●要求事項
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前の段階である。取り出し規模の更なる拡大については、未だ研究開発段階であり事業化に向

け、研究開発を補完する技術、施設等の抽出、検討が始められているが、工法の現実的な成立性

による絞り込みに至っていない。工法の絞り込みにおいては、原子炉内部状況の不確実性が、本

格的エンジニアリングへの障害となっている。 

今後、体系的な取り出し方法の検討を進める上では、研究開発の初期に設定した前提条件のう

ち、取り出し方法の決定に関わる重要な要求事項（境界条件）について、その時点までに得られ

た情報及び分析結果に基づき再検討し、要求事項をより明確に設定し、必要に応じて見直しをす

ることが求められる。また、研究開発段階での工法概念の是非も考慮し、現実的な工法について

設計上の試作、モックアップによる性能検証、設計改良、安全対策上の機能付加、付帯する準備

工事や周辺設備の設計などのエンジニアリングを相当の規模で行うことが求められる。 

本項の冒頭で記載した視点を含めた基本方針の下、要求事項をより明確にして、取り出し方法の

検討を進める際には、東京電力が事業執行者として、重要な要求事項（境界条件）を明確にする

ことが必要である。重要な要求事項（境界条件）については、何を重要なものとし、どのような

性能を求めるかについて、安全視点、オペレータ視点から設定する必要がある。例えば、重要な

要求事項（境界条件）は、作業員の総被ばく線量や臨界、ダスト（閉じ込め）、廃棄物発生量の抑

制、燃料デブリの回収速度が考えられる。具体的には、総被ばく線量については、作業員の総被

ばく線量や作業員個人の被ばく線量をどのように管理していくかの観点からの要求事項、臨界に

ついては取り出し方法における未臨界監視や臨界防止等についての要求事項、ダスト（閉じ込め）

については放射性ダストの拡散抑制と気相閉じ込めへの要求事項、廃棄物発生量の抑制について

は、取り出し方法における発生廃棄物の特性および発生量抑制の観点からの要求事項、燃料デブ

リの回収速度については、運転側から達成可能な回収速度や回収率による現実的な目標設定等、

要求事項を具体化して現実性を評価していくことが重要である。これら以外にも取り出し方法の

検討を着実に進めるために、様々な重要な要求事項（境界条件）について、東京電力がより主体

的に決定していく必要がある。 

 

③ 取り出し方法検討における柔軟な取組 

取り出し方法の検討は、東京電力により研究開発を踏まえて進められている。今後、前述の重

要な要求事項（境界条件）の設定を行った上で、1 号機の PCV 内部調査に向けた X-2 ペネ内扉

の開孔作業時のダスト拡散の事例、今後得られる研究開発の成果、2 号機の試験的取り出し及び

PCV 内部調査や段階的取り出し規模の拡大によって得られる情報、等に基づき実施される現場

適用性に係る評価に応じて、方法の見直しを含め、状況に応じて柔軟な取組を進めることが必要

である。 

検討に際して、例として、「閉じ込め」におけるダスト拡散抑制については、通常作業時の放

出量の制限値及び事故時の公衆被ばくの制限値を満足する必要があるが、加工方法や対象物によ

り粒子の発生量や性状は変わることから、仮定も含めた前提条件を設定し取り出し方法の検討を

進めている。検討によって得られた成果に加え、新たに得られる情報等を取り込み、安全視点、

オペレータ視点から前提条件の設定の適切性を検証することや、それによる取り出し方法の見直

しを行うといった反復、繰り返し型の取組が必要である。 
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④ 設計と現場運用による安全の確保 

福島第一原子力発電所の廃炉は未経験の取組であるため、現場の運用（運転、保全、放射線管

理、計装、分析、工事等）を担う人たちの目線、感覚が通常炉以上に重要である。2 章において

廃炉作業における安全確保の考え方を示したが、例えば、燃料デブリの安全な取扱に係る取り出

し装置の操作性、取り出し作業時のダスト拡散状況把握等のための状態監視、取り出し作業時の

被ばく評価等は現場の運用において重要な情報である。これらの情報に加え、分析といった現場

運用によって得られる情報を、試験的取り出し、段階的な取り出しの規模の拡大や調査、工事を

行いながら取得し、次の設計に反映し安全を確保していくことが必要である。 

また、現場の運用を担う人の目線、感覚については②の要求事項を設定するうえでも考慮が重

要であり、これらは取り出し方法検討における要求事項として、その具体的な条件を決めていく

ことが必要である。 

3.1.2.3 内部調査等の継続及び廃炉中長期実行プランの着実な実施 

1～3号機について、事故時に取得したプラントパラメータ等の実測値、事故進展解析、PCV内

部調査等による情報、試験等で得られた知見に基づいた燃料デブリの分布、燃料デブリへのアク

セスルート及び周囲の構造物の状況に関する総合的な分析・評価結果を図10に示す。分布の違い

はあるが、原子炉圧力容器（以下「RPV」という。）内部及びPCV底部の両方に燃料デブリが存

在すると分析しており、各号機の燃料デブリ取り出しに向けて、内部調査、研究開発を継続的に

実施し、RPV内、PCV内を把握する必要がある。また、これらの取組に加え、廃炉を安全かつ確

実に進めるためには現状及び事故で何が起きたのかを理解することが重要であることから、国内

外の機関と連携し合理的な範囲で福島第一原子力発電所の事故に係る事故原因を究明する活動を

進めることが重要である（添付資料7）。 

廃炉中長期実行プランは、試験的取り出しや段階的な取り出し規模の拡大、取り出し規模の更

なる拡大における作業工程を示しており、今後の内部調査等を通じて得られる知見を踏まえ不断

の見直しが行われる。作業工程については、着実な実施に向け、より具体的な実施内容へブレー

クダウンすることが重要である。 
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（第 81 回特定原子力施設監視・評価検討会「参考 1：3 号機サプレッションチェンバ（S/C）内包水のサンプリングについて」等に基づき作成） 

図 10  1～3 号機の燃料デブリ分布の推定、アクセスルート及び周囲の構造物の状況 

3.1.2.4 技術要件の技術課題と今後の計画 

3.1.2.4.1 燃料デブリ取り出しにおける安全確保に係る技術課題 

一般に、原子力施設における安全確保を考える際には、その施設がもつ潜在的な危険が顕在化

する事故のシナリオを想定し、それらのシナリオが安全の基準に収まることを評価して、安全対

策が妥当であることを確認するという一連の流れで検討が実施される。通常の原子力発電所では、

このような安全評価の一連の流れが国の規則・ガイド等によって定型化・標準化されている。こ

れに対して、福島第一原子力発電所の廃炉作業に関しては、定型化・標準化された規則・ガイド

※１東京電力提供資料
※２横アクセスによる燃料デブリ取り出しのための有力なアクセスルートと考えられる、X-6ペネからペデスタル内側へ至るルートに、

落下物等による支障がないかを判断するための情報として、これまでの内部調査で確認された内容を記載。
PCV内の燃料デブリ取り出しのアクセスルートについては、機器ハッチ等からのアクセスルートを廃炉・汚染水対策事業で検討中。
1号機のX-6ペネの周りは高線量率であるため、作業環境整備が困難な場合は、機器ハッチをアクセスルートとする可能性がある。
なお、1号機の内部調査は、調査装置の投入を考慮しX-2ペネからアクセスを行う。

燃料デブリへのア
クセスルートに関
する情報※2

• グレーチング上側から、ペデスタル外側のドライウェ
ル底部へのアクセス可能

• X-6ペネからペデスタル内につながるCRDレール周
辺の状態は確認できず

• CRDレール上やペデスタル開口部付近には大き
な障害物なし

• ペデスタル開口部からペデスタル内側底部へのア
クセスが可能であることを確認

• ペデスタル開口部からペデスタル内側底部へのア
クセスが可能であることを確認

周囲の構造物の
状況に

関する情報

 グレーチング上側のペデスタル外側壁面に大きな
損傷なし

• ペデスタル内底部に燃料集合体の一部が落下
していたが、調査した範囲では、CRDハウジング
サポートには大きな損傷はなし

• ペデスタル内側壁面及びペデスタル内の既設構
造物（CRD交換機等）には大きな損傷なし

• ペデスタル内において複数の構造物の損傷や落
下物（一部は炉内構造物と推定可能）、
CRDハウジングサポートの一部脱落、変形を確
認

• ペデスタル内側壁面に大きな損傷なし

炉心部  炉心部にはほぼ燃料デブリなし
 炉心部にはほぼ燃料デブリなし

(外周部に切り株状燃料の残存の可能性あり)
 炉心部にはほぼ燃料デブリなし

RPV底部

 RPV底部に少量の燃料デブリが存在

 CRDハウジング内部及び外表面などに少量の燃

料デブリが存在

 RPV底部に多くの燃料デブリが存在

 CRDハウジング内部及び外表面などに少量の

燃料デブリが存在

 RPV底部に一部の燃料デブリが存在

 CRDハウジング内部及び外表面などに少量の燃

料デブリが存在

PCV底部
(ﾍﾟﾃﾞｽﾀﾙ内側)

 ペデスタル内側床面に大部分の燃料デブリが存

在

 ペデスタル内側床面に一定量の燃料デブリが存

在

 ペデスタル内側床面に2号機と比較して多くの燃

料デブリが存在

PCV底部
(ﾍﾟﾃﾞｽﾀﾙ外側)

 作業用出入口を通してペデスタル外側に燃料デ

ブリが拡がった可能性あり

 作業用出入口を通してペデスタル外側に燃料デ

ブリが拡がった可能性は小さい

 作業用出入口を通してペデスタル外側に燃料デ

ブリが拡がった可能性があり

作業現場の
線量※

 R/B１階X-6ペネトレーション周りの線量が高い

（630mSv/h）。

 R/B１階の線量は全体的に約5mSv/hまで低

減している。

 R/B１階の線量は数～数十mSv/h以上であ

り、線量が高い。

X-2ペネ
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等がないため、福島第一原子力発電所の安全上の特徴を踏まえたうえで安全確保の考え方を整理

し、関係者で共有することが必要である。 

事故炉である福島第一原子力発電所の廃炉は、通常炉と異なる特殊な環境のなか行われる未経

験の取組であることから、その安全確保に当たって以下の安全上の特徴（特殊性）を十分認識す

る必要がある。 

・ 大量の放射性物質（内部被ばくに大きな影響をもつα核種を含め）が通常にない様々な形態

（非定型）で非密封状態にあること 

・ 原子炉建屋、PCV といった放射性物質を閉じ込める障壁が完全でないこと 

・ これらの放射性物質や閉じ込め障壁の状況等に大きな不確かさがあること 

・ 現場の放射線レベルが高い等の制約から現場へのアクセスや現場情報を得るための計装装

置の設置が困難であること 

・ 現状の放射線レベルが高く、さらには閉じ込め障壁等の更なる劣化が懸念されることから廃

炉を長期化させない、時間軸を意識した対応が必要なこと 

NDFでは、このような特徴を踏まえ、下記を基本とした安全確保の考え方の整理を進めている。 

・安全評価を基本とした判断最適化： 

技術的な確実性、合理性、迅速性等を総合的に考慮して判断するに際して、安全の評価を十

分に活用することによって、安全対策についての判断が大きく振れること（寡少又は過剰な

リソース投入）を防止すること。 

・廃炉対応における適時性確保： 

事故の発生防止と影響抑制に留意すると同時に、既に顕在化している高い放射線影響、さら

には閉じ込め障壁等の更なる劣化を懸念し、廃炉を長期化させないよう時間軸を意識した対

応を行うこと。 

・運転操作、監視、分析、異常時等の現場運用による設計の補完： 

大きな不確かさゆえに、全ての状況に設計だけで対応することには限界がある。このため、

監視、分析等による情報を含め、運用段階で取得した情報を設計に活かしていくことをはじ

め、操作者による対応や現場運用で設計を補い、運用とトータルで安全を高めること。万一

の異常発生時の備えにおいても、異常の進展は緩やかで対応の時間的余裕が大きいという特

徴を考慮した現場対応を検討すること。 

 

また、こうした安全確保の考え方の整理とともに、次の 3.1.2.4.2 項から 3.1.2.4.7 項までに示

すとおり、燃料デブリ取り出しにおける安全確保に係る技術要件を定めて、重点的に検討を進め

ているところである。 

3.1.2.4.1.1 閉じ込め機能の構築（気相部） 

通常の原子力発電所においては、原子炉建屋内部を外部の大気に対して負圧に維持して放射性

物質の漏えいを防いでおり（負圧管理による動的閉じ込め）、PCV 内部と原子炉建屋内の間は均

圧（静的閉じ込め）となっている。一方、現在の福島第一原子力発電所においては、原子炉建屋・

PCV 等が水素爆発により一部損傷し、閉じ込め機能が低下しているため、燃料デブリ取り出し時

においては負圧管理による動的閉じ込め機能の構築が検討されている。また現状では、水の放射
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線分解で定常的に発生する水素による水素爆発の防止や酸素による構造材の腐食防止（不活性化）

の観点から、PCV 内に窒素を注入して窒素雰囲気に維持している。なお、原子炉建屋内からの排

気はフィルタによる放射性物質の除去と放射能測定を行う PCV ガス管理設備により放射性物質

放出抑制が図られている9。 

試験的取り出しや段階的な取り出し規模の拡大における、把持、吸引といった燃料デブリの取り

出しでは、既存の安全システムでの対応が可能な見通しである。その後の燃料デブリ切削等の作

業においては、PCV 内の機器や構造物に付着している Cs 等の再飛散や、放射性物質を含んだ水

分のエアロゾル化、仮に臨界が発生した場合の短寿命のよう素や希ガス発生等を考慮した気相系

の閉じ込め機能の構築が必要である。 

また、Cs 等の再飛散以外にもα放射性核種を含む飛散微粒子（αダスト）が発生し、PCV 気相

部の放射能濃度が上昇することが懸念される。したがって、PCV 内からのαダストの拡散を極力

抑制するとともに、作業員及び公衆への線量影響を許容値内に収めるための気相部の閉じ込め機

能の構築が必要である。 

このため、燃料デブリ取り出し規模拡大の段階ごとにαダスト飛散の傾向把握等を行い、次段階

において構築される閉じ込め機能の妥当性を検証しつつ、取り出し規模の拡大を図っていくこと

が合理的である。東京電力によるエンジニアリングでは、廃炉・汚染水対策事業の成果を踏まえ

て原子炉建屋内外のダストのモニタリング設備の拡充や、既設設備を用いた PCV 内の均圧化ない

し負圧化検討等が進められている。今後、作業に伴うαダスト飛散等の状態変化のモニタリング

結果を基に周囲への影響を評価し、徐々に燃料デブリ取り出しの規模を拡大していく。 

その過程において、周囲への影響が増加する可能性も想定し、二次的な閉じ込め機能の構築及び

その必要性についても検討している。 

 

図 11 負圧管理による閉じ込め機能（気相部）の構築例 

                                                   
9 東京電力, 1～4 号機原子炉建屋からの追加的放出量の評価結果(2020 年 6 月), 廃炉・汚染水対策チーム会合／

事務局会議 (第 80 回) 資料 3-6. 2020 年 5 月 28 日. 

https://www.tepco.co.jp/decommission/information/committee/roadmap_progress/pdf/2020/d200528_11-j.pdf 

セル（上取出し）

地表

地下水水位
滞留水水位

セル

二次閉じ込め境界
（R/B＋建屋カバーorコンテナ）
*必要性について今後検討

PCV内水位
管理レベル

PCV補修止水（液相部）

PCV補修（負圧維持）

R/B及びコンテナ

負圧管理
システム

（気相部）

PCV水位
より高い
範囲は気相

一次閉じ込め境界
（PCV補修＋作業用セル）
＊横取出し時はPCV上蓋有
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この閉じ込め機能（気相部）の構築に当たり、取り出し規模の更なる拡大に向けて当面取り組

むべき技術課題は次のとおりである。 

 

(1) αダストの飛散率の把握等 

上述のとおり、燃料デブリ取り出し作業に向けて、αダストの飛散率等のデータを収集すると

ともに、これに基づき、αダストの気相部への移行を可能な限り抑制する対策を講じる必要があ

る。 

αダストの飛散率等のデータを収集するためには、今後想定される試験的取り出しや段階的な

取り出し規模の拡大における飛散率測定の実証・確認を計画していくことが必要である。また、

これらの実証データが得られていない状況において燃料デブリ取り出し工法・システムに係る技

術検討や研究開発を進めるためには、αダスト飛散に係る一般的なおおよその挙動を把握してお

くことが必要であり、現在、燃料デブリの性状把握のための分析・推定技術の開発として模擬デ

ブリを用いた検証等が進められている。 

αダストの気相部への移行を抑制するためには、燃料デブリを水没させ、その加工は可能な限

り水中で行うことが望ましい。ただし、PCV 内水位の設定は、次項に述べる液相部の閉じ込め機

能の構築等の他の技術要件との調整事項となることから、全ての加工を水中でできるとは限らな

いため、水没していない燃料デブリについては水を掛け流すことによるαダストの気相部への移

行抑制が検討されている。 

(2) PCV 内負圧管理の実現性の見極め 

A. 現場条件を踏まえた負圧管理の技術的成立性 

PCV 内を負圧に維持するためには、PCV 損傷状況に応じた排気能力が必要となる。現時点にお

いては、損傷箇所の特定には至っていないものの、実機における窒素供給量と PCV 圧力変動のデ

ータを基に排気能力を設定している。このとき、内部の温度上昇や排風機の停止等の異常事象に

よる PCV 内部の圧力上昇への備えとして、余裕を持った差圧の設定が必要となる。また、これら

を達成するためには、必要に応じて PCV 上部の補修が検討されることとなるが、高線量下での作

業となるため遠隔作業ないし作業員の被ばくが伴うなどの困難が存在する。 

このように、現場条件を踏まえた PCV 内の負圧維持の技術的成立性を、試験的取り出しや段階

的な取り出し規模の拡大時に得られた情報も踏まえて見極める必要がある。 

 

B. 負圧管理時の PCV 内への空気流入による影響 

負圧管理を行う場合、PCV 内に空気が流入することとなる。そのため、PCV 内部で水の放射線

分解により発生する水素量に関する情報収集や流入する空気（酸素）の影響による火災・水素爆

発の可能性について評価を行い、必要に応じて、窒素ガス供給量増加による不活性化の維持等の

防護策を検討していくことが必要となる。 

 

C. 二次閉じ込め機能の必要性検討 

図 11 に例示したように、燃料デブリ取り出しに当たっては、負圧管理された PCV に連結する
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形で作業用のセルを新たに設置し、燃料デブリを取り出して収納缶を輸送容器に格納するまでの

作業はこのセル内部において行うことを想定している。PCV 及びこの作業用セルが、αダストの

外部への流出（アウトリーク）を防止する一次閉じ込め機能を構築することとなる。 

これに加え、負圧管理による一次閉じ込め機能が喪失し、閉じ込め境界から放射性物質が漏え

いした場合に備え、既存の原子炉建屋に建屋カバー又はコンテナを設置し、原子炉建屋を微負圧

に管理して放射性物質を回収処理する二次閉じ込め機能の必要性検討が進められている。ただし、

原子炉建屋は保有する体積が大きく、また事故による影響から気密性が低下していることも考え

られるため、負圧を維持する場合には大規模な排風機が必要となると考えられる。そのため、今

後得られるダスト飛散の傾向把握等の結果を踏まえながら、二次閉じ込め機能として必要な機能

の見極めと研究開発を進めていく必要がある。 

 

D. PCV の閉じ込め機能の劣化抑制 

燃料デブリ取り出し期間中にわたって PCV 内を負圧に維持するためには、PCV による閉じ込

め機能の劣化を考慮しておく必要があり、地震や経年変化に対する備えが必要となる。これにつ

いては、3.1.2.4.1.5 項で概要を述べる。 

 

(3) 排気管理の検討 

負圧管理に伴う排気の管理においては、燃料デブリ由来の核燃料物質等を含むおそれのある気

体中の放射性物質について、放出濃度及び放出量を測定管理することにより、施設周辺の公衆に

対する線量基準以下に維持されていることを確認する必要がある。また、燃料デブリ由来のα放

射性核種を評価対象に加え、燃料デブリ取扱作業中において定常的に監視測定を行い通常の変動

幅をあらかじめ評価しておくことにより、漏えい等の異常事象を早期に発見して適切な影響緩和

策を講ずることができるようにし、作業員及び環境への影響を防ぐべきである。 

なお、ダストの効率的な回収等の除染設備構築のための設計要求として、燃料デブリの機械的

性状や化学的組成の情報が必要であり、今後、燃料デブリの分析による情報の確度向上が課題で

ある。 

3.1.2.4.1.2 閉じ込め機能の構築（液相部） 

発生するαダストの飛散率を軽減し気相部への移行を抑制するため、燃料デブリ取り出しに当

たっては、燃料デブリに水を掛けながら切削等の作業を行うことが想定される。把持、吸引とい

った燃料デブリの取り出しにおいては、既存の安全システムでの対応が可能な見通しであるが、

その後の燃料デブリの加工や干渉物撤去等の作業に当たっては、大量のα粒子が冷却水（液相部）

に混入することとなる。このα粒子を含む冷却水が環境へ影響することを防ぐために、冷却水の

循環・浄化系の確立と汚染拡大防止対策を考慮した液相部閉じ込め機能の構築が必要である（図

12）。 

このため、燃料デブリから循環冷却水中へ溶出すると考えられる溶解性核種の除去技術、循環冷

却水系のフィルタに捕集された固形物の処理技術について検討していく必要があり、廃炉・汚染

水対策事業にて研究開発が進められている。これと並行して、α粒子を含む冷却水の拡散防止の
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観点で利点となる、PCV から取水し原子炉へ注水冷却する PCV 循環冷却系の構築について、廃

炉・汚染水対策事業による研究開発10にて検討が進められた。 

燃料デブリ取り出し規模拡大の各段階において、合理的な液相部閉じ込め機能を構築するため

には、段階ごとに冷却水中の放射能濃度の監視等を行い、次段階において構築される閉じ込め機

能の妥当性を検証しつつ進めることが合理的である。閉じ込め機能（気相部）と同様に、作業に

よる液相への影響の確認・調査の観点から、循環水系のモニタリングや既設の水処理設備での入

口放射性物質濃度の低減を目的とした設備の追設、設置等について、廃炉・汚染水対策事業の成

果11を踏まえ、東京電力のエンジニアリングにて検討が進められている。デブリ取り出し作業中の

液相への影響について、α放射性核種を含めた廃液の状況変化のモニタリング結果を基に、徐々

に燃料デブリ取り出しの規模を拡大していく。なお、原子炉建屋内水位を地下水水位より低く維

持し、地下水への冷却水の流出を防止することや PCV 内水位を適切に管理することが求められ、

この点も考慮して安全システムは構築される。 

この閉じ込め機能（液相部）の構築に当たり、取り出し規模の更なる拡大に向けて当面取り組

むべき技術課題は次のとおりである。 

 

図 12 閉じ込め機能（液相部）の構築例 

  

                                                   
10 IRID, 平成 29 年度補正 廃炉・汚染水対策事業費補助金 「原子炉格納容器内水循環システム構築技術の開発

（実規模試験）」 2019 年度実施分最終報告, 2020 年 8 月. 

 https://irid.or.jp/wp-content/uploads/2020/09/2019006mizujyunkan.pdf 

IRID, 平成 29 年度補正 廃炉・汚染水対策事業費補助金 原子炉格納容器内水循環システム構築技術の開発（実

規模試験）2019 年度実施分最終報告, 2020 年 8 月.  

https://irid.or.jp/wp-content/uploads/2020/09/2019007mizujyunkanjitukibo.pdf 
11 IRID, 平成 28 年度補正予算「廃炉・汚染水対策事業費補助金」 燃料デブリ・炉内構造物の取り出し工法・シ

ステムの高度化 平成 30 年度最終報告, 令和元年 7 月.  

http://irid.or.jp/_pdf/20180000_13.pdf 
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(1) 燃料デブリ取り出しによる冷却水中の放射能濃度上昇の抑制 

冷却水中の放射能濃度を把握する取組として、段階的な取り出し規模の拡大時における廃液へ

の影響把握を計画していくことが必要である。 

PCV 内の冷却水の放射能濃度の上昇を抑制する観点では、切削によって発生するダストを PCV

循環冷却系で回収することによる拡散抑制が検討されており、段階的な取り出し規模の拡大の段

階で、現状の水循環システムによるモニタリング結果を PCV 循環冷却系の検討に適宜、反映して

いくことが望ましい。 

(2) PCV 内の水位の設定 

S/C 脚部の耐震裕度が低いことから、S/C 内の水位を低くする方が望ましい。このとき、各号

機における PCV の損傷状況や、地下水への冷却水の流出防止（原子炉建屋内水位を地下水水位よ

り低く維持）等の観点も考慮して PCV 内の水位を適切に設定して管理するとともに、燃料デブリ

の冷却やダスト飛散抑制の観点で、安全が確保されることを確認しておくことが求められる。 

3.1.2.4.1.3 冷却機能の維持 

燃料デブリは放射性物質の崩壊による熱を発生している。例えば、事故後 10 年を経過した 2 号

機では事故時の 1000 分の 1 以下まで低下したとはいえ、最大 69kW12の発熱があると推定されて

いる。このため、冷却を継続しないと、発生した熱を周囲の物質が徐々に吸収し、以下の事象が

生じることが懸念される。 

・燃料デブリ中の酸化ウランの温度上昇により酸化が進み(O/U 比が増加)、体積が膨張し、ひ

び割れが発生して粉体化が進行する。 

・コンクリート構造物中の水分も熱によって逸散、乾燥し、ひび割れが発生してコンクリート

の強度が低下する。 

・PCV 内が乾燥し、放射性ダストが飛散、浮遊しやすくなる。 

・一旦乾燥状態になった後に注水を行うと、燃料デブリに接触した水が蒸気となって PCV の

内圧を上昇させ、損傷部から放射性ダストを伴って漏えいする。 

上記 4 点や燃料デブリの過度な温度上昇を抑制するため、現状、原子炉注水による循環冷却を

行うことで、100℃未満（冷温停止状態）を維持している。2019 年度までは、冷却設備の運転・保

守管理の適正化、緊急時対応手順等の適正化を図ることを目的として、原子炉注水の一時的な停

止を実施してきている。今後、燃料デブリ取り出し作業において燃料デブリ周辺にアクセスする

際には、燃料デブリ取り出し装置等が長期間にわたり健全に機能を維持できる温度以下とする必

要がある。 

さらに、将来的に燃料デブリ取り出しが進行し、残存する燃料デブリ量の低減に伴い崩壊熱量

が低減した場合を想定し、冷却水の注入による冷却が不要となる可能性についても留意しておく

べきである。 

この冷却機能の維持に当たり、当面取り組むべき技術課題として、各作業が実施可能な PCV 内

部温度目標の設定や各作業中の冷却機能への異常発生を想定した対応策等がある。基本的な対応

策は早期の復旧や機動的対応等により冷却を継続することであるものの、異常発生時の時間余裕

                                                   
12 西原健司ら,"福島第一原子力発電所の燃料組成評価",日本原子力研究開発機構,JAEA-DATA/Code 2012-

018(2012). 
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等を基に PCV 内部状態の変化を評価し、機器の回収等、異常発生時の対応策・手順等を検討して

おく必要がある。 

PCV 内の温度監視も燃料デブリ周囲の機器や水の温度で評価しており、燃料デブリの温度を直

接測定していない。冷却水の低減に備え、燃料デブリの温度を測定するか、あるいは直接測定が

困難な場合は現在の評価に用いている機器や水の温度から推定する技術を検討しておく必要があ

る。 

また、燃料デブリ取り出し作業時には、ダストの飛散抑制の観点から、水をかけながら燃料デ

ブリを切削するなどの加工を行うことも考えられ、PCV 内部の水位管理や発生する汚染水管理に

も留意が必要である。 

これらのことから、燃料デブリ取り出し等の作業が既設の循環水冷却・浄化システムとその冷

却機能にどのような影響を与えるか、状態を監視しながら慎重に進められるよう、監視パラメー

タ、判断基準等をエンジニアリングで計画し、準備しておく必要がある。 

3.1.2.4.1.4 臨界管理 

現状、短半減期の核分裂生成物である Xe-135 の濃度監視では、濃度は臨界判定基準である

1Bq/cm3 を超えることはなく臨界の兆候は見られていない。また、燃料集合体の溶融は水との存

在比の観点から臨界になりにくくなる変化であること、炉心溶融の過程で炉内構造物等の不純物

の混入が予想されること、事故進展の結果として炉心部に留まらず広範囲に分散していると推定

されることなど、予想される燃料デブリの存在状態から、福島第一原子力発電所の燃料デブリで

は工学的にみて臨界が起こる可能性は低いと考えられる。なお、炉心溶融の過程で燃料要素より

先に制御棒が溶け落ちた可能性や偶発的に燃料デブリが粉砕し水と最適混合することを想定した

場合においてもその規模は小さいと考えられる。 

このように臨界が起こる可能性は低いと考えられるものの、燃料デブリ取り出しにより、燃料

デブリの形状等を変化させることから、燃料デブリの形状等が変化した場合に臨界になり得る条

件を把握して、確実に臨界の発生を防止すること、また、万が一の臨界を想定しても速やかな検

知・停止が行われるよう適切な管理方法を確立する必要がある。 

取り出し初期においては、把持、吸引といった燃料デブリの形状を大きく変化させない方法や、

推定反応度変化量に基づき加工量制限しながら取り出しを行う。また、取り出し規模を拡大して

いく段階や切削を行う段階においては、作業前の未臨界度測定や中性子吸収材の投入準備などの

措置を講じつつ、取り出し量を増加していくことが考えられる。また、取り出し全体を通じて、

取り出しの状況から臨界の発生が考えられない場合以外では、取り出し作業に伴う燃料デブリ周

辺の中性子信号の変動量を確認して燃料デブリの臨界性を評価しながら取り出しを行うことで、

設計による対応と運転員による監視と判断を組み合わせた、確実な臨界防止を行うことが必要で

ある。 

取り出した燃料デブリの保管に当たっても未臨界状態の維持をより確実にするために、収納缶

に収納する等、管理をした状態で保管することが重要である。 

この臨界管理に当たり、当面取り組むべき技術課題は次のとおりである。 
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(1) 臨界評価手法の整備 

内部調査等や燃料デブリ取り出し時の各段階で得られる情報を基に、燃料デブリの臨界性につ

いての情報を精緻化していくことが必要であり、臨界の起こりにくさや影響度を評価する手法の

整備が進められている。それらの評価を行うに当たって、臨界評価に対し影響の大きいパラメー

タに関する情報が、内部調査や取り出しを進める過程で入手できるように計画し、また、適宜情

報を最新化することにより計画を見直していくことが必要である。 

 

(2) 取り出し箇所周辺の局所的な中性子測定 

既存の中性子検出器としては、核分裂電離箱、B-10 比例計数管、半導体検出器など用途に応じ

た多様な種類が存在しており、これらの特徴を踏まえつつ、中性子検出器を各段階に応じて選定

する検討が進められている。臨界監視のために求められる中性子検出器の要求仕様としては、①

作業期間に応じた寿命（集積線量（Gy））が維持できること、②想定する装置に搭載できること

（サイズ・重量、ケーブル径）、または作業場所に設置できること（サイズ・重量、ケーブル引き

回し）③必要な検出効率(時間、精度)が挙げられる。そのため、内部調査で得られる PCV 内線量

率についての情報や号機ごとの装置開発の状況を踏まえつつ、最適な検出器を選定していくこと

が重要である。なお、小型検出器は未臨界度測定の他、単体検出器として局所的な中性子測定の

連続監視にも用いる可能性が高く、局所・連続監視の実用化に向けた検討を継続していく必要が

ある。具体的には中性子検出器の仕様だけでなく、設置場所や数、得られたデータに基づきどの

ような評価ができるのか等、連続監視の成立性の検討を要する。更に、具体的な運用方法として、

中性子束の変動による作業中止や再開、中性子吸収材であるホウ素の注入判断基準を策定する必

要がある。 

なお、取り出し作業場所以外での臨界可能性についても検討していく必要がある。例えば、PCV

底部ペデスタル外、配管、水系フィルタ、廃液受槽等、循環水冷却系において回収しきれなかっ

た燃料デブリ切削粉が蓄積している箇所における臨界の可能性である。これらは、PCV ガス設備

により臨界検知できるが、臨界近接監視の成立性等や、臨界リスクシナリオや評価に応じた対応

を検討していく。 

現在はエンジニアリングにて、更に規模を拡大した取り出し時の循環水系システムの構成、設

備仕様について概念設計を実施中である。各機器は後段での手戻りを避けるために設計の早い段

階で臨界評価を行う必要があり、臨界防止対策が機器の仕様に大きな影響を与えるものを事前に

抽出する作業を実施している。 

 

(3) 未臨界度測定の成立性の見極め 

未臨界度測定を行う場合、(2)の要求仕様に加えて、短時間の中性子のゆらぎを捉える高い時間

分解能とガンマ線環境下で微弱な中性子信号を測定するため高感度の検出器を選定する必要があ

る。これまでの検討では、主に高ガンマ線環境下（1000Gy/h を想定）における鉛遮へいの必要性

から、装置への搭載性（サイズ・重量・電磁ノイズ対策等）と感度による運用法(測定時期・測定

時間、設置場所等)の検討が課題となっていた。今後、燃料デブリ取り出し工法・システム側から

の制約条件（重量、サイズ、ケーブルの取り回し、アームとの干渉、計測・加工時間のバランス

等）を踏まえつつ、中性子検出器の選定や最適化検討を行うことが必要であり、燃料デブリ周辺
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のガンマ線線量率・中性子計数率を把握していく取組や連続監視への対応も視野に入れ、複数の

検出器を組み合わせつつ小型化すること等により現場への適用性が検討されている。 

また、様々な組成・性状の混在が予想される燃料デブリへの適用性を判断するために、技術の

実証に向けた計画の策定と実証による技術成立性の見極め、適用範囲限定を行う必要がある。 

(4) 中性子吸収材の成立性の見極め 

規模拡大の各段階で得られる情報によって、燃料デブリの臨界性が高いことが判明した場合ま

たは未臨界度測定の技術成立性に適用範囲の限定があった場合に備えて、通常の燃料デブリ取り

出し時に、五ホウ酸ナトリウムで満たす場合の必要ホウ素濃度の評価や設備成立性等の検討が進

められ、漏えい時の環境影響や構造材であるコンクリートとの共存性が評価された13。PCV 循環

冷却系への影響やホウ酸の分別・回収、再利用、処理時の設備影響・廃棄物影響等、ホウ素濃度

を維持するための具体的な作業を検討していくとともに、五ホウ酸ナトリウム注入の常用の必要

性と弊害を検討し、「(2)取り出し箇所周辺の局所的な中性子測定」にて述べた臨界近接監視法と

あわせて現場への適用性を確認する必要がある。 

また、臨界が発生した場合には、緊急五ホウ酸ナトリウム注入によって未臨界状態に移行する

こととなるが、移行後の未臨界を維持する方法（水位低下、ホウ素濃度維持等）及び復旧方法を

判断していく必要がある。 

さらに燃料デブリの臨界に対する余裕が小さい場合の確実な未臨界維持のため、PCV 循環冷却

系への影響を局所的に留めることのできる非溶解性中性子吸収材についても開発が進められてい

る。 これまでに、基礎物性試験・耐放射線性能試験等を行い、非溶解性中性子吸収材の候補とし

て、B4C 金属焼結材・B/Gd 入ガラス・Gd2O3粒子、水ガラス／Gd2O3造粒粉材が挙がり、これら

の候補材について、燃料デブリ保管時の長期照射による収納管健全性への影響、デブリ加工に対

応した燃料デブリへの散布方法や散布後の効果が確認された。 

なお、非溶解性中性子吸収材の導入に当たっては、PCV 腐食への影響や環境放出時の環境影響

などの課題の見極めが必要となる。 

 

(5) PCV ガス管理設備による臨界検知 

燃料デブリ取り出し箇所周辺の臨界近接及び臨界検知と、燃料デブリ取り出し箇所以外におけ

る燃料デブリの落下・粉体デブリの集積などによる臨界を検知するため、PCV ガス管理設備にお

ける臨界監視の即時性、検出器の高感度化を図る必要がある。 

既に測定している Xe-135 に加えて反応度変化への追随性の良い Kr-87/88 を測定することによ

って臨界検知を早期化できる他、PCV 全体の未臨界度を推定できることが判明しており、今後、

実機への適用方法について検討する必要がある 13。 

3.1.2.4.1.5 PCV・建屋等の構造健全性の確保 

PCV、RPV ペデスタル等の主要機器と原子炉建屋に関して、事故後、東京電力の検討や廃炉・

汚染水対策事業において、構造健全性等の評価が進められた。その結果、主要機器と原子炉建屋

                                                   
13 IRID, 平成 29 年度補正予算 廃炉・汚染水対策事業費補助金 燃料デブリ・炉内構造物の取り出し工法・シス

テムの高度化（臨界管理方法の確立に関する技術開発）最終報告, 2019 年 7

月.http://irid.or.jp/_pdf/20180000_04.pdf  
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等が一定の耐震裕度を有していることが確認されている。 

今後は、既設の主要機器と原子炉建屋等、及び、燃料デブリ取り出しのために今後新設する機

器と設備（以下「設備」という。）と建屋（既設設備・建屋の改造部を含む）が、要求機能を満

足し、比較的長期にわたる燃料デブリ取り出しにおいて、①作業を安全に実施できること、②地

震と津波をはじめとする外部事象に対して所要の安全性を確保できることが必要である。また、

③長期的な保守管理を前提としつつ、④今後の PCV 内部調査やデブリ分析結果等で得られる新

たな知見を燃料デブリ取り出し設備の設計や工法の検討にフィードバックすることが重要であ

る。主な要求機能を以下に例示する。 

 

〇既設の設備と建屋に関して（改造部を含む。必要に応じて経年影響も考慮） 

 PCV、RPV 及び原子炉建屋等の閉じ込め機能の劣化を抑制し、放射性物質の大量放

出を抑制・防止する（閉じ込め機能の維持）。 

 原子炉建屋等が、既設の主要機器に加えて、燃料デブリ取り出しのために原子炉建

屋等に新たに設置される設備を安全に支持する（支持機能の維持）。 

〇燃料デブリ取り出しのために新設する設備と建屋に関して（既設設備への接続部を含む） 

 設計要求に応じた機能を有し、放射性物質の大量放出を抑制・防止する（閉じ込め

機能の確保）。 

 燃料デブリ取り出しのために設置される設備を安全に支持する。（支持機能の確

保）。 

 新設する建屋等が所要の安全な作業環境を提供する（遮へい性能の確保等）。 

 

今後の設計の進捗により、燃料デブリ取り出し時の荷重条件（新設される設備の配置、大きさ、

重量、PCV/生体遮蔽壁への開口の新設等）が具体化される。設備と建屋の構造健全性の確保に

向け、サイトの状況を反映しつつ、それらの最新の設計情報に基づいて、着実に検討を進める。 

なお、新設する設備と建屋の具体的な設計では、耐震クラスの設定とそれに基づいて耐震評価

を行うことが重要となる。一方、事故で損傷した建屋や主要機器等については、いまだに高線量

の環境下で補修や補強も容易でない状況にある。このため、設計に用いる地震動やクライテリア

は、リスク評価の観点も含めて適切に設定する。 

3.1.2.4.1.6 作業時の被ばく低減等 

中長期ロードマップ、東京電力の廃炉中長期実行プランに沿い、作業エリア・アクセスルート

の作業環境の改善として、原子炉建屋内の干渉物撤去、線量低減が進められている。今後、燃料

デブリ取り出し関連作業として、高線量の設備等の撤去などが計画されており、作業時の被ばく

低減が課題である。 

燃料デブリ取り出し関連作業の主な作業エリアは原子炉建屋内等の高線量区域である上、内部

被ばくの際の線量寄与が大きい燃料デブリ由来のα放射性核種を含む核燃料物質等を取り扱うこ

とになるため、被ばく低減には、より一層の外部被ばく管理及び内部被ばく管理が重要となる。 

具体的には、作業環境や作業形態に基づいた放射線防護を適切に実施し、作業者の過度な被ばく

を防止することが肝要である。外部被ばく防護に関しては、作業エリアの対象線源と線量率から
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被ばく線量を評価し、「時間、距離、遮へい」の三原則に則り、合理的に達成可能な被ばく低減対

策を施す必要がある。 

その際、次のような考え方を念頭に置いて、除染、遮へい、遠隔技術等の被ばく低減方策の適切

な組み合わせを目指すべきである。 

 遠隔技術の活用と除染の組み合わせによる被ばく低減を優先的に検討し、その後「時間、

距離、遮へい」による作業時被ばく管理を計画すること 

 PCV 内やトーラス室内のように極めて放射線量が高いエリアは、遠隔技術により人がアク

セスすることなく作業を実施すること 

 上記のエリアを除く原子炉建屋内については、作業全体に係る積算線量を低く抑えること

ができるように除染、遮へい、不用物の撤去、遠隔技術、作業時間短縮等の最適な組み合

わせを検討すること 

 遠隔技術を活用する場合であっても、その設備を設置する作業、メンテナンス作業、トラ

ブル時対応作業等が付随して必要であることを考慮して評価・検討を行うこと 

 除染の作業についても、遠隔技術を用いるか人手で実施するかは、その対象箇所の線量率、

汚染形態、作業スペース、利用頻度、遠隔技術の適用性・開発動向、工程、コスト等を評価

して判断すること 

 ニーズが不明確な箇所や全体の線量低減といったベターメント指向の検討は控え、作業ニ

ーズが明確な箇所の検討を優先して行うこと 

 

また、内部被ばく防護に関しては、放射性ダストの飛散抑制、汚染拡大防止等の設備上の措置を

講じた上で、作業エリアの対象核種と空気中濃度及び表面密度から適切な防護措置を選定し、吸

入摂取や身体汚染の防止に努めるべきである。内部取り込み事象の異常時は、体外計測法（肺モ

ニタ）やバイオアッセイ法により預託実効線量を評価するため、事前に被ばく評価上重要なα放

射性核種を選定し、空気中濃度の管理、防護装備の着用基準、機器校正管理へ反映しておくこと

が重要である。また、作業環境や入退域の作業者身体における表面密度の管理は、区域区分を超

えた汚染拡大を早期に発見し、遊離性汚染から再浮遊したダストによる内部取り込みを未然に防

止するために重要である。 

長期にわたる廃止措置の被ばく低減においては、現場作業の実績、教訓等の知見を蓄積し、ノウ

ハウを伝承することが重要である。取り出し規模の更なる拡大に向けて、情報を共有し、迅速に

次の作業計画へフィードバック可能なデータベース等を整備する必要がある。 

特に、原子炉建屋内の作業員の被ばく低減については、作業エリア・アクセスルートに必要な作

業環境を確保するために、対象範囲の周囲の寄与も含めて線量分布、汚染状況について十分な調

査を行い、線源位置、強度を可能な限り特定して線量低減計画を立てることが重要である。作業

エリア・アクセスルートの目標線量率は、作業の成立性を十分に検証し、法令で定められた作業

者の被ばく線量限度（50mSv/年及び 100mSv/5 年）に対する裕度も考慮して設定する。高線量区

域の線量低減計画は、線量限度に従う作業時間と作業達成に必要な作業時間について、可能な限

り総被ばく線量を抑制して作業を達成するための管理的対策を行うことが重要である。 

今後、燃料デブリ取り出し作業が開始されると、一連の作業プロセスの中でのα放射性核種の

発生量が増加する。通常の作業時に加え、トラブルなどによる空気中及び水処理系への拡散にも
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備えた閉じ込めや漏洩検知ができる管理方法、設備が必要になる。滞留水、床汚染からα放射性

核種が検出されていることから、作業者の身体汚染、R zone 外への汚染拡大防止対策が必要であ

り、チェンジングプレスの設置、α線用汚染検出器の充実が重要である。 

また、作業員の被ばくが個人に偏ることがなく、作業員全体の被ばくも低減できる長期的な作

業計画を作成し、被ばく管理を適切に行っていく必要がある。 

3.1.2.4.2 燃料デブリ取り出し工法に係る技術課題 

3.1.2.4.2.1 アクセスルートの確保 

燃料デブリ取り出しに係る機器・装置の搬入、設置、搬出、燃料デブリや廃棄物の移送のため

には、アクセスルートの干渉物が撤去されるとともにこれらの作業が可能な程度に原子炉建屋内

の線量が低減されていること、すなわち、アクセスルートが構築されていることが必要である。

燃料デブリへのアクセスルートを構築するために PCV 等に新たな開口を設ける場合などには、

3.1.2.4.1.1 項で述べた気相部の閉じ込め機能の観点から PCV 及び RPV からの放射性物質の放出

抑制、既存の構造物の健全性維持に対しても留意が必要である。 

中長期ロードマップでは、初号機を 2 号機とし、試験的取り出しに 2021 年内に着手し、段階的

な取り出し規模の拡大に向けて進めていくことが示され、東京電力において、2 号機 X-6 ペネ等

からのアクセスルート構築の具体的なエンジニアリング検討が進められている。 

一方、取り出し規模の更なる拡大に向けては、これまでの廃炉・汚染水対策事業における研究開

発成果を踏まえ、PCV 側面開口部から燃料デブリに到達するまでのアクセスルート構築（横アク

セス工法）の検討が進められている。横アクセス工法においては、吊り橋方式やアクセストンネ

ル方式などの検討が行われているが、新設の重量構造物と PCV 側面開口部の接続部構造の閉じ込

め、遮へいや地震変位への対応が課題である。 

また、横アクセスに加え、上アクセスを含むアクセスルート構築について、スループット向上を

目的に、取り出し準備工程が短縮となる干渉物撤去技術や搬送方法の検討を行っている。干渉す

る構造物を一体または大型で取り出し、閉じ込め、遮へいを確保して搬送する方法等について、

その実現性を廃炉・汚染水対策事業で検討している。 

今後、上記の課題も踏まえ、規模拡大の各段階で得られたデータから、次段階において構築さ

れるべきアクセスルートを具体化していく必要がある。特に、1 号機の X-2 ペネの内側扉の切削

時では、作業開始前に想定していた以上に PCV 内のダスト濃度上昇が生じており、ダスト飛散対

策だけでなく、このような状況に直面し対策に時間を要することも考慮した検討や計画が必要で

ある。 

なお、燃料デブリ取り出し方針においては、号機ごとに燃料デブリが存在すると考えられる部

位に応じた最適な取り出し工法を組み合わせることとされており、今後の規模拡大にむけた研究

開発を進めていくことが重要である。 

3.1.2.4.2.2 機器・装置の開発 

試験的取り出し、段階的な取り出し規模の拡大、取り出し規模の更なる拡大の各フェーズにお

いて、燃料デブリを取り出すための機器・装置は、安全・確実・効率を重点において開発する必

要がある。また、これらのフェーズで開発する機器・装置については、燃料デブリが主に存在す
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ると考えられる RPV 内部及び PCV 底部の現場状況に柔軟に対応するために、耐放射線性、防じ

ん性、防水性、温度範囲、遠隔点検・保守性、遠隔操作性、視野確保、耐震性、衝突回避や異常時

自動停止などの保護機構、高い信頼性と適切な冗長性、トラブル発生時に以降の作業を妨げない

救援機構、燃料デブリ取り出しの効率性などを考慮した仕様を設定する必要がある。 

試験的取り出し、段階的な取り出し規模の拡大用の装置は、廃炉・汚染水対策事業の研究開発

として進めてきており、段階的な取り出し規模の拡大以降については、その開発成果を東京電力

が引き継いで実現をしていくことが必要である。東京電力は 2 号機に適用するロボットアーム等

のエンジニアリングを進めるとともに、それら遠隔装置を使用した燃料デブリ取り出しの運転に

向けた教育・訓練の準備を進めている。ロボットアーム等の遠隔装置は、現場に設置する前に想

定する PCV の内部環境を模擬したモックアップを使って、性能検証、操作訓練を十分に行うこと

が不可欠であり、そのためのモックアップ設備の整備が必要である。 

取り出し規模の更なる拡大用の機器・装置については、効率向上のための工法、燃料デブリの

様々な状態に応じた取り出し・取扱システム、燃料デブリの加工で発生するダストの集塵システ

ムの開発が進められている。具体例としては、上アクセスによる大型構造物の取り出し、上アク

セス・横アクセス工法ごとの干渉物撤去のための研究開発、燃料デブリの切削・加工システム（機

械的、熱的）と集塵・飛散抑制システムの開発、燃料デブリの様々な状態（破片状、汚泥状、微細

粉状等）に応じた取り出し・回収システムの開発、ロボットアーム等の遠隔操作支援、ユニット

缶状態での構内搬送、循環冷却水中の溶解性核種の除去、PCV 内から回収した堆積物等の処理、

PCV 内のダスト挙動予測等の開発が進められている。さらに、燃料デブリ取り出し機器・装置の

設置のための技術も必要であり、遠隔作業となることを基本として、遮へい、閉じ込め機能（気

相部）の構築のための作業セル設置、既設構造物との接続方法の研究開発を進めている。 

開発の進め方としては、先行する調査、取り出し作業によって徐々に得られる情報に基づいて

柔軟に後段の作業を進めていき、新たな重要課題に対しては開発を継続していくことが必要であ

る。開発された機器・装置についてはシステムとして組み合わせた上で、実際に現場において安

全確実に性能が発揮できることを確認するために、モックアップ試験を重ねて検証を行う必要が

ある。このモックアップ試験は、不確定要素を多分に含む過酷環境条件下に対して、遠隔装置の

適用性や遠隔システム全体の運用・保守性の検証を行うため、現場環境を模擬した施設で実施す

る必要がある。そのため NDF と東京電力は、関係機関と協力し、遠隔モックアップ試験計画の進

め方と試験計画レビューの仕組み、整備するモックアップ施設の範囲、必要となる時期、運用管

理等について検討を進めている。 

3.1.2.4.2.3 系統設備・エリアの構築 

安全機能の確保を前提として、過度な設備仕様とならないよう配慮しつつ系統設備等の構築に

ついて検討、その成果に基づいて設備を追設する等の必要な処置を講じ、適正に運用していくこ

とが求められる。検討においては、設備の敷設、運転・保守管理に加え、作業員被ばく低減のた

めの遮へい体等も考慮し、十分なエリアが確保され、必要とされる環境条件を満たす必要がある。 

この系統設備には、気相部の閉じ込め機能の構築で要求される負圧管理システム、液相部の閉

じ込め機能や冷却機能の維持で要求される循環水冷却・浄化システム、臨界管理で要求される臨

界管理システムなどがある。また、燃料デブリ取り出しに当たって必須である PCV 内部状況の監
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視のための計測システム（圧力、温度、水位、放射線等）の具体化は重要な課題であり、これらを

統合した安全システムの構築に向けて、廃炉・汚染水対策事業による研究開発を基に、前提条件

（設備設計条件）を仮設定し、系統設計や配置検討等について、東京電力によるエンジニアリン

グにて検討が進められている。特に、燃料デブリを安全に取り出し、保管するための設備、装置

類を、適切に運用するために必要な安全機能を確保する安全システムの実現性を見極め、燃料デ

ブリ取り出し方法の検討を着実に進めていくことが重要であり、確実な取組が必要である。 

また、燃料デブリ取り出し装置・関連機器や系統設備を設置するエリアの構築については、各

システム設置に必要なスペースの算出が進められており、原子炉建屋内の高線量区域の取扱や他

作業との干渉も考慮し、既存建屋以外への設置も含めて検討が進められている。 

3.1.2.4.3 燃料デブリの安定保管に係る技術課題 

3.1.2.4.3.1 燃料デブリの取扱（収納・移送・保管） 

燃料デブリ取り出し開始までに、未臨界維持、閉じ込め機能、水素発生対策、冷却等の安全機

能を備え、取り出した燃料デブリの収納から移送、保管までの一連のシステムを構築する必要が

ある。そのため、以下の検討が進められている14。 

・収納缶の基本仕様、すなわち取扱性を考慮した全長や作業効率と未臨界維持を考慮した内径な

どの策定と、構造検証のための試験の実施による収納缶の構造健全性の実証 

・収納缶を格納した燃料デブリからの現実的かつ合理的な水素発生予測法の検討とその予測法

を用いた収納缶の蓋に設置される水素ガス放出用のベント機構の検討と移送容器内の水素ガ

スの蓄積を考慮した安全な移送条件の検討 

・収納缶内またはユニット缶内に格納された燃料デブリに対して適用可能で効率的な乾燥技術

の開発と、その技術を用いた乾燥システムの検討 

今後、これらの検討結果に基づいて、燃料デブリの収納から保管までのシステムおよび機器/設

備を関連する他のプロジェクトと協調して具体化していく必要がある。さらに、1 日当たりの燃

料デブリ取り出し量や収納缶への充填率を考慮した移送方法の具体化、具体的な保管施設の形式

や規模等も検討していく必要がある。また、燃料デブリの収納から保管までの設備・システムの

具体化に際して、保障措置の適用に必要な設備に対しても配慮を行っていく必要がある。 

段階的な取り出し規模の拡大において収集・蓄積できる燃料デブリからの水素ガス発生量等の

各種計測データや、構内移送容器による燃料デブリの受け入れから一時保管までの作業における

燃料デブリの取扱に関する知見や経験を、更に規模を拡大した取り出し時の燃料デブリを安全・

確実・合理的に収納・移送・保管するための設備、施設の設計に可能な限り反映することが重要

である。また、更に規模を拡大した取り出しに際しては、敷地全体の利用計画を踏まえながら、

具体的な移送ルート、保管場所の具体化を進めていく必要がある。 

なお、中長期ロードマップにおいては、取り出した燃料デブリの処理・処分については燃料デブ

リ取り出し開始後の第 3 期に決定することとされている。 

                                                   
14 IRID, 平成 30 年度補正予算「廃炉・汚染水対策事業費補助金（燃料デブリ収納・移送・保管技術の開発）」令

和元年度実施分報告,令和 2 年 8 月. 
 https://irid.or.jp/wp-content/uploads/2020/09/2019010syuunouisouhokan.pdf 
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3.1.2.4.3.2 燃料デブリ取り出し作業時における仕分けについて 

燃料デブリ取り出し作業、その準備及び、後片付け等の各作業段階において燃料デブリのほか

に解体・撤去される核燃料物質が付着・融合した干渉物や構造物等が PCV 内から取り出される。

これらのうち、微量な核燃料物質が含有（付着）しているものをすべて燃料デブリとすると膨大

な量となるため、設備・施設規模が大型化し、その敷地確保も必要となる等、合理的とは言えな

い。このため、燃料デブリと放射性廃棄物の仕分け基準、必要な計測技術の開発等を行っていく

ことが重要である。 

現在、PCV 内に存在する燃料デブリと種々の干渉物や構造物等の放射性廃棄物を仕分け・保管

する方法を検討するために必要な PCV 内の燃料デブリ及び構造物などの分布やそれらの性状に

関する情報の収集や分析を進めてきている。しかしながら、燃料デブリの取り出しに先立って仕

分けの研究開発に必要十分な情報を蓄積・整理・分析することは現実的に困難である。このよう

な状況であるが、核燃料物質の量や含有濃度の測定結果に基づいて燃料デブリを仕分けすること

を目指すことが望ましいと考えられる。これに応える第 1 歩として以下の検討が実施された15。 

・PCV 内から取り出される物質（燃料デブリや構造物など）を燃料デブリと放射性廃棄物に仕

分ける作業を PCV 内での取り出しから保管までの一連の作業プロセスのどのステップで実

施することができるかについての検討（仕分けのシナリオの検討） 

・仕分けに必要な、PCV 内から取り出された物質内の核物質の含有量を測定できる可能性の

ある技術・装置の調査（計測技術の候補の調査） 

これらの検討から、PCV から取り出される物質に対して核物質量または濃度を計測ないしは推

定することは現時点で難度が高いと考えられる。 

しかしながら、更に規模を拡大した取り出し時において、PCV から取り出された物質を燃料デ

ブリとして扱うか放射性廃棄物として扱うかを適切に判断するための仕分け基準と必要な計測技

術・装置を開発しておくことは、燃料デブリとして保管すべき物量の低減を可能にする等、合理

的で安全な廃炉事業の実現に貢献できると判断される。このため、引き続き、燃料デブリと放射

性廃棄物の仕分けの基準とそれに必要な計測技術・装置の開発を継続することが望ましい。更に、

今後の内部調査、試験的取り出し、段階的な取り出し規模の拡大等で得られる各種試料の分析等

の知見や情報を用いて仕分けの方法（仕分けの基準や仕分けのシナリオ等）、技術（計測技術及び

装置）の実機適用性および実効性を高めていく作業を継続していくことも重要である。 

3.1.2.4.3.3 保障措置方策検討   

福島第一原子力発電所では、燃料集合体の破損や原子炉、建屋の損壊等により従来どおりの保

障措置が適用できない状況であるが、これまで原子力規制庁保障措置室（以下「JSGO」という。）、

国際原子力機関（以下「IAEA」という。）、東京電力との間の協力と情報共有により廃炉の工程に

合わせた適切な保障措置が適用されてきたため、核物質の転用が無かったこと、未申告の核物質

や原子力活動が無かったことが IAEA および JSGO により確認されている（保障措置の概念につ

いては添付資料 8 参照）。 

                                                   
15  IRID, 平成 30 年度補正予算 廃炉・汚染水対策事業費補助金「燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更

なる拡大に向けた技術の開発」2019 年度実施分成果 2020 年 8 月.   

https://irid.or.jp/wp-content/uploads/2020/09/2019008kibonosaranarukakudai.pdf 
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今後は取り出した燃料デブリに対し、その性状や状況に応じて新たな計量管理や保障措置を適

用することになるが、これは前例のないことであり、その検討や現場への適用に際して東京電力

が技術的課題に直面する可能性がある。 

これに対して NDF は、エンジニアリング的視点も踏まえながら、この技術的課題の解決に向

けた検討について支援を行っていくとともに、保障措置の適用に係る設備対応が廃炉工程に影響

を与えないよう、プロジェクト進捗状況を東京電力と情報共有する。 

3.1.2.5 主な技術課題のまとめ 

本節に述べた主な技術課題と今後の計画を整理すると、図 13 のとおりである。 

 

図 13 燃料デブリ取り出しに係る主な技術課題と今後の計画（工程表）  

年度 2025 2031(年)

関連するマイルストーン

廃炉・汚染水対策事業、東電自主事業に
おける検討

　-原子炉格納容器内部詳細調査技術の開発

　-燃料デブリの性状把握・分析技術の開発

　-燃料デブリの段階的に規模を拡大した

    取り出し技術の開発

東京電力による技術検討

廃炉・汚染水対策事業、東電自主事業に
おける検討
　-燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の

    更なる拡大に向けた技術の開発

　-燃料デブリ収納・移送・保管技術の開発

　-原子炉圧力容器内部調査技術の開発

東京電力による技術検討

                                ※ 3号機を先行して検討を進め、1号機に展開することを想定

取り出し規模の更なる拡大
（1/3号機）

2020 2021 2022

試験的取り出し
（2号機）

段階的な取り出し規模の拡大
（2号機）

短期（3年程度）

第3-①期（燃料デブリ取り出し開始～2031年末）

▽初号機の燃料デブリ

取り出し開始（2021年内）

建屋内環境改善

取出装置等の製作・設置 燃料デブリの性状分析

試験的取り出し・内部調査

建屋内環境改善

段階的な取り出し規模の拡大

燃料デブリの性状分析

燃料デブリ取出設備／安全システム／

燃料デブリ一時保管設備／メンテナンス設備

1号機建屋内外環境改善（建屋内：線量低減／干渉物撤去等、建屋外：1,2号機排気塔撤去／変圧器撤去等）

3号機建屋内外環境改善（建屋内：PCV水低下／線量低減等、建屋外：3,4号機排気塔撤去／変圧器撤去等）

燃料デブリ取出設備／安全システム／燃料デブリ保管施設／メンテナンス設備※

設計・製作 設置

概念検討 現場適用性検証、開発

（遠隔据付、ダスト拡散抑制等）

設計 製作・設置・取り出し

現場作業 ：作業期間

：変更が見込まれる期間

各項目の現場工事等に関わる技術的検討等

研究開発 ：必要に応じ実施

廃炉・汚染水対策事業における技術課題

ー燃料デブリの段階的に規模を拡大した取り出し技術の開発

①ペイロード増加対応・先端ツール高度化

（アーム・エンクロージャを試作し、モックアップ試験で実機適用性を検証）

ー燃料デブリの性状把握のための分析・推定技術の開発

①燃料デブリの分析技術

➁燃料デブリの経年変化特性の推定

ー燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更なる拡大に向けた技術の開発

①燃料デブリの取り出し方法の開発（安全確保→効率化）

a.アクセス用設備・装置／干渉物撤去技術／内部監視方法整備

b.切断・回収技術、c.仕分け技術、d.放射性物質の拡散防止

②安全システムの開発（液体系／気体系システム、臨界管理）

a.放射性物質閉じ込め機能強化、b.放射性物質を取り除く機能強化、

c.臨界防止／臨界監視機能強化

ー原子炉圧力容器内部調査技術の開発

上部／側部／下部アクセス工法

①干渉物除去技術等、アクセス装置

②調査装置（カメラ、放射線検出等）

③放射性物質の拡散防止
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3.2 廃棄物対策 

3.2.1 目標と進捗 

（目標） 

(1) 当面 10 年間程度に発生する固体廃棄物の物量予測を定期的に見直しながら、発生抑制と減

容、モニタリングをはじめ、適正な保管管理計画の策定・更新とその遂行を進める。 

(2) 性状把握から処理・処分に至るまで一体となった対策の専門的検討を進め、2021 年度頃まで

を目処に、固体廃棄物の処理・処分方策とその安全性に関する技術的な見通しを示す。 

＜「固体廃棄物についての基本的考え方」のポイント＞ 

① 閉じ込めと隔離の徹底 

人が有意な被ばくを受けないように、放射性物質と人の接近を防ぐための閉じ込めと隔離を

徹底 

② 固体廃棄物量の低減 

  廃炉作業に伴って発生する固体廃棄物について、可能な範囲で物量を低減 

③ 性状把握の推進 

固体廃棄物の処理・処分の検討を進めていくための、分析試料数の増加に対応した適切な性

状把握 

④ 保管・管理の徹底 

  発生した固体廃棄物について、その性状を踏まえた安全かつ合理的な保管・管理 

  福島第一原子力発電所の敷地内で確実に保管・管理できるよう、保管容量の確保 

⑤ 処分を念頭に置いた先行的処理方法の選定手法の構築 

処分の技術的要件が決定される前に、安定化・固定化するための処理（先行的処理）の選定

手法を構築し、先行的処理方法を選定 

⑥ 固体廃棄物の管理全体を俯瞰した効率的な研究開発の推進 

性状把握、処理・処分の研究開発の各分野が連携し、固体廃棄物の管理全体を俯瞰した上で、

必要な研究開発課題を確認 

⑦ 継続的な運用体制の構築 

固体廃棄物の管理全体を安全かつ着実に継続していくため、関連する施設の整備や人材の育

成を含めた継続的な運用体制の構築 

⑧ 作業員の被ばく低減対策等 

  関連する法令に基づいた被ばく管理、健康管理、安全管理を徹底 

 

（進捗） 

廃棄物対策は、取組の各段階でリスクの低減を達成しつつ、最終的な処分の実施の見通しを得

る必要がある長期にわたる取組である。放射性廃棄物管理に関する用語について、IAEA の用語集

における定義を添付資料 9 に、国内外の放射性廃棄物の分類と処分について添付資料 10 に示す。 

福島第一原子力発電所の廃炉に伴い発生する固体廃棄物は、多種多様な性状を有する廃棄物が

大量に存在することから、性状把握のための分析能力の向上に加えて、柔軟で合理的な廃棄物ス

トリーム（性状把握から処理・処分に至るまで一体となった対策の流れ）を開発している。具体

的には、中長期ロードマップで取りまとめられた固体廃棄物についての基本的考え方に沿って、
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関係機関が各々の役割に基づき取組を進めており、固体廃棄物の性状把握から処理・処分に至る

まで一体となった対策の専門的検討は、NDF を中心に進めている。 

3.2.1.1 保管・管理 

固体廃棄物の適切な保管・管理を行うため、東京電力は保管管理計画を公表し、今後 10 年程度

の固体廃棄物の発生量の予測とそれに伴い必要となる廃棄物関連施設等の設置等の方針を示して

いる（固体廃棄物の保管・管理状況は表 2 のとおりである）。 

この計画に基づき、2028 年度内までに、水処理二次廃棄物及び再利用・再使用対象を除くすべ

ての固体廃棄物の屋外での保管を解消するとしており、それに必要な設備の整備を進めている（添

付資料 11）。廃棄物の発生量低減の観点から、敷地のバックグランド相当のコンクリート瓦礫に

ついては、路盤材として再利用が行われており、表面線量率が極めて低い金属・コンクリートや

フランジタンクの解体タンク片等は、固体廃棄物貯蔵庫外の一時保管を当面継続しながら、再利

用・再使用について検討されている。 

水処理二次廃棄物についても、建屋内への保管に移行する方針としており、吸着塔類の保管施

設として、大型廃棄物保管庫の建設が進められている。また、高い流動性から保管・管理におけ

るリスクが比較的高い、多核種除去設備等で発生したスラリー及び除染装置スラッジについては、

前者については安定化（脱水）処理（2022 年度の運用開始）、後者については、現在の保管場所

である建屋内地下貯槽から、高台への移送（2023 年度完了予定）を行うこととしている。 

燃料デブリ取り出しに伴って発生する廃棄物に関しては、廃炉・汚染水対策事業により、種類・

物量を評価するとともに、保管方法、収納方法及び容器の仕様について水素ガス発生の対策も含

めて検討が進められている。 

3.2.1.2 処理・処分方策の検討 

固体廃棄物の処理処分方策に関しては、中長期ロードマップにおいて、2021 年度頃までを目処

に、処理・処分方策とその安全性に関する技術的見通しを示すこととされている。固体廃棄物は

取組の進捗に伴い全体像が明らかとなるため、2021 年度頃は引き続き必要な性状に関する情報を

蓄積する段階にある。これを念頭に、技術的見通しのための具体的目標を整理すると、次のとお

りとなる。 

 福島第一原子力発電所で発生する固体廃棄物の性状と物量及びそれらに適用可能な処理技術

を踏まえた安全かつ合理的な処分概念を構築し、諸外国の例を踏まえつつ処分概念の特徴を反

映した安全評価手法を整備すること 

 性状把握のための分析・評価手法が明確になっていること 

 水処理二次廃棄物等いくつかの重要な廃棄物ストリームに対して処分を念頭に置いた安定化、

固定化のための実機導入が期待される処理技術が明確になっていること 

 上記をベースに、処分の技術的要件が決定される前に、安定化・固定化するための処理（先行

的処理）の方法を合理的に選定する方法を構築すること 

 固体廃棄物のうち、処分を念頭に置いた処理技術が明確となっていないものについては、2021

年度頃までに開発した一連の手法を用いて処理・処分方策を設定できる見通しがあること 

 固体廃棄物の廃棄体化前までの保管・管理に係る課題と対策が明確になっていること 
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これらの達成を目指し、廃炉・汚染水対策事業により、工学規模試験装置等を用いた各種処理

方法（高温・低温処理）の適用性の確認、廃棄物の性状と適用可能な処理技術を踏まえた処分概

念の構築とその安全評価手法の整備を行っている。 

また、それらの検討に必要な固体廃棄物の性状を効率的に把握するため、分析手法の簡易・迅

速化、低線量の廃棄物試料を分析する放射性物質分析・研究施設第 1 棟の整備を中心とした分析

能力の向上、解析的インベントリ推定手法の精度向上を進めている。ガレキ類、汚染水、水処理

二次廃棄物などの試料採取・分析が実施され、各分析対象の核種組成の相関が徐々に明らかにな

りつつある。 

3.2.2 主要な課題とそれを実現する技術戦略 

3.2.2.1 性状把握の推進及び分析体制・技術力の強化 

性状把握を着実に推進するため、ハードウェアとしての施設の整備に加え、分析人材の育成及

び分析技術力の継承・強化などが重要な課題である。当面は、放射性物質分析・研究施設の整備、

分析方法の簡易・迅速化等の成果の反映を進めていくとともに、分析人材の育成を計画的に進め

ていくことが重要である。 

3.2.2.2 保管・管理 

高線量廃棄物の安全な保管管理では、水素発生対策が課題となることから、ベント付き容器や

乾燥技術に関する概念の検討が進められている。また、保管が長期化した場合、保管容器の健全

性評価が課題となることから、その評価手法及び腐食等の発生に関する対策の検討を進める。 

3.2.2.3 処理・処分概念の構築と安全評価手法の開発 

先行的処理方法としての候補技術を選定するため、合理的で実現可能性のある処理技術の抽出

及び、これに対応した処分時の安全評価手法の開発を進める。 

処理技術の抽出については、固化成立性の確認の他、供給系や排気系を含めた処理システム全

体としての技術的成立性の確認を行う必要がある。また、処分時の安全評価手法を構築するため、

必要な項目・情報を収集・整理する。 

また、処分方策については、福島第一原子力発電所の廃棄物の物量が多く、多様な性状を有し、

不確実性が大きいという特徴を考慮し、海外の事例を参考にさまざまな可能性を検討する。 

3.2.2.4 廃棄物ヒエラルキーの考え方に基づく更なる方策の検討 

英国や米国では廃棄物ヒエラルキーの概念（①発生量抑制、②廃棄物量最小化、③再使用、④

リサイクル、⑤処分の順に望ましい方策）に基づき多くの施策が実施されている（図 14）。英国で

は NDA がこの概念の適用等を核とする低レベル固体放射性廃棄物の管理戦略を 2010 年に策定

し、表 3 に示すような取組を行っている。その結果、2009 年には英国で発生した低レベル放射性

廃棄物の 95％が、廃棄物発生者によってそのまま既存の低レベル放射性廃棄物処分場で処分する

ために移送されていたものが、性状把握に基づく適切な分別等により極低レベル放射性廃棄物と
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して区分されるものの特定の産廃処分場での処分を可能にし、他の廃棄物について溶融による金

属リサイクル、焼却、圧縮によって減容等の処理を行うルートを整備することにより、2019 年に

はそのまま処分する低レベル放射性廃棄物の量が 5%にまで低減される結果となった。福島第一

原子力発電所でもこの概念に基づく対策が実践されつつある。合理的な廃棄物管理を進める上で、

他国の先進事例を基に更なる可能性を検討する。 

 

これらの取組の成果に基づく処理・処分方策とその安全性に関する技術的見通しについては、

研究開発及び東京電力によるエンジニアリングの成果等を踏まえ、2021 年度頃までを目処に示す

こととする。 

 

 表 2 固体廃棄物の保管・管理状況 

(a) ガレキ類・伐採木・使用済保護衣等の管理状況（2020.6.30 時点） 

保管方法 
保管量（m3）/ 保管容量（m3） 

（割合） 

屋外集積（表面線量率≦0.1mSv/h） 
212,900 / 266,500 

（80%） 

シート養生（表面線量率 0.1～1 mSv/h） 
42,800 / 71,000 

（60%） 

覆土式一時保管施設、容器（表面線量率 1～30 mSv/h） 
17,900 / 24,600 

（73%） 

容器*（固体廃棄物貯蔵庫内） 
22,500/ 48,000 

（47%） 

合計 

---- 

296,000 / 410,100 

(72%) 

伐採木 

分類 保管方法 
保管量（m3）/ 保管容量（m3） 

（割合） 

幹・根・枝・葉 屋外集積 
97,000 / 134,000 

(72%) 

枝・葉 伐採木一時保管槽 
37,300 / 41,600 

(90%) 

合計 ---- 
134,300 / 175,600 

(77%) 

使用済保護衣 

保管方法 
保管量（m3）/ 保管容量（m3） 

（割合） 

容器 
37,800 / 68,300 

(55%) 

 *水処理二次廃棄物（小型フィルタ等）を含む  
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(b) 水処理二次廃棄物の管理状況（2020.7.2 時点） 

吸着塔類 

保管場所 保管量 
保管量/保管容量 

（割合） 

使
用
済
吸
着
塔
保
管
施
設 

セシウム吸着装置使用済ベッセル 779 本 

4,332 / 6,372 

(68%) 

第二セシウム吸着装置使用済ベッセル 232 本 

多核種除去設備等保管容器 
既設 1,788 基 

増設 1,741 基 

高性能多核種除去設備使用済ベッセル 高性能 74 本 

多核種除去設備処理カラム 既設 17 塔 

モバイル式処理装置等使用済ベッセル及びフィル

タ類 
213 本 

廃スラッジ 

保管場所 
保管量（m3）/保管容量（m3） 

（割合） 

廃スラッジ貯蔵施設 
419 / 700 

（60%） 

濃縮廃液 

保管方法 
保管量（m3）/保管容量（m3） 

（割合） 

濃縮廃液タンク 
9,380 / 10,300 

（91%） 

 

 

図 14 NDA における廃棄物ヒエラルキーの概念16と福島第一原子力発電所における対応策 

表 3 英国における廃棄物ヒエラルキーの概念に基づく対応策 

 対応策 

廃棄物量最小化 広範な性状把握による分類・分別の多様化 

減容（切断、圧縮、焼却） 

除染 

再使用 当初の使用目的を終えた資産の移転 

土壌や瓦礫の埋め戻し材としての使用 

リサイクル 溶融による金属リサイクル 

処分 極低レベル放射性廃棄物の分類の新設とその産廃処

分場での処分 

                                                   
16 NDA, Nuclear Decommissioning Authority Strategy Effective from April 2016 (2016), p.60, Figure 7. Summary 

of the Waste Hierarchy. を加工したもの。 

Waste Prevention 

（発生量抑制）

Waste Minimisation 

（廃棄物量最小化）

Re-use of Materials 

（再使用）

Recycling 

（リサイクル）

Disposal 

（処分）

福島第一原子力発電所における
対応策の例

Summary of the Waste Hierarchy

（廃棄物ヒエラルキーの概念）

Preferred 

Approach

（望ましい方策）

車両整備場の設置、梱包材搬入防止、
建設機材共用

廃棄物の分類、分別等

表面線量率が極めて低い金属・コンク
リートやフランジタンクの解体片の再利
用・再使用の検討

減容設備（焼却設備、破砕機、及び金属
切断機）の適用
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3.2.2.5 主な技術課題のまとめ 

本節に述べた主な技術課題と今後の計画を整理すると、図 15 のとおりである。 

 

 

図 15 廃棄物対策に係る主な技術課題と今後の計画（工程表） 

  

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 年度以降 

 

 

 

 

 

関連するマイルストーン 

        

 

１．固体廃棄物量の低減 

        

２．性状把握 

(1) 分析データの取得・管理等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 分析能力の向上 

 

 

 

(3) 性状把握の効率化 

 

 

 

        

３． 保管・管理 

 

(1) 保管管理計画 

 

(2) 保管・管理方法の検討・評価 

 

(3) 燃料デブリ取り出し作業に
伴って発生する固体廃棄物
の保管・管理方法の検討・評
価 

 

        

４．処理・処分概念の構築と安
全評価手法の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

廃棄体化技術調査 

データベースシステムの構築 

サンプリング技術の開発等（高線量試料の採取方法） 

分析データと移行モデルに基づく評価データを組み合わせて性状を把握する方法の構築 

 

 

種類・物量等評価、取り出しの検討状況に応じた評価 

 

 

処理・処分に関する基本的
な考え方の取りまとめ 

▽ 

廃棄確認のための分析・測定 
 

搬入量抑制、再使用、再利用、減容処理 

 

 
試料採取 

分析計画の立案・更新、分析実施、性状把握、分析データの蓄積・評価・管理 

 

 

 

先行的処理方法の選定手法の構築 

処理・処分の検討 

水処理二次廃棄物の保管・管理対策の検討 

 

保管管理計画の策定・見直し 

 

 

保管・管理 

分析試料数の最適化、分析対象核種の見直し、分析方法の簡易・迅速化等 

分析人材育成 

放射性物質分析・研究施設の整備 

 

 

処理・処分方策とその安全性 
に関する技術的見通しを得る 

▽ 

安定化、固定化に関わる処理方法の技術開発 

処分方法毎の安全性の評価手法の調査・開発 

固体廃棄物の特徴を踏まえた処分方法の調査・設定 

処理・処分に関する基本的
な考え方の取りまとめ 

▽ 

処理・処分方策とその安全性 
に関する技術的見通しを得る 

▽ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄確認方法の整備・確立 

処理・処分概念
選定のための手
法構築 

性状把握等 
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3.3 汚染水対策 

3.3.1 目標と進捗 

（目標） 

(1) 汚染水問題に関する３つの基本方針（汚染源を「取り除く」、汚染源に水を「近づけない」、汚

染水を「漏らさない」）の下、構築された水位管理システム運用を継続しつつ、2025 年内に汚

染水発生量を 100m3/日以下に抑制するとともに、2022 年度～2024 年度には原子炉建屋滞留

水を 2020 年末の半分程度に低減する。 

(2) 今後本格化する燃料デブリ取り出し等の廃炉工程との関係を整理するとともに、中長期を見

据えた汚染水対策の在り方についての検討を進める。 

（進捗） 

汚染水問題に関する３つの基本方針と対策を図 16 に示す。放射性物質に起因するリスクの低

減対策という観点では、燃料デブリに接触した冷却水と建屋に流入した地下水・雨水が混合した

汚染水である建屋内滞留水は、相当量の放射性物質（インベントリ）が溶存した液体であること

から潜在的影響度が相対的に高く、本来あるべき保管状態になく不確定性も大きいことなどから

管理重要度も相対的に高い状態にある（2.2 節参照）。 

この建屋内滞留水のうち、循環注水を行っている1～3号機原子炉建屋、及び浄化処理のため汚

染水を一時的に貯水しているプロセス主建屋及び高温焼却炉建屋を除く建屋内滞留水の処理を

2020年内に完了させるため、３つの基本方針に基づき、より安定的な運用に向けた取組が進め

られている。 

 

 

図 16 汚染水問題に関する３つの基本方針と対策 

 

汚染源を「取り除く」については、高濃度の汚染水を浄化する第三セシウム吸着装置

（SARRY2）が2019年7月から本格運用を開始し、既設の２基（KURION、SARRY）と合わせて

３基体制での安定的な浄化処理が可能となっている。 

汚染源を水に「近づけない」については、陸側遮水壁、サブドレン等の重層的な汚染水対策に

より、原子炉建屋周辺の地下水位が低位で安定的に管理されるとともに、周辺の敷地舗装や屋根

（東京電力提供）
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破損部の補修により、降雨時の汚染水発生量の増加も抑制傾向となっている。これらの対策によ

り、汚染水発生量は、対策前の約540m3/日（2014年5月）から約180m3/日（2019年度）まで低

減しており、2020年内には汚染水発生量を150m3/日程度に、2025年内には100m3/日以下に抑制

することを目指している。 

汚染水を「漏らさない」については、多核種除去設備等で浄化した水は2019年度からは全て

溶接型タンクで保管されており、タンクからの漏洩リスクは低減している。フランジ型タンクの

底部に残った多核種除去設備の残水は処理が完了し（2020年7月）、現在は濃縮塩水の残水約

500m３（2020年8月末時点）のみが貯蔵されている。また、海側遮水壁の保守、地下水・港湾の

モニタリングにより、汚染拡大防止に向けた取組と監視が行われている。 

以上の取組により、1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋を除く建屋滞留

水の処理は2020年内に完了する計画であり、汚染水対策は、事故直後の緊急的対策を要する状

況から比べると一定の安定的な状態に移行していると考えられる。 

また、多核種除去設備、いわゆるALPS等で浄化処理した水の取扱については、技術的な観点

に加え、風評など社会的な影響も含めた総合的な検討が国の小委員会で行われ、2020年2月に報

告書が公表された。現在、当該報告書を踏まえ、政府としてALPS処理水の取扱方針を決定する

ため、地元自治体や農林水産業者を始めとした幅広い関係者の御意見を伺う場を2020年4月から

開催するなど、広く国民から御意見を聴く機会を設けている。 

3.3.2 主要な課題とそれを実現する技術戦略 

3.3.2.1 今後の建屋内滞留水処理における課題 

2019 年 3 月以降の調査により、2、3 号機原子炉建屋のトーラス室底部では比較的高い全αが

検出されており、2022 年度～2024 年度に原子炉建屋の滞留水を 2020 年末の半分程度に低減さ

せていく際には、α核種の拡大防止は重要な課題となる（図 17）。対策としては、各建屋・水処理

設備のα核種濃度の監視、性状分析を強化するとともに、α核種を含むスラッジ状沈殿物の除去

方策の確立に向けた研究開発が必要である。 

 

 

図17 建屋内滞留水の全α測定結果[Bq/L] 

採取箇所 分析日 全α濃度

既設ALPS出口 2020/5/20 ＜6.6E-02

増設ALPS出口 2020/5/19 ＜7.2E-02

採取箇所 全α濃度

G1S,G3,G5,G7,H1~5,H4
N,H6(Ⅰ),H6(Ⅱ),J1~J7,K
1~K4,B,B南エリア

＜1.0E-01

採取箇所 分析日 全α濃度

3PCV＊1 2015/10/22 2.1E+03

セシウム吸着装置等

採取箇所 分析日 全α濃度

SARRY出口 2020/5/15 ＜3.1E-01

SARRYⅡ出口 2020/4/9 ＜3.3E-01

採取箇所 分析日 全α濃度

既設ALPS入口 2020/4/23 4.2E-01

増設ALPS入口 2020/5/13 8.8E-01

採取箇所 分析日 全α濃度

PMB
2019/4/9 4.1E+01

2020/5/12 2.5E+01

HTI
2019/4/10 3.0E+01

2020/5/12 2.5E+01

採取箇所 分析日 全α濃度

SARRY入口 2020/5/15 ＜7.4E+00

SARRYⅡ入口 2020/4/9 ＜7.4E+00

採取箇所 分析日 全α濃度

1R/B 2019/6/3＊2 2.2E+02

2R/B

2019/1/29 1.0E+03

2020/4/20＊1 3.0E+02

2020/4/20＊2 3.4E+04

3R/B
2019/1/29 1.5E+03

2019/3/7＊2 4.5E+05

採取箇所 分析日 全α濃度

2T/B 2020/3/19 2.8E+02

3T/B 2020/4/14 1.6E+02

4T/B 2019/12/19 <9.3E+00

＊1：採集器を用いた水面付近のサンプリング
＊2：採集器を用いた底部付近のサンプリング （出典：東京電力）
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また、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋においては、震災後に地下階に設置されたゼオライト

土嚢（約20t）が高線量状態で存在することが2019年12月に判明した。土嚢表面の最大線量率は

プロセス主建屋では約3000mSv/h、高温焼却炉建屋では約4000mSv/hと高いため、今後これらの

建屋の滞留水処理を完了させるためには、線量緩和対策が重要な課題となる。現在、ゼオライト

等を吸引回収し容器等で保管する遠隔回収方法と、ゼオライト等を地下階で集積し容器等で仮保

管する遠隔集積方法が検討されているが、作業時に受ける被ばく線量や、長期的な安全性、工期

などから総合的に評価し、適切な方法を選定していく必要がある（図18）。 

 

 

図18 ゼオライト等安定化検討内容 

3.3.2.2 燃料デブリ取り出し等の廃炉工程を見据えた汚染水対策の課題 

燃料デブリ取り出しにおいて、試験的取り出し、段階的な取り出し規模の拡大、取り出し規模

の更なる拡大で得られる様々な情報、経験、実績を踏まえ、汚染水処理のシステム全体の検討を

行うことが重要な課題となる。燃料デブリの切削・加工等に伴い、α粒子を含む燃料デブリ由来

物質が水処理設備に混入する可能性が否定できないため、水処理設備のモニタリングの強化や、

α粒子捕集設備の設置、臨界監視などの対策をとる必要がある。 

取り出し規模の更なる拡大においては、水処理設備の処理容量の拡大や、持続的な安定運転を

実現するためのシステム構築が課題となる。ここでは、α粒子やその他放射性物質の除去方式だ

けでなく、設置場所を考慮した設備の小型化、高線量下での運転保守、既設の浄化設備の利用方

法などを検討しておくことが必要である。 

また、汚染水対策の効果を長期にわたって維持するため、設備の定期的な点検、更新を確実に

行うことが必要である。さらに、津波、豪雨など大規模自然災害リスクについては、2020年4月

に内閣府より公表された「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討について（概要報

告）」を受け、津波影響の再評価を行い、新たに日本海溝津波防潮堤を2023年度までに設置する

↓排水

脱水済ゼ
オライト

↓
遮蔽容器

仮保管容器

回収設備

（出典：東京電力）
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計画である。今後、その再評価結果等を踏まえレジリエンス（強靭性）に配慮した対策を実施し

ていく必要がある。 

現在の汚染水対策は一定の安定的な状態に移行しつつあるが、燃料デブリ取り出し完了までに

は長期の期間が必要となる。中長期を見据え、現在の汚染水対策を改めて俯瞰し、より安定的な

汚染水対策の在り方やより適切な維持・管理についても検討を進めることが重要である。 

3.3.2.3 主な技術課題のまとめ 

本節に述べた主な技術課題と今後の計画を整理すると、図 13 及び図 19 のとおりである。 

 

 

図 19 汚染水対策に係る主な技術課題と今後の計画（工程表） 

 

  

2020 2021 2022 2031　

1～4号T/B等

　

　　　　　　　※ 1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く。

溜まり水対策

自然災害対策

年度 2025　　　　　　　

関連するマイルストーン

汚染水発生量

建
屋
内
滞
留
水

1～3号R/B

プロセス主建屋
高温焼却炉建屋

▽建屋内滞留水処理完了(2020年内)※
▽汚染水発生量を150m3/日程度に抑制(2020年内)

▽汚染水発生量を100m3/日以下に抑制

原子炉建屋滞留水を2020年末の半分程度に低減(2022年度～2024年度）

地下水バイパス、サブドレン、陸側遮水壁の維持管理運転

＜凡例＞

陸側遮水壁内側敷地舗装(山側)陸側遮水壁内側敷地舗装(海側)

屋根破損部補修(1号機R/B大型カバー設置含む)

水位低下

滞留水性状確認

ゼオライト線量緩和対策設備 概念検討・設計・製作・設置・対策

α核種除去設備 設計・製作・設置

α核種簡易対策

半減に向けた水位低下

α核種除去設備 運用

代替タンク 設計・製作・設置

ゼオライト安定化対策 検討・設計・製作・設置・対策

防潮堤設置

建屋開口部閉止

除染装置スラッジ移送設備 検討・設計・製作・設置・移送

メガフロート対策

逆洗弁ピット閉塞

地下貯水槽 解体除去 概念検討・設計・撤去

燃料デブリ取り出しの段階に合わせて必要な対策を実施

：作業の期間

：変更が見込まれる期間

日本海溝津波対策 検討・設計・施工
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3.4 使用済燃料プールからの燃料取り出し 

3.4.1 目標と進捗 

（目標） 

(1) 周辺地域で住民の帰還と復興が徐々に進む中、放射性物質の飛散防止をはじめとしたリスク

評価・安全確保を確実に行い、1 号機は 2027～2028 年度、2 号機は 2024～2026 年度にプー

ル内燃料取り出しを開始する。3 号機については、2020 年度内にプール内燃料取り出しを完

了する。 

(2) 事故の影響を受けた 1～4 号機の燃料については、使用済燃料プールから取り出したのち共

用プール等に移送し適切に保管することにより、安定管理状態とする。なお共用プール容量

確保に向け、共用プールに保管されている燃料を乾式キャスク仮保管設備へ移送・保管する。 

(3) 取り出した燃料の長期的な健全性の評価及び処理に向けた検討を行い、将来の処理・保管方

法を決定する。 

（進捗） 

東京電力は、中長期ロードマップ及び廃炉中長期実行プランに示された新たな作業計画に基づ

き取組を進めている。 

1 号機は、水素爆発により、オペレーティングフロア（以下、「オペフロ」という。）上に屋根板、

建屋上部を構成していた鉄骨等の建築材及び天井クレーン等が図 20 のとおりガレキとして崩落

している。住民の帰還が進む中、ダスト飛散リスクの更なる低減の観点から、1 号機のプール内燃

料取り出しについては、オペフロ全体を大型カバーで覆い、カバー内においてガレキ撤去やプー

ル内燃料取り出しを行う工法への変更が行われた。本工法のイメージを図 21 に示す。現在、大型

カバー設置に向けた準備を進めるとともに、オペフロのガレキ撤去作業等を継続している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（東京電力資料をＮＤＦにて加工） 

図 20 1 号機オペフロ崩落ガレキの状況 

  

崩落屋根下の既存設備の状況（イメージ図） 南側崩落屋根の状況 
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（東京電力資料をＮＤＦにて加工） 

図 21 1 号機 プール内燃料取り出し工法 

 

2 号機は、1 号機と同様にダスト飛散リスクの更なる低減の観点から、オペフロ上部を解体せ

ず、原子炉建屋南側からアクセスする工法が採用され、現在、準備を進めている。本工法のイメ

ージを図 22 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（東京電力資料をＮＤＦにて加工） 

図 22 2 号機 プール内燃料取り出し工法 

 

また、1／2 号機周辺の環境整備の一環として行われていた 1／2 号機共用排気筒の解体は、地

元企業が元請として取り組み、2020 年 5 月に作業を終了した。 

3 号機は、2020 年度内の取り出し完了に向け、安全最優先に取り出し作業を進めている。2020

年 8 月現在、315 体17の取り出しが行われ、共用プールへの移送を継続している。 

5、6 号機は、当面、当該号機の使用済燃料プールにおいて適切に保管した後、1～3 号機の作業

に影響を与えない範囲で燃料取り出し作業を実施することとしている。 

なお、5、6 号機を含むプール内燃料を全て取り出し共用プールに保管するためには、共用プー

ルの空き容量を確保する必要があり、共用プール内燃料の一部を乾式キャスク仮保管設備へ移送

                                                   
17 東京電力、「使用済燃料等の保管状況」、廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議（第８１回）資料 3-2、

2020.8.27 

ガレキ撤去時（イメージ図） 燃料取り出し時（イメージ図） 

燃料取り出し工法（イメージ図） 
燃料取扱設備（イメージ図） 
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する必要がある。この実現のために、東京電力は乾式キャスク仮保管設備の増設計画や新燃料の

所外搬出計画に取り組んでいる。共用プール及び乾式キャスク仮保管設備の空き容量の状況は、

図 23 のとおりである。 

これらの取組を進め、2031 年内に全ての号機の燃料取り出しを完了する計画である。 

 

図 23 使用済燃料の保管状況（2020 年 8 月時点） 

3.4.2 主要な課題とそれを実現する技術戦略 

3.4.2.1 プール内燃料取り出し 

1、2 号機については、決定された工法の実現に向けて、着実に作業を進めることが必要である。 

プロジェクトを進めるに際しては、作業に伴う安全性の評価を尽くし、必要十分な安全の確保

を確認したうえで、技術的な確実性、合理性、作業工程に関わる迅速性、現場適用性、プロジェ

クト上のリスク等を総合的に考慮して、課題への対応を行うことが基本である。 

1 号機は、今後、大型カバーの設計・設置やオペフロ上部のガレキ等の残置物の撤去が進められ

ることになる。オペフロ上部には、天井クレーンが不安定な状態で存在しており、燃料交換機へ

の崩落、及びそれに伴うこれらの使用済燃料プールへの落下を防止するため、安全かつ確実に天

井クレーンを撤去することが主要な課題の一つである。そのため、現在進めている天井クレーン

の撤去方法の検討に当たっては、安全評価を尽くすことが前提であり、①リスク項目を抽出し得

る具体的な作業手順及び作業計画の作成、②そこから想定されるリスクシナリオとその対策、③

作業員被ばくなどのオペレータ視点に立った考慮事項の抽出、④合理性や他の作業への影響など

の観点を踏まえ、総合的に検討していくことが重要である18。 

なお、1 号機のプール内に事故前より保管されている被覆管の破損した燃料 67 体については、

                                                   
18 NDF、「福島第一 1 号機燃料取り出し工法（プラン）の選定に関する評価」、廃炉・汚染水対策チーム会合／事

務局会議（第 73 回）資料 3-2、2019.12.19 
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事故後の状況の確認、取扱方法の検討とその開発、及び取扱に係るリスク検討など、具体的な取

扱計画の検討を進めていく必要がある。 

2 号機は、オペフロ南側の開口から、これまで国内原子力施設では経験のないブーム型クレー

ン式の燃料取扱設備を用いて、プール内燃料取り出しを行う。新たな設備であることから、①適

切な裕度を持たせた設計スケジュールの設定、②現場状況と操作方法を十分に模擬したモックア

ップ試験の実施及びその結果の設計・製作への確実なフィードバック、③遠隔操作により取り出

しを行うことから事前に設備の操作・機能性の十分な習熟などが重要である19。 

3 号機は、ハンドル変形燃料が 16 体確認されており、その状況を図 24 に示す。これらの取り

出しは、2020 年度下期に予定されている。ハンドル変形燃料の取り出しでは、燃料ラックから安

全に吊り上げて輸送容器に確実に収納することが重要である。このため、東京電力では、現地の状況

を十分踏まえ、ガレキの影響に対する解析評価やハンドルの変形を考慮した強度試験を行うとともに、

以下の準備を進めている。 

 燃料とガレキまたは燃料ラックとの干渉を回避するため、燃料ラック上部の細かいガレキを

撤去するツールの製作。 

 燃料取扱機の既存の掴み具で把持できないハンドル変形の大きい 4 体の燃料については、新

たな掴み具の設計を進めており、掴み具が準備でき次第、吊り上げ試験を実施。 

 燃料取扱機の既存の掴み具で把持できる燃料 11 体については、700kg に制限した荷重（通常

の規定荷重は 1t）にて吊り上げ試験を 2020 年 5 月に実施した。その結果、7 体が吊り上げ可

能（試験後着座位置が高くなった燃料 3 体を含む）であり、3 体が吊り上げ不可、及び 1 体

が燃料取扱機のマストが寄り付けないことが確認された。 

吊り上げ不可が確認された 3 体の燃料を確実に吊り上げができるよう、以下のとおり、複数

の対応を計画している。 

 燃料ラック上部の細かいガレキを撤去するツールによる、燃料ラック上部のガレキの

撤去 

 ハンドル強度試験を踏まえ見直しされた吊り上げ荷重による、再度の吊り上げ試験 

 燃料ラックの切断も視野に入れた対応 

燃料取扱機のマストが寄り付けないことが確認された 1 体については、マニピュレータによ

りマストを押し込むことで燃料へ寄り付き、2020 年 8 月の吊り上げ試験により、吊り上げ可

能であることが確認された。 

 2020 年 5 月に実施した吊り上げ試験後に新たに確認されたハンドル変形燃料 1 体について

も、2020 年 8 月の吊り上げ試験により、吊り上げ可能であることが確認された。 

このように、事前の確認及びそのフィードバックを適宜実施し、複数の対応も検討するなど、

取り出しに向けた準備を確実に実施していくことが重要である。 

そのほか、これまでの経験から品質保証の体制整備及び予備品の確保も確実に実施していくと

ともに、これら 3 号機の対応や 4 号機の経験も含め、得られた知見を蓄積し、今後の 1、2 号機の

燃料取り出しに活かしていくことが必要である。 

                                                   
19 NDF、「福島第一 2 号機燃料取り出し工法（プラン）の選定に関する評価」、廃炉・汚染水対策チーム会合／事

務局会議（第 71 回）資料 3-2、2019.10.31 
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図 24 ハンドル変形燃料 16 体の状況20 

 

3.4.2.2 将来の処理・保管方法の決定 

プール内燃料の将来の処理・保管方法は、事故時に受けた海水やガレキの影響を考慮した上で

決定することが必要である。これまで、4 号機から取り出した燃料について海水やガレキの影響

評価を行い、これらの影響は少ないと見通されているものの、今後取り出す燃料の状況を踏まえ、

                                                   
20 2020 年 8 月 27 日 廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議（第 81 回）資料 3-2 使用済燃料対策より抜粋 
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長期的な健全性の評価及び処理に向けた検討を進め、将来の処理・保管方法を決定する必要があ

る。 

3.4.2.3 主な技術課題のまとめ 

本節に述べた主な技術課題と今後の計画を整理すると、図 25 のとおりである。 

 

図 25 プール内燃料取り出しに関する主な技術課題と今後の計画（工程表） 

  

年度 2020 2021 2022 2025 2031

１号機

２号機

３号機

５，６号機

周辺環境

関連するマイルストーン

共用プール
キャスク

１/２号排気筒上部解体（2020年5月完了）

1号機燃料取り出しの開始

（2027～2028年度）
2号機燃料取り出しの開始

（2024～2026年度）

大型カバー設置

1号機大型カバー設置完了（2023年度頃）▽ 燃料取り出し完了（2031年内）

燃料取り出し

ガレキ撤去等

ガレキ・天井クレーン等撤去/ウェルプラグ処置/

オペフロ除染・遮へい/燃取設備等設置

燃料取り出し

南側構台・開口設置/

燃取設備設置等

ヤード整備/

地盤改良等

乾式キャスク仮保管設備増設

乾式キャスク製作

共用プールから乾式キャスク仮保管設備へ移送

燃料取り出し

６号燃料取り出し

５号燃料取り出し

2号作業中は中断
1,2号作業中

は中断

＜凡例＞

：燃料取り出し作業

：同変更が見込まれる期間

：燃料取り出し以外の作業

：同変更が見込まれる期間
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3.5 廃炉の円滑な推進に向けた分析結果の活用 

3.5.1  分析の意義と現状 

福島第一原子力発電所の廃炉作業を安全かつ着実に進捗させるためには、廃棄物や燃料デブリ

の取扱に要する分析施設や機能を構築・整備する必要がある。また、分析結果を各廃炉作業に効

率的に活用していくための体制構築も重要である。 

現在、東京電力は、5／6 号機ラボ、化学分析棟及び環境管理棟の 3 箇所の施設を活用して、施

設運営や廃炉作業の進捗に必要な分析を行うとともに、今後の廃棄物の処理・処分や燃料デブリ

取り出しに係わるルーチン分析を円滑に行うために必要な分析施設の設置を計画している。また、

今後燃料デブリの取り出しの進捗によりα汚染の内部取り込みリスクが徐々に高まることを想定

し、内部被ばく評価に資するバイオアッセイ機能の設置が計画されている。 

放射性物質分析・研究施設（施設管理棟、第 1 棟、第 2 棟）は、福島第一原子力発電所の廃炉

に必須な分析施設として政府の補正予算により JAEA によって整備が進められており、得られた

分析結果は、廃炉の円滑な推進、廃止措置に向けた放射性物質の確実な処理・処分方策とその安

全性に関する技術的基盤の確立等に寄与することが求められる。現状の固体廃棄物の分析は、

JAEA 茨城地区の分析施設や民間分析施設（日本核燃料開発株式会社（NFD）、ニュークリア・デ

ベロップメント株式会社（NDC））で実施されており、今後も有効な活用が期待される。 

3.5.2 主な課題と戦略 

固体廃棄物の分析結果は事故によって発生した多種、多様の廃棄物の処理・処分方策の検討に

とって重要な基礎情報である。また、燃料デブリの分析結果は、取り出し工法、保管管理、処理

処分、事故原因の究明、原子力に関する安全性向上等多くの反映先があり、その関係は福島第一

原子力発電所の廃炉の進捗とともに変化していく（添付資料 7）。分析結果は廃炉を円滑に進める

ための上記検討における不確実性の幅を小さくするための「重要な一駒」であることを正しく認

識し、分析結果を効率的に収集・評価できる分析体制、分析施設や機能を構築・整備する必要が

ある。特に、取り出し工法の検討においては、安全確保を確認しつつ過剰な安全設計を緩和する

ために、モニタリングデータとともに、分析データが重要な役割を果たす。したがって、廃炉プ

ロジェクトの上位に分析を位置付けることが極めて重要である。 

現在、分析実施を計画している施設の役割分担は、廃炉の進捗に沿って求められる分析の中身、

質、量等が変化していくことを考慮した上で各施設の特徴を踏まえて適切に最適化されるべきで

ある。この際、分析需要が上振れするリスクを考慮して、施設の拡張性や運用の柔軟性を考慮し

ておくことが必要である。 

さらに、上記の施設群を安定的に稼働するために必要な人的資源は不足しており、分析技術者

の確保と維持の検討が必要である。この際には、上記最適化で必要とされる種々の分析業務に対

して分析技術者に期待される資質をあらかじめ考慮し、求められる役割が適切に達成されるよう

計画することが必要である。現場分析員及び委託分析の監督者クラスの育成に関しては、民間分

析施設の取組を参考に東京電力においても非化学系の職員を OJT21等で育成することが可能と考

                                                   
21 OJT（On the Job Training）とは、職場で実務をさせることで行う職業教育のこと。 
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えられる。しかしながら、予め分析結果の活用方法を見越した分析範囲や項目等を立案できる有

能な人材（分析評価者）は希少であり、これを増やすことに取り組むことが重要である。 

 廃炉の迅速化の観点から、放射性物質分析・研究施設等の構外輸送が不要な施設の運用におい

ては「即時性」や「即応性」を求めることが重要である。特に未知な試料を対象とする燃料デブ

リ取り出し作業においては非常に困難な分析作業が想定されるが、遅滞ない分析によって廃炉作

業に遅れを生じさせないという視点が重要であり、分析結果が、計装モニタリング・目視観察・

その場計測・計算評価（シミュレーション）が与える内部状況の推測結果をベンチマークする機

能があることにも着目するなど、分析結果と現場情報の総合的な利用を図り、合理的な分析計画

を追求することが重要である。 

廃炉事業の展開（工法・装置エンジニアリング、安全評価・安全設計、廃炉オペレーション）に

沿って、求められる分析の中身、質、量等が変化していくことを考慮し、これに対応する組織や

施設の役割分担を適切に設置して総合的な評価に基づく判断をしていくためには、東京電力自ら

が分析に関わる活動全体を管理・主導する積極的な体制を作っていくべきである。このような観

点から、東京電力においては外部の専門家の協力も得て、廃炉作業に係る分析の全体戦略や分析

計画の検討に早期に着手することが必要である。 
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4. 研究開発への取組 

4.1 研究開発の意義と現状 

福島第一原子力発電所の廃炉を安全、確実、合理的、迅速及び現場指向の視点で推進していく

ためには、研究開発が必要となる困難な技術課題が多数存在する。2021 年の燃料デブリの試験的

取り出しが目前に迫った現在、段階的な取り出し規模の拡大、取り出し規模の更なる拡大に向け、

現場での適用を見据えた研究開発を加速する必要がある。 

これら技術課題を解決するため、国内外の大学や JAEA などの研究機関による基礎・基盤研究

や応用研究並びに IRID、海外企業、東京電力などによる実用化研究、現場実証が、産学官の多様

な主体により実施されている。これらの研究開発を推進するため、政府は、応用研究、実用化研

究及び現場実証のうち難度の高いものは廃炉・汚染水対策事業により、基礎・基盤研究に係るも

のは英知を結集した原子力科学技術・人材育成事業（以下「英知事業」という。）により支援して

おり、東京電力においても現場適用に直結した研究開発に取り組んでいる。これら研究開発体制

の概略を図 26 に示す。 

NDFにおいては、このような関係機関をメンバーとして研究開発のニーズとシーズの情報共有、

廃炉作業のニーズを踏まえた研究開発の調整、研究開発・人材育成に係る協力促進などの諸課題

について検討する「廃炉研究開発連携会議」を設置している。 

また、研究開発を進めるに当たっては、楢葉遠隔技術開発センター、大熊分析・研究センター、

廃炉環境国際共同研究センター（以下「JAEA/CLADS」という。）も活用し、国際的な視点を含め

た廃炉研究開発拠点を整備していくことが重要である。 
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4.2 主な課題と戦略 

4.2.1 廃炉・汚染水対策事業における研究開発管理体制の強化 

4.2.1.1 廃炉・汚染水対策事業 

経済産業省は廃炉を進める上で課題となるような難度の高い技術課題について、その解決を図

るための研究開発に対して廃炉・汚染水対策事業により支援を行っている。廃炉・汚染水対策事

業は、図 26 に示すように基金設置法人、事務局を介して研究開発を実施する IRID その他の企業

等の事業者を選定し、必要な補助を行っている。廃炉・汚染水対策事業により PCV 内の調査、内

部状況の把握が進展するなど廃炉作業を進める上で大きな成果が得られている。これまで実施さ

れてきた廃炉・汚染水対策事業の実施概要を添付資料 12 に示す。 

4.2.1.2 研究開発管理体制の強化 

東京電力は、これまで至近の廃炉作業に係る研究開発に注力していたが、現在では廃炉中長期

実行プランを公表するなど、研究開発においても、中長期的な計画に基づいた戦略的な取組に移

行してきている。この状況を踏まえると、廃炉・汚染水対策事業は、東京電力によるニーズや現

場適用を見据えた研究開発をより強化する必要がある。このため、今後の廃炉・汚染水対策事業

に対する NDF と東京電力の関与を一層高めていくこととした。 

具体的には、廃炉・汚染水対策事業において、プロジェクトの企画立案及び進捗管理の両方の

機能を強化すべきという課題認識の下、NDF が廃炉・汚染水対策事業の事務局に参画する体制に

移行するとともに、東京電力の現場適用者としての関与を明確化する体制とした。東京電力が研

究実施主体と共同での交付申請を行うことで、現場適用性の観点からの要求を反映させるととも

に、進捗管理を東京電力が自らのプロジェクト管理と連携して行っていく。 

これらのことにより、廃炉・汚染水対策事業はよりニーズ主導の研究開発となり、現場適用性

の高い研究開発となってきている。また、廃炉・汚染水対策事業における研究開発の企画立案と

いう NDF の役割もより明確となった。 

なお、東京電力はこのような仕組みを構築しつつ、併せて自らが行う研究開発の比重を高めて

いく努力が求められている。NDF は、東京電力と情報交換や意見交換によるコミュニケーション

強化を行いつつ、ともに現場のニーズや適用性を考慮した案件を企画するとともに、研究開発の

目的や成果の達成目標時期に合致した開発となるよう、研究開発の進捗状況を管理していく。 

4.2.2 今後約 10 年間を見通した研究開発中長期計画の作成 

4.2.2.1 研究開発中長期計画の作成 

中長期ロードマップで今後約 10 年間の方向性及びそれを支援する研究開発の推進が示された

が、これに対して、廃炉中長期実行プランも踏まえ、NDF と東京電力は燃料デブリの取り出し規

模の更なる拡大の達成に向け必要な研究開発の抽出とその実施を適切に管理するため、研究開発

の今後約 10 年間の研究開発の全体を俯瞰した研究開発中長期計画を作成することとした（添付

資料 13）。この研究開発中長期計画においては、燃料デブリ取り出しにおける各段階で現在想定

される研究開発項目及び内容を東京電力の廃炉中長期実行プランと紐づけた形で明らかにしてい
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る。また、毎年度作成する次期研究開発計画は、この研究開発中長期計画に基づき策定し、各研

究開発が廃炉工程のどこにどのように位置づけられるかを明確にする。研究開発中長期計画は、

PCV 内部調査等の進展や燃料デブリの分析により明らかになった情報、研究開発の進展、東京電

力の廃炉中長期実行プランの改訂等を踏まえ継続的に更新・拡充を図っていく。 

4.2.2.2 次期研究開発計画の作成 

NDF は廃炉・汚染水対策事業を支援するため、毎年度、次年度以降直近 2 年間で行うべき廃炉

研究について次期研究開発計画案を作成し、燃料デブリ取り出し専門委員会、廃棄物対策専門委

員会での審議を経た後、廃炉等技術委員会で審議し NDF 提案として取りまとめている。この次期

研究開発計画案は、経済産業省から廃炉・汚染水対策チーム会合事務局会議に報告され、次年度

以降この計画に沿って廃炉研究が進められる。廃炉・汚染水対策事業は、この次期研究開発計画

に基づき公募がなされ、採択された事業者により廃炉研究開発が実施されている。 

4.2.3 廃炉現場と大学・研究機関におけるニーズとシーズのマッチング 

4.2.3.1 ニーズから導き出された重要研究開発課題と基礎・基盤研究の全体マップ 

基礎・基盤研究を担う大学・研究機関には、将来、理工学的知見を要する技術課題が発生した

ときに即応できる人材、知識・基盤を維持・育成していくことが期待され、大学・研究機関にお

いても、廃炉現場が有する課題認識を強く共有しておくことが重要である。 

また、長期にわたる福島第一原子力発電所の廃炉を推進するに当たっては、中長期的な観点か

ら、原理の理解や理論に基づいた理工学的検討も重要である。NDF では、廃炉研究開発連携会議

での議論に基づき、「研究連携タスクフォース」を設置して議論を行い、課題の調査、ニーズ側の

問題意識、想定される研究イメージなどを含め、戦略的かつ優先的に取り組むべき 6 つの重要研

究開発課題を抽出した（添付資料 14）。現在、廃炉基盤研究プラットフォーム22においてこれら重

要研究開発課題について更に検討が深められている。これらの重要研究開発課題は、2018 年 5 月

から JAEA/CLADS が開始した英知事業の公募に活用されてきた。なお、現在の英知事業の公募に

当たっては、JAEA/CLADS がこれらの重要研究開発課題も含め、汚染水対策から廃棄物の処理・

処分まで含めた廃炉全体を俯瞰し、求められる研究開発のニーズとシーズを整理した「基礎・基

盤研究の全体マップ」を活用している。 

4.2.3.2 基礎研究拠点・研究開発基盤の構築 

長期にわたる福島第一原子力発電所の廃炉を技術面においてより着実なものとしていくために

は、重要研究開発課題の実施をはじめ、基盤技術や基礎データの整備、研究拠点や研究施設・設

備の構築、人材の育成等、研究開発基盤の整備や技術知識の蓄積が必要不可欠である。福島第一

原子力発電所の廃炉は、最先端の科学技術の試行の場でもあり、こうした蓄積がイノベーション

の源泉となっていくことが期待される。 

JAEA/CLADS の国際共同研究棟（福島県富岡町）は、国内外の大学、研究機関、産業界等がネ

                                                   
22 JAEA/CLADS と文部科学省英知事業廃止措置研究・人材育成等強化プログラム採択機関の共同運営による基

礎・基盤研究の推進協議体。https://fukushima.jaea.go.jp/initiatives/cat05/haishi05.html 参照 
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ットワークを形成し研究開発と人材育成を一体的に推進する場として、東京電力や大学も入居し

て研究等を実施している。今後、大学、研究機関、産業界等の国内外の多様な人材が交流するネ

ットワークが形成され、JAEA/CLADS はこうした活動のハブとなる中心的な組織となることが期

待される。こうした観点から、英知事業は文部科学省の委託事業から、JAEA/CLADS を対象とす

る補助金事業（廃炉研究等推進事業費補助金）に移行し、2018年度新規採択課題から JAEA/CLADS

を中核とした体制により実施されている。2019 度から、英知事業に新たに「研究人材育成型廃炉

研究プログラム」を創設し、大学等の教育研究機関と JAEA/CLADS の双方に研究・人材育成拠点

（連携ラボ）を形成した上で23 、組織間をクロスアポイント制度で結ぶ研究開発・人材育成事業

を開始しており、JAEA/CLADS の機能強化を図っている。さらに 2020 年度から、廃炉現場のニ

ーズに直結する研究開発を行う「課題解決型廃炉研究プログラム」に重点化するとともに、同プ

ログラムに 39 歳以下の若手枠を創設し、長期にわたる廃炉を支える若手研究者の参画・育成を進

めている。 

4.2.3.3 ニーズとシーズのマッチングの強化に向けて 

廃炉現場の課題解決に資する基礎・基盤研究については、英知事業を中心に優れた研究成果が

得られているものもあり、その成果を廃炉現場に直接反映していくことは重要な課題である。こ

れを実現するため、JAEA/CLADS の基礎・基盤研究の全体マップを活用しつつ、廃炉現場からの

ニーズと大学・研究機関のシーズのマッチングや得られた優れた成果の橋渡しを行うことが不可

欠である。このような認識を踏まえ、英知事業においては、JAEA/CLADS は東京電力の知見を借

りつつこれまでの採択課題の現場適用性の評価と当該評価を踏まえた現場適用の加速に取り組ん

でいる。また、英知事業の運営の基本方針を提示する「ステアリングコミッティ24」に廃炉・汚染

水対策事業を所管する経済産業省や国内廃炉関係事業者を構成員に加えるとともに、研究マネジ

メントを担うプログラムオフィサー（PO）に新たに東京電力を加えるなど、ニーズ側の視点をよ

り強く反映させる取組を強化している。さらに、2019 年度から東京電力において、大学の有する

廃炉に関する技術シーズを発掘すべく、英知事業の成果も踏まえた新たな大学との共同研究が開

始される25など、政府（文部科学省、経済産業省）、JAEA/CLADS、NDF、東京電力など関係機関

はニーズとシーズのマッチング及び成果の橋渡しの強化に向けて、さらに連携を強化していく必

要がある。 

  

                                                   
23 JAEA は福島県内の拠点の他、東海・大洗の拠点も使用可 
24 プログラムディレクター、大学・研究機関の有識者、NDF、東京電力で構成し、文部科学省に設置 
25 東北大学、福島大学、東京大学、東京工業大学（東京大学以外は 2020 年度から開始） 
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5. 技術戦略を支える取組 

5.1 プロジェクト管理の一層の強化、廃炉の事業執行者として有すべき能力の向上 

5.1.1 プロジェクト管理の意義と現状 

廃炉の各作業分野における個々の作業においては、一般に研究開発→概念設計→詳細設計→製

作→現地据え付け工事→検査→運用、といったプロセスを経て進められることとなる。加えてそ

の間に、必要に応じて原子力規制委員会による審査や各種検査も加わることになる。こうした一

連のプロセスを漏れなくまた遅滞なく実施していくに当たっては、長期計画において定める大き

な作業の流れを適切な規模の管理単位である個別プロジェクトとして設定することが有効である。

その上で、プロジェクト間の相互関係並びに時系列的な関係を最適化し、またプロジェクトに内

在するリスクを適切に管理できるように、高度化されたプロジェクト管理体制の下で総合的に進

めていくことが重要である。 

5.1.1.1 廃炉中長期実行プランの策定 

東京電力は、福島第一原子力発電所の事故以降、原子力災害対策特別措置法及び原子炉等規制

法26に基づく要求や、廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議において決定された中長期ロードマップ

の目標工程に従い、廃炉事業を実施してきた。今回、事故後 10 年を迎えるにあたり、東京電力

はこうした目標工程をどのように達成するのかを示した廃炉中長期実行プランを作成・公表する

ことで、複雑かつ長期にわたる作業見通しを具体化するとともに、地元や社会に対する廃炉事業

の透明化を図り、主体的に廃炉に取り組む姿勢を明らかにした。 

福島第一原子力発電所の廃炉作業は不確実性が大きい事業であるものの、廃炉中長期実行プラ

ンを踏まえることで、研究開発、人材、調達についても中長期を見据えた計画を作成できるた

め、廃炉中長期実行プラン作成の意義は大きい。今後この廃炉中長期実行プランを効果的に役立

てるためにも、新知見や現場状況などを踏まえて不断の見直しを行っていくことが重要である。 

5.1.1.2 プロジェクト管理の一層の強化 

汚染水対策や、プール内燃料取り出しなど「緊急的に取り組まざるを得ない状態」が一区切り

しつつあるなか、東京電力は、今や「先々を見越して戦略的に進めていく段階」の中でも「未踏

の領域に計画的に取り組む局面」に直面している。 

こうした中、東京電力は、2020 年 4月に福島第一廃炉推進カンパニーを組織改編することに

より、プロジェクト管理型へ廃炉事業の転換を行った。しかし、東京電力はプロジェクト管理型

組織として出発点に立ったところであり、燃料デブリ取り出し等の不確実性及び技術的難易度の

極めて高い取組が本格化していく中でも、放射線レベルが高い環境の下で複数作業を同時並行で

行うなど、複雑かつ重層的な大規模プロジェクトを安全・確実・迅速に進めていくには、以下の

取組を徹底して実行することによって、プロジェクト管理の一層の強化を図っていく。 

                                                   
26 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 
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・予算管理等について、プロジェクト実施部門の権限及び責任を明確化するとともに、プロジ

ェクトマネージャーに対してプロジェクトを貫徹する責任者である意識の浸透やプロジェク

ト管理能力の向上を図る。 

・プロジェクトマネージャーは、プロジェクトの予算や工程、作業、リスク、品質、人員等の統

合管理を行っていくことにより、プロジェクトを貫徹していく。その際、エンジニアリング

と研究開発とを一体としてプロジェクトの内側に取り込むことで、不確実性と技術的難度の

高いプロジェクトの遂行を確かなものとしていく。 

・プロジェクト管理部門は、現場実態や進捗に応じて廃炉中長期実行プランを適正に更新する

とともに、各プロジェクトの進捗状況のモニタリング、進捗状況に応じた必要な是正の指示、

プロジェクトの進捗に応じたリソースコントロール等を行っていく。プロジェクトマネージャー

は、プロジェクト管理部門からの指示を的確に実行するために関係するプロジェクトと調整を図って

いく。その際、廃炉作業全体の最適化の視点から各プロジェクトの領域を変更することがより適切と

認識した場合には、プロジェクトミッションの見直し等をプロジェクト管理部門に進言していく。 

・必要なプロジェクト管理の手法・ツールを国内外から積極的に導入することにより、効果的

なプロジェクト管理を行っていく。 

5.1.2 主な課題と戦略 

5.1.2.1 プロジェクト活動における「安全とオペレータ視点」の充実 

工法や設備などの設計検討（エンジニアリング）のような取組を進める際に、特に技術的難易

度の高い課題に対しては、工法や設備などを物理的に実現させることに重きをおく傾向がある。

しかしながら、取組の成果を実際に現場で実現するためには、物理的な実現に加え、 

 核燃料物質等という危険物を扱う27事業執行者としての「安全視点」 

 福島第一原子力発電所廃炉の現場を熟知したオペレータ28が持つ「オペレータ視点」 

が、当該の工法、設備に十分に反映されていることが不可欠である。 

そのためには、工法、設備を現場で実現するまでのプロジェクト活動において、これらの視点

が十分に反映される必要がある。十分な反映がなされなければ、結果として現場に適さない工法、

設備等の成果がもたらされ、安全かつ安定的な廃炉を妨げてしまう。 

こうした事態に陥らないよう「安全視点」及び「オペレータ視点」をプロジェクト活動の上流

で取り入れるための業務プロセスを早期に確立する必要がある。 

5.1.2.2 安全視点を第一とする考え「安全ファースト」の浸透 

福島第一原子力発電所に多量に存在する核燃料物質等は、事業者がこれら潜在的危険物質の潜

在的危険性を十分に抑制し、災害防止上支障がない状況を確保する場合に限り、これらを扱うこ

                                                   
27 燃料デブリは現在一定の安全状態にあるが、燃料デブリ取り出し作業はこの安定状態に対して積極的に外乱を与える

行為となる。すなわち、燃料デブリ取り出し作業においては、α放射性物質を非密封状態で取り扱うことになること、ま

た一時的に臨界リスクが高まる可能性があることから、その作業に当たってはこれまで以上に入念な作業管理（臨界

管理、被ばく管理、運転管理、監視強化等）を必要とする。 
28 オペレータとは現場（運転、保全、放射線管理、計装、分析等）を扱う人・組織の総称。 
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とが許される。このことは福島第一原子力発電所が事故直後の緊急避難的な応急措置段階から、

長期的な課題への計画的な対応段階に移行した今、再度明確に認識すべきことである。 

工法・装置も、安全上の視点が十分に反映されていなければ、その使用は基本的に許容されな

い。したがって、工法・装置を現場で実現するまでの過程（プロジェクト）に携わるもの全てが、

安全視点を第一とする考え（安全ファースト）をもって業務に当たることが重要である。なお、

「安全ファースト」の考えをプロジェクトに具体的に適用すると、「プロジェクトの検討を行う際

に、工法・装置の使用に伴う安全性の評価を尽くし、必要十分な安全の確保を確認したうえで、

技術的な確実性、合理性、迅速性、現場適用性、プロジェクト上のリスク等を総合的に考慮して、

工法・装置とそれに伴う安全対策を決定する」ということになる。 

東京電力では、福島第一原子力発電所の事故後、原子力リーダー間の対話、原子力リーダーか

ら一般社員に向けてのメッセージ発信等、リーダー自らが率先して原子力安全に関する意識向上

に向けた一層の取組を実施してきている。しかしながら、「安全ファースト」を現場を含むプロジ

ェクトに携わるもの全てにあまねく浸透させるためには、組織トップの姿勢（原子力安全が特別

なものであり、特別な意識を向ける必要があることを訴求し続ける姿勢）が重要である。 

5.1.2.3 オーナーズ・エンジニアリング能力の向上 

(1) 事業執行者（発注者）である東京電力の役割 

燃料デブリ取り出しに代表される複雑かつ広範囲なエンジニアリングを手戻りなく確実に進め

るためには、プロジェクトの上流側において、事業執行者（発注者）である東京電力からの要求

事項をサプライチェーンの受注候補者（メーカ、ゼネコン等）に明確に伝えることが、プロジェ

クトの手戻り防止に有効である。要求仕様書には、まずはシステム全体としての性能要求があり、

次にその性能要求を達成するために必要な個々の機器・設備に対する機能要求がくる。発注者で

ある東京電力は最低限システム全体の性能要求が書けていれば良く、機能要求についてはサプラ

イチェーンの受注候補者に委ねる、あるいは一緒に作り込んでも、特に大きな問題は生じない。 

(2) オーナーズ・エンジニアリングにおける「安全とオペレータ視点」の重要性 

規模を更に拡大した燃料デブリ取り出しは、複雑かつ広範囲である上に、得られた情報が限ら

れ不確実性が高く、かつ、過去に前例のない高難度の作業となることから、従来型のエンジニア

リングの進め方29が当てはまるとは限らず、むしろ当てはまらない可能性が高い。 

燃料デブリ取り出しは、未経験の取組であるが故に、廃炉の事業執行者である東京電力からの

目標設定・要求仕様がエンジニアリング着手時点では必ずしも明確にならず、性能要求設定や工

法・装置の物理的な実現性や性能保証の程度も試行錯誤的なものにならざるを得ない。したがっ

                                                   
29 事業執行者である東京電力が提示した要求仕様に基づいてサプライチェーンがエンジニアリングを進める。 
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て、事業執行者の性能要求とサプライチェーンの機能設定及びエンジニアリングをある程度イタ

レーション型30に行っていく必要がある（図 27 ルート 1～3）。 

イタレーション型のエンジニアリングは、事業執行者とサプライチェーンとの契約も従来的な

ものとはならないため31、東京電力は事業執行者として「エンジニアリング上の判断を行い、その

結果に対して責任を持つこと」が強く求められる。そのためには、プロジェクト管理能力に加え、

サプライチェーン全体を最適化するために事業執行者として有すべき能力、具体的には、工学的

判断をする能力、事業リスクを評価する能力、発注仕様を具体化する能力等の事業執行者である

東京電力がオーナー32として主体的に行うエンジニアリング能力（オーナーズ・エンジニアリング

能力）を向上させていく必要がある。 

燃料デブリ取り出しは、原子力発電所の設計・建設のように完成されたプロダクトを性能保証

した上で納める仕事ではない。したがって、最後は事業執行者である東京電力が技術的なリスク

や事業リスクを負う形でないと、コストが天文学的に膨れ上がってしまう。技術リスクを事業執

行者が負うということは、事業執行者自らが機能設定や工学的設計の信頼性についても見極める

眼力を備えるという、従来の東京電力以上に技術力が求められるということでもある。オーナー

ズ・エンジニアリングにおいて最も重要なことは「安全とオペレータ視点」をエンジニアリング

のできるだけ上流から組み込むことにある。 

 

  

図 27 燃料デブリ取り出しの設計フロー（イメージ） 

                                                   
30 ある結果を基に次の結果を求め、これを繰り返すことによって次第にエンジニアリングの完成度を高めていくやり方 
31 これまでの原子力発電所の建設ではサプライチェーンが完成されたプロダクトを性能保証した上（フルターンキー契

約）で事業執行者に納品していた。 
32 ここでいうオーナーには発災責任者、特定原子力施設認可者、設備所有者の３つの立場がある。東京電力はこの３つ

の立場から廃炉事業を執行している。（廃炉の事業執行者） 

 

◎事業者要求仕様書

〇要求性能（書けないなら、要求機能）

a)安全：臨界、被ばく、・・・

b)操作性：・・・

c)メンテナンス性：・・

d)・・・

〇性能確認方法

a)安全：臨界、被ばく・・・

b)操作性：・・・

c)メンテナンス性：・・

d)・・・

〇品質保証

a)品質保証計画書

b)サブベンダー（２次請以降）リスト

c)サブベンダー（特に海外ベンダー）

に対する調達管理

要求性能を

満足するか

次ステップ（基本設計等）

概念検討
インプット

アウトプット1

Yes

No

アウトプット2

ルート１

・概念検討

やり直し

ルート２

・要求性能見直し

・現場調査を追加し、

不確かさを低減

ルート３

・満足状況をペンディングとし、次ステップの

設計段階を進めた後に、後日、要求性能を満

足しているか否かを確認することもあり

研究開発（R&D）

アウトプット

“安全とオペレータ視点”から

境界条件を設定

“安全とオペレータ視点”の反映

状況を成果物（図書）で確認

境界条件を“安全とオペレータ視点”に基づき精緻化

境界条件をさらに精緻化

“安全とオペレータ視

点”の反映状況を基

本設計図書で確認

概念検討

のやり直し

実機

◎開発仕様の具体化

・技術課題の洗い出しと技術動向

（技術成熟度）

①〇〇 開発済み

②△△ 実用化段階

・・・

・開発方法

②・・〇〇までに、東電自主

③・・〇〇までに、国プロ

・開発仕様

・予算、スケジュール

…

：実機設計プロセス

：研究開発（R&D）プロセス

R&D成果の取り込み

◎基本設計図書

・系統設計仕様書

・機器設計仕様書

・遮へい計算書

・P&ID

…

◎概念検討図書

・要求性能確認書

・安全評価書（臨界、被ば

く、ダスト飛散、除熱…）
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(3) 安全を基軸とした ALARP 判断 

安全には、このレベルを達成しなければ当該の工法、装置は使用できないという安全の基準に

係る最低限のレベルがある。この最低限のレベルを満足した上のレベルには選択の幅があり、そ

の幅のなかで、達成される安全レベルとプロジェクトのコスト、期間（特に福島第一原子力発電

所では長期間を要す重厚な安全対策を伴う工法、装置が必ずしも安全上プラスにならないことに

留意）等のトレードオフ、一種の ALARP33に基づき、採用する工法、装置が決定される。また、

このような工法、装置が現場で実現可能かという問題もある。 

したがって、工法、装置を決める判断には、「安全の基準をはっきりさせ（安全視点）」、「現場

での実現性等について指摘する（オペレータ視点）」、それを「プロジェクトで検討、議論（プロ

ジェクトマネジメント）」していくという図 28 のようなサイクルを回しながら、最終的に採用す

る工法、装置を決めていくことが大切である。この図に示されるように、安全視点とオペレータ

視点はそれぞれが独立なものでなく、安全視点をベースにプロジェクトが行ったALARP 判断は、

オペレータ視点をベースとした実現性のチェックを経て、工法、装置の決定に至る。安全視点が

実際に現場に反映されるためにはオペレータ視点が必要であり、一方、オペレータ視点が活かさ

れるためには安全視点をベースにした判断が必要である。 

 

 

図 28  安全を基軸とした ALARP（イメージ） 

5.1.2.4 人材の育成・確保 

(1) 廃炉中長期実行プランに基づく人材育成計画 

長期にわたる廃炉事業を円滑に遂行していくための基盤として、人材の育成が不可欠である。

そのためには、廃炉中長期実行プランに照らして、将来必要となる技術者の職種（設計、運転、

保全、化学分析、安全評価、放射線管理等）や人数及び必要となる時期を想定して、それらを中

長期人材育成計画としてまとめ、人材の育成と要員の確保を計画的に進めていくことが重要とな

る。特に、燃料デブリ取り出しのように、これまでの発電所運営で経験したことのないような遠隔による

                                                   
33 放射線影響を合理的に達成可能な範囲で低くしなければならないというもの。 

① 安全の基準を
決める

安全の基準を満足
する工法、装置の

選択肢

（安全視点）

② プロジェクトにて採用
する工法、装置を検
討する(ALARP)

工法、装置案
を伝える

実現可否を
伝える(否の場合)

③ 現場(熟知した者)が
実現性を検討する

④ プロジェクトにて工法、
装置の決定

実現可否を
伝える(可の場合)

（オペレータ視点）
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非密封放射性物質の取扱のような作業については、国内外のモックアップ施設での操作、試験的取り出

しから段階的に規模を拡大しての取り出しでの実作業を通じ、個別に確保・育成を考える必要がある。 

また、廃炉事業を支えるメーカ等の技術者、研究者の人材育成も重要な課題であり、廃炉研究、

エンジニアリング及び廃炉作業の実施を通しての OJT を基本としつつ、2019 年度 NDF が企画実

施した廃炉人材育成研修などの研修等を活用しての人材育成を図っていくことが重要である（添

付資料 15）。 

 

(2) 将来の福島第一原子力発電所の廃炉を担う次世代の育成 

長期にわたる福島第一原子力発電所の廃炉を継続的に実施するとともに研究開発活動を長期間、

持続的に実施するためには、将来の研究者・技術者などの育成・確保等が不可欠である。このた

めの取組を原子力に関わる産学官全体として着実に進めることが重要である。 

高等教育段階の学生に対して、原子力産業に関する理解促進活動を産業界と大学等の教育機関

が連携して継続的に実施していくことに加えて、福島第一原子力発電所の廃炉が世界にも例のな

い極めて高度な技術的挑戦であるという魅力を発信すること、研究者・技術者が活躍するための

多様なキャリアパスを構築し具体的に示すことなどが必要である。 

具体的には、次世代を担う人材の育成のためには、研究者・技術者が安定して輩出されること

が何よりも根本的に重要であり、この観点からも、英知事業において 39 歳以下の研究代表者で構

成される研究グループを対象としたプログラムが実施されている他、学生を対象としたカンファ

レンスである「次世代イニシアティブ廃炉技術カンファレンス（NDEC）」や高専生を対象とした

廃炉創造ロボコンでは、学生による研究成果が発表され、福島第一原子力発電所の廃炉に携わる

研究者・技術者等との意見交換や、優秀者の表彰が行われている。更に、NDF においては、福島

県をはじめとした女子中高生を対象に女性研究者・技術者との交流を通じて廃炉等への関心を高

める取組として、経済協力開発機／原子力機関（以下「OECD/NEA」という。）と連携した「国際

メンタリングワークショップ Joshikai in Fukusima」を開催し、女性の理解促進及び開発検討への

参画意欲の向上を図っている。 

今後も初等中等教育段階の児童・生徒、大学・高専をはじめとした高等教育段階の学生、若手

研究者・技術者など次世代を担う人材確保のための施策を引き続き推進・強化していくことが必

要である。 

5.2 国際連携の強化 

5.2.1 国際連携の意義と現状 

近年、原子力利用の黎明期に建設された原子炉や核燃料サイクル関連施設が運転寿命を迎え、

各国ではこれらの施設の廃止措置が本格化している。また、過酷事故を起こした原子炉として

は、英国のウィンズケール原子炉 1 号炉（Windscale Pile-1）、米国のスリーマイルアイランド原

子力発電所２号炉（TMI-2）、ウクライナのチェルノブイリ原子力発電所 4 号機（ChNPP-4）が

あり、これらの施設では長年にわたって安定化作業、安全対策等が講じられてきている。さら

に、海外にある過去の核関連施設（レガシーサイト）においては、多種多様な放射性物質の管理

に大きな不確かさが存在しその廃止措置及び環境修復の取組は長期にわたることが見込まれてい
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る。各国は、「unknown unknowns」（何がわからないかがわからない）とも言われる技術的な困

難や、長期にわたるプロジェクト運営、多額の資金の確保といった課題に直面しながらも、それ

らを乗り越えるための挑戦を続けている。 

難度の高い工学的課題を扱う福島第一原子力発電所の廃炉を着実に進めるためには、リスク低

減戦略として、先行する廃止措置活動等の事例から教訓を学び、廃炉に活かしていくことが重要

である。また、廃炉に対する国際社会の継続的な理解・関心や協力関係を維持・発展させていく

ため、国際社会への情報発信や国際共同活動への参画等を通して、福島第一原子力発電所の事故

及び廃炉で得られた知見等を国際社会に積極的かつ戦略的に還元し、国際社会に開かれた互恵的

な廃炉を進めることが重要である。 

加えて、福島第一原子力発電所の廃炉は、原子力分野だけに限らない様々な分野の知見を組み

合わせながら未踏の工学的課題を解決していくプロセスであり、福島第一原子力発電所の廃炉が

イノベーション創出の有力な場になり得るものと解釈できる。世界から多様な知や経験を福島に

集約することは、第一義的には福島第一原子力発電所の廃炉そのものを着実に進めるための重要

な取組であるが、廃炉プロセスを通じて生み出されるイノベーションを地元産業の復興につなげ、

長期にわたる廃炉を進めるに当たって不可欠な地域との共生関係を構築していくという観点から

も重要な取組である。 

国際連携においては、各国の事情に即した二国間協力を進めるとともに、IAEA、OECD/NEA

などを通じた多国間協力の枠組みを活用することが重要である。これらの国際機関は、廃止措置

に関する国際基準の策定等といった重要な役割を有している。我が国の廃炉の経験を基に国際基

準の策定等に参画していくことは、福島第一原子力発電所の廃炉を国際的に開かれた形で進める

ために重要であり、各国にも我が国の経験が共有されることにより国際社会に対する責任の一端

を果たすことも期待される。そのような観点から、現在 NDF は、これらを踏まえ IAEA 総会の

サイドイベントへの参加や OECD/NEA 運営委員会等の主要な国際会議での登壇等の機会を通じ

て、廃炉に関する情報発信に取り組んでいる（図 29）（添付資料 16）。 

 

 

図 29 IAEA 総会のサイドイベントで登壇（2019 年 9 月） 
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5.2.2 主な課題と戦略 

5.2.2.1 国際社会への情報発信・国際共同活動への参画 

福島第一原子力発電所の廃炉のために世界の英知を結集するという観点からは、事故から間も

なく 10 年を迎える現在において、同じ情報であっても受け手の関心等が事故当時から変化して

いる部分もあり、これに留意した情報発信が重要となる。具体的には、専門家向けに詳細で正確

な情報を発信するだけでなく、非専門家向けへの分かりやすい情報を発信することや、事故の経

緯に係る受け手の理解度を考慮した適切な工夫を加えるなどの配慮が必要である。 

また、廃炉に向けて世界の英知を結集するとともに、廃炉を進める中で得られた知見等を国際

社会へ還元していくため、国際社会への情報発信と併せて、国際共同活動への参画に取り組んで

いくことも重要である。国際共同活動への参画に当たっては、我が国にとっての最優先課題であ

る廃炉の着実な実施が担保されることを大前提としつつ、国際社会の利益も確保されるような形

で取り組まれることが必要である。特に成果の還元の側面からは、例えば、事故や廃炉そのもの

だけでなく他の課題への応用といった側面にも関心が拡がりつつあるといった国際社会の変化に

応えながら、その関心の水準の維持に努めることが重要である。 

5.2.2.2 世界の英知の結集と活用 

福島第一原子力発電所の廃炉は長期にわたると見込まれ、また、レガシーサイトの廃止措置は、

先行モデルとして技術面や運営面など参考になる点が多い。レガシーサイトを有する各国は原子

炉や核燃料サイクル施設の運転・保守とは異なる専門的知識や考え方、新技術等の必要性といっ

た課題に対応するため、公的な廃止措置関係機関が中心となってこれを推進している。そのため、

NDF は、政府間の枠組みの下で、英国 NDA、フランス原子力・代替エネルギー庁（CEA）、米国

エネルギー省（DOE）等の各国で中心的な役割を担う公的な廃止措置関係機関との長期的なパー

トナーシップを引き続き構築・強化していく。 

また、我が国は、福島第一原子力発電所の廃炉に関して、技術面のみならず運営面においても、

制度・政策、戦略策定と事業の計画・運営、安全確保、地域コミュニケーションといった様々な

取組について世界の英知を集め学ばなければならない。そのため、我が国は国際社会の支援を受

け、IAEA による DAROD プロジェクトや OECD/NEA による共同プロジェクトなど、海外の政府

機関や有識者から様々な支援を受けてきたところであり、国際社会への情報発信や国際共同活動

への参画等を通じて成果の還元にも取り組みつつ、関係の互恵的継続を図ることが必要である。 

なお、国内外を問わず、廃炉は多数の企業と廃止措置事業者との契約の下で実施されており、

その世界市場は大きな広がりを見せている。福島第一原子力発電所のエンジニアリングが本格化

する中、世界の優れた技術や人材の最新状況を把握し、これらを有効に活用することが重要であ

る。そのため、民間の状況まで含めた世界の最新情報を把握するとともに、これら民間企業との

継続的なコミュニケーションに取り組み、廃炉作業の進捗について情報を共有しながら、必要な

時に必要な技術にアクセスできる環境を形成していくことが必要である。 
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5.3 地域共生 

5.3.1 地域共生の意義と現状 

5.3.1.1 基本的な考え方 

福島第一原子力発電所の周辺地域において住民帰還や復興が徐々に進む中、廃炉を安全かつ着

実に進めるためには、地域からの信頼が必要不可欠である。そのため、地域の皆様の不安や疑問

に真摯に耳を傾け、正確な情報を分かりやすく速やかにお届けするといった双方向のコミュニケ

ーションを通じて、地域の皆様が廃炉事業について御理解・御安心いただけるよう取り組んでい

くことが重要である。加えて、長期にわたる廃炉を貫徹するためには、地元企業を中心とした企

業の皆様に継続的に御協力いただくことが不可欠であると同時に、地元企業の皆様に廃炉事業に

参画いただくことは、この地で廃炉関連産業が活性化し、雇用や技術が生まれ、他の地域や産業

への成果の拡がりにつながることから、東京電力が福島の復興に貢献するための重要な柱でもあ

る。 

このような「復興と廃炉の両立」の大原則の下、東京電力は、浜通り地域への廃炉関連産業集

積を重点分野に掲げる「福島イノベーション・コースト構想」の実現に向けた取組とも連携しつ

つ、地域と共生しながら廃炉を貫徹することとしている。 

5.3.1.2 現状における具体的な取組 

政府においては、地域住民の皆様をはじめとした様々な立場の方々への情報提供・コミュニケ

ーション強化、広報活動の在り方を議論する場として「廃炉・汚染水対策福島評議会」の開催、

廃炉の状況をまとめた動画や WEB サイト、パンフレット等による情報発信、地域住民の皆様・

関係自治体の職員への積極的な説明・対話等により丁寧なコミュニケーションを図っている。 

NDF においては、地域住民の皆様との双方向のコミュニケーションを重視した「福島第一廃

炉国際フォーラム」を通して、廃炉に関する情報を分かりやすく提供し、参加者と率直な意見交

換を行うとともに、国内外の専門家と廃炉の最新の進捗や技術的成果の共有を図っている。ま

た、将来廃炉と向き合うこととなる若い世代を対象としたワークショップを開催し、廃炉につい

て興味・関心を持ってもらうための取組も実施している。 

東京電力においては、政府主催の「廃炉・汚染水対策福島評議会」や福島県主催の「福島県原

子力発電所の廃炉に関する安全確保県民会議」などに参画し、経営層やリスクコミュニケータに

よる地域代表者等への説明・対話の取組を継続的に行っている。また、原子力定例記者会見や福

島県政記者クラブへの定例レクチャー、参画する会議の場等を活用した廃炉の状況の適時・的確

な情報発信、WEB サイトの公開、情報誌などの広報ツールを活用した分かりやすい情報発信に

努めている。 

さらに、ありのままの廃炉作業の進捗を見ていただくことが廃炉に向けた共通理解の形成にお

いて極めて有効であることから、避難されている方々も含め、福島第一原子力発電所への視察者

の受入れを積極的に進めてきたところであり、2019 年度は、台風や新型コロナウイルスの影響

があったものの、18,238 人の視察者を受け入れている。加えて、原子力発電所事故の経過と廃
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炉作業の進捗を学べる場として「東京電力廃炉資料館」を富岡町に設置しており、2020 年 8 月

末時点の来場者数は約 60,000 人となっている。 

昨年度、東京電力は、福島イノベーション・コースト構想推進機構の協力を得ながら、地元企

業を対象にした廃炉事業のマッチングイベントを開催した。また、2020 年 3 月末には、廃炉事

業への地元企業の参画や域外企業の誘致、人材育成に向けた地元企業の支援や大学等との連携な

どの取組をまとめた「復興と廃炉の両立に向けた福島の皆さまへのお約束」（以下「お約束」と

いう。）を策定し、地域の一員として全力で廃炉事業に取り組む決意を改めて示した。 

さらに、地域共生に取り組む体制を強化するため、2020 年 4 月に福島第一廃炉推進カンパニ

ー内に地域パートナーシップ推進グループを設置したほか、2020 年 10 月には社長直轄の浜通り

廃炉産業プロジェクト室を設置した。 

東京電力は「お約束」の取組を実現するため、福島イノベーション・コースト構想推進機構、

福島相双復興推進機構と連携し、廃炉事業への参画に希望・興味を持つ地元企業向けの共同相談

窓口を設置したほか、元請け企業と地元企業との商談会の開催などに向け準備を進めているとこ

ろである。また、地元企業が参画しやすくなるよう、廃炉事業の中長期的な見通しと想定される

発注案件の内容・時期・規模を可能な限り細分化し、それぞれの発注案件ごとに必要な機材・技

術等を具体的に示す「廃炉中長期発注見通し」を 2020 年 9 月に作成し、元請け企業や地元の自

治体・商工団体に説明を行っているところである。 

5.3.2 主な課題と戦略 

廃炉に関する不適切な情報の発信による誤解や懸念、風評の発生は、地域のみならず社会全体

の廃炉事業に対する評価・信頼を失墜させ、廃炉の遅れにつながる。このため、東京電力は、福

島第一原子力発電所の視察や廃炉資料館（富岡町）のほか、情報誌や WEB サイト、動画など多

様なツールを活用し、廃炉の現状・取組状況を分かりやすく速やかに伝えていく必要がある。 

また、政府、NDF、東京電力は適切な連携の下、情報の提供をより一層丁寧に行い、地域との

信頼構築に努めることが求められる。このため、地域の皆様と直接対話する機会を積極的に設け

るとともに、NDF が開催する福島第一廃炉国際フォーラム等の催事を通して参加者の皆様から

の不安や疑問に真摯に耳を傾けるなど、対話による双方向のコミュニケーションを図り、正確な

情報を分かりやすく速やかにお届けしていく必要がある。 

東京電力は、「お約束」が形だけで終わることなく、実効性が担保されなければならない。そ

のため地域共生の専門部署が中心となり、廃炉事業の進捗に応じて「廃炉中長期発注見通し」の

内容を随時更新・追加していくとともに、地元の自治体・商工団体を通じて丁寧な説明を継続的

に行っていき、併せて専用の共同相談窓口や地元企業を対象とした商談会等を通じ、地域との積

極的なマッチングを図っていく（図 30）。また、東京電力自ら地元企業の技術力向上に向けたサ

ポートや域外取引企業の域内誘致に努めるほか、元請け企業に対しても、技術指導を含めた地元

企業の参画を促進し、一定の成果があった場合にはインセンティブを付与するといった仕組みを

整えるなど、廃炉事業を通じた地元経済の基盤づくりと地元企業・人材の育成を図っていく。さ

らに、廃炉に関する研究開発はもとより、域外企業の進出や地元企業への技術指導などが進んで

くると、域外から来訪・滞在する技術者や研究者の増加が見込まれることから、そうした外部人

材が地域社会に溶け込み、その一員として活躍することができるよう、必要な環境整備や支援を
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図っていくことが求められる。特に環境整備に際しては、家族ぐるみで安心して滞在できるよ

う、生活機能、教育機能など幅広く考慮する必要がある。 

これらの地域共生の業務を遂行するには、各部署間の緊密な連携が求められるため、必要に応

じて体制の強化にも取り組むことが求められる。さらに、福島県をはじめとする地元自治体、福

島イノベーション・コースト構想推進機構、福島相双復興推進機構等との連携・協働を継続・強

化していく必要がある。NDF は、東京電力の地域共生に関する取組を支援するとともに、地元

自治体、関係機関との連携強化に努める。 

 
（東京電力資料をＮＤＦにて加工） 

図 30 復興と廃炉の両立に向けた福島の皆さまへのお約束の例  
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略語・用語集 

略 語 正 式 名 称 

CEA 
Commissariat à l'énergie atomique et aux énergies alternatives：フラ

ンス原子力・代替エネルギー庁 

D/W Dry Well：ドライウェル 

DOE United States Department of Energy：米国エネルギー省 

FP Fission Products：核分裂生成物 

IAEA International Atomic Energy Agency：国際原子力機関 

ICRP 
International Commission on Radiological Protection：国際放射線防護

委員会 

IRID 
International Research Institute for Nuclear Decommissioning： 

国際廃炉研究開発機構 

JAEA Japan Atomic Energy Agency：日本原子力研究開発機構 

JAEA/CLADS 
JAEA Collaborative Laboratories for Advanced Decommissioning 

Science：日本原子力研究開発機構 廃炉環境国際共同研究センター 

MCCI Molten Core Concrete Interaction：溶融炉心－コンクリート反応 

NDA Nuclear Decommissioning Authority：英国原子力廃止措置機関 

NDF 
Nuclear Damage Compensation and Decommissioning Facilitation 

Corporation：原子力損害賠償・廃炉等支援機構 

OECD/NEA OECD Nuclear Energy Agency：経済協力開発機構/原子力機関 

PCV Primary Containment Vessel：原子炉格納容器 

RPV Reactor Pressure Vessel：原子炉圧力容器 

S/C Suppression Chamber：サプレッションチェンバ 

SED 
Safety and Environmental Detriment：英国原子力廃止措置機関が開発

したリスクレベルを表現する手法 

TMI-2 
Three Mile Island Nuclear Power Plant Unit 2：米国スリーマイルアイ

ランド原子力発電所 2 号機 

X-6 ペネ PCV 貫通部 X-6 ペネトレーション 

英知事業 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業 

オペフロ オペレーティングフロア 

水中 ROV 水中遊泳式遠隔調査装置（Remotely Operated Vehicle） 

戦略プラン 
東京電力ホールディングス㈱福島第一原子力発電所の廃炉のための

技術戦略プラン 

措置を講ずべき事項 
特定原子力施設への指定に際し東京電力株式会社福島第一原子力発

電所に対して求める措置を講ずべき事項 

中長期ロードマップ 
東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等

に向けた中長期ロードマップ 
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東京電力 東京電力ホールディングス㈱ 

取戻し計画 廃炉等積立金の取戻しに関する計画 

取戻し計画作成方針 廃炉等積立金の取戻しに関する計画の作成方針 

福島第一原子力発電所 東京電力ホールディングス㈱福島第一原子力発電所 

ALARP 

As Low As Reasonably Practicable：危険/効用基準あるいはコストを

含めて、リスク低減策の実現性を考慮しながらも、最小限のリスクま

で低減すべきという考え方 

ALARA 

As Low As Reasonably Achievable：すべての被ばくは社会的、経済的

要因を考慮に入れながら合理的に実行可能な限り低く抑えるべきで

ある、という被ばく管理の基本精神 
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用 語 説 明 

CRD ハウジング 制御棒の駆動装置である制御棒駆動機構を収納するための管 

MCCI 生成物 高温の炉心溶融物とコンクリートとの反応（MCCI）により生じる生成物 

T.P. 
標高の基準となる東京湾平均海面からの高さ。なお、O.P.は同様に小名浜

港工事基準面（小名浜港における最低水面）からの高さ 

ウェルプラグ 
原子炉格納容器の上部にある遮へい用のコンクリート製上蓋（運転中は

原子炉建屋最上階の床面となっている。） 

基準地震動 

原子力施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震に伴って生じる揺れ

の大きさのこと。最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地周辺の地質構

造や地盤構造等に基づいて策定されるもの 

冠水工法 
原子炉格納容器の上部まで水を張って、全ての燃料デブリを水没させて、

燃料デブリを取り出す工法 

気中工法 
水を張らずに、一部の燃料デブリが気中に露出した状態で、燃料デブリ

を取り出す工法 

グレーチング 側溝の蓋や作業用足場に使用されている鉄製の格子状足場 

スラッジ 泥状物質、汚泥 

スラリー 液体中に鉱物や汚泥等が混ざった液状の懸濁物 

燃料デブリ 
原子炉冷却材の喪失等により核燃料が炉内構造物の一部と溶融した後に

再度固化した状態 

プラットフォーム ペデスタル内側で RPV の下に設置された作業用の足場 

ペデスタル 原子炉本体を支える基礎 

ミュオン測定（ミュ

オンによる燃料デブ

リ検知技術） 

宇宙や大気から降り注ぐミュー粒子（ミュオン）が物質を通り抜ける際

に、密度の違いにより粒子の数や軌跡が変化する特性を利用して燃料の

位置や形状を把握する技術 

模擬デブリ 
燃料デブリの化学組成や化学形態をスリーマイルアイランド原子力発電

所２号炉の事故事例などから推定し、人為的に作製したもの 

モックアップ 実物とほぼ同様に似せて作られた模型 
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（IRID 提供） 

図 31 原子炉建屋内構造図 

 

 

 
（IRID 提供） 

図 32 原子炉圧力容器（RPV）内構造図  
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添付資料 1 中長期ロードマップの改訂とこれまで公表した戦略プランについて 

 

【中長期ロードマップ 初版（2011 年 12 月 21 日）】 

 事故発生後に政府及び東京電力でとりまとめた「東京電力福島第一原子力発電所・事故の

収束に向けた道筋 当面のロードマップ」におけるステップ 2 が完了したことに伴い、確

実に安定状態を維持するための取組、使用済燃料プールからの燃料取り出しや燃料デブリ

の取り出し等の中長期に亘って進めるべき必要な措置を、東京電力、資源エネルギー庁、

原子力安全・保安院の 3 者にてとりまとめ、政府・東京電力中長期対策会議で決定 

 中長期の取組の実施に向けた基本原則の提示や、廃止措置終了までの期間を使用済燃料取

り出し開始までの期間（第 1 期）、第 1 期終了後から燃料デブリ取り出し開始までの期間

（第 2 期）、第 2 期終了後から廃止措置終了までの期間（第 3 期）に区分した上で時期的

目標を設定 

【中長期ロードマップ 改訂第 1 版（2012 年 7 月 30 日）】 

 ステップ 2 以降に東京電力が策定した「中期的な信頼性向上のために優先的に取り組むべ

き事項についての具体的な計画」の反映や、作業の進捗状況に応じた目標の明確化 

【中長期ロードマップ 改訂第 2 版（2013 年 6 月 27 日）】 

 使用済燃料プールからの燃料取り出し、燃料デブリ取り出しについて号機毎の状況を踏ま

えたスケジュールの検討（複数プランの提示）及びこれを踏まえた研究開発計画の見直し 

【戦略プラン 2015（2015 年 4 月 30 日）】 

 福島第一原子力発電所の廃炉を適正かつ着実に実施する観点から、中長期ロードマップに

しっかりとした技術的根拠を与えるために初版となる戦略プランを公表 

（NDF は 2014 年 8 月 18 日に既存の原子力損害賠償支援機構を改組する形で発足） 

 福島第一原子力発電所の廃炉を「過酷事故により顕在化した放射性物質によるリスクから

人と環境を守るための継続的なリスク低減活動」と位置付け、リスク低減のための 5 つの

基本的考え方（安全、確実、合理的、迅速、現場指向）を提示 

 燃料デブリ取り出し分野について、冠水－上アクセス工法・気中－上アクセス工法・気中

－横アクセス工法を重点的に検討する工法と位置付け、実現可能性のあるシナリオを検討 

 廃棄物対策分野について、処分の安全確保や処理のあり方の基本的考え方を踏まえ、中長

期的観点から保管・管理等の方針を検討 

【中長期ロードマップ 改訂第 3 版（2015 年 6 月 12 日）】 

 リスク低減を重視し、長期的にリスクが確実に下がるように取組の優先順位付けを実施 

 燃料デブリ取り出し方針の決定（2 年後を目処）、建屋内滞留水中の放射性物質の量を半

減（2018 年度）など、数年間の目標の具体化 

【戦略プラン 2016（2016 年 7 月 13 日）】 

 戦略プラン 2015 公表からの廃炉の進捗状況を踏まえつつ、中長期ロードマップで規定さ

れた 2017 年夏頃の「号機ごとの燃料デブリ取り出し方針の決定」、2017 年度の「放射性

廃棄物の処理・処分に関する基本的な考え方のとりまとめ」等の目標工程に向けて、戦略

プラン 2015 の考え方や取組の方向性に従って具体的な考え方や方法を展開 

【戦略プラン 2017（2017 年 8 月 31 日）】 

 燃料デブリ取り出しの重点 3 工法について実現性評価等を行い、燃料デブリ取り出し方針

の決定に向けた提言と予備エンジニアリングなど方針決定以降の取組を戦略的提案として

提言 

 固体廃棄物の処理・処分に関する基本的考え方の取りまとめに向けた提言 
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【中長期ロードマップ 改訂第 4 版（2017 年 9 月 26 日）】 

 NDF の技術提言を踏まえ、燃料デブリ取り出し方針と当面の取り組みを決定 

 固体廃棄物の処理・処分に関する基本的考え方の取りまとめ 

 個別作業を具体化するにあたり、「廃炉作業全体の最適化」の視点 

【戦略プラン 2018（2018 年 10 月 2 日）】 

 汚染水対策及び使用済燃料プールからの燃料取り出し等も含めた構成とし、福島第一原子

力発電所廃炉の取組全体を俯瞰した中長期的視点での方向性を提示 

【戦略プラン 2019（2019 年 9 月 9 日）】 

 初号機の燃料デブリ取り出し方法を確定するための戦略的提案を提示するとともに、廃棄

物対策なども含め、福島第一原子力発電所の取組全体を俯瞰した中長期視点での方向性を

提示 

【中長期ロードマップ 改訂第 5 版（2019 年 12 月 27 日）】 

 燃料デブリを取り出す初号機と、その取り出し方法を確定 

 1、2 号機のプール内燃料の取り出しに係る工法を変更 

 １日あたりの汚染水発生量について、2020 年内に 150m3まで低減させる目標は堅持。加

えて、2025 年内に 100m3まで低減させる新たな目標を設定 
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添付資料 2 これまでに実施した主なリスク低減対策と今後の計画 

 

福島第一原子力発電所が有するリスクレベルの時間的変化を SED で評価すると、図 A2-1 のと

おりである。同図中の上部に示したグラフの縦軸は常用対数スケールのリスクレベルであり、横

軸は事故後年数を示している。 

事故後 0 年時点では、冷却機能が失われたプール内燃料や溶融した核燃料によりリスクレベル

は高い状態にあったが、燃料プールの冷却機能回復、炉心スプレイ系注水による燃料デブリの冷

却、窒素注入などの安全対策が行われ（2011 年）、放射性物質の減衰によるインベントリ及び崩

壊熱の減少も寄与し、事故後 0.5 年にかけて潜在的影響度・管理重要度ともに大きく低下してリ

スクレベルが低下している。 

事故後 0.5 年から 2.5 年までについては同図中の左下部の縦軸を線形スケールにしたグラフに

おいて、リスクレベルを主なリスク源（燃料デブリ、プール内燃料、汚染水）ごとの内訳ととも

に示しており、更に事故後 3 年以降のリスクレベルについては同図中の右下部に線形スケールの

縦軸を 10 倍に拡大したグラフとして示している。いずれからも、継続的なリスク低減が図られて

いることが確認できる。 

 

※事故後 8 年のプール内燃料の評価は、冷却停止試験の水温上昇結果を反映（詳細は本文図３） 

図 A2-1 福島第一原子力発電所が有するリスクの低減 

 

この事故後 0.5 年以降のリスクレベルの変化を、更に詳細なリスク源ごとに示すと図 A2-のと

おりである。同図におけるリスク源は、対数スケールで表示することによって、線形スケールの

図 A2-1 では小さすぎて表示されなかったリスク源についても表示されている。なお、十分に安定

管理がなされている共用プール内燃料と乾式キャスク内燃料は省略した。また、図 A2-2 に示す

「建屋内滞留水＋ゼオライト土嚢」は事故後 0～8 年の間は建屋内滞留水の情報に基づいて評価

したが、事故後 9 年後からは、プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋地下階に設置されたゼオライ
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ト入り土嚢の情報が明らかになってきたためこれを評価に取り入れた。 

主なリスク源の中でも、燃料デブリ、プール内燃料、建屋内滞留水及びゼオライト入り土嚢は、

比較的リスクレベルが高い。近年は、建屋内滞留水の処理が進み、「建屋内滞留水＋ゼオライト土

嚢」のリスクレベルは低下傾向にあるものの、高線量状態で存在するゼオライト土嚢は今後の廃

炉作業において支障を及ぼす可能性があるため留意が必要である。また、タンク内貯留水（フラ

ンジ型タンク及び溶接型タンク）は、溶接型タンクに比べ漏水リスクが高いフランジ型タンクの

貯留水処理が進んだことにより、全体として漏えいリスクが低減しリスクレベルが大きく低下し

ている。 

 

図 A2-2 主なリスク源ごとのリスクレベルの推移 

 

(1) プール内燃料 

事故後 1 年頃から、4 号機について、燃料取り出し準備としてガレキ撤去や燃料取り出し用カ

バー設置等が行われ、プール内燃料のガレキ等による損傷リスクや損傷時における拡散抑制機能

が強化されたこと、また、事故後 2.5 年から燃料の取り出しが行われ管理重要度の低い共用プー

ルに移動したことにより、リスクレベルが低減した（2014 年完了）34。 

1 号機の建屋カバー（2011 年設置）の拡散抑制機能により、管理重要度の低減によるリスクレ

ベルの低減効果があったが、プール内燃料取り出し準備のために建屋カバーが取り外されたこと

により（2015 年）、現在ではこの効果はなくなっている35。 

3 号機についても、プール内燃料取り出し準備としてガレキ撤去等が行われており、2018 年に

は燃料取り出し用カバーが設置され、また、2019 年 4 月からプール内燃料取り出しが開始され、

リスクレベルの低減が図られている36。 

                                                   
34 廃炉プロジェクト 廃炉作業の状況 4 号機燃料取り出し作業（ウェブサイト）東京電力ホールディングス株式

会社 
35 廃炉プロジェクト 廃炉作業の状況 1 号機使用済燃料プールからの燃料取り出し（ウェブサイト）東京電力ホ

ールディングス株式会社 
36 廃炉プロジェクト 廃炉作業の状況 3 号機使用済燃料プールからの燃料取り出し（ウェブサイト） 東京電力

ホールディングス株式会社 
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なお、プール内燃料の冷却が停止した場合、崩壊熱によりプール水温度の上昇及びプール水位

の低下が考えられる。事故後 8 年目以降においては、使用済燃料プールの冷却停止後の水温上昇

がこれまでの想定よりも緩やかであるとの知見を取り入れた結果、水位低下等のリスクが顕在化

するまでの時間的余裕が増すことから、プール内燃料のリスクレベルはこれまでの評価よりも低

くなっている。 

 

(2) 燃料デブリ 

燃料デブリは事故直後、溶融状態にあり、また、放射性物質の放出リスクが顕在化したため、

リスクレベルの高い状態にあったが、放射性物質の減衰に加え、冷却機能の回復・強化により潜

在的影響度・管理重要度が低減し、リスクレベルが低減した。 

なお、上述のとおり、1 号機の建屋カバーの拡散抑制機能により、燃料デブリの飛散に伴うリス

クが低減し、管理重要度の低減によるリスクレベルの低減効果があったが、現在ではこの効果は

なくなっている。 

 

(3) 建屋内滞留水＋ゼオライト土嚢 

建屋内滞留水は、燃料デブリの冷却及び地下水の建屋内への侵入等によって発生するが、セシ

ウム吸着装置（KURION 及び SARRY）の運転開始、サブドレン・陸側遮水壁の効果、復水器中の

水抜き、セシウム吸着装置（SARRYⅡ）の運転開始などにより、リスクレベルは低減している。

この建屋内滞留水の処理は、プール内燃料取り出しに次いで、これまでサイト全体のリスクレベ

ル低減に大きく寄与している。 

 

(4) トレンチ内汚染水 

2～4 号機の海水配管トレンチには事故直後から高濃度の汚染水が滞留していたが、トレンチ内

を閉塞してその処理を完了している（2015 年完了）37。2～4 号機に比べて低濃度である 1 号機の

海水配管トレンチは、溜まり水の浄化について検討中である38。 

 

(5) タンク内貯留水 

タンクごとに放射性物質濃度が異なる複数種類の貯留水が存在する。事故直後の蒸発濃縮装置

の稼働により発生した濃縮廃液は放射性物質濃度が高いが、蒸発濃縮装置は短期間のうちに運転

を停止し、現在では新たに発生していない。また、この濃縮廃液から濃縮廃液スラリーが分離さ

れて水処理二次廃棄物に移行しており、残った濃縮廃液はインベントリが減少するとともに、よ

り安全な溶接タンクに移送されたことにより、漏水リスクが低減しリスクレベルが減少している。 

セシウム吸着装置による処理で発生した濃縮塩水は、多核種除去設備及び高性能多核種除去設

備の稼働により、2015 年に処理が完了している39。 

                                                   
37 廃炉プロジェクト 廃炉作業の状況 海水配管トレンチ内の汚染水除去（ウェブサイト）東京電力ホールディン

グス株式会社 
38 第 82 回特定原子力施設監視・評価検討会「資料 3：福島第一原子力発電所 中期的リスクの低減目標マップ

（2020 年 3 月版）を踏まえた検討指示事項に対する工程表」 
39 廃炉プロジェクト 廃炉作業の状況 汚染水の浄化処理（ウェブサイト）東京電力ホールディングス株式会社 
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また、堰のかさ上げと二重化（既設タンクは 2014 年に完了）、フランジ型タンクから溶接型タ

ンクへの移送及び Sr 処理水を貯留するフランジ型タンク底部の残水処理（2019 年）により、リ

スクレベルの低減が図られている。なお、その他のフランジ型タンク底部の残水については、タ

ンク解体に向けてその処理を実施中である。 

 

(6) 水処理二次廃棄物 

汚染水の処理により、多くの放射性物質が水処理二次廃棄物に移行する。除染装置スラッジ、

セシウム吸着装置（KURION 及び SARRY）稼働（2011 年）、セシウム吸着装置（SARRYⅡ）稼

働（2019 年）による廃吸着塔、多核種除去設備の稼働（2013 年）による HIC スラリー、高性能

多核種除去設備の稼働（2014 年）による廃吸着塔、海水配管トレンチを処理したモバイル式処理

装置による廃吸着塔などが発生している。リスクレベルとしては、除染装置スラッジの寄与が大

きいが、除染装置スラッジは現在では新たに発生しておらず、水処理二次廃棄物全体のリスクレ

ベルは増加傾向にはない。 

濃縮廃液から分離された濃縮廃液スラリーは、基礎がない地表に置かれ堰もない溶接型横置き

タンクに収納されていたが、鉄筋コンクリートの基礎と堰が設置される安全対策がなされリスク

レベルが低減した。 

 

(7) 建屋内汚染構造物等 

原子炉建屋、PCV 又は RPV 内で事故により飛散した放射性物質により汚染された構造物・配

管・機器などからなる建屋内汚染構造物等は、燃料デブリ取り出しが開始されていない現時点に

おいてそのリスクレベルに大きな変化はない。 

 

(8) ガレキ等 

固体廃棄物のうちガレキ等は、固体廃棄物貯蔵庫、一時保管施設、屋外集積など様々な状態で

保管されており、それぞれで管理重要度が異なり、屋外シート養生や屋外集積のリスクレベルが

最も高い。これまでにも、覆土式一時保管施設受入開始（2012 年）、伐採木一時保管槽受入開始

（2013 年）、固体廃棄物貯蔵庫増設（2018 年）などにより、より管理状態のよい施設が増強され

てきた。また、仮設保管設備のガレキ等は、より管理状態の良い固体廃棄物貯蔵庫へ移送してい

る段階であり、リスク低減を図っている。今後は更に固体廃棄物保管管理計画に従って、焼却設

備、減容処理設備、固体廃棄物貯蔵庫の増設などにより、2028 年度までに屋外一時保管を解消す

る計画である40。 

  

                                                   
40 福島第一原子力発電所の固体廃棄物の保管管理計画（2020 年 7 月版）東京電力ホールディングス株式会社 
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添付資料 3 SED 指標の概要 

 

サイト全体に存在する様々な特徴を有するリスク源について、リスク低減対策を実施すべき優

先度を決定する上で重要な要素として、NDA が開発した SED 指標41を参考にして分析を実施し

た。福島第一原子力発電所への適用に当たっては、福島第一原子力発電所固有の特徴を反映しや

すいように一部変更した（次頁以降参照）。以下に、SED 指標の概要と、福島第一原子力発電所へ

の適用に当たって変更した部分について述べる。 

 

SED 指標は下式で表される。第一式は廃棄物等を対象として広くに用いられるもの、第二式は

汚染土壌の評価に用いられるものである。各々の式において、第一項をリスク源が持つ潜在的影

響度、第二項を管理重要度と呼ぶ。 

𝑆𝐸𝐷 = (𝑅𝐻𝑃 + 𝐶𝐻𝑃) × (𝐹𝐷 × 𝑊𝑈𝐷)4 

または 

𝑆𝐸𝐷 = (𝑅𝐻𝑃 + 𝐶𝐻𝑃) × (𝑆𝑆𝑅 × 𝐵𝐸𝑅 × 𝐶𝑈)4 

以下、各指標について説明する。CHP は化学物質の潜在的影響度であるが、ここでは使用しな

いので、説明は省略する。 

 

(1) 潜在的影響度 

Radiological Hazard Potential（RHP）は、放射性物質の潜在的影響度を表す指標であり、放射

性物質が全量放出された際に公衆に及ぼす影響を下式で表したものである。 

𝑅𝐻𝑃 = 𝐼𝑛𝑣𝑒𝑛𝑡𝑜𝑟𝑦 ×
𝐹𝑜𝑟𝑚 𝐹𝑎𝑐𝑡𝑜𝑟

𝐶𝑜𝑛𝑡𝑟𝑜𝑙 𝐹𝑎𝑐𝑡𝑜𝑟
 

Inventory は、下式のように、リスク源の放射能 Radioactivity と潜在的比毒性 Specific Toxic 

Potential（STP）で表され、実効線量に相当する42。STP は、1TBq の放射性物質を水で希釈し、

その一定量を 1 年間摂取した際の被ばく量が 1mSv となるような水の希釈量であり、線量係数に

相当する。SED 指標では保守的に、経口摂取と呼吸のうち大きい線量係数を用いている。 

𝐼𝑛𝑣𝑒𝑛𝑡𝑜𝑟𝑦(𝑚3) = 𝑅𝑎𝑑𝑖𝑜𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑖𝑡𝑦(𝑇𝐵𝑞) × 𝑆𝑇𝑃(𝑚3 𝑇𝐵𝑞⁄ ) 

Form Factor（FF）は、気体、液体、固体等の性状の相違によって、実際にどれだけの放射性物

質が放出されるかを表す指標であり、表 A3-1 に与えられている。気体や液体は、閉じ込め機能を

完全に喪失すると 100%放出、粉末は測定データに基づいて 10%放出としている。固体には明確

な根拠はなく、放出されにくいことを表すために十分小さい数値として設定したものである。 

表 A3-1 では、NDA が使用している定義に、特に燃料デブリに対して想定されるいくつかの形

態を追加した。#4 と#5 はスコア自体、新たに設定したものである。 

 

                                                   
41 NDA Prioritization – Calculation of Safety and Environmental Detriment score, EPGR02 Rev.6, April 2011. 
42 Instruction for the calculation of the Radiological Hazard Potential, EGPR02-WI01 Rev.3, March 2010. 
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Control Factor（CF）は、リスク源の特徴として、発熱性、腐食性、可燃性、水素発生等の可能

性、空気や水との反応性、臨界性等を考慮したものであり、安定している現状を維持するための

安全機能が喪失した場合に、復旧するまでにどの程度の時間余裕があるかを示す指標であり、表

A3-2 に与えられている。CF は NDA の定義どおりである。 

 

(2) 管理重要度－FD, WUD 

Facility Descriptor（FD）は、施設の閉じ込め機能が十分かどうかを表す指標である。施設の健

全性、閉じ込め機能の多重性、安全対応状況等の要素の組み合わせによってリスク源を序列化す

る。 

Waste Uncertainty Descriptor（WUD）は、リスク源の取り出しが遅れた場合に影響が生じるか

どうかを表す指標である。リスク源の劣化や活性度、梱包や監視状態等の組み合わせによってリ

スク源を序列化する。 

これらは、NDA の定義のままでは福島第一原子力発電所に適用することが困難であったため、

各々表 A3-3 及び表 A3-4 のように再設定した。 

 

(3) 管理重要度－SSR, BER, CU 

汚染土壌の管理重要度評価に用いる SSR, BER, CU は NDA の定義のままであり、各々のスコ

アを表 A3-5 に示す。 

Speed to Significant Risk（SSR）は、敷地境界までの距離や地下水の流れの状況など、公衆が

影響を受けるまでの時間に関するもので、対策の緊急度を評価するための指標である。 

Benefit of Early Remediation（BER）は、リスク対策を早期に実施することのメリットを評価す

るための指標である。 

Characterisation Uncertainty（CU）は、リスク評価モデルの信頼性または不確実性を評価する

ための指標である。 

 

表 A3-1 FF の定義とスコア 

# 形態 FF 

1 気体、液体、水分の多いスラッジ※及び凝集粒子※ 1 

2 その他スラッジ 1/10 = 0.1 

3 粉及び遊離性汚染物（表面汚染など）※ 1/10 = 0.1 

4 固着性※または浸透汚染物（表面浸透汚染）※ 1/100 = 0.01 

5 脆く分解しやすい固体（空隙部の多い MCCI など）※ 1/10,000 = 1E-4 

6 不連続な固体（ペレットなど、人力で運搬可能な大きさと重さ） 1/100,000 = 1E-5 

7 連続した固体 1/1,000,000 = 1E-6 

※：福島第一原子力発電所への適合性を高める目的で、NDA での定義に加えて追加した形態 
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表 A3-2 CF の定義とスコア 

# リスクが顕在化するまでの時間裕度 CF 

1 数時間 1 

2 数日 10 

3 数週間 100 

4 数か月 1,000 

5 数年 10,000 

6 数十年 100,000 

 

表 A3-3  FD の判断基準とスコア 

カテゴリ 
判断基準 

（福島第一原子力発電所への適合性を高める目的で、NDA での定義を修正） 

NDF 

スコア 

1 拡散抑制機能の構成物が存在しない。このため格納機能についての評価がで

きない。 

100 

2 事故の影響等により「評価時点*1」において、「安全評価基準*2」を満たさない。 

拡散抑止機能の構成物は一重。 

91 

3 事故の影響等により「評価時点」において、「安全評価基準」を満たさない。 

拡散抑制機能の構成物は多重。 

74 

4 拡散抑制機能の構成物に内包されるリスク源の「作業時点（移動、処理、回収

などの作業を行う時点）*3」まで、「安全評価基準」を満たさない。 

「評価時点」では、「安全評価基準」を満足する拡散抑制機能の構成物が存在

する。 

52 

5 リスク源の「作業時点（移動、処理、回収などの作業を行う時点）」まで、拡

散抑制機能の健全性が評価されており、「安全評価基準」を満足する。 

「不測の事態*4」の発生頻度が高く、不測の事態が発生した際に、内包される

リスク源の拡散を防止する対策が不十分。 

拡散抑制機能の構成物は一重。 

29 

6 リスク源の「作業時点（移動、処理、回収などの作業を行う時点）」まで、「安

全評価基準」を満足する。 

「不測の事態」の発生頻度が高く、内包されるリスク源の拡散を防止する対

策が不十分。 

拡散抑制機能の構成物は多重。 

15 

7 リスク源の「作業時点（移動、処理、回収などの作業を行う時点）」まで、「安

全評価基準」を満足する。 

周辺に「安全評価基準」を満足しない施設などがあり、これら隣接施設へ（か

らの）リスク源の拡散影響*5を与える（受ける）可能性が高い。 

拡散抑制機能の構成物は一重。 

8 

8 リスク源の「作業時点（移動、処理、回収などの作業を行う時点）」まで、「安

全評価基準」を満足する。 

隣接施設へ（からの）リスク源の拡散影響を与える（受ける）可能性が高い。 

拡散抑制機能の構成物は多重。 

5 

9 リスク源の「作業時点（移動、処理、回収などの作業を行う時点）」まで、「安

全評価基準」を満足する。 

隣接施設へ（からの）リスク源の拡散影響を与える（受ける）可能性が低い。 

拡散抑制機能の構成物は一重。 

3 

10 リスク源の「作業時点（移動、処理、回収などの作業を行う時点）」まで、「安

全評価基準」を満足する。 

2 
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隣接施設へ（からの）リスク源の拡散影響を与える（受ける）可能性が低い。 

拡散抑制機能の構成物は多重。 

*1 SED スコアを検討する「時点」、すなわち評価する「現時点」をいう。 
*2 ここでいう「安全評価基準」とは、「措置を講ずべき事項」、あるいは、「設計基準事象の範囲での拡散抑制機

能の確保」をいう。 
*3 SED スコアを検討する対象であるリスク源を、処分・搬出等のために「回収」する時点をいう。 
*4 不測の事態としては外部事象（自然災害等）を想定する。 
*5 不測の事態による外的影響や隣接施設における事象（火災等）などによる影響を受けた際
に、隣接施設へ（からの）リスク源の拡散の可能性がある。 

 

表 A3-4  WUD の判断基準とスコア 

カテゴリ 
判断基準 

（福島第一原子力発電所への適合性を高める目的で、NDA での定義を修正） 

NDF 

スコア 

1 燃料（核分裂性物質を含有するもの）であり、活性*1である。 

処理や回収などの作業に必要な情報（存在量、存在箇所、放射能等）が不十

分で（確認または推定ができず）、モニタリング等による管理・監視が不可

能な状態である。 

ハンドリングに適した形状となっていない、或いは、専用容器に収納されて

いない等の理由で、そのままの形態・状態ではハンドリングできない。 

100 

2 燃料であり、活性（核分裂性を有する）である。 

処理や回収などの作業に必要な情報が不十分で、管理・監視が不可能な状態

である。 

ハンドリングに適した形状となっている、或いは、専用容器に収納されてい

る等の理由で、そのままの形態・状態でハンドリングできる。 

90 

3 活性であるが、燃料以外（廃棄物）である。 

処理や回収などの作業に必要な情報が不十分。 

74 

4 燃料であり、活性（核分裂性を有する）である。 

処理や回収などの作業に必要な情報が得られており（確認または推定で

き）、モニタリング等により管理・監視が可能な状態である。 

そのままの形態・状態でハンドリングできない。 

50 

5 燃料であり、活性（核分裂性を有する）である。 

処理や回収などの作業に必要な情報が得られており、管理・監視が可能な状

態である。 

そのままの形態・状態でハンドリングできる。 

30 

6 活性であるが、燃料以外（廃棄物）である。 

処理や回収などの作業に必要な情報がある。 

17 

7 不活性*2であるが、物理的・幾何学的な不安定性がある。 

そのままの形態・状態でハンドリングができない。 

9 

8 不活性であるが、物理的・幾何学的な不安定性がある。 

そのままの形態・状態でハンドリングできる。 

5 

9 不活性であり、物理的・幾何学的な不安定性が無い、或いは、十分低い。 

そのままの形態・状態でハンドリングができない。 

3 

10 不活性であり、物理的・幾何学的な不安定性が無い、或いは、十分低い。 

そのままの形態・状態でハンドリングできる。 

2 

*1 「活性」とは、CF で定義する反応性を、管理や作業に影響を及ぼす程度に顕著に有するもの。 
*2 「不活性」とは、反応性を有さない、或いは、十分低いもの。 
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表 A3-5  SSR, BER, CU の定義とスコア 

指標 スコア 判断基準 

SSR 

25 5 年以内にリスクが顕在化する可能性がある。 

5 40 年以内にリスクが顕在化する可能性がある。 

1 40 年以上（リスクが顕在化する可能性はほぼ無い）。 

BER 

20 対策の実施により、リスクを 2 桁以上低減可能、または管理が階段状に容易にな

る。 

4 対策の実施により、リスクを 1 桁以上低減可能、ただし管理は容易にならない。 

1 リスク低減効果が非常に小さく、管理も容易にならない。 

CU 

20 
①+②= 

5～6 点 

①現状に対する評価 

1 点：主要な核種や拡散経路がモニタされている。 

2 点：モニタされているが、評価モデルの構築に十分なデータはない。 

3 点：モニタされていない。 

②将来予測に対する評価 

1 点：評価モデルの構築に十分なサイト特性が得られている。 

2 点：サイトを代表する主要な特性が得られている。 

3 点：将来予測に使用可能なモデルが無い。 

4 
①+②= 

3～4 点 

1 
①+②= 

2 点 
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添付資料 4 福島第一原子力発電所構内における、主要なリスク源を除いた放射性物質を含むリ

スク源 

 

表 4-1 主要なリスク源を除いた放射性物質を含むリスク源(1/2) 

項目 概略 

液体状の放
射性物質 

地下貯水槽 全地下貯水槽の残水回収は完了43。解体・撤去の方針は検討中。 

構内溜まり水 
2015 年のリスク総点検で抽出し、以降、適宜、放射性物質濃度、水量を
確認44。 

排水路 
A 排水路では Cs-137：ND～23Bq/L へ低下45。K 排水路では 2 号機 R/B
屋上の汚染源除去を実施し、67Bq/L まで低下。その他、浄化材を設置
46、PSF モニタの運用等の対策を実施47。 

使用済燃料
プール 

使用済制御棒 
使用済制御棒等：24,030 本。シュラウド片等：193m3 48。主要核種は Co-
60。 

プール水 2013 年までに 2～4 号機の塩分除去完了。 

オペフロのガレキ 
1 号機と 3 号機を調査。1 号機では下段プラグに近くなるのに伴い高線量
を測定49。3 号機では Cs-134 と Cs-137 の散乱線を測定50。2 号機では残
置物を撤去51、上部プラグの隙間部で 683mSv/h を測定52。 

固形状の放
射性物質 

震災前廃棄物 ドラム缶相当で 185,816 本保管53。主要核種は Co-60。 

汚染土壌 
表土分析の結果、採取サンプルの半数以上が放射性物質対処措置法に
基づく指定基準（8,000Bq/kg）を超過54。 

建屋周辺のガレキ 
水素爆発により建屋上屋に飛散したガレキの撤去が作業・計画中。物量
については未確認。 

 

  

                                                   
43 第 44 回廃炉・汚染水対策チーム会合/事務局会議「資料 3-6：発電所内のモニタリング状況等について(1～3

号機放水路の状況、地下貯水槽の状況について)」 
44 福島第一原子力発電所の敷地境界外に影響を与えるリスク総点検～検討結果～(2015 年 4 月 28 日) 東京電力

株式会社 
45 第 32 回特定原子力施設監視・評価検討会「資料 2：K 排水路の廃水濃度低減対策状況について」 
46 第 63 回特定原子力施設監視・評価検討会「資料 2：雨水流入抑制対策 （タービン建屋雨水排水 浄化材設置

の進捗状況）」 
47 第 74 回廃炉・汚染水対策チーム会合/事務局会議「資料 3-6：K 排水路における PSF モニタの運用開始につい

て」 
48 原子力規制委員会 被規制者との面談資料「福島第一原子力発電所における固体廃棄物について」 2018 年 9

月 21 日 東京電力ホールディングス株式会社 
49 第 69 回廃炉・汚染水対策チーム会合/事務局会議「資料 3-2：1 号機原子炉建屋 SFP 内干渉物調査及びウェル

プラグ調査について」 
50 第 38 回特定原子力施設 監視・評価検討会「資料 5：3 号機原子炉建屋オペレーティング フロアにおける線

源調査(速報)」 
51 福島第一原子力発電所 2 号機原子炉建屋オペレーティングフロアの残置物移動・片付作業完了について (2018

年 11 月 7 日) 東京電力ホールディングス株式会社 
52 第 10 回東京電力福島第一原子力発電所における事故分析に係る検討会「資料 3：現地調査結果について」 
53 原子力規制委員会 被規制者との面談資料「福島第一原子力発電所使用済燃料共用プール運用補助共用施設排

気放射線モニタおよび燃料貯蔵区域換気空調系の復旧状況について」 2018 年 9 月 21 日 東京電力ホールデ

ィングス株式会社 
54 福島第一原子力発電所における日々の放射性物質の分析結果(ウェブサイト) 東京電力ホールディングス株式

会社 
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表 A4-1 主要なリスク源を除いた放射性物質を含むリスク源(2/2) 

項目 概略 

外部事象等
への対応 

1/2 号機排気筒 
2019 年 8 月より解体作業を実施し、全高 120m のうち、上部 61m を全 23
ブロックに分割して解体。2020 年 5 月 1 日に地上 59m の筒身部に雨水
侵入防止用の蓋を設置し、解体完了55。 

メガフロート 
着底・内部充填作業実施中56。メガフロート内部の全面は 4Bq/cm2 未満
57。No.1VIOD の 1 箇所で約 1.4Bq/cm2。 

オペフロのダスト 放出管理目標値（1×107Bq/h）未満。徐々に低下傾向58。 

雨水建屋内流入 
屋上のガレキ撤去・新規防水。雨樋への浄化材設置。排水管への逆止弁
設置。ルーフドレインの改修・閉塞59。T.P.8.5m 盤のフェーシングを完了予
定60。 

廃炉作業を進め
る上で重要なも
の 

ベントライン 
1～4 号機の各フィルタ、各排気筒内で高い空間線量率を測定。1/2 号機
排気筒へつながるベントラインで 4.35Sv/h を測定61。撤去に向け調査・測
定を継続中。 

3 号機 R/B の 3・4 階 
3 階では、複数箇所の梁が損傷。最高で 50mSv/h を測定62。4 階では、ガ
ンマカメラにより強い線源を確認。その他の詳細は不明。 

 

  

                                                   
55「福島第一原子力発電所 1/2 号機排気筒解体作業完了について」(2020 年 5 月 1 日)  東京電力ホールディング

ス株式会社 
56 福島第一原子力発電所における津波リスク低減を目的としたメガフロート工事の進捗状況(ステップ 2 開始に

ついて)(2020 年 3 月 5 日)東京電力ホールディングス株式会社 
57 第 75 回廃炉・汚染水対策チーム会合/事務局会議「資料 3-1:メガフロートの津波等リスク低減対策工事の進捗

状況について」 
58 福島第一原子力発電所における日々の放射性物質の分析結果(ウェブサイト) 東京電力ホールディングス株式

会社 
59 第 78 回廃炉・汚染水対策チーム会合/事務局会議「資料 3-1：屋根雨水対策の進捗状況」 
60 第 74 回特定原子力施設監視・評価検討会「資料 1：雨水流入対策の進捗状況について」 
61 第 81 回特定原子力施設監視・評価検討会「資料 4-2：1/2 号機 SGTS 配管撤去に向けた現場調査の実施状況

について」 
62 第 9 回東京電力福島第一原子力発電所における事故の分析に係る検討会「資料 2：3 号機原子炉建屋 3 階の調

査結果について～令和元年 12 年 12 日等現地調査結果～」 
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添付資料 5 リスクの時間変化 

 

英国のリスク管理の考え方の概要を、図 A5-1 に示す。現在のリスクレベルが白色の領域にある

としても、そのままの状態がいつまでも許容されるわけではなく、許容できない時期が到来する

（黄色の領域）。さらに、時間の経過とともに、施設やリスク源の劣化等によりリスクレベルが増

加する可能性がある（点線）。一方、リスク低減措置を実施する場合には、リスクレベルが一時的

に増加する可能性があるものの、周到な準備と万全の管理によって、受容できない領域（赤色の

領域）に入らないようにすることが可能である。このように、受容又は許容できない領域に入る

ことなく、リスクレベルを十分に下げることを目指すべきである（実線）。 

 

 

 

 

図 A5-1 リスクの時間変化63 

  

                                                   
63 V. Roberts, G. Jonsson and P. Hallington, “Collaborative Working Is Driving Progress in Hazard and Risk 

Reduction Delivery at Sellafield” 16387, WM2016 Conference, March 6-10, 2016. M. Weightman, “The 

Regulation of Decommissioning and Associated Waste Management” 第 1 回福島廃炉国際フォーラム（2016

年 4 月）. 

  

時間 



    

99 

添付資料 6 燃料デブリ取り出しの対象となる燃料デブリについて 

 

東京電力（株）福島第一原子力発電所 1～4 号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ（2011

年 12 月 21 日）においては、燃料デブリを「燃料と被覆管等が溶融し再固化したもの」と解説し

ており、IAEA のレポート64,65の趣旨に従うと、燃料デブリとは「燃料集合体、制御棒、炉内の構

造材がともに溶融して固まった燃料」である。 

PCV 内の状態を、これまでの内部調査、TMI-2 やチェルノブイリ原子炉といった過去の事故事

例、溶融再現試験等の結果から総合的に想定したものを図 A6-1 に示す。ただし、図の損傷状況は

特定の号機を示しているものではない。図中に示されるように、詳細にみると、燃料デブリは損

傷ペレット、デブリ、クラスト等のように形態に応じて呼称することができる。 

 

 

図 A6-1 福島第一原子力発電所で想定される PCV 内の状態  

                                                   
64  International Atomic Energy Agency Experiences and Lessons Learned Worldwide in the Cleanup and 

Decommissioning of Nuclear Facilities in the Aftermath of Accidents, IAEA Nuclear Energy Series No. NW-T-

2.7, Vienna (2014) 
65 Managing the Unexpected in Decommissioning, IAEA Nuclear Energy Series No. NW-T-2.8, Vienna (2016)  
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核燃料物質を含むものには臨界性への配慮が必要であるため、今後の取り出し、収納・移送・

保管の観点から、PCV 内に存在する物質は、核燃料物質を含むものと含まないものに大きく分類

することが合理的であると考えられる。核燃料物質を含まないものは、放射性のセシウムやコバ

ルトが含有され、あるいは付着している場合には放射性廃棄物として取り扱うことになる。 

以上を踏まえ、燃料デブリ取り出しの対象としての燃料デブリの概念を整理した一例が図 A6-2

である。炉心損傷により生じた物質は、燃料成分の含有量、外観上の形態から様々な呼称がある

が、臨界対策の必要性、燃料含有量により分類した。 

 

 

 

図 A6-2 福島第一原子力発電所事故における燃料デブリ取り出しの対象となる 

燃料デブリの概念整理の例 

 

【用語解説】 

・FCM：Fuel Containing Materials（燃料含有物質）。溶融した燃料成分が構造材を巻き込みながら、固化したもの

を広義に指す。外観から、lava-like FCM（溶岩状 FCM）と呼称することもある。 

・コリウム：corium。主に炉心成分である燃料集合体、制御棒成分が溶融固化したもの。 

・クラスト：crust。固い外皮、甲殻のこと。溶融した燃料が固化する際に表面層では冷却速度が大きいために、殻

状に硬く固化することがある。 

・MCCI 生成物：Molten Core Concrete Interaction（溶融炉心コンクリート相互作用）により生じたもの。コンク

リート成分である、カルシウム、ケイ素等を含む。 

・燃料付着物：CRD ハウジング、グレーチング等、元来、燃料成分を含まない部材に溶融した燃料が付着、固化

したもので、目視で燃料の付着が確認可能なもの。 

・燃料汚染物：目視では溶融した燃料の付着が確認できないがα線検出器等により燃料成分が検知されるもの。付

着している燃料成分の粒子の大きさが極めて小さく、かつ微量であるために、電子顕微鏡でなけれ

ば、燃料成分の所在が特定できないもの。 
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添付資料 7 分析・調査プラン 

 

1 分析・調査の目的 

福島第一原子力発電所の廃炉を安全かつ確実に進めることが最優先の課題であり、可能な限り

速やかな廃炉を実現していくことが必要である。廃炉を安全かつ確実に進めるためには、燃料デ

ブリの分析及び現場状況調査を実施することで現状及び何が起きたのかを理解することが重要で

ある。分析・調査から得られる結果を反映させる先としては、廃炉をはじめとして以下の 3 つと

考えられる。 

① 燃料デブリ等の分析・調査は、廃炉の工程上行うべきもの、すなわち、取り出し工法、保障措

置、保管管理、処理・処分を通して、「廃炉の完遂」に直接的に役立たせるために実施する。 

② 燃料デブリ等の分析・調査に代表される事故履歴調査を行い、福島第一原子力発電所事故の原

因を究明し、海外および後世へ伝えていくことで「廃炉の完遂」へ寄与するために実施する。 

③ 燃料デブリ等の分析・調査の副産物として、事故進展解析コード、緊急時対応および設備等の

向上も行われ、発電用原子炉の安全性向上に間接的に貢献することもできる。 

図 A7-1 に分析・調査と廃炉、事故原因の究明、及び安全性研究の関係を示す。分析・調査を行

うことで得られた情報が将来の「福島第一原子力発電所の廃炉」に直接的に役立つことはもちろ

んであり、事故履歴調査の一部を担うことにもなる。過去に生じた事故の履歴調査から得られた

情報を十分に咀嚼、検討、考察することで「現象理解」が進むことになる。現象を理解したこと

による知見から「事故原因の究明」及び「廃炉」へ貢献するとともに、事故進展解析コード、緊急

時対応および設備等の向上も行われ、間接的には「原子力に関する安全性向上」にも資すること

になる。 

 

図 A7-1 分析・調査結果の反映先とその関係  

燃料デブリ分析
RPV内部調査
PCV内外調査

取り出し工法
・臨界対策 ・ダスト対策
・冷却対策 ・水素対策
・ペデスタル掘削時の終了決定
・アクセス性の検討
・解体撤去の難易度検討

保障措置
・核物質管理

保管管理
・臨界対策
・核種、放射能量
・化学的安定性
・保管施設の合理化

事故履歴調査
・燃料・構造材の量
・FP付着量
・熱履歴
・機器作動状況

現在 将来過去

事故進展解析コード、緊急時対応
および設備等の向上

原子力に関する安全性向上

事故
発生

燃料デブリ分布
の推定
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2 分析・調査の実施に向けた基本的考え方 

福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策を安全かつ確実に進めることが最優先課題であり、

結果として、可能な限り速やかな廃炉を実現していくことが必要なことに鑑み、その分析・調査

は廃炉を安全かつ着実に進め得る取組の範囲の中で実施することとする。また、この分析・調査

は事故原因の究明や今後の原子力に関する安全性向上の観点からの必要性を十分に考慮すべきで

あり、これらにより得られる情報が、何に貢献するのか等を明確にした上で、その意義とそれに

伴う負担を熟慮し、廃炉プロジェクトとして合理的に許容できる範囲で行うべきである。以上の

ように、福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策に関する分析・調査は、その計画的実施が重

要であり、次に示す「福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策に関する分析・調査の計画的実

施に向けた基本的考え方」に沿って、分析・調査の計画をエンジニアリングの中で策定していく

必要がある。 

 

 

福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策に関する分析・調査の計画的実施に向けた 

基本的考え方 

① 福島第一原子力発電所の廃炉を安全かつ着実に進めることが最優先の課題であり、

結果として、可能な限り速やかな廃炉を実現していくことが必要である。このため、

福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策に関する分析・調査を実施する必要があ

るが、その分析・調査は廃炉を安全かつ着実に進め得る取組みの範囲の中で実施す

ること。 

② 一方で、福島第一原子力発電所の事故原因の究明や今後の原子力に関する安全性向

上の観点からの分析・調査の実施も必要とされている。このため、福島第一原子力発

電所の廃炉・汚染水対策に関する分析・調査は、福島第一原子力発電所の廃炉を安全

かつ着実に進めるために行うことを前提として、事故原因の究明や今後の原子力に

関する安全性向上の観点からの必要性を十分に考慮すること。 

③ 福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策に関する分析・調査は、地域の皆様、周辺

環境及び作業員に対する安全確保を最優先に、現場の作業状況の厳しさを踏まえ、

分析・調査の方法を具体化した上で計画すること。 

④ 福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策に関する分析・調査は、その分析・調査に

より得られる情報が、何のために使われて、何に貢献するのかを明確にした上で、そ

の意義とそれに伴う負担を熟慮し、廃炉プロジェクトとして合理的に許容できる範

囲で行うこと。 

⑤ 福島第一原子力発電所の事故を起こした我が国の国際社会に対する責任として、福

島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策に関する分析・調査で得られた情報の積極

的な発信を行うこと。また、それを超える情報を求める機関には、相応の負担を求め

る可能性があること。 

 

 

  



    

103 

添付資料 8 保障措置の概念 

 

保障措置とは、核物質が平和目的だけに利用され、核兵器等に転用されないことを担保するた

めに行われる検認活動のことである。 

日本は、「核兵器の不拡散に関する条約」（NPT）に基づき日・国際原子力機関（IAEA）保障措

置協定を締結している。そしてこの協定に従って関連する国内法（核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律（原子炉等規制法）等）を整備して国内保障措置制度を確立し、IAEA

の保障措置を受け入れている。 

具体的には、以下を行うことで国内にあるすべての核物質が核兵器等に転用されていないこと

を原子力規制庁保障措置室（JSGO）が確認し、IAEA が査察等によりこの認定を確認している。 

（１）事業者による計量管理 

原子力事業者は、施設で核物質を取扱う場所を定め、その区域を出入りする核物質増減量、

定期的な核物質在庫量を厳密・正確に計量管理し、原子力規制委員会に報告する。JSGO は、

事業者から受け取ったこれらの報告書を取りまとめ、IAEA に提出する。 

（２）封じ込め／監視 

JSGO 及び IAEA は、核物質が密かに移動されていないことを確認するため、核物質が入

れられた容器の蓋や原子力発電所における燃料の出入り口等に「封印」を取付けている。ま

た、原子力発電所等においては、「監視カメラ」を取り付けて、常時核物質の移動を監視して

いる。 

（３）査察 

JSGO 及び IAEA の査察官は、実際に原子力施設に立ち入り、報告と記録の整合確認、現場

での核物質の数・量の確認、分析試料の採取、封じ込め／監視データの評価等の査察活動を

実施する。 

 

図 A8-1 我が国における保障措置実施体制 

 

引用：原子力規制庁ホームページ「保障措置」https://www.nsr.go.jp/activity/hoshousochi/index.html 
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この保障措置は福島第一原子力発電所にも例外なく適用され、原子力事業者である東京電力が

JSGO 及び IAEA と協議を行い、福島第一に適用する保障措置（計量管理、封じ込め／監視、査

察）の方法を決め、実際に現場に適用していく。  
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添付資料 9 放射性廃棄物管理に関する用語 

 

IAEAの安全要件GSR-Part566では、処理、貯蔵及び輸送を含む、発生から処分に至るまでの放射

性廃棄物の管理におけるあらゆる段階を包含するものとして放射性廃棄物の処分前管理

（predisposal）を位置づけている。IAEAの用語集において定義されている放射性廃棄物の管理に

関する用語を図A9-1に示す。処分前管理の中で、放射性廃棄物の処理（processing）は、前処理

（pretreatment）、処理（treatment）及び廃棄体化（conditioning）に分けられる。処理（processing）

は選択あるいは予想される処分オプションに適合する廃棄物の形態であるように実施されるとと

もに、放射性廃棄物はその管理において貯蔵される可能性があり、輸送及び貯蔵のために適した

形態であることも必要であるとされている。 

 

 

図 A9-1 放射性廃棄物管理に係る用語（IAEA）67とその和訳例 

（和訳例については日本原子力学会の資料68, 69を参考にした）  

                                                   
66 IAEA, Predisposal Management of Radioactive Waste, IAEA Safety Standards Series No. GSR Part 5, (2009). 

（原子力安全研究協会, IAEA 安全基準 放射性廃棄物の処分前管理 一般安全要件第 5 巻 No. GSR-Part5, 2012

年 7 月） 
67 IAEA, IAEA Safety Glossary Terminology Used in Nuclear Safety and Radiation Protection 2007 Edition, p.216, 

(2007). 
68 日本原子力学会「福島第一原子力発電所事故により発生する放射性廃棄物の処理・処分」特別専門委員会, 福

島第一原子力発電所事故により発生する放射性廃棄物の処理・処分 平成 25 年度報告書 ～廃棄物情報の整理

と課題解決に向けた考慮事項～, p.7, 2014 年 3 月. 
69 長尾誠也, 山本正史, 放射性廃棄物概論 施設の運転および廃止措置により発生する放射性廃棄物の対策 第 1

回 放射性廃棄物対策の概要, 日本原子力学会誌 56(9), p.593, (2014). 
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前処理(Pretreatment)：処理(Treatment)の前
の工程 

処理(Treatment)：廃棄物の特性を変化させ
ることにより安全性、経済性に利益を
与えることを意図した工程 

廃棄体化(Conditioning)：取り扱い、輸送、貯
蔵及び（又は）処分に適した廃棄物パ
ッケージを製造する工程 
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添付資料 10 放射性廃棄物処分について70,71,72 

 

１．国際的な放射性廃棄物の分類 

 原子力発電所の運転や解体、医療あるいは産業での放射性同位元素の利用などにより、放射性

物質で汚染された放射性廃棄物が発生する。放射性廃棄物は、人間の生活環境に影響がないよう

に、廃棄物の放射能レベル、性状、放射性物質の種類などに応じて適切に分類し、厳重に管理し、

それに応じて合理的な処理・処分を行う。 

IAEA の個別安全要件 SSR-5 “Disposal of Radioactive Waste”(2011)73では、国際的に合意され

ている放射性廃棄物の管理に関する好ましい戦略は、放射性廃棄物の発生を最小化した上で、廃

棄物を閉じ込め、生活環境から隔離することとしている。必要な隔離と閉じ込めは、廃棄物の危

険性の程度と時間に応じて決まり、それに応じた処分オプション（施設の設計、深度）が選定さ

れることとなる。 

IAEA の一般安全指針 GSG-1” Classification of Radioactive Waste” 74では、放射性廃棄物の危険

性の程度（放射能量）と持続時間（半減期）に応じた廃棄物分類と処分オプションの関係を図 A10-

1 のように示している。また、各分類について表 A10-1 のとおり示している。 

 

 

図 A10-1 廃棄物分類の概念図 

 

                                                   
70 杤山修 放射性廃棄物処分の原則と基礎 公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター(2016) 
71 https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/rw/ 
72 https://www.fepc.or.jp/nuclear/haikibutsu/index.html 
73 IAEA SSR-5 “Disposal of Radioactive Waste”(2011) 
74 IAEA GSG-1” Classification of Radioactive Waste” (2009) 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/rw/
https://www.fepc.or.jp/nuclear/haikibutsu/index.html
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表 A10-1  GSG-1 における放射性廃棄物の分類 

分類 分類の説明 

規制免除廃棄物(EW) 放射線防護目的での規制管理からのクリアランス、規制除外、免

除の基準を満たす廃棄物 

極 短 寿 命 廃 棄 物

(VSLW) 

規制機関によって承認された、数年までの限られた期間にわたっ

て減衰保管され、その後規制管理から除かれる廃棄物。 

極低レベル廃棄物

(VLLW)、 

EW の基準を必ずしも満たしていないが、高度な閉じ込めと隔離

を必要としない廃棄物。規制管理が限定される、浅地中の埋立タ

イプの施設での廃棄に適する。 

低 レ ベ ル 廃 棄 物

(LLW) 

クリアランスレベルを超えているが、長寿命の放射性核種の量が

限られている廃棄物。最長で数百年の期間にわたって強固な隔離

と閉じ込めが必要であり、浅地中での工学的施設での処分に適し

ています。 

中レベル廃棄物(ILW) 含有する核種、特に長寿命放射性核種のために、浅地中処分より

も高度な閉じ込めと隔離が必要な廃棄物。ただし除熱への考慮は

ほとんど必要としない。ILW には浅地中処分では管理できないレ

ベルの長寿命放射性核種（特にアルファ核種）の濃度を含むこと

があるため、数十から数百メートルの処分深度が必要となる。 

高 レ ベ ル 廃 棄 物

(HLW) 

高い放射能濃度レベルで大量の熱の発生を伴う廃棄物、またはそ

のような廃棄物の処分施設と同等の設計を検討する必要がある

大量の長寿命放射性核種を含む廃棄物。通常、地表から数百メー

トル以深の安定した地層での処分が一般的である。国によっては

使用済燃料を HLW としている。 

 

２．我が国における分類と処分 

我が国では、放射性廃棄物は、原子力発電所の運転などにともない発生する放射能レベルの低

い「低レベル放射性廃棄物」（GSG-1 の VLLW～ILW に相当）と、原子力発電の運転に伴って発生

する使用済燃料を再処理することで生じる放射能レベルの高い廃液をガラス固化体にした「高レ

ベル放射性廃棄物」（GSG-1 の HLW に相当）とに大別している。処分に当たっては、廃棄物の放

射能レベル、性状、放射性物質の種類などに応じて適切に分類し、厳重に管理し、それに応じて

発生者責任の原則の下、合理的な処理・処分を行うこととしている。 

「高レベル放射性廃棄物」は原子力発電の運転に伴って発生する使用済燃料を再処理すること

で生じる放射能レベルの高い廃液をガラス固化体にしたものである。日本では、法律（特定放射

性廃棄物の最終処分に関する法律（最終処分法））で地下 300 メートルよりも深い地層に処分する

ことが決められている。 

「低レベル放射性廃棄物」は「高レベル放射性廃棄物」以外の放射性廃棄物全体のことを呼び、

発生場所や放射能レベルによってさらに複数の分類に分けられている。 
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原子力発電の運転に伴い発生する放射性廃棄物の種類や想定されている処分の方法を表 A10-2

に示す。 

これらのうちすでに処分が開始されているのは、原子力発電所の運転に伴い発生した放射能レ

ベルの比較的低い廃棄物のみで、平成 4 年より、青森県六ケ所村にある日本原燃㈱六ヶ所低レベ

ル放射性廃棄物埋設センターでピット処分が行われている。現在の施設を含めて 200 リットルド

ラム缶で約 100 万本相当を埋設する計画であり、最終的には 200 リットルドラム缶で約 300 万本

相当の規模にすることも考えられている。 

 

表 A10-2 原子力発電の運転に伴い発生する放射性廃棄物の種類 

 

 

 

図 A10-2 日本原燃（株） 低レベル放射性廃棄物埋設センター 
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添付資料 11 福島第一原子力発電所の固体廃棄物の保管管理計画の全体イメージ75 

 

 

  

                                                   
75 東京電力、東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の固体廃棄物の保管管理計画 2020 年 7

月版、2020 年 7 月 30 日 
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(a) 「ガレキ等」及び「水処理二次廃棄物」の保管状況 

 

 

(b) 「ガレキ等」及び「水処理二次廃棄物」の保管の将来像 

 

図 A11-1 福島第一原子力発電所構内における「ガレキ等」及び「水処理二次廃棄物」 

の保管状況及び保管の将来像  
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添付資料 12 廃炉・汚染水対策事業における研究開発のこれまでの取組76 

 

１．炉内状況把握・デブリ性状把握・内部調査 

１－① 総合的な炉内状況把握の高度化（2016～2017 年度） 

（関連事業）炉内状況把握のための事故進展解析技術の高度化（2011 年度） 

事故進展解析技術の高度化による炉内状況の把握（2012～2013 年度） 

過酷事故解析コードを活用した炉内状況把握（2014 年度） 

事故進展解析及び実機データ等による炉内状況把握の高度化（2015 年度） 

１－② 燃料デブリの性状把握のための分析・推定技術の開発、同（燃料デブリの経年変化特性

の推定技術の開発）（2019～2020 年度）、同（燃料デブリの分析精度の向上及び熱挙

動の推定のための技術開発）（2020 年度～） 

（関連事業）摸擬デブリを用いた特性の把握、デブリ処置技術の開発（2011～2014 年度） 

燃料デブリに係る計量管理方策の構築（2011～2013 年度） 

実デブリ性状分析（2014 年度） 

燃料デブリの性状把握（2015～2016 年度） 

燃料デブリの性状把握・分析技術の開発（2017～2018 年度） 

１－③ 原子炉格納容器内部詳細調査技術の開発（現場実証）（2018～2020 年度） 

（関連事業）格納容器内部調査技術の開発（2011～2013 年度） 

原子炉格納容器内部調査技術の開発（2014～2015 年度） 

原子炉格納容器内部調査技術の開発（2016～2017 年度） 

原子炉格納容器内部詳細調査技術の開発（2017～2018 年度） 

１－④ 原子炉圧力容器内部調査技術の開発（2016～2020 年度） 

（関連事業）原子炉圧力容器内部調査技術の開発（2013～2015 年度） 

１－⑤ 原子炉内燃料デブリ検知技術の開発（ミュオン活用）（2014～2015 年度） 

 

２．燃料デブリ取り出し 

２－① 燃料デブリの段階的に規模を拡大した取り出し技術の開発（2019～2020 年度）77 

（関連事業）燃料デブリ・炉内構造物の取り出しに向けたサンプリング技術の開発（2017～2019

年度） 

 

２－② 燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更なる拡大に向けた技術、同（ダスト集塵シ

ステムの技術開発）（2019～2020 年度）77 

（関連事業）燃料デブリ・炉内構造物の取り出し技術の開発（2014 年度） 

                                                   
76 廃炉研究開発情報ポータルサイト（http://www.drd-portal.jp/） 
77 事業名称変更（2019 年 12 月 27 日開催「廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会合（第 75 回 資料４ そ

の他）2020 年度廃炉研究開発計画について」の公開に伴うもの） 
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燃料デブリ・炉内構造物の取り出し工法・システムの高度化（2015～2018 年度） 

 

２－③ 燃料デブリ・炉内構造物の取り出し基盤技術の高度化（2017～2018 年度） 

（関連事業）燃料デブリ・炉内構造物の取り出し基盤技術開発（2015～2016 年度） 

 

２－④ 原子炉格納容器水循環システム構築技術の開発（2018～2019 年度） 

２－⑤－１ 原子炉格納容器漏えい箇所の補修技術の開発（2016～2017 年度） 

（関連事業）格納容器漏えい箇所特定技術の開発（2011～2013 年度） 

格納容器補修技術の開発（2011～2013 年度） 

格納容器水張に向けた補修（止水）技術の開発（2014～2015 年度） 

２－⑤－２ 原子炉格納容器漏えい箇所の補修技術の実規模試験（2016～2017 年度） 

（関連事業）原子炉格納容器漏えい箇所の補修・止水技術の実規模試験（2014～2015 年度） 

２－⑥ 圧力容器／格納容器の耐震性・影響評価手法の開発（2016～2017 年度） 

（関連事業）圧力容器／格納容器の健全性評価技術の開発（2011～2013 年度） 

圧力容器／格納容器の健全性評価技術の開発（2014～2015 年度） 

２－⑦ 圧力容器／格納容器の腐食抑制技術の開発（2016 年度） 

（関連事業）原子炉格納容器漏えい箇所の補修・止水技術の実規模試験（2014～2015 年度） 

 

２－⑧ 燃料デブリ臨界管理技術の開発（2012～2016 年度） 

２－⑨ サプレッションチェンバ等に堆積した放射性物質の非破壊検知技術の開発（2014 年度） 

２－⑩ 原子炉建屋内の遠隔除染技術の開発（2014～2015 年度） 

（関連事業）建屋内の遠隔除染技術の開発（2011～2013 年度） 

２－⑪ 総合的線量低減計画の策定（2012～2013 年度） 

２－⑫ 燃料デブリ収納・移送・保管技術の開発（2016～2020 年度） 

（関連事業）燃料デブリ収納・移送・保管技術の開発（2014～2015 年度） 

 

３．廃棄物対策 

３ 固体廃棄物の処理・処分に関する研究開発（2019～2020 年度） 

（関連事業）汚染水処理に伴う二次廃棄物の処理・処分技術開発（2012 年度） 

放射性廃棄物の処理・処分技術の開発（2012 年度） 

固体廃棄物の処理・処分に係る研究開発（2013～2014 年度） 

固体廃棄物の処理・処分に係る研究開発（2015～2016 年度） 

固体廃棄物の処理・処分に関する研究開発（2017～2018 年度） 

先行的処理手法及び分析手法に関する研究開発（2018 年度） 

 

４．使用済燃料対策 
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４－① 使用済燃料プールから取り出した燃料集合体の長期健全性評価（2015～2016 年度） 

（関連事業）使用済燃料プールから取り出した燃料集合体他の長期健全性評価（2012～2014 年

度） 

４－② 使用済燃料プールから取り出した損傷燃料等の処理方法の検討（2013～2014 年度） 

 

５．汚染水対策 

５－① トリチウム分離技術検証試験（2014～2015 年度） 

５－② 汚染水処理対策技術検証（2014 年度） 

５－③ 凍土方式遮水壁大規模実証（2014 年度） 

５－④ 高性能多核種除去設備（高性能 ALPS）整備実証（2014 年度） 

 

 

  



添付資料13　研究開発中長期計画

                                                                                                                           

【公開版／関係者議論用】

FY 2019 2020 2021 2022 2025 2031

主要
マイルストン

：主要工程間の繋がり
：研究開発の成果適用先

     

研究開発中長期計画
ー東京電力福島第一原発の廃止措置【燃料デブリ取り出し】等に向けた主要工程と主な研究開発の取組みー

凡例：

主要工程1)

主な研究開発工程

主な技術課題

1) 東京電力廃炉中長期実行

プラン2020に基づき記載

【１．２号機試験的取り出し】

燃

料

デ

ブ

リ

の

取

り

出

し

規

模

の

更

な

る

拡

大

Ｂ

燃料デブリ・炉内構造物取り出し規模の更なる拡大に向けた技術の開発

横アクセス工法：要素技術の検討・充実、現場適用性検証

段階的に規模を拡大した取り出し技術の開発

試

験

的

取

り

出

し

段

階

的

取

り

出

し

規

模

拡

大

Ａ

燃料デブリ収納・移送・保管技術の開発

燃料デブリ性状把握のための分析・推定技術の開発

初号機のデブリ
取り出し開始

安全システム検討

第3-①期第2期

現場適用性検証 取り出し設備設計概念検討

安全システム設備設計 安全システム設備製作・設置・試験

分析技術の実証（放射性物質分析・研究施設活用）

【２．２号機段階的取り出し規模拡大】

建屋内環境改善

取出装置等の製作・試験＊1
設置安全システム運用変更
開口部干渉物除去 他

燃料デブリ取出設備／安全システム／燃料デブリ一時保管設備／メンテナンス設備

設置

試験的

取り出し

・内部調査

建屋内環境改善

燃料デブリ性状分析

3号機建屋内外環境改善

1号機建屋内外環境改善

【１．建屋内外環境改善】

建屋内：線量低減／干渉物撤去等 建屋外：1・2号機排気筒撤去／変圧器撤去等⇒敷地確保＊2

建屋内：PCV水位低下／線量低減等 建屋外：3・4号機排気筒撤去／変圧器撤去／地下階整備等⇒敷地確保＊2

【２．ＰＣＶ／ＲＰＶ内部調査・燃料デブリ性状把握】

RPV内部調査技術の開発 アクセス工法の高度化＊3

【３．取り出し設備・安全システム・メンテナンス設備・保管設備＊4】 ＊4：３号機を先行して検討を進める場合の主要工程を示す

燃料デブリ取り出し
規模の更なる拡大

取り出し取り出し設備製作・設置・試験・トレーニング

施設設計・設備製作・施設建設 運開メンテナンス方針策定・メンテナンス方法検討

１Ｆ廃止措置効率化のための遠隔・支援技術の開発

燃料デブリ保管施設基本設計 設備設計・設備製作 運開

PCV水位低下達成

設計・製作・試験（楢葉遠隔技術開発センター活用）

段階的な取り出し規模の拡大
燃料デブリ一時保管設備運用

メンテナンス設備運用

3号機PCV内部調査

2号機試験的取り出し
・内部調査結果を反映

段階的な規模拡大開始後
判明した知見を反映

燃料デブリ性状分析へ

燃料デブリ性状分析へ

現場適用性検証のための開発推進

躯体・機器設備の劣化状況等の評価方法の開発

＊2：増設建屋、メンテナンス建屋、保管建屋

＊3：この時点では下部アクセス調査工法を想定

１号機PCV内部詳細調査技術の開発

PCV内部詳細調査技術の開発

段階的な取り出し規模拡大

上アクセス工法：概念検討、要素技術の検討・充実

＊1：楢葉遠隔技術開発センター活用

段階的な取り出し規模拡大に向けた技術課題
①ペイロード増加対応・先端ツール高度化
②段階的な取り出し規模拡大のための装置製作
③安全システム（気体システム、水処理システム、臨界管理システム）の準備
④燃料デブリ・廃棄物保管設備の準備

燃料デブリの取り出し規模の更なる拡大に向けた技術課題
①燃料デブリの取り出し方法の開発
干渉物撤去技術、切断・回収技術、仕分け技術、放射性物質の拡散防止

②安全システムの開発
液体系システム／気体系システム、臨界管理技術

③安全評価技術の開発
デブリ飛散率データ取得、被ばく評価のための分析方法

廃

棄

物

対

策

Ｃ

固体廃棄物性状分析

性状把握の効率化

処理・処分概念の構築と安全評価手法の開発

保管・管理

「処理処分方策と技術的安全性の見通し」等に沿って方針検討

①性状把握の効率化
②サンプリング技術の開発

①先行的処理方法の選定手法の構築
②処理・処分概念の構築と安全評価手法の開発

①保管・管理方法の検討・評価
②汚染評価技術の開発

性状把握の進捗に応じた処理・処分概念選定のための手法構築

サンプリング技術開発、測定データと解析データを組み合わせた性状把握
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添付資料 14 6 つの重要研究開発課題の今後の基本的方向性について 

 

平 成 ２ ９ 年 １ ２ 月 １ ２ 日 

原子力損害賠償・廃炉等支援機構 

 

６つの重要研究開発課題の今後の基本的方向性について 
 

東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ（平成 29 年

9 月 26 日）では、廃炉に必要となる研究開発（ニーズ）と大学・研究機関の基礎・基盤的な研究開発（シーズ）

をマッチングさせるための活動や人材育成等の取組の強化を進めることとされており、こうした活動の中心的な

組織として、日本原子力研究開発機構廃炉国際共同研究センター（JAEA/CLADS）の機能を強化し、国内外の大

学・研究機関等との共同研究等を推進することにより、関係機関が一体となり、叡智を結集した国際的な廃炉研究

拠点の形成を目指すこととされている。 

これを受けて現在、平成３０年度文部科学省概算要求では、廃炉研究開発委託事業である「英知を結集した原子

力科学技術・人材育成推進事業」から JAEA/CLADS を対象とする補助金に移行し、平成３０年度以降の新規採択

課題については、JAEA/CLADS を中核とした体制により実施していく方針とされているところである。 

この実施に当たっては、文部科学省としては、ニーズを十分に踏まえた基礎・基盤研究を推進するとの観点か

ら、研究連携タスクフォースで選定された重要研究開発課題を踏まえ、公募テーマの選定も含めた今後の研究開

発の進め方について議論をしたいとの意向を有している。 

このため、研究連携タスクフォース中間報告（平成２８年１１月３０日）において選定された６つの重要研究開

発課題に関して、課題別分科会における議論も参考にしつつ、課題の背景、ニーズ側の問題意識、想定される研究

のイメージなどを含め、研究開発を進めていく上での基本的方向性について作成した。 

 

課題名 ① 燃料デブリの経年変化プロセス等の解明 

中間報告にお

ける「問題意

識」の記載 

燃料デブリの取出し時期は，平成 33年以降と想定されており，燃料デブリ生成後 10年経過

後となる。さらに，その後の燃料デブリ取り出しはある程度の長期間を要すると予想され，

燃料デブリは炉内環境中で十年以上留まることとなる。さらに，取出した燃料デブリを安全

に保管しなければならない。燃料デブリ取り出し方法の検討及び移送・保管方法を検討する

上では，燃料デブリの経年変化予測が必須である。 

基本的方向性 チェルノブイリ原子力発電所事故においては、燃料デブリ周辺から燃料成分を含むミクロ

ンオーダーの微粒子の検出が報告されており、ウクライナ政府のナショナル・レポートにお

いても、自己崩壊による放射性ダスト発生のリスクが時間とともに増加することが懸念され

ている。この原因としては、高い放射能を有する燃料デブリが湿潤な大気環境に曝されたた

め、放射能分解を媒介した酸化反応によって六価ウラン化合物が生成し、地質環境中のウラ

ン鉱物では極めて緩慢にしか進行しないような経年変化事象が短期間に発生したなどが考え

られる。一方、1F の原子炉格納容器(PCV)内は現状で微正圧の窒素雰囲気下にあるため、こ

のような事象は顕在化していない。今後、燃料デブリ取り出しのため負圧管理がなされる

と、酸素を含む空気が PCV 内部に流入するため、同様の事象が発生するおそれがある。1F 

では同様な環境下に置かれたスリーマイル 2 号機（TMI-2）事故（操業間もなく発生）の燃

料デブリに比べて、放射線レベルがほぼ一桁高いため、過去に経験のない条件となる。ま

た、TMI-2よりも事故発生後、デブリ取出し終了までの期間が長期にわたることにも留意す

る必要がある。 

こうした燃料デブリの経年変化には、上記の酸化のみならず様々な要因があると考えられ

る。大きく分けると、化学的メカニズム（酸化還元、含有成分の溶出、放射線による化学

形・相状態の変化など）、物理的メカニズム（熱サイクル等による構造・特性変化、アルファ

線による照射損傷など）と、これらの連成作用が想定される。 

経年変化による燃料デブリの崩壊や溶出は、燃料デブリ中に閉じ込められている FP粒子・

ガス放出や、アルファ核種を含む微粒子の流出等の事態をもたらすため、取り出し機構、冷

却循環系、閉じ込め機能、臨界監視システム、PCV ガス管理システム、被ばく評価、収納・

移送・保管、処理・処分などのシステム設計・手順に大きな影響を与えるものである。特

に、中長期ロードマップでは燃料デブリの処理・処分方法については燃料デブリ取り出し開

始後の第 3 期(2022 年以降)に決定するとしており、燃料デブリの経年変化に関する情報の

取得は喫緊の課題である。安全規制に係る許認可対応も念頭に、燃料デブリの経年変化とそ

れに伴うリスク変化について十分な予測・説明が可能となるよう、廃炉作業にクリティカル

な影響を与え得ると考えられるものから優先的にその実態を解明していく必要がある。 

このため、既存のアクチノイド化学の知見も活用しつつ、経年変化に影響を与えうるパラ

メタ（温度、pH等）ごとにマトリックス的に実ウランを用いた実証実験を行い、基礎データ

を収集するとともに、経年変化の予測手法を確立するべく、経年変化プロセスを解明して経
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年変化モデルの基礎理論を構築するべきである。この際、燃料デブリ物性検討の基礎となる

アクチノイド化学を推進するための基盤維持に配慮すべきである。さらに、発熱分布計算に

よる燃料デブリの温度分布の把握等を行い、崩壊熱による局所的な温度上昇の影響について

も検討する必要があるため、1Fにおける熱解析も検討のベースとして含むべきである。 

 

課題名 ② 特殊環境下の腐食現象の解明 

中間報告にお

ける「問題意

識」の記載 

高放射線環境や非定常な経路での冷却水などの 1F廃炉の特殊環境を勘案した幅広い環境条件

下での腐食データを取得し，廃炉において発生する可能性のある腐食現象の解明を行う。 

基本的方向性 沸騰水型原子炉（BWR）はさまざまな金属素材から構成されている。高温かつ高酸化性環境

となる炉内では耐食性のあるステンレス鋼が使用されているが、大気中での使用を想定し、

閉じ込めバウンダリとなっている原子炉格納容器（PCV）は耐食性の低い炭素鋼が使用されて

いる。一方、これまで商業用発電炉における構造物・配管等の腐食に関して多くの知見が取

得されてきており、特に、BWRの運転においては、高放射線、高温、高純水が重畳する環境

での腐食データに着目してデータが採取されてきた。 

しかしながら、事故後の 1Fでは、高放射線、室温、懸濁物・堆積物が存在する特殊な環境

となっており、同環境での腐食現象に関する知見は不足している。燃料デブリの冷却のため

に PCV内に注水が行われており、炭素鋼が水に浸漬している状態となっている。また、水の

放射線分解により過酸化水素水や各種のラジカル種などの酸化性化学種が発生することが知

られている。現在は、水素爆発防止のために、PCV内に窒素封入が行われており、気相中の

酸素濃度が低下したことで、水中の酸素濃度、過酸化水素水濃度も低下しているとみられる

ことから、PCVの腐食はある程度抑制された状態と推測される。今後、燃料デブリ取り出し

に当たっては、負圧管理により酸素を含む大気が PCV内に流入することになることから、放

射性物質の閉じ込めバウンダリとなる構造物・配管の健全性の維持が重要であり、このよう

な環境における腐食現象への知見に基づいた対策が必要である。 

腐食現象は本質的には電池反応であるため、周囲の水質条件が低下し、水の導電率の増

加、pHの低下、電位の上昇などが生じると発生しやすくなる。上述の窒素封入により全体的

には腐食がある程度抑制されているとはいえ、潜在的に腐食が進行しやすい状態にあり、局

部的に環境条件が変化するとその部位での腐食速度が増加するとみられる。例えば、結露等

による液膜生成や水面近くでの濡れ渇きの繰り返しなどの湿潤環境、落下物・堆積物の隙間

部など多様な形状における非定常な経路での冷却水の流れ・対流・よどみの存在、異種金属

接触時のアノード側の腐食進行、微生物等による酸塩基反応の進行など、潜在的なものも含

め、種々の腐食促進要因に囲まれたきわめて特殊な環境にある。今後、燃料デブリ取り出し

のため負圧管理などがなされると、酸素を含む大気が PCV内に流入し、内部環境はさらに変

化するものと予想される。特殊環境条件における長期にわたる廃炉作業の過程で腐食は刻々

と進行していくことに鑑み、廃炉工程の進展に伴い生じる環境変化を踏まえた腐食現象の予

測と対策の検討が必要である。 

このため、上記に例示した要因をはじめ、発生可能性・機能への影響（部位と深刻度）・規

模・時間などから廃炉作業にクリティカルな影響を与え得ると考えられるニーズの高い要因

から優先的に、安全規制に係る許認可も念頭におきつつ、構造物の腐食とそれに伴うリスク

変化について十分な予測・説明が可能となるよう、腐食現象の進行に係る基礎データを収集

して、その現象を体系的に解明・把握することが求められている。この際、既存の防錆剤の

利用のみならず電気防食などさまざまなアプローチを検討するため、特殊環境下における材

料の電子状態をはじめ、腐食進行メカニズムを原理的に分析・解明することを通じて、特殊

環境下における腐食現象に係る知見を蓄積・維持していくことが必要である。 

 

課題名 ③ 画期的なアプローチによる放射線計測技術 

中間報告にお

ける「問題意

識」の記載 

福島第一の炉内及び建屋内は事故の影響で非常に高い放射線環境となっている。炉内状況や

建屋内状況を調査する上で，現行の放射線測定装置では性能・機能上限界がある。そのた

め，福島第一でのニーズを踏まえた上で，新たな発想，原理を用いた画期的な放射線計測装

置の開発を行う必要がある。 

基本的方向性 放射線計測装置には、電離箱、計数管、半導体検出器、シンチレーション検出器をはじ

め、さまざまな原理や素材を用いたものが既に製品化されており、現在では計測に関する詳

細な知識がなくても一定の操作手順に従えば放射線計測を行うことができる状況にある。し

かしながら、1F地下水観測孔採取水の分析において、分解時間における数え落としを考慮し

ていなかったため、全ベータの値とストロンチウム 90の値に齟齬（データの逆転）が生じた

事例があるように、計測データの解釈・トラブル対応においても、装置に関する原理的な理

解を要する場合が想定されるため、計測人材を育成する観点はきわめて重要である。 
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また、1F廃炉現場において炉内状況や建屋内状況を調査する上では、一般に製品化された

放射線計測装置では性能・機能上の限界がある。1Fにおいて廃炉作業を実施する放射線環境

はこれまでの原子力施設での作業環境に比べはるかに高い放射線環境であり、かつそのため

遠隔で取り扱う必要がある。高線量に対する耐放射線性を持ちかつ遠隔で取り扱うため小型

化した測定センサー、電子回路及びシステムの開発が求められている。なお、高線量場での

耐放射線性の高いセンサー、回路等の開発においては材料の放射線損傷に係る基礎メカニズ

ム的な研究も求められると考えられる。センサー等の開発の具体例としては、高ガンマ線の

バックグラウンド下において、臨界防止等の観点からは中性子の計測、燃料デブリ特定の観

点からはアルファ線のリアルタイム計測、核種推定の観点からはエネルギー分解能の高いガ

ンマ線計測などを、耐放射線性、ノイズ耐性、サイズ（小型）、計数率・応答性、高線量率対

応、エネルギー弁別性、空間分解能（線源位置特定）、操作性、メンテナンス性など種々のニ

ーズを満たしつつ実現する測定装置が求められている。また、測定対象の組成についても、

別途の施設・設備やサンプルの移送を必要とせず、現場で迅速に分析でき、ある程度のデー

タが得られ対象物がデブリか否かを速やかに判別する機能、デブリの場合は炉内構造物や中

性子吸収物質等の共存を判別する機能のニーズがあり、いわゆる「その場分析」の技術開発

が求められる。 

さらに、放射線の測定結果を用いて、線源の強さや線源の方向等の情報を基に線量場や汚

染状況等を可視化したり、燃料デブリのプロファイルを明らかにするなどの技術開発も廃炉

作業を進める上で有効な支援ツールとなる。 

これらをはじめ、現場の計測ニーズをくみ取りつつ、それを解決する新たな発想・原理を

用いた画期的なアプローチによる放射線計測の基盤技術を開発する必要がある。 

 

課題名 ④ 廃炉工程で発生する放射性飛散微粒子挙動の解明（αダスト対策を含む） 

中間報告にお

ける「問題意

識」の記載 

燃料デブリを機械的又はレーザー等により高温で切削する場合，多量のαダストが発生する

と予測され，安全上の対策，閉じ込め管理が必要となる。そのために，αダストの物理的化

学的性質等の性状把握，切削方法毎のダストの発生量予測とそれらを踏まえた閉じ込め対策

の検討を行い，デブリ取り出し時の安全確保を図る。 

基本的方向性 1Fにおいて燃料デブリ取り出し作業が開始されると、燃料デブリの切削により多量のα核

種を含む放射性飛散微粒子（αダスト）が発生し、バウンダリ内に飛散することとなる。燃

料デブリ取出しにおいては、閉じ込めバウンダリとなる建屋構造物が破損した状態での作業

となるため、その閉じ込め性能の確保の検討、排気の浄化系の設計、事故時を含めての周辺

環境及び作業者の被ばく評価等を行う上では、αダストに係る性状の把握が重要である。 

これまでαダストが発生した場合の飛散率等に関するデータは、日本原子力研究開発機構

における JPDRの廃炉、核燃料サイクル工学研究所のグローブボックス解体などに際して取得

されたデータが存在する。しかしながら、これらは核燃料そのものではなく、核燃料により

汚染された物が対象であり、また、取得されているデータも放射性物質量や濃度などであ

り、主に被ばく管理の観点から必要なデータを取得していることが多く体系的になされてい

ない。 

一方、1F廃炉工程で発生する放射性飛散微粒子は、燃料デブリの取出し時に燃料デブリそ

のものから発生するもの及び汚染された物から発生するものがある。また、放射性物質の種

類としてはα核種及びβγ核種がある。内部被ばくの観点ではプルトニウムを代表とするα

核種が重要であるが、総合的な被ばく評価の観点からは、セシウムなどのβγ核種について

も考慮する必要がある。 

放射性飛散微粒子の回収、効率的なろ過・浄化及び臨界防止等を検討する上では、放射性

飛散微粒子の生成について、切削対象物、切削方法の違いによる微粒子の発生量、粒径分

布、放射能粒子径及び粒子の物理的・化学的性質の把握が必要である。また、発生した微粒

子の輸送・移行について、気相中の挙動、気液界面における挙動及び液相中における挙動の

把握が重要である。例えば、気相中での凝集等による粒子成長、気液界面からのミスト生成

評価、液相中の水中への成分の溶出挙動、微粒子の水中での沈降、フィルタリング等の移行

挙動の把握などが考えられる。 

また、放射性飛散微粒子による被ばく評価については、燃料デブリ由来の放射性物質、特

にα核種による被ばく影響評価が重要であり、この際、プルトニウムに代表される放射性飛

散微粒子の化学形態や粒子径がこれまでのプルトニウムの内部被ばく評価の基準となってい

る化学形態や粒子径と合致しており従来の被ばく評価方法が適用できるかどうかが重要であ

る。 

 

課題名 ⑤ 放射性物質による汚染機構の原理的解明 

中間報告にお 建屋内の線量率を低減するためには，汚染源に対して汚染機構を踏まえた効果的な除染を行
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ける「問題意

識」の記載 

うとともに，同時にできるだけ無駄な廃棄物を出さないことが重要である。これに向けて効

果的な除染のための汚染機構の原理的解明を目指す。 

基本的方向性 建屋内の線量低減に向けた除染の対象物としては、配管・ダクト、機器等の金属、ケーブ

ル等の樹脂類、塗装類及び壁・床等のコンクリートが挙げられる。汚染源としては、事故時

の高温燃料溶融、水素爆発等により漏出した Cs等の放射性物質を含んだ蒸気、粉塵及び放射

性物質を含んだ汚染水などである。現在、1F建屋内の線量低減については、床・壁等の除染

を行っても、配管内部に存在する汚染源、高所にあってアクセス困難な配管背面等の汚染、

隙間部に浸透した汚染等の汚染源の寄与が残るため限界があるのも事実であるが、今後の長

期にわたる廃炉工程の各ステップを考えた場合、除染の必要な場面が数多く発生すると考え

られ、効果的・効率的な除染の必要性は高いと考えられる。また、除染においては線量低減

と同時に廃棄物の低減についても考慮しておく必要がある。 

除染については、物理的な方法としてのドライアイスブラスト、化学的な方法として酸・

アルカリ等の薬品を用いた化学除染、剥離剤を用いた除染方法等のエンジニアリング的アプ

ローチが必要である一方、こうした除染を効果的に行うためには対象物の汚染機構までさか

のぼった理解が不可欠である。 

汚染機構の解明の観点での研究は、放射性物質を内包して閉じ込めるために使われる配

管、貯槽類の金属材料に対しては既往の研究が十分あるものの、構造体、放射線遮へい体と

して放射性物質と直接接触する使用方法を基本的に行わないコンクリートではほとんど行わ

れていない。 

1F建屋内は事故により放出された放射性物質により広範囲に汚染している。建屋の大部分

はコンクリートにより構成されており、廃炉工程の各ステップで必要となるコンクリートの

除染及び廃炉工程で発生するコンクリート廃棄物の廃棄物管理を合理的効果的に行うために

は、コンクリートと放射性物質の汚染機構の原理的解明が重要である。そこで、事故時及び

その後の環境に晒されたコンクリートと 1F廃炉において、考慮すべき代表核種（Cs,Sr,U,Pu

等）の収着・浸透・溶出に関する基礎データを取得し汚染機構を原理的に明らかにするべき

である。更には、中長期を見通し、時間経過とともにコンクリート中の汚染状況や浸透挙動

がどのように変化するかなど、汚染機構の理解に裏付けられた評価手法の確立が求められ

る。 

配管、機器等の金属に対する放射性物質の汚染機構については再処理等において配管等の

汚染源の除去については研究がなされているものの、1Fの環境条件での配管、機器等の金属

に対する汚染機構についての研究事例は少ない。事故時の高温環境に晒された PCVや RPV内

部での汚染機構の解明は必要と考えられるが、PCV外部では金属に浸透するような特別な汚

染機構の考慮は必要ないと考えられる。ケーブル等の樹脂や塗装に対する汚染機構について

も、交換、除去が可能なものであり特に除染のための研究は必要ないものと考えられる。 

 

課題名 ⑥ 廃炉工程で発生する放射性物質の環境中動態評価 

中間報告にお

ける「問題意

識」の記載 

放射性物質の環境影響について問題のないことを確認するため，放射性物質の浅地下環境中

での吸着，地下水に伴っての拡散や移動等の挙動を解明し環境影響評価につなげる必要があ

る。 

基本的方向性 福島第一原子力発電所敷地内の放射性物質による将来の環境影響リスクを適切に評価・低

減していくためには、敷地内の浅地中地下水や表層水、あるいは敷地境界周辺における港湾

や海洋、大気等を経由する放射性物質の環境中動態の適格な評価・推定と適切な環境対策が

必要である。 

対象となる放射性物質は、①事故直後に漏えいした汚染水などにより地中や地表に存在す

る放射性物質（137Cs,90Sr,3H等）、②同様に港湾内に過去に流れ込み海底部等に存在する放射

性物質（137Cs,90Sr等）、及び③燃料デブリ取出しや建屋の除染・解体に伴い発生する汚染水

が含有する放射性物質（アクチニド等のイオンや懸濁体を含む）等で将来の環境影響リスク

のソースタームとなり得るものが想定される。 

放射性物質の周辺環境への影響評価を行うためには、まず必要な基礎的知見として放射性

物質の存在形態と輸送挙動の把握が不可欠である。具体的には、放射性物質の地下水中での

存在形態、土壌との分配、地下水中の移流・拡散挙動、表層における存在形態と移流・拡

散、港湾における海水中や海底における放射性物質の存在形態と溶融・拡散挙動、さらには

海洋や大気を介した周辺環境への移行挙動が対象となる。 

いずれも土壌や地質等の媒体の特性に依存するが、1F現場での測定には限界があるため、

類似する環境下での評価方法の確立を目指す必要がある。 

さらに、環境中動態の正確な将来推定を行うためには、汚染状態を正確に把握するモニタ

リング技術と放射性物質の移動挙動をシミュレートする解析技術の開発が必要である。モニ

タリング技術では、遠隔での長期にわたる連続測定技術と、そのビックデータを活用したマ
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ッピングや挙動把握技術が期待される。一方、シミュレーション技術では、浅地中に特有の

挙動（不飽和層の影響、速度論等）を解析する新たな作成モデルの作成やコードを用いた推

定技術の開発が望まれる。 

また、環境対策として放射性物質によるリスクの低減を目指すことが重要であり、汚染物

質の拡散防止のための地下水量制御、土壌改良、安定化剤、汚染物質の浄化のための吸着

剤、透過反応壁など多くの技術開発が想定されるが、廃炉作業にクリティカルな影響を与え

得ると考えられるニーズの高い要因から優先的に検討していくべきである。 

なお、これら放射性物質の環境動態の評価を合理的に行っていくに当たっては、その環境

影響リスクを考慮し進めることが肝要であり、この観点で環境影響リスクにかかわる評価手

法の開発についても視野に入れるべきである。 
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添付資料 15 東京電力・福島第一原子力発電所の廃炉に関する人材育成研修の募集案内 
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添付資料 16 国際連携の強化に係る主な活動実績 

 

表 A16-1 政府間の枠組み 

枠組み 内 容 

日英原子力年次対話 2012 年 4 月の日英首脳会談における共同声明の付属文書とし

て発出された「日英民生用原子力協力の枠組み」に基づき開催

（2012 年 2 月～） 

原子力エネルギーに関する日仏

委員会 

2012 年 10 月の日仏首脳会談の際に発表された共同宣言に基

づき設立（2012 年 2 月～） 

日米廃炉及び環境管理ワーキン

ググループ 

2011 年 3 月の原子力事故後の日米協力関係に基づき、民生用

二国間協力を一層強化するため、2012 年 4 月に設立が決定。

同委員会の下に「廃炉及び環境管理ワーキンググループ

（DEMWG）」が設置された（2012 年 12 月～） 

日露原子力ワーキンググループ 2016 年 9 月の日露首脳会談で承認された 8 項目の協力プラン

の一つとしてエネルギー分野が掲げられたことに基づき、原子

力ワーキンググループが設置された（2016 年 9 月～） 

 

表 A16-2 組織間の協力協定・取り決め 

国内機関 海外機関 内 容 

NDF NDA 廃炉等に関わる様々な技術的知見に関する情報交換、人材交流

などについて定めている（2015 年 2 月締結） 

NDF CEA 廃炉等に関わる様々な技術的知見に関する情報交換、人材交流

などについて定めている（2015 年 2 月締結） 

東京電力 DOE アンブレラ契約を締結し、必要に応じて情報交換を実施（2013

年 9 月締結） 

東京電力 セラフィールド社 廃止措置時のサイト運営等に関する分野での情報交換協定を

締結（2014 年 9 月） 

東京電力 CEA 廃止措置に関する分野での情報交換協定を締結（2015 年 9 月） 

JAEA NNL 原子力の研究開発に関する先進技術、先進燃料サイクル、高速

炉、放射性廃棄物に関する包括的取り決め 

JAEA CEA 溶融炉心-コンクリート相互作用等に関する特定技術課題に関

する協力取り決め 

JAEA ベルギー原子力研

究センター 

原子力研究開発分野及び福島事故の研究に関する協力取り決

め 

JAEA 原子力安全問題研

究センター（ウク

ライナ） 

福島第一原子力発電所とチェルノブイリの廃止措置研究等に

関する覚書の締結 

JAEA IAEA 燃料デブリの特性把握に関する研究取り決め 
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表 A16-3 海外に向けた情報発信（国際会議の開催、登壇（2019 年 4 月～2020 年 8 月）） 

会議名称 時期 発信機関 

ATOMEXPO2019 2019 年４月 

NDF 

経済産業省 

東京電力 

INSIDER Project 会合 2019 年５月 NDF 

福島廃炉研究国際会議（FDR2019） 2019 年５月 経済産業省 

第 27 回原子力工学国際会議（ICONE27） 2019 年５月 IRID 

WTO/SPS 委員会 EU 加盟国向けブリーフィング 2019 年７月 経済産業省 

米国核物質管理学会第 60 回年次大会 2019 年７月 NDF 

第４回福島第一廃炉国際フォーラム 2019 年８月 NDF 

第 63 回 IAEA 総会サイドイベント 2019 年９月 

NDF 

経済産業省 

JAEA 

10th Internatinal Conference on Isotopes 2020 年２月 NDF 

第４回日英原子力産業フォーラム 2020 年２月 
NDF 

経済産業省 

国際会議 ICONE Fukushima セッション 2020 年８月 東京電力 

第 64 回 IAEA 総会サイドイベント 2020 年９月 

NDF 

経済産業省 

東京電力 

福島リサーチカンファレンス 通年 JAEA 
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表 A16-4 海外に向けた情報発信（英語版ウェブサイト等による情報発信） 

名称 発信機関 

廃止措置に向けた取組 

（http://www.meti.go.jp/english/earthquake/nuclear/decommissioning/） 
経済産業省 

各国大使館への福島第一原子力発電所からの海洋放出及び海水モニタリングに

関する年次報告 

経済産業省 

外務省 

原子力損害賠償・廃炉等支援機構ホームページ 

（http://www.dd.ndf.go.jp/eindex.html） 
NDF 

廃炉研究開発情報ポータルサイト（http://www.drd-portal.jp/en/） NDF 

廃止措置に向けた取組（https://fukushima.jaea.go.jp/en） JAEA 

技術研究組合国際廃炉研究開発機構ホームページ（http://irid.or.jp/en/） IRID 

福島への責任 

（https://www.tepco.co.jp/en/hd/responsibility/revitalization/index-e.html） 
東京電力 

各国メディアへのプレスリリース英文概要提供 東京電力 

廃炉・汚染水対策事業事務局（https://en.dccc-program.jp/） 

三菱総合研

究所（事業

受託者） 

 

表 A16-5 主な海外機関との連携プロジェクト 

プロジェクト名 内容・期間 国内対応機関 

IAEA プロジェクト 

DAROD 

・損傷原子力施設の廃止措置・修復に関する課題へ

の取組で得られた知識や経験（規制、技術、制度・

戦略）を各国で共有 

・実施期間：2015 年～2017 年 

NDF 

OECD/NEA プロジェクト 

BSAF 

・11 か国の研究機関や政府機関が参加し、各国参加

機関において過酷事故解析コードを用いた福島第一

原子力発電所事故の進展、炉内の燃料デブリと FP

の分布等に関するベンチマークを実施。各国参加機

関による現象論のモデル化に関する知見等を活用。 

・事故時の測定データや事故後の放射線量に関する

情報データベースを共有。 

・実施期間：2015 年～2018 年 

IRID 

JAEA 

東京電力 

ARC-F 

・12 か国の研究機関や政府機関が参加し、BSAF プ

ロジェクトを引き継いで、さらに詳細に事故の状況

を探り、今後の軽水炉の安全性向上のための研究に

活用。 

原子力規制庁 

電力中央研究所 

JAEA 

http://www.meti.go.jp/english/earthquake/nuclear/decommissioning/
http://www.dd.ndf.go.jp/eindex.html
http://www.drd-portal.jp/en/
https://fukushima.jaea.go.jp/en
http://irid.or.jp/en/
https://www.tepco.co.jp/en/hd/responsibility/revitalization/index-e.html
https://en.dccc-program.jp/
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・実施期間：2019 年～2021 年（予定） 

PreADES 

・燃料デブリの相状態や組成情報など、その特徴を

理解するのに役立つ特性情報を共有。 

・燃料デブリ分析ニーズ及び優先度をまとめた「燃

料デブリ分析表」の拡充。 

・分析の課題及び分析施設情報の整理 

・実施期間：2018 年～2020 年（予定） 

経済産業省 

原子力規制庁 

電力中央研究所 

JAEA、IRID 

NDF、東京電力 

TCOFF 

・福島第一原子力発電所（１F）の事故進展を参考

に、炉心・燃料溶融モデルや FP ふるまいモデル、

及びその基礎となる熱力学データベースを高度化。

得られた材料科学的な知見に基づき、１F 事故条件

での炉心・燃料溶融、核分裂生成物ふるまい、デブ

リ特性や生成メカニズムを詳細評価。材料科学的知

見及び詳細評価の結果を PreADES、ARC-F、TAF-

ID 等の国際協力、及び、IRID 事業等の国際廃炉プロ

ジェクトに提供。 

・プロジェクト予算を文部科学省が拠出。 

・実施期間：2017 年～2019 年 

文部科学省 

JAEA 

電力中央研究所 

東京工業大学 

EGCUL 
・由来が不明な廃棄物に対するキャラクタリゼーシ

ョン方法について議論。 

経済産業省 

NDF 

JAEA 

東京電力 

 

 

 

 



多核種除去設備等処理水の取扱い
に関する御意見について

令和２年１０月２３日

廃炉・汚染水対策チーム事務局

資料１



◇ ALPS処理水については、風評影響が生じ得ることから、タンクに貯蔵しつつ、その取扱いについては、科学的な
安全性を確認するだけでなく社会的影響も含め、約６年間にわたり専門家により議論。様々な選択肢を検討した結果
をまとめたALPS小委員会の報告書（※）では、「制度面や技術面から、現実的と考えられるのは、海洋放出か水蒸気
放出」であり、「より確実なのは海洋放出」と評価。

◇ 報告書の内容については、国際原子力機関（IAEA）により、「科学的な分析に基づくもの」と評価。

◇ これを踏まえ、政府は、取扱い方法の決定に向けて、以下を実施し、地元をはじめとした幅広い関係者から御意見を伺
いながら、検討を積み重ねてきた。

(1)御意見を伺う場、(2)書面による意見募集、(3)ALPS処理水に関する意見交換

◇ 本日は、ALPS小委員会の報告やこれまでいただいた御意見を整理し、関係省庁で一層議論を深め、政府として責任
をもって、ALPS処理水の取扱い方法について今後結論を出していくことにつなげていく。

多核種除去設備等処理水（ALPS処理水）の取扱に関する議論の経緯について

1

専
門
的
な
見
地
か
ら
の
検
討

政
府
へ
の
提
言

（2
0
2
0
/2
/1
0

報
告
書
提
出
）

地
元
を
は
じ
め
と
し
た

幅
広
い
関
係
者

か
ら
御
意
見
を
伺
う

基
本
的
な
方
針
の
決
定

具
体
的
な

取
扱
い
の
決
定

原
子
力
規
制
委

に
よ
る
認
可

準
備
工
事

の
実
施

処
分
開
始

ALPS小委員会 政府

東京電力
原子力

規制委員会 東京電力

約２年程度

現在

双方向のコミュニケーションの一層の強化

政府・東京電力

更なる風評対策の実施

（※）「報告書での提言に加えて、地元自治体や農林水産業者を始めとした幅広い関係者の意見を丁寧に聴きながら、
責任と決意を持って方針を決定することを期待する」と記載。



（１）多核種除去設備等処理水の取扱いに関する「御意見を伺う場」について

【第１回】 ４月６日（福島県福島市）
福島県、福島県旅館ホテル生活衛生同業組合、福島県商工会議所連合会
福島県森林組合連合会、福島県漁業協同組合連合会、福島県町村会、相馬地方町村会

【第２回】 ４月１３日（福島県福島市、福島県富岡町）
福島県商工会連合会、ヨークベニマル、ＪＡ福島中央会
いわき市、双葉地方町村会

【第３回】 ５月１１日（新型コロナ対策としてWeb会議で開催）
日本経済団体連合会、日本旅行業協会、全国旅行業協会
日本スーパーマーケット協会、日本チェーンストア協会

【第４回】 ６月３０日（東京都内）
全国商工会連合会、日本ボランタリーチェーン協会、全国消費者団体連絡会

【第５回】 ７月１７日（福島県福島市）
福島県議会、福島県青果市場連合会、福島県水産市場連合会、福島県内住民（「福島県原子力
発電所の廃炉に関する安全確保県民会議」構成員）

 ALPS小委員会の報告を踏まえ、「御意見を伺う場」を福島県及び東京都内で計７回開催。

 ２９団体（４３名）の地元関係者や自治体、経済・観光・流通・消費者等の全国団体が参加。

【第７回】 １０月８日（東京都内）
福島県水産加工業連合会、全国漁業協同組合連合会

【第６回】 ９月９日（東京都内）
日本商工会議所、千葉県、宮城県、茨城県

2



3

（１）御意見を伺う場での主な御意見について＜概要①＞

 処理水の安全性に対する懸念

• 科学的な根拠に基づき、安全性ならびに技術的な実現可能性を担保すべき

• ALPS処理水で魚を飼育し安全性を分析すべき

• トリチウム以外は基準値未満を守りつつ、トリチウムの除去に努めて欲しい

• 核燃料に触れた水は、放射性物質を取り除いたと言っても不安は解消しない

• 国際機関の情報・海外の処理事例などを国民に説明すべき

• 透明性の確保のため、第三者機関や国際機関等の監視・
管理の下で処分を実施すべき

• 新たな風評被害が生じた場合は国と東京電力は損失を補
填すべき

• 処理水タンクが現在の状態で残っている限り風評が続く

• 水蒸気による放出はどう拡散するか予測が難しく、より広範
囲の住民が不安を覚える。

• 問題先送りは将来に負の遺産を押し付ける。

• 環境放出には反対だが、廃炉を一日も早く成し遂げて欲しい
とのジレンマがある

 風評影響・復興の遅延への懸念

• いまだに福島県内の幅広い産業で風評影響あり

• ９年間積み重ねた復興を後退させてはならない

• 漁業や観光業への風評被害を懸念

• 国内外に対して新たな風評の発生を懸念

• 新たな風評を生じさせないよう風評対策に取り組むこと

• 具体的な風評対策の内容を早急に示す必要

• 国民が理解しなければ必ず風評影響が生じる

• 福島の現状についての認識が不足している

• トリチウムに関する正確な情報が伝わっていない

• 国外の情報を含め正確な情報発信に取り組むこと

• 一般の消費者に必要な情報を届けることが重要

• 風評がなくなるまでの息の長い支援が必要

• 官民一体の観光キャンペーン等が必要
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（１）御意見を伺う場での主な御意見について＜概要②＞

 合意プロセスへの懸念

• 大気放出、海洋放出のどちらか選べと言われても選べない

• スケジュールありき、福島ありきで進まないか心配

• コロナ渦の中で、国民的議論に発展するか疑問

• 多くの国民に処理水について知ってもらうまでは、取扱いの

方向を決めるべきではない

• 国民の理解が十分とは言えない

• 敷地に限界。タンクに物理的な限りがあるのは明確

• 早かれ遅かれ処分しなければならない

• 関係者の意見を聞いて国が責任を持って決めて欲しい

• 処分の検討経過を含めて具体的な説明をしてほしい

• 取扱い方針の決定に至るまでのプロセスの公開を

• 地元の理解を得ることが何よりも大切

 環境放出することに対する意見

• 風評被害の発生は必至であり、その観点から、漁業者・国民

の理解を得られない処理水の安易な海洋放出は、全国の漁

業者の総意として絶対反対。政府を挙げて議論を深め、慎重

な判断を。

• 漁業者は、海洋に育まれた魚介類を漁獲し土着しながら再建

するため、海洋放出に反対する。若い後継者に将来を約束す

るためにも尚更である。海に県境はなく福島の漁業者だけで判

断はできない。

• 福島県内森林・林業は、原発事故による放射性物質で大き

な影響を受けており、新たな大気、海洋への放出には反対だ。

森林所有者の経営意欲の低下、関心の減退は、森林の荒廃

を招き、下流地域の県民生活への影響が大きくなることを強く

懸念している。

• 多数の処理水タンクが立ち並ぶ光景が事故の象徴的な印象と
して国内外に伝わり、福島県への旅行・観光に少なからず影
響が生じているのではないか。大気放出のために新たな排気筒
が立てられた場合、その存在によって風評被害が長期的に継
続する懸念がある。処理水の徹底的な安全対策の実施と正
確な情報提供、十分な風評被害対策を前提に、海洋放出が
選択し得る現実的な一つの対応方法と受け止めている。

 処分方法・分離技術開発の提案

• トリチウム分離処理技術を開発し、国民が納得する方針を

• 福島県内から、地上タンクでの長期保管を求める声も

• 説明する間の貯蔵タンク増設を検討するなど、決して期限

ありきでない対応を



 募集期間：４月６日～７月３１日（１１７日間※）
※当初、通常の手続きと同様に5/15を締切りとしていたが、より丁寧に御意見を伺う観点から7/31まで延長。

 応募件数：4,011件（重複除く）
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（２）書面による意見募集について＜概要①＞

○処分方法や分離技術開発の提案 （約２,０００件）

・陸上保管を継続すべき

・モルタル固化等による長期保管を検討すべき

・分離技術が出来るまで保管を継続すべき

・福島第一原発の敷地拡大、中間貯蔵地を活用すべき

・県外・帰還困難地域などに保管すべき

・県外で放出すべき

・タンカー等で沖合に放出すべき

○その他（情報発信の強化など） （約１,４００件）

・国民に正確な情報をわかりやすく発信すべき

・国際条約を遵守すべき

・他の原発や他国でも放出されている

・子供に負の遺産を残すべきではない

・日本政府及び東電が責任を持つべき

・政府・東京電力は信用できない

・原子力政策を見直すべき、再稼働反対

主な御意見について ※以下の件数は重複を含む。

○海洋放出を懸念するもの

処理水の安全性への懸念 （約２,７００件）

・処理水は人体に有害・危険である

・トリチウムそのもの＆有機化合が心配、海洋生物や人体に濃縮する

・トリチウム以外の核種が心配

・海が汚染される・生態系が破壊される

・トリチウム分離技術が未確立

・希釈しても放射性物質の総量は変わらない

風評影響・復興の遅延への懸念 （約１,０００件）

・福島や漁業への風評被害が心配

・復興が進まなくなる

・補償を行うべき

合意プロセスへの懸念 （約１,４００件）

・国民の合意が取れていない、時間をかけるべき

・結論ありきの議論

・新たな技術開発など知恵を出すべき

・放出反対の意見が多い

・地元・漁業者が反対している

・国際社会から批判を受ける可能性がある
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（２）書面による意見募集での主な御意見について＜概要②＞

■ 処理水の安全性に対する懸念

・ALPS処理を行っても放射性物質を取り除けたわけではない。処理水は人体に有害である。

・ALPS装置で除去できないトリチウムは、有機化合をする可能性がある上、生物濃縮もするため非常に危険。

・処理水には、炭素14といったトリチウム以外の核種が含まれている。

・汚染された処理水を放出することにより、海洋に汚染が広がってしまう。

・トリチウム分離技術が確立されていないため、処理水を放出するべきではない。

・処理水を希釈して放出したとしても、放出する放射性物質の総量は変わらないため、汚染が進むことは変わりない。

■ 風評影響・復興の遅延への懸念

・処理水を海洋放出した場合、漁業者に対する風評被害が確実に発生してしまう。

・処理水の放出によって、せっかく進んできた福島の復興が停滞することになる。

・風評被害が発生した場合には、風評対策を行うだけでなく、確実に補償を行うべき。

■ 合意プロセスへの懸念

・国民の合意が取れていない中で、結論を急ぐべきではない。

・海洋放出ありきの議論となっている。

・トリチウム分離技術といった技術開発に知恵を出すべき。

・放出反対の意見が多い中で、結論を急ぐべきではない。

・地元関係者や漁業者が反対している中で、結論を出すべきではない。

・処理水を海洋放出した場合、汚染が世界に広がるため、国際社会から批判を受ける可能性がある。

○ 海洋放出を懸念するもの
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（２）書面による意見募集での主な御意見について＜概要③＞

・陸上貯蔵を継続するべき。

・コンクリート固化・モルタル固化による地下埋設を実施するべき。

・トリチウム分離技術が開発されるまで、タンクで長期貯蔵するべき。

・福島第一原発のタンク敷地がひっ迫しているならば、福島第一原発の敷地を拡大してタンクを増設するべき。

・中間貯蔵施設の土地・帰還困難区域を活用してタンク貯蔵の敷地を拡大し、貯蔵を継続するべき。

・福島県に負担を寄せるのではなく、県外でもタンク貯蔵もしくは放出するべき。

・タンカーで沖合放出を行うべき。

○ 処分方法・分離技術開発の提案

・海洋放出を行うならば、安全性に関する正確かつ分かりやすい情報発信を行う必要がある。

・ロンドン条約・ロンドン議定書・海洋法条約といった国際条約を守るべき

・世界中の原発からトリチウムは放出されているので、処理水も海洋放出するべき。

・処理水を放出すると、汚染が海に広がる。子供に負の遺産を負わせるべきではない。

・事故を起こした東電や国が責任を負うべき。

・国や東電の言っていることは信用できないので、処理水の海洋放出は反対。

・日本の原子力政策を見直すべきである。

○ その他（情報発信の強化など）



 ALPS小委報告書の取りまとめ以降、主要な関係者から一般向けまで、様々な層に対して数百回程度、

説明会や意見交換を実施。

 主な説明先

福島県内関係者： 県庁、県内の全市町村、浜通りや双葉郡の１５市町村議会、農林水産業関係団体、
小売・流通関係企業、

商工業関係団体、消費者団体、旅行観光業関係団体、議員 他

県外関係者： 近隣自治体（北海道、青森県、岩手県、宮城県、茨城県、千葉県）、

農林水産業関係団体、小売・流通関係団体、

商工業関係団体、消費者団体、旅行観光業関係団体、議員 他

海外関係者： 各国在京大使館、国際原子力機関（IAEA） 他

8

（３）関係者へのALPS処理水に関する意見交換について

(処分方法への賛否を含め、様々な御意見を頂いたが、特に風評に関する御懸念や御意見を多くいただいた。)

■ 風評影響・復興の遅延への懸念

・この問題が帰還の妨げになっていることを十分に認識し、根本的な問題解決を先送りすることなく、処分方法を早期に決定すること。

・風評払拭に努めてほしい。汚染水と処理水は異なる。ALPS処理水やトリチウムの正しい理解を全国へしっかりと普及してほしい。

・まずは安全性に関して正確な情報発信が必要。今の状況では新たな風評被害が加わることを懸念。

・科学的に安全であると理解してもらうことが必要。タンクの存在が風評被害の原因になっている。

・二次処理や風評被害対策、賠償をいかに適切に実施できるかが重要。全国での放射線教育などパフォーマンスでない着実な対策を。

○ 説明会や意見交換の中で頂いた主な意見



（参考）御意見を伺う場での主な御意見について＜発言者別①＞

■ 関係自治体（福島県）

• 国及び東京電力は、処理水の取扱いによって新たな風評を生じさせないよう取り組むこと。福島の現状についての認識が不足して

いることに加え、トリチウムに関する正確な情報が伝わっていないことから、国及び東京電力において、風評対策と正確な情報発信

に責任を持って取り組むこと。 （福島県知事）

• 専門的知見に基づき、国が責任を持って決めてほしい。スケジュールありき、福島ありきで進まないか心配。拙速に進めることなく、

全国で多くの意見を聞いて結論を。（福島県町村会）

• 物理的に限りがあるのは明確。科学的知見に基づき、国が適切な処分方法を判断すべきだ。漁業や観光業に風評被害が懸念

される。国は利害関係者の同意を得る必要がある。（相馬市）

• 国が責任ある方針を示し、原発被災者はじめ国民へ分かりやすい説明と理解を得ることに努力を。また、風評被害への具体策も

示し、安全性への理解を得る説明の努力を。その上で、説明する間の貯蔵タンク増設を検討するなど、決して期限ありきでない対

応を。（南相馬市）

• 処理方法の決断は国が責任を持って行うこと。処分にはIAEA（国際原子力機関）等も立ち会い、透明性の確保が必要。トリ

チウム以外の基準値未満を守り、トリチウムの除去も最後まで努力を続けてほしい。処分方法とともに風評被害対策も提案すべ

き。（新地町）

• 責任者の国が腹を決めることが大切だ。我々もどこかで折り合って復興を進めたいと思う。国が安全性確保のため努力し、賠償や

生活保障を決めて、頭を下げてお願いすることが必要。（飯舘村）

• 風評被害を抑えるのではなく、発生させない決意を。トリチウムの科学的性質や、国内外の実績を全世界に正確に発信して。風

評対策を実行する財源の裏付けも必要。（いわき市）

• 一度核燃料に触れた水は、放射性物質を取り除いたと言っても不安は解消しない。一方で敷地は逼迫している。一番被害を受

けるのは双葉地方の住民だと確認してほしい。（双葉町）

• 処理水とその検討内容の広く丁寧な説明をお願いする。風評被害を発生させない万全の対策を求める。これまでの経験を踏まえ、

さらに踏み込んだ具体的な対策を望む。（富岡町）

• 復興でもっとも大事なのは住民の同意を広く得ることだ。処分方法次第では新たな風評が生じる。産業振興や生活保障など確

実な対策を講じてほしい。（広野町）
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（参考）御意見を伺う場での主な御意見について＜発言者別②＞

■ 関係自治体（福島県）
• 水蒸気による放出はどう拡散するか予測が難しく、より広範囲の住民が不安を覚えるのでは。村の農畜産業者にも影響が及ぶ。
９年間積み重ねた復興を後退させてはならない。（葛尾村）

• 期限や結論ありきに聞こえて不信感や反発を招きやすくなっている。一般の方の関心を得られるよう、自分事としてイメージできる、
きめ細やかな発信に努めるべき。第三者機関が監視し異常があれば即座に停止するなど、処分が行われる際の対策を明確に。
水産業や観光業に風評風化を生じさせない徹底的な取組を。（楢葉町）

• 慎重に検討し、そのプロセスも併せて地域住民に説明してほしい。新型コロナ対策渦中の議論で、国民的議論に発展するか疑
問。（川内村）

• 敷地に限界があり、早晩満杯になるのは明白だが大気放出、海洋放出のどちらか選べと言われても選べない。ステークホルダーの
意見を聞いて国が責任を持って決めてくれとしか言えない。（大熊町）

• 通常の風評対策だけでなく、移住定住促進の取組への対応策も必要。新たな販路開拓など農林水産業者が納得する振興策
や、風評がなくなるまでの息の長い支援が必要だ。（浪江町）

• 処理水の取り扱いを巡り、現時点で県民や国民の理解が十分に得られているとは言えない。このため新たな風評を助長しないた
めの風評対策の徹底や、幅広い関係者から意見を聴いた上で慎重に決定すること、取扱い方針の決定に至るまでのプロセスの公
開および丁寧な説明など国民の理解を深める対応を求める。（福島県議会）

• 全国的な問題として処分方法の安全性について科学的な根拠を丁寧に説明し、住民、商工業者、農業者、漁業者らの合意を
得ることが必要だ。さらなる風評被害が生じた場合には、国が責任を持って補償を含めた安全確保をすると断言すべきだ。（福島
県内住民）

• 国民にトリチウムに関する正確な情報が伝わっていない。特に若い世代が知り、議論してもらうことが大切だ。処分以前に国と東京
電力が新たな風評を生じさせない万全の対策を講じるべきだ。（福島県内住民）

• 海洋放出すれば新たな風評の発生は避けられない上、日本全体の問題となる。トリチウムを取り除かない限り海洋放出は非常に
難しい。トリチウム水と海水でそれぞれ魚を飼育して安全性を科学的にデータ分析できないのか。もっとわかりやすく説明すべきだ。
トリチウムについて丁寧に説明する姿勢が求められている。一日も早く貯蔵タンクがなくなることを祈る。（福島県内住民）

• 処理水の海洋放出に反対する。今、県民はほとんど賛成しないだろう。トリチウムの分離技術が確立されるまで保管を継続すべき
だ。現段階で海洋放出すれば県民の10年近い努力が無駄になる。風評被害対策について、国は行政的な説明を述べられるが
不安と不信につながる。具体策を提言してほしい。国は住民感情に沿う結論を出し、不安や不信の払拭に努めて欲しい。（福
島県内住民） 10



（参考）御意見を伺う場での主な御意見について＜発言者別③＞
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■ 商工・流通・旅行業関係者

• 観光等への被害がいまだに収束していない福島県内の状況下で、さらに放射能をまき散らす行為については、到底許容できるも
のではないというのが我々業界の大勢を占める意見。福島の辛さを他所に押し付けるのは信義に反し、問題先送りは将来に負の
遺産を押し付ける。よって、至極残念ではあるが、福島県内において処分するのが最も道義的な選択ではないかと思慮。観光的
な影響がより狭い地域で抑えられる海洋放出を選択することが総じて最も損失の少ない処分案であると考える。（福島県旅館ホ
テル生活衛生同業組合）

• 科学的根拠ですべてが解決する問題ではない。東京電力と国が最後まで責任を持つべきだ。大臣や総理が補償も含めて将来に
わたって対処することを表明することが必要だ。（福島県商工会議所連合会）

• 処理水タンクがあの状態で残っている限り風評が続く。早かれ遅かれ処分しなければならない。政府が責任をもって処理してほしい。
（福島県商工会連合会）

• 国際的第三者機関による科学的根拠を情報提供し国際レベルで合意を得ること。徹底した風評防止の事前プログラムの用意。
この２点が担保されない限り放出すべきではない。 （ヨークベニマル）

• 処分方法については、科学的な根拠に基づいて、安全性ならびに技術的な実現可能性を担保した上で、合理的な判断を下す
ことが大前提である。処分方法の決定に際し、国内外の消費者に繰り返し丁寧に説明するとともに、政府による風評対策の継続
が重要だ。正確な情報を発信し、適時適切なリスクコミュニケーションに取り組んでほしい。（日本経済団体連合会）

■ 関係自治体（千葉県・宮城県・茨城県）

• 水産関係者の理解と納得を得ることや、風評被害を再燃させないことが重要である。拙速に方針を決定しないこと、トリチウムに
関する正確な情報を国内外に広く発信し、具体的で実効性のある風評被害対策をしっかり行うことを求める。(千葉県副知事)

• いまだに県内の幅広い産業が風評で損失を受けている。処理水の処分で国内外を問わずに風評の発生が懸念されるので、正確
な情報を丁寧に粘り強く発信することが大切。新たな風評被害が生じた場合、国と東電は誠意を持って損失を補填すべき。（宮
城県副知事）

• 小委員会の報告を既定路線とせず、地域社会と環境により影響の出ない方法が本当にないのか、検討経過を含めて具体的な
説明をしてほしい。国の具体的な風評対策が見えず、国民や諸外国の不安を取り除く情報提供が不十分。具体的な風評対策
の内容を早急に示す必要がある。原発事故により被害を受けた方々へ将来にわたる苦痛、忍耐を伴わないような対応を求める。
（茨城県知事）



（参考）御意見を伺う場での主な御意見について＜発言者別④＞

■ 消費者・商工・流通・旅行業関係者

• トリチウム残存の処理水の安全性、今回選択する処理方法の安全性の強力な情報発信を要望する。上記を行っていただいた上
で、「安心して福島県に出かけてください」という強力なメッセージの発信。官民一体の観光キャンペーンの実施、観光受け入れ態
勢の整備、観光情報の提供を要望する。（日本旅行業協会）

• 多数の処理水タンクが立ち並ぶ光景が事故の象徴的な印象として国内外に伝わり、福島県への旅行・観光に少なからず影響が
生じているのではないか。大気放出のために新たな排気筒が立てられた場合、その存在によって風評被害が長期的に継続する懸
念がある。処理水の徹底的な安全対策の実施と正確な情報提供、十分な風評被害対策を前提に、海洋放出が選択し得る現
実的な一つの対応方法と受け止めている。（全国旅行業協会）

• 県産品の販売状況が震災前の水準に戻っていない中、処理水の処分は新たな風評被害につながる可能性が高く懸念がある。ど
の処分方法を取っても安全性に関する説明は、国が分かりやすい内容で丁寧に行ってほしい。一般の消費者に必要な情報を届
けることが大切であり、その方法としてSNSなどの会員制交流サイトの活用も有効であると感じている。（日本スーパーマーケット協
会）

• 震災から丸９年が過ぎても復興は途上だ。処理水の対応が。安全の確保と国民の安心を得ることが放出処分の必須条件と考
えている。政府と東電には、その苦労は重々承知しつつ新たに困難な10年を生むことがあってはならないも、国民の安心を得られ
ない場合は放出処分を行わないとの覚悟をお願いしたい。（日本チェーンストア協会）

• 処分すれば、風評被害で中小・小規模事業者がさらに苦境に陥る。可能であるのであれば現状維持してほしい思いもある。一方
で処分不可避なら、関係各方面に十分な説明を尽くした上で、第三者機関による監視・管理の下で実施すべき。仮に処分を実
施するのであれば、可能な限り多くの国民の支持を得られるよう広報を強化すべき。（全国商工会連合会）

• 安全なら流せばいいのではないか。もったいぶっているから疑念を持たれる。国際原子力機関などの情報、海外での処理事例など
を分かりやすく国民に説明し納得してもらうのが一番。（日本ボランタリーチェーン協会）

• もはや（海洋放出と水蒸気放出の）二択となっているが、これ以外の処分方法がきちんと検討されたのか疑問。処分方法の再
検討が必要。（県内の市町村議会で海洋放出への反対や地上タンクでの長期保管を求める意見書などが可決されている状況
に触れ）地元の声をしっかり受け止めてほしい。国民の理解がない中で処理水を環境放出すれば必ず風評被害が起きる。東電
はそれを前提に対策を講じ、きちんと損害賠償を負うべき。多くの国民に処理水について知ってもらうまでは、取扱いの方向を決め
るべきではない。（全国消費者団体連絡会）

• 丁寧かつ粘り強く説明し、地元の理解を得ることが何よりも大切。現地の商工会議所が特に憂慮しているのは、処理水を環境放
出することで、未だ払拭されたとは言い難い風評がさらに拡大してしまうこと。放出に伴う風評被害が発生した場合に備え、事業者
の被害に対する経済的保証スキームや事業者への支援について、国が明確に意思表示することが重要。処分方法については、
地元の理解を得たうえで、最終的には国が責任をもって決定すべき。（日本商工会議所） 12



（参考）御意見を伺う場での主な御意見について＜発言者別⑤＞

■ 農林水産業関係者

• 県内森林・林業は、原発事故による放射性物質で大きな影響を受けており、新たな大気、海洋への放出には反対だ。森林所有
者の経営意欲の低下、関心の減退は、森林の荒廃を招き、下流地域の県民生活への影響が大きくなることを強く懸念している。
（福島県森林組合連合会）

• 漁業者は、海洋に育まれた魚介類を漁獲し土着しながら再建するため、海洋放出に反対する。若い後継者に将来を約束するた
めにも尚更である。海に県境はなく福島の漁業者だけで判断はできない。（福島県漁業協同組合連合会）

• 震災10年でようやく農業復興が見通せる状況になったところに、水蒸気放出と海洋放出が提案されたことは遺憾。トリチウム分離
処理技術を開発し、国民が納得する方針を。（JA福島中央会）

• トリチウムの説明を聞き、浄化処理した水の健康影響ないと理解した。だが、風評がなくならない以上、トリチウムとセシウムは同じ
放射性物質として捉えられ、放出については問題であり憂慮している。消費者や児童、保護者らの安心確保のため、政府は第三
者的立場の組織を作り、安全性の発信に努めて欲しい。（福島県青果市場連合会）

• 今も本格操業に至っておらず水産業者にとって実質的な被害続いている。海洋放出に反対する県漁連とともに歩んできた。現時
点で海洋放出が適切かはより慎重に県民、国民の意見を聞いて決めるべき。海洋放出の科学的な安全性は示されているが、県
民は理解しているのか。政府はかみ砕いた言葉で丁寧に説明し、トリチウムへの理解を深めるのが解決の一歩だ。（福島県水産
市場連合会）

• 海洋放出と大気放出、特に海洋放出については断固反対。理屈では安全をわかる部分もあるが、廃炉を一日も早くとの思いも
あって、ジレンマがある。来年４月に本格操業を目指すこの時期に、ALPS処理水を放出することによって、風評が蒸し返されるの
ではと不安。当たり前の商売、経済活動をさせてほしい。そういう環境作りを一日も早く進めてほしい。（福島県水産加工業連合
会）

• ALPS処理水は、原子炉建屋に入り、炉心に触れた汚染水を浄化処理し、保管しているという点において、地下水バイパス等で
の運用による処理水とは明らかに異なるもの。ALPS処理水の海洋放出が行われることになれば、汚染水による風評被害の発生
は必至。改革に取り組もうとしている漁業者を失望・挫折させ、我が国漁業の将来にとって壊滅的な影響を与えかねない。また、
改善されつつある諸外国の我が国水産物の輸入規制が、再び強化されることを懸念。漁業者、国民の理解を得られない、ALPS
処理水の海洋放出は、漁業者の総意として、絶対反対。（全国漁業協同組合連合会）

13



（参考）書面による意見募集での主な御意見について＜詳細①＞

■ 処理水の安全性に対する懸念

•汚染水を希釈するからといって総量は変わらないため、有害であることには変わらない。

•体内に取り込まれたトリチウムの生物学的半減期は自由水の形態で10日程度、有機物と結合した形態で40日と1年程度の2つのタ
イプがあるといわれており、放出完了までの30年間、体内でトリチウムのベータ線が直近の細胞・組織を継続的に被曝して影響を与える。
放射化した水が体内の組織に入いれば、分離はできず、また、ベータ線のため体外から測定もできない。

•1954年の米国ビキニ諸島の水爆実験に係り実施された水産庁海洋調査船俊鶻丸の調査によると、生物種や核種によっては数万倍
に及び生物濃縮が起こることが明らかになっている。

•トリチウム以外の核種について、東電が総量を示していない現状では海洋放出に係る判断を下すべきではない。また、炭素14やテクネ
チウムの濃度は調査中、あるいは調査していないと見られている。

•汚染された処理水を放出することにより、海洋に汚染が広がってしまう。処理水の放出により、大規模かつ後世にわたって環境・魚介類
への汚染や生態系破壊が起こり、周辺地域をはじめ日本全国の水産業に大きな打撃を与え、人体にも影響を与える/影響を与える可
能性がある。環境汚染や人体に影響を与える行為をしないでほしい。

•トリチウム分離技術が確立されていないため、処理水を放出するべきではない。

•処理水を希釈して放出したとしても、放出する放射性物質の総量は変わらないため、汚染が進むことは変わりない。

•自然界にもトリチウムは存在するが、トリチウムをはじめとする放射性物質が大量に含まれる処理水が、環境中にどう拡散し、どのような
影響を与えるのかはよくわかっていない。水俣病など、過去の公害等も踏まえると、安易に放出と決断するのではなく、大量の放射性物
質を環境に放出することの重大性、危険性をもっと慎重に考慮すべきである。

•処理水放出を踏まえた、周辺海域の環境モニタリングと情報開示を、より一層強化してほしい。モニタリングについては、IAEA等、中立
的な国際機関の補完的監視を求めたい。

•事故前の放出管理目標値（年間22兆ベクレル）、規制濃度基準6万ベクレル/リットル以下、実際の平均放出量（年間約2兆ベク
レル）を上限とした放出を検討してほしい。

•放射性物質の敷地外放出量をいかに抑えられるかが、もっとも重要なことだと思われる。福島第一原子力発電所の汚染水処理水の放
出処理案には、年間にどのくらい放射性物質が敷地外へ放出されるのかが、示されていない。また国による年間の放射性物質の敷地外
放出の総量規制や放出管理目標値がない。処理水を薄めれば、放射性物質を上限なく放出できるのではないか。

14



（参考）書面による意見募集での主な御意見について＜詳細②＞

■ 合意プロセスへの懸念

•トリチウムの安全性、漁業者の不安や疑問、保管保存など解決されていない問題課題をおきざりにしたまま、合意形成も得ていない状
況で強引に推進しようとすることに反対する。

•「海洋放出」か「水蒸放出」の二者択一の議論をし、小委員会報告と東電素案を使い分けるなどし、はじめから海洋放出ありきにより検
討が進んでいる。結論と期限があり、それに合わせて形だけ、住民（それも限られた人）の意見を聞くという進め方である。2つの選択肢
に絞って国民の声を聴くという姿勢そのものが結論ありきのパブコメと言わざるを得ない。

•道路・テトラポット等コンクリート材料への活用や水素放出など処理方法や、敷地拡大など貯蔵量を増やす方法などについて知恵を絞り、
世界に現状を訴えて専門家による方法の研究・開発を進める必要がある。国内のみならず、IAEAなどの国際組織、各国関係機関か
ら知恵を借りる必要がある。

•福島県漁業協同組合連合会や福島県の漁業関係者が、海洋放出に反対していることを尊重するべきである。関係者の理解なしに処
分を行うべきではない。

•海洋放水の問題は日本全国に関わる問題、かつ国際問題である点を踏まえ、全ての都道府県や少なくとも太平洋沿岸で操業する漁
業者を有する隣県など、福島県外でも聴取会を開くことを求める。

•新型コロナウイルスによる影響を福島県も受けている中、今は新型コロナウイルス対策を最優先するべきである。

•意見を聞く会や説明会、パブリックコメント募集と意見募集期間の延長がされているが、「聞くだけは聞いた」「気持ちはわかるが現実的に
この方法しかない」という結論が出されるのでは、と危惧している。提出されたパブリックコメントや公聴会に対して、国の見解を示して欲し
い。

•政治的・思想的な事情により、どのような方法を選択した場合においても反対者は必ずいる。反対者が存在する現状は仕方がないと割
り切り、今後、科学的な根拠に基づく決断や対応を行う必要がある。

15

■ 風評影響・復興の遅延への懸念

•処理水を福島県沿岸に流せば、必ず風評被害が起き、漁業、農林業、観光業へと悪影響が生じる。また、影響範囲は福島県に留ま
らず、近隣県にも発生することが想定される。とりわけ、漁業者への影響は大きく、漁業関係者の死活問題となりうる。

•震災だけでなく、コロナ禍により漁業関係者等の経営状況が悪化している段階で処理水の放出を決定すれば、さらなる打撃を与えるこ
とになる。

•漁業者に加え、農業・観光業者への補償が必要。また、福島だけでなく日本全国への影響も懸念されるので、全国に補償が必要。



（参考）書面による意見募集での主な御意見について＜詳細③＞

■ その他（情報発信の強化など）

•海洋放出に当たっては、処理水の安全性について、トリチウムの科学的性質や発生した理由、海外での処分実績・モニタリングデータ、
健康・環境影響の有無、汚染水と処理水の違いなどを周知したり、専門家から説明すべき。

•素人や子どもでも理解できるよう、写真・イラストや易しく具体的な表現を用いて説明したり、全国民を対象とした丁寧な説明や質問
への回答をしてほしい。

•ロンドン条約・ロンドン議定書・海洋法条約といった国際条約を守るべき。仮に放出するならば、国際的に認められる基準値のもとで
放出すべき。

•世界中の原発からトリチウムは放出されているので、処理水も海洋放出するべき。

•処理水を放出すると、汚染が海に広がる。子供に負の遺産を負わせるべきではない。

•経済産業省は、東京電力の素案の説明責任は東京電にあり、経済産業省は精査していないなどと他人事のように発言している。し
かし、原子力発電は国策として推進してきており、原発事故にともなう除染や廃炉費用などについても国民負担を強いている。国とし
ての責任から逃れることは許されない。

•東京電力がたびたび嘘をつきつづけ、今また汚染水問題でトリチウム水放出に危険はないと言ってさらに嘘をつかうとしていることには、
激しい憤りを覚える。

•原子力政策を放棄することが、海洋放出の必要条件である。

•海洋放出をすることにより、福島の人が海で泳げなくなる、子供たちが誇りを持てなくなる。未来の世代に綺麗な海を渡したい。
16

■ 処分方法・分離技術開発の提案

•コンクリート固化してはどうか。コンクリート固化する方法は高温になって水蒸気が放出するということかも知れないが、海洋放出するほどの
悪影響はない。

•トリチウム分離技術が開発されるまで、タンクで長期貯蔵するべき。

•福島第一原発のタンク敷地がひっ迫しているならば、福島第一原発の敷地を拡大する。もしくは中間貯蔵施設・帰還困難区域に加え、
県外の土地を活用してタンク貯蔵の敷地を拡大し、貯蔵を継続するべき。

•福島県に負担を寄せるのではなく、県外でもタンク貯蔵もしくは放出するべき。

•タンカーで沖合や離島に運び、そこで放出するべき。
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廃炉・汚染水対策チーム事務局 
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〇江島事務局長 それではただ今から、第６回廃炉・汚染水対策チーム会合を開催をいたし

ます。まずお手元の資料でありますが、配布資料一覧で御確認をください。よろしいでしょ

うか。それでは、会議の開催に当たりまして、チーム長の梶山経済産業大臣より御挨拶をお

願いいたします。 

 

〇梶山チーム長 福島第一原子力発電所の事故から、来年3月で10年が経過をいたします。そ

の間、福島を始め被災地の皆様の懸命な努力により、徐々に復興が進んできております。 

政府は、復興を完遂する、という強い決意と覚悟を持つとともに、被災地の皆様の気持ち

に最大限寄り添って、廃炉・汚染水・処理水の対策に取り組む必要があります。 

ALPS処理水の取扱いにつきましては、これまで６年間にわたり専門家による技術面や制度

面、社会的な観点からの検討が行われ、本年２月に報告書が取りまとめられました。 

それ以降、この報告書を踏まえつつ、地元自治体や関係団体をはじめとした様々な方との

意見交換や、各省の副大臣出席の下での公開の意見聴取、意見の書面募集などを各省が連携

した形で実施することで、政府内での議論を積み上げてまいりました。 

本日は、これまでの一連のプロセスで寄せられた御意見や御懸念についての整理を皆で確

認をし、政府方針決定に向けた議論を更に深めたいと考えております。活発な御議論をお願

いいたします。 

  

〇江島事務局長 ありがとうございました。それでは続きまして、副チーム長の坂井官房副

長官から御挨拶をお願いいたします。 

 

〇坂井副チーム長 皆さんご承知のとおり、福島の復興とその前提となる廃炉の進展は、政

府の最重要課題の一つでございます。 

菅総理からも先月25日に行われました復興推進会議の際に、「閣僚全員が復興大臣との認

識の下で、前例にとらわれず、被災地の復興に全力をつくして欲しい」という指示を出して

いただいております。 

ALPS処理水の処分方法を決定するということは、廃炉を進めていくためには避けては通れ

ないものではありますが、長年の課題として残ってきています。この議論を前に進めるため

には、政府・関係者が一丸となって、取り組む必要があろうかと思います。 

特に、処理水の処分に当たっては、風評の発生が懸念をされるところでございます。風評
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は、消費者、幅広い産業、そして国内のみならず諸外国に対しても影響を与えうるものであ

ります。 

実際、処分に反対する意見の中でも、風評を懸念する声が強い。こうした懸念については、

一つずつ丁寧に向き合い、払拭していくことが重要でございます。 

各省庁におかれては、特に関係に深い業界等を中心に、広く、注意深く、こういった懸念

の声をお聞きいただくと同時に、その解決に向けた検討を進めていただきたいと思います。 

来年で、東京電力福島第一原子力発電所事故から10年という節目になります。これまで積

み上げてきた復興の歩みを止めることなく、この問題を解決をしていくことが必要でありま

す。 

内閣官房としても、各省による取組を、最大限、支えていくつもりでございますので、本

日は、活発な御意見・御議論をお願いをしたいと思います。どうぞよろしくお願い申し上げ

ます。 

  

〇江島事務局長 ありがとうございます。それでは議事に入る前に、本日の資料であります

が、会合後に公開する予定となっていますので御認識いただければと思います。 

また、本日の議題は、議事次第のとおりでございます。それでは、まず資料１について、

須藤事務局長補佐から説明をお願いいたします。 

 

〇須藤事務局長補佐 資料１についてご説明いたします。１ページを御覧ください。ALPS処

理水については、６年間にわたり専門家による議論を行ってまいりました。報告書を踏まえ、

地元を始めとした幅広い関係者から御意見を伺いました。本日は、その概要について、事務

局で整理した内容をご説明いたします。 

続いて、２ページでございます。関係者の御意見を伺う場を合計７回実施し、29団体、43

名の地元関係者、自治体や経済・観光・流通・消費者等の全国団体に参加いただきました。 

次に、３ページにまいります。御意見の概要でございます。なお、全ての意見表明者の意

見概要は、参考資料として末尾に掲載をしております。処理水の安全性については、一つ目

のポツ、科学的な根拠に基づいて、安全性を担保すべき、四つ目のポツ、核燃料に触れた水

は、放射性物質を取り除いたといっても不安は解消しない等の意見が示されました。次に風

評影響、復興の遅延に関しては、五つ目のポツでございます。新たな風評を生じさせないよ

う風評対策に取り組むこと、下から三つ目のポツ、一般の消費者に必要な情報を届けること
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が重要、右側三つ目、新たな風評被害が生じた場合には、国や東京電力が損失を補填すべき、

その下のポツ、処理水タンクが残っている限り風評が続く等の御意見をいただきました。 

次に４ページにまいります。上段左側では、合意プロセスへの懸念についての様々な御意

見を照会しております。その下段、トリチウム分離技術開発や地上タンクでの長期保管など

について検討すべきとのご意見を頂きました。ページの右側になりまして、環境放出に関す

る御意見として、前半三つが、漁業者、林業者の方の海洋放出の反対の御意見を照会してお

ります。その下は、風評被害対策等を前提に、海洋放出が選択しうる現実的な対応方法と受

け止めるとの御意見でございます。 

続いて６ページでございます。書面による意見募集では、重複を除き4,011件が寄せられま

した。そのページでは、主な御意見として、重複も含め、およその件数を記載しています。

その結果、「処理水の安全性への懸念」については2,700件、「風評影響・復興の遅延への懸

念」については1,000件、「合意プロセスへの懸念」については1,400件、「処分方法や分離

技術開発の提案」については、2,000件、その他、情報発信の強化など」については、1,400

件という内訳になっております。また、６ページから７ページまで、主な御意見の概要を掲

載しております。 

続いて、８ページまでお進みください。ALPS小委員会の取りまとめ以降、関係者から学生

を含む一般の方など、様々な層に対して数百回程度の説明会や意見交換を実施してまいりま

した。説明先は、福島県に限らず、福島県外や海外関係者も含みます。その中では、処分方

法への賛否も含め、様々な御意見をいただきましたが、特に風評影響に関する御懸念や御意

見を多くいただきました。例えば、一つ目、根本的な問題解決を先送りすることなく、処分

方法を早期に決定すること。二つ目、その下、ALPS処理水やトリチウムに関する理解を全国

へ普及してほしいといった御意見です。以上、ご報告申し上げます。 

 

〇江島事務局長 ありがとうございました。それでは、これまでに説明いたしました内容に

ついて、御意見・御質問等を頂戴したいと思います。まず、横山復興副大臣から、御発言を

お願いいたします。 

 

〇横山復興副大臣 私は、「御意見を伺う場」の７回全てに参加させていただきました。風

評への懸念、正確な情報発信に関する、多くの御意見があったと認識をしています。 

来年３月11日で、震災から10年となります。これまで、地元は大変な御苦労をされ、風評
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払拭にも努め、復興を進めて来られました。 

 福島の本格的な復興には、引き続き国が前面に立ち、中長期的に取り組むことが必要です。

処理水の処分が、復興に悪影響を及ぼすようなことがあってはなりません。 

 そのためには、安全かつ着実な処分と、適確なモニタリングや情報発信、徹底した風評対

策、それでも被害が生じてしまった場合の適切な賠償といったことが、大事です。 

 風評対策に関しては、復興庁でも、「風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略」に

基づく、政府一体の取組を進めております。 

 今後の政府方針の決定に当たっても、適切な風評対策を講じることが必要不可欠です。関

係府省庁におかれても、それぞれの役割を踏まえ、そのための検討と対応を進めていただく

よう、お願いを申し上げます。 

  

〇江島事務局長 ありがとうございました。それでは、次に鷲尾外務副大臣から、御発言を

お願いいたします。 

 

〇鷲尾外務副大臣 外務省は、東電福島第一原発事故発生以降、ALPS処理水に関する取組を

含め、同原発の廃炉・汚染水対策等に関し、関係省庁と協力し、原則毎月１回、在京外交団

やIAEAへの情報提供を行っていることに加え、これまでに、在京外交団への説明会を計106

回実施する等、国際社会に対して、透明性のある情報発信、風評被害の払拭及び国際協力に

努めてきました。 

これまでに得られたALPS処理水の取扱いに係る御意見を踏まえ、関係省庁と引き続き、緊

密に協力するとともに、関係国及び国際機関との連携を深め、IAEA等から更なる協力を得な

がら、関係国を含む国際社会の理解の形成に向けた取組をさらに強化してまいりたいと思い

ます。 

  

〇江島事務局長 ありがとうございました。それでは次に高橋文部科学副大臣から、御発言

をお願いいたします。 

 

〇高橋文部科学副大臣 東京電力福島第一原子力発電所の事故に関し、被害者の方々への迅

速、公平、適切な賠償が実施されることが重要です。 

このため、文部科学省の原子力損害賠償紛争審査会では、賠償すべき損害と認められる一
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定の範囲等を示した中間指針等を策定して、原子力損害賠償紛争解決センターにおいて和解

の仲介等を行っております。 

また、福島第一原子力発電所の廃炉の円滑な実施のため、日本原子力研究開発機構の廃炉

環境国際共同研究センターを中核に、研究開発や人材育成を推進しております。 

本日御紹介いただいた御意見の中には、例えば、風評被害の発生を懸念する声などもあり

ました。文部科学省としては、今後の政府方針の取りまとめに向けて、関係省庁と連携し尽

力をしてまいります。引き続き、迅速、公平、適切な賠償が行われるよう、また、廃炉が円

滑に実施されるよう取組を行ってまいります。 

 

〇江島事務局長 ありがとうございました。次に山本厚生労働副大臣から、御発言をお願い

いたします。 

 

〇山本厚生労働副大臣 厚生労働省では、東日本大震災後、事故を踏まえた食品中の放射性

物質に関する対応として、食品規格に関する国際機関の指標値を踏まえ、子供にも配慮した

安全な基準値を設定するとともに、一般的な食事から人が受ける放射線量を毎年サンプル調

査することにより、安全性が確保されていることの確認等を行ってきたところでございます。 

また、風評被害への対応として、食品中の放射性物質に関する基準値を満たしていれば、

十分に安全性が確保されていることや、地方自治体等が行った食品中の放射性物質の検査結

果をホームページ等において国内外へ速やかに情報発信してまいりました。 

さらに、関係省庁とも連携して、全国各地での説明会の開催や、多様な媒体による継続的

な周知に努めてきており、ALPS等処理水の処分が行われる場合においても、こうした取組を

継続してまいります。 

 

〇江島事務局長 ありがとうございました。次に葉梨農林水産副大臣から、御発言をお願い

いたします。 

 

〇葉梨農林水産副大臣 農林水産省です。すでにご説明にもございましたが、「ご意見を伺

う場」においては、農林水産関係者が放出した場合の風評被害等を懸念しております。特に

水産関係者は、海洋放出に強く反対の意見を表明しています。 

このような状況を踏まえますと、農林水産業者の復興に向けた努力に水を差すことになら
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ないような処分方法を検討すること、わかりやすい情報発信といったリスクコミュニケーシ

ョンの取組を強化すること、風評被害が生じる場合には十分な対策をとることが重要と考え

ています。また、影響を受ける方々に対し、処分についての理解を得る努力を継続して行う

必要があります。これらについて、関係省庁の努力をお願いを申し上げます。 

  

〇江島事務局長 ありがとうございました。次に大西国土交通副大臣から、御発言をお願い

いたします。 

 

〇大西国土交通副大臣 観光関連業界が懸念する風評による影響を抑制するためには、関係

者におかれましては、情報を随時公表し、高い透明性を確保することなどが必要です。旅行

者をはじめとした国民の理解を得るよう努めていただくことが重要と考えております。 

国土交通省といたしましては、東日本大震災以降、福島県へのインバウンドや、教育旅行

の誘客に努めてまいりました。現在はGo To トラベル事業により失われた旅行需要の回復を

図っているところです。 

今後とも来年の復興五輪の機会も活かしながら、福島県における観光復興に向け、引き続

き誘客の取組み等を図ってまいりたいと考えております。 

  

〇江島事務局長 ありがとうございました。他に御意見等ございますでしょうか。よろしい

でしょうか。 

 

〇江島事務局長 それでは、最後に、チーム長の梶山経済産業大臣より御発言をお願いした

いと思います。ここでプレスが入りますので、少々お待ち下さい。 

 

（プレス入室） 

 

〇江島事務局長 それでは、最後に、チーム長の梶山経済産業大臣より御発言をお願いした

いと思います。 

 

〇梶山チーム長 東京電力福島第一原子力発電所の廃炉の着実な実施は、原子力災害からの

復興の大前提であります。廃炉作業を遅延させないためにも、日々増加するALPS処理水の取
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扱いについて、早期に方針を決定していく必要があります。 

本日の会合では、まず始めに、ALPS処理水の取扱いを巡るこれまでの検討経緯を確認をい

たしました。 

この中で、6年間に渡る専門家による議論を取りまとめたALPS小委の報告書では、ALPS処理

水の処分方法の現実的な選択肢としては、海洋放出か水蒸気放出が考えられ、その中でも海

洋放出がより確実に実施可能であると評価されていること、併せて風評対策を講じていくこ

との重要性が指摘をされていること、また、この報告書の内容について、IAEAから科学的な

根拠に基づくものであるとの評価されていること、について、確認をいたしました。 

政府では、このALPS小委の報告書に基づき、本年２月以降、御意見を伺う場や書面による

意見募集、ALPS処理水に関する意見交換を集中的に実施をし、様々な関係者から意見を伺っ

てまいりました。 

本日の会議では、その内容を確認いたしましたが、今後、政府方針の検討を深めるに当た

っては、ALPS小委の報告書に加え、こうした様々な意見をしっかりと踏まえる必要があると

考えております。 

また、いただいた意見に対する政府の考えも、今後、示していく必要があります。本日の

議論の中では、各省庁からは、風評を最大限抑制する処分の徹底や国内外への情報発信と風

評対策に全力で取り組むことが重要、安全・安心に寄与するため、モニタリングの実施や、 

IAEAとの連携を進めるなど透明性を高め、国内外への情報発信を強化することが必要、 

等についての議論がありました。 

経済産業省としても、国内外への科学的根拠に基づいた情報発信や風評対策についてでき

ることから取り組んでいく所存ですが、本日の確認や議論を踏まえて、いただいた御意見に

対して、何ができるのかの検討を更に深める必要があります。 

各省におかれても、これまで様々な機会を通じていただいた御意見について改めて真摯に

受け止めていただきたいと思います。その上で、これらに応えるべく、風評影響を最大限抑

制する処分方法やモニタリング、経済対策を含めた具体的な風評対策、国内外への丁寧な情

報発信といった論点について、これまでの検討をより一層深め、今後の政府方針の決定につ

なげていけるようお願いをいたします。 

 

○江島事務局長 それではプレスの方はここで御退出をお願いいたします。少々お待ちいた

だければと思います。 
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（プレス退出） 

 

○江島事務局長 それではこれをもちまして第６回廃炉・汚染水対策チーム会合を終了させ

ていただきます。ありがとうございました。 

 

－了－ 



放射線防護ふるまい教育の⼀⻫実施について

福島第⼀廃炉推進カンパニー
福島第⼀原⼦⼒発電所
防災・放射線センター

2020年10⽉29⽇



1

1. はじめに

昨年来、ＡＰＤまたはＧＢの不携帯、全⾯マスク脱⾐⼿順の不備に伴う顔
⾯汚染、管理対象区域内での飲⾷喫煙、ホールボディカウンタによる不適
切な測定など放射線防護に関する不適合が多数発⽣している。これらの放
射線防護に関する不適合については、その都度個別の原因究明と再発防⽌
対策を⾏っている。

これら不適合の原因を分析した結果、所員及び協⼒企業作業員に対し、
放射線防護に関する意識やふるまいについて放射線防護に関する過去の不
適合事例を体系的に学ぶ必要があると考え、最近発⽣した放射線防護上の
不適合を網羅した「放射線防護のふるまい教育」を策定し、2019年12⽉よ
り、所員及び協⼒企業作業員の教育訓練を順次⾏っている。

2020年度上期末にあたり、発電所全体で「放射線防護のふるまい教育」
を⼀⻫に実施し、放射線防護に関する意識やルールの再徹底を⾏うことと
した。



2

２. 実施内容
９⽉２５⽇、発電所内全作業を⼀時中断し、全ての作業員（当社社員含む）が「放射線防護の

ふるまい教育」を実施。

＜＜ふるまい教育他の実施内容＞＞
・所員の放射線防護のふるまい教育は各グループマネージャーが講師となり実施

・協⼒企業は放射線管理責任者または放射線管理員が作業員に対して実施

・教育の実施にあたり、放射線・環境部が講師に対して事前にレクチャーを実施

① 「放射線防護のふるまい教育」の実施（9⽉25⽇午前中）
 各グループ毎、各協⼒企業毎に実施。
 ⼀⽅向的な座学だけでなく、過去の不適合事例について検討する少⼈数での討議も取り⼊れる。

② 「放射線防護のふるまい教育」振り返りの結果集約（〜10⽉2⽇）

 「放射線防護のふるまい教育」の振り返り採点結果を放射線・環境部にて集約し、各グループ及び各
社にフィードバック。

③ 現場パトロールまたは現場ＭＯ※(ふるまい教育翌週の9⽉28⽇〜10⽉2⽇）

 ふるまい教育の結果を現場パトロールまたは現場ＭＯにて確認。

※MO(Management Observation)︓管理職やリーダーによるコーチングを⽬的とした現場観察。現場パ
トロールが整理整頓や危険箇所の確認など現場の状況を確認することを主な⽬的としているのに対し、作
業者や班⻑、監理員の放射線防護に関するふるまいを中⼼に観察し、彼らと直接コミュニケーションを⾏
い気づきを与えることを⽬的としている。
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３. 結果と考察（10⽉2⽇集計）

受講者総数︓５，３５１⼈
当社社員︓１，０６３⼈ 協⼒企業作業員︓４，２８８⼈

「放射線防護のふるまい教育」振り返りの結果
放射線防護のふるまいの項⽬の中で誤認・理解不⾜が多かった３項⽬
① 管理対象区域内に保管していた⼯具類の搬出⽅法（誤認率︓4.6%)

② 建屋内Yゾーンにおける放射線防護装備（呼吸保護具）の選択（誤認率︓2.8%)

③ Rゾーン（⾼汚染エリア・アルファー核種管理エリア）からの退域⽅法（誤認率︓2.8%)

考察・今後の対応⽅針
上記誤認や勘違いをしているルールについては、シンプルでかつ分かりやすいルールを策定すると

ともに、作業員が理解しやすいような周知及び表⽰⽅法を検討していく。

また、放射線防護のふるまい教育 (作業員へ毎年1回以上教育することを協⼒企業に依頼済）の結
果を定期的に集計し、トレンドを精査し、現場の放射線防護にフィードバックしていく。



福島第⼀原⼦⼒発電所
構内設備等の⻑期保守管理計画の策定後の妥当性確認
の実施状況について

東京電⼒ホールディングス株式会社

2020年 10⽉ 29⽇
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１．⻑期保守管理計画の策定状況
 今後の廃炉・汚染⽔対策を進めるため、福島第⼀原⼦⼒発電所構内の全設備、機器、建物に対し

て、劣化進展を考慮した⻑期保守管理計画を策定し、試運⽤を開始した。
 2020年度第４四半期の本運⽤に向けて、妥当性確認を完了し、必要に応じて⾒直しを実施中。
 ⻑期保守管理計画の策定結果および妥当性確認の内容について報告する。

②全設備、全機器を起因事象毎に振り分け ・構内の全設備、機器について、起因事象毎に振り分けを実施

・各設備、機器について優先度に応じた対策を検討
・下記事項を盛り込んだ⻑期保守管理計画を策定
 全設備、全機器のリスト
 各機器に対する優先度
 対策内容・対策予定年⽉

⑤⻑期保守管理計画の策定・試運⽤開始

①リスクの抽出、起因事象の整理

③現在の管理状態の確認
・各設備、機器の経年劣化モード（疲労割れ、応⼒腐⾷割れ、摩耗、はく離
等）や現在の劣化の進展状況を確認

・各設備、機器の現在の管理状態（点検内容等）を確認

④現在の管理状態に基づく評価(優先度設定) ・設備、機器の現在の管理状態が妥当であるか評価
・各設備、機器に対し、それぞれのリスクに応じた優先度を設定

・廃炉・汚染⽔対策を進める上で、影響のあるリスクの抽出
・リスクに対応する起因事象を整理

完了
⑥妥当性確認

本格運⽤

・優先度の妥当性確認
・対策内容、時期の妥当性確認
・設備の供⽤期間の確認

実施中⑦妥当性確認後の⾒直し

本⽇の報告内容



＜参考＞全設備・機器の対策優先度

2

構内の全設備・機器

バウンダリ機能

バウンダリ優先度
1

バウンダリ優先度
2

バウンダリ優先度
3

機械設備 電気設備 その他設備

設備優先度
1

設備優先度
2

設備優先度
3

設備優先度
4

設備優先度
5

計装(監視)設備

監視優先度
1

監視優先度
2

監視優先度
3

建築物

建物優先度
1

建物優先度
2

建物優先度
3

構内の全設備・機器を「機械設備」、「電気設備」、「その他設備」、「計装設備」、
「建築物」に振り分けを⾏い、現在の管理状態に基づく優先度を設定
更に「建築物」以外の設備・機器に対しては、バウンダリ機能の観点から優先度を設定

① ② ③

④

約580件※2

約34万件※1

約640件 約100件約1万件

約11万6千件 約2万9千件

※評価対象外︓約3万2千件

約300件

約6万5千件

※評価対象外︓約5万件

約10件 約60件

約30件

約22万5千件※1 約11万5千件※1

約3万6千件 約2万4千件 約19万8千件

約3万7千件

※優先度象外︓約450件、撤去済︓約30件

※評価対象外︓約８万2千件

約34万件

※１ 機器または部品数
※２ 棟数



２．⻑期保守管理計画リスト（記載内容）

3

 例⽰︓⻑期保守管理計画リスト（「機械設備」、「電気設備」、「その他設備」の場合）
① ②

㉑ ㉒ ㉓ ㉔ ㉕ ㉖ ㉗ ㉘ ㉙ ㉚
設備

応急対策内容
設備

応急対策
予定年⽉

設備
応急対策
完了年⽉

設備
恒久対策内容

設備
恒久対策
予定年⽉

設備
恒久対策
完了年⽉

バウンダリ機能
対策内容

バウンダリ
機能対策
予定年⽉

バウンダリ
機能対策
完了年⽉

対策管理リスト
（点検⻑計などのリンク先）

③ ④

号機 系統 機種 機器番号 機器名称 管理対象有無

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱
⻑計管理
機器

経年劣化
モード

保全
⽅式 内包物

バウンダ
リ機能要
求有無

機器の劣化に
よる⼈⾝安全
への影響

機器の劣化に
よる系統機能
への影響

冗⻑性
の有無

機器の劣化
により系統
外放出

堰の
有無

漏えい検知
器の有無

放射能
濃度 保有量 設置

場所
パトロール
実施有無

設計
寿命

設置
年度

管理
状態

⑲ ⑳
評価結果
（設備）

評価結果
（バウンダリ）

①︓機器名称

②︓管理状態

③︓優先度の評価結果

④︓対策内容、対策予定・完了時期

⻑期保守管理計画を策定

 設備・機器の管理状態の各項⽬



＜参考＞⻑期保守管理計画リスト（イメージ）
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【⻑期保守管理計画の運⽤体制】

＜参考＞⻑期保守管理計画の運⽤の体制

⻑期保守管理計画に基づく保全

廃炉安全・品質室

⻑期保守管理計画の妥当性評価

各設備保全箇所

新たに発⽣した課題については、必要に応じ
て組織横断的な体制を構築し、検討する。

5

⻑期保守管理計画責任者
取り纏め箇所

（建設・運⽤・保守センター内）

 今後の運⽤に当たっては、取り纏め箇所が進捗状況を適宜確認していく。
 各設備保全箇所が対策内容の検討および対策を実施していくが、横並びについては取り纏

め箇所を中⼼に調整していく。
 運⽤の妥当性については、廃炉安全・品質室が確認し、フィードバックをしていく。

⻑期保守管理計画の管理
• 進捗管理・対策期限管理
• 点検内容の横並び確認
• ⻑期保守管理計画の改訂

• 各設備・機器の保全
• 保全内容、周期等の検討、⾒直し
• ⻑期保守管理計画リストへ反映

プログラム部⻑ 建設・運⽤・保守
センター⻑

プロジェクト
マネージャー

保全箇所グループ
マネージャー

各設備保全責任者

設備運転管理
各設備管理箇所

•パトロール
•定例試験

設備情報

• 優先度の妥当性確認
• 対策内容、時期の妥当性確認
• 設備の供⽤期間の確認

⾒直し依頼⾒直し報告

評価等の
フィードバック



３．妥当性確認の内容（⽬的、視点、実施体制）

6

 妥当性確認の⽬的
各設備保全箇所が作成した⻑期保守管理計画について、廃炉安全・品質室が客観的な
⽴場から調査・評価内容の妥当性を確認し、⻑期保守管理計画の品質を保証すること。

 妥当性確認の具体的視点
①⻑期保守管理計画作成のプロセスの確認
・設備のもれがないか。（特に点検⻑期計画に記載のない設備）
・現状の管理状態について、定義に基づき記載がされ、内容が妥当か。

②⻑期保守管理計画記載内容（管理状態、優先度、対策内容、対策時期）の確認
・管理状態を踏まえ優先度判定フローに基づき、優先度が評価されているか。
・追加対策の内容、対策実施時期が妥当か。
・設置場所、使⽤環境等を考慮しているか。

 実施体制
廃炉安全・品質室で妥当性確認チーム（５チーム）を編成して実施。



３．妥当性確認の内容（実施⽅法）
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 実施⽅法
 各設備保全箇所で作成した⻑期保守管理計画の調査・評価内容について、抜き取り

により⻑期保守管理計画の確認を⾏い、必要に応じてヒアリング、エビデンス等の
確認を実施した。

 各設備保全箇所単位で対象を選定
 機種が多い号機を代表号機とする。（号機間で差がないため）
 すべての「機種」※を１機器以上選定
 同⼀機種で「劣化モード」、「保全⽅式」、「内包物」に相違がある場合は、すべてのパターンを１機器以上選定

また、同⼀機種で「管理対象無」となっている機器も選定
 配管

材質（PE管、鋼管、ホース）に対して、「劣化モード」、「保全⽅式」が同⼀材質で相違がある場合は、すべてのパタ
ーンを１機器以上選定

 タンク
型式（溶接型、フランジ型）に対して、「劣化モード」、「保全⽅式」が同⼀型式で相違がある場合はすべてのパター
ンを１機器以上選定

 計器
⽤途（圧⼒、流量、温度・・・）に対して、「劣化モード」、「保全⽅式」が同⼀⽤途で相違がある場合は、すべての
パターンを１機器以上選定

妥当性確認における抜き取り対象の選定の考え⽅

※ 機種︓ポンプ、配管、弁等



４．妥当性確認結果（気づき事項）
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機器の抽出
 設備停⽌済みで今後使⽤⾒込みのない機器、⼯事⼲渉により移動した機器等がリスト
アップされていない事例あり。

 地下階にあり、接近不能な設備はリスト化されていない事例あり。
⇒ 追加抽出を実施中

対策内容・対策時期
 追加対策の優先度が低いため、現時点では対策が不要となっているものについても、
今後対策の検討が必要。

妥当性確認結果を受けた気づき事項の主なものは以下の通り

現状の管理状態、優先度設定
 記載の適正化が必要な箇所や、優先度評価における評価フローを誤解したことによる
評価ミス。
⇒ 修正および再評価を実施中



５．今後の課題と対応
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 運⽤の定着化
管理すべき機器の抽出、現状の管理状態、優先度評価、定期⾒直しにおいて、運⽤の
定着化を図るために、⻑期保守管理計画管理ガイドを策定中

 放射性物質を内包する設備の管理
2020年9⽉1⽇に、3号機廃棄物地下貯蔵建屋におけるCUW廃樹脂貯蔵タンク接続配管
からの漏えい事象が発⽣した。
当該機器については、⻑期保守管理計画にて「放射性物質の外部放出」「設備劣化によ
る機能喪失」「⼈⾝災害・設備災害」の観点で設備劣化による影響は無く、早急な追加
対策は不要と評価されている。
しかしながら、本事象を踏まえ、中⻑期的に廃炉を進めていく観点で、⻑期保守管理計
画の⾒直しを含めて、対応を検討していく。
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６．スケジュール

 2020年度第１四半期に⻑期保守管理計画の策定後、第２四半期に妥当性確認を
完了した。

 今後、必要に応じ対策内容の⾒直し等を実施し、2020年第4四半期より本格的
に運⽤を開始していく。

スケジュール
2020年度 2021年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第2四半期

全体⼯程

⻑期保守管理計画策定
対策検討

評価・対策の妥当性確
認

▼⻑期保守管理計画策定 ▼⻑期保守管理計画の⾒直し

試運⽤期間 本運⽤期間

妥当性確認⾒直し

対策検討

妥当性確認



＜参考＞⻑期保守管理計画における具体的対策
（代表例 ①機械設備、電気設備、その他設備）
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【設備優先度２ 追加対策の内容】
 プールライナー漏えい防⽌
• ガレキ等の落下による使⽤済燃料プールの損傷を防⽌するため、プールに養⽣カバーを設置。（1号機）
• プールライナー腐⾷による漏えいを防⽌するため、プール⽔の⽔質を監視（3ヶ⽉に１回）し、必要に応じ、プール⽔
浄化を実施。

プール⽔漏えい時の対応
• プールライナーの損傷により、使⽤済燃料プール⽔位が低下した場合は、⾮常⽤注⽔設備等による注⽔でプール⽔位
を維持。

【機器名】
• 1〜３号機 使⽤済燃料プール

【優先度の評価結果】
• 設備優先度2︓追加対策の検討「要」
• バウンダリ優先度3︓追加対策「不要」

【設備の管理状態】
点検⻑期計画の管理 有
内包物 液体放射性物質
バウンダリ要求 有
⼈⾝安全への影響 無
要求機能への影響 有
漏洩検知器 無
堰 有
インベントリグレード ⅱ

グレードⅰ︓放射能濃度が⾼かつ保有量が中以上で、
漏えい時の環境影響が⼤きいもの

グレードⅱ︓放射能濃度や保有量が中以上で、漏えい
時の環境影響が懸念されるもの

グレードⅲ︓放射能濃度や保有量が低く、漏えい時の
環境影響が⼩さいもの

【インベントリグレード】

1号機 使⽤済燃料プール
2019.8.2撮影



＜参考＞⻑期保守管理計画における具体的対策（代表例 ③建築物）
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【建屋名】
2号機 タービン建屋

【優先度の評価結果】
• 建物優先度１︓速やかな追加対策の検討「要」

【劣化度、影響度】

【建物優先度１ 追加対策の内容】
 ケーブルラック処理不良箇所の撤去
ケーブルラック処理不良箇所について撤去する。（撤去時期︓2023年度予定）

 ケーブルラック処理不良箇所撤去までの対応
Ａ型バリケードにて⽴⼊禁⽌措置ならびに単管および防護板にて敷設されている設備の防護養⽣を実
施した。また、撤去されるまでの間、1年毎に経過観察を実施する。

劣化度 外部ケーブルラック処理不良によ
る落下の恐れ Ａ

影響度 ⼈⾝災害リスク 有

⼤
放射性物質の漏えいリスク 無
放射線管理⽀障リスク 有
業務継続停⽌リスク 無

区画柵、
防護養⽣
実施済

未使⽤設備



＜参考＞⻑期保守管理計画における具体的対策（代表例︓④バウンダリ機能）

13

【機器名】
1/2号機 排気筒ドレンサンプピット

【優先度の評価結果】
• 設備優先度4︓追加対策不要
• バウンダリ優先度1︓速やかに応急対策を検討

【設備の管理状態】

【バウンダリ優先度１ 追加対策の内容】
 排気筒ドレンサンプピット⽔移送ポンプの設定値変更

排気筒ドレンサンプピット内に溜まった⾬⽔を可能な限り低い状態に保つため、ポンプ起動・停⽌の設定値 の変更を
実施した。また、定期的に放射能濃度を確認している。
2020年7⽉にピット内部の調査を実施したが、流出経路の特定には⾄らなかった。

 排気筒ドレンサンプピット⽔位データの傾向監視
特異な⽔位変動の確実な検知及び移送ポンプ起動・停⽌設定値変更後の傾向を把握するため、１⽇／回の頻度でピット
⽔位データを採取し、⽔位変化の傾向を確認している。

点検⻑期計画の管理 無
内包物 液体放射性物質
バウンダリ要求 有
⼈⾝安全への影響 無
要求機能への影響 無
漏洩検知器 無
堰 無
インベントリグレード ｉ

1/2号機排気筒

2号機
廃棄物処理建屋へ

ピットカバー

移送ポンプ
サンプピット

P

1/2号機排気筒ドレンサンプピット概略図

グレードⅰ︓放射能濃度が⾼かつ保有量が中以上で、
漏えい時の環境影響が⼤きいもの

グレードⅱ︓放射能濃度や保有量が中以上で、漏えい
時の環境影響が懸念されるもの

グレードⅲ︓放射能濃度や保有量が低く、漏えい時の
環境影響が⼩さいもの

【インベントリグレード】


